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１、開催年月日時刻及び場所

  令和５年６月９日

自  午後 １時２８分

至  午後 ２時４５分

於  委 員 会 室 ２

２、出席委員の氏名

委員長（分科会長） 千住 良治 君

副委員長（副会長） 山下 博史 君

委   員 堀江ひとみ 君

〃 浅田ますみ 君

〃 深堀ひろし 君

〃 吉村  洋 君

〃 山本 由夫 君

〃 宮本 法広 君

〃 白川 鮎美 君

〃 冨岡 孝介 君

〃 湊  亮太 君

３、欠席委員の氏名

委 員 堤  典子 君

４、委員外出席議員の氏名

な  し

５、県側出席者の氏名

総 務 部 長 大田  圭 君

学事 振興課 長 櫻間 秀道 君

福祉 保健部 長 寺原 朋裕 君

福祉保健部次長 石田 智久 君

福祉保健部次長 中尾美恵子 君

福祉 保健課 長 安藝雄一朗 君

医療 政策課 長 加藤 一征 君

感染症対策室長 長谷川麻衣子 君

長寿 社会課 長 中村 直輝 君

障害 福祉課 長 佐藤 隆幸 君

こども政策局長 浦  亮治 君

こども未来課長 黒島 孝子 君

こども家庭課長 川村 喜実 君

６、審査事件の件名

〇文教厚生分科会

第51号議案
令和5年度長崎県一般会計補正予算（第2号）
（関係分）

７、審査の経過次のとおり

― 午後 １時２８分 開会 ―

【千住委員長】ただいまから、文教厚生委員会

及び予算決算委員会文教厚生分科会を開会いた

します。

なお、堤委員から欠席する旨の届が出ており

ますので、ご了承をお願いいたします。

これより議事に入ります。

まず、会議録署名委員を慣例によりまして、

私から指名させていただきます。

会議録署名委員は、深堀委員、冨岡委員のご

両人にお願いいたします。

本日の議題は、第51号議案「令和5年度長崎
県一般会計補正予算（第2号）」のうち関係部
分及び令和5年6月定例会における本委員会の
審査内容等についてであります。

審査方法についてお諮りいたします。

本日、審査する議案は、12日の予算決算委員
会及び本会議で審議する必要があることから、
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付託議案に限って審査を行い、その後、令和5
年6月定例会における本委員会の審査内容等に
ついての委員間討議を行うこととしたいと思い

ますが、ご異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【千住委員長】ご異議ないようですので、その

ように進めることにいたします。

また、今回、総務部長が総務分科会にも出席

する必要がありますことから、配付いたしてお

ります審査順序のとおり、まず総務部関係の審

査を行い、終了後、こども政策局を含む福祉保

健部関係の審査をすることにしたいと存じます

ので、ご了承をお願いいたします。

なお、理事者の出席範囲につきましては、付

託議案に関係する範囲とし、お手元に配付して

おります配席表のとおり決定したいと存じます

ので、ご了承をお願いいたします。

【千住分科会長】それでは、分科会による審査

を行います。

まず、総務部関係の審査を行います。

予算議案を議題といたします。

総務部長より、予算議案の説明を求めます。

【大田総務部長】総務部関係の議案についてご

説明申し上げます。

総務部の「予算決算委員会文教厚生分科会関

係説明資料」第51号議案をお開き願います。
今回、ご審議をお願いしておりますのは、第

51号議案「令和5年度長崎県一般会計補正予算
（第2号）」のうち関係部分でございます。
今回の補正予算は、国において決定されまし

た「電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援地

方交付金」の交付に適切に対処するため、必要

な予算を追加しようとするものでございます。

歳出予算といたしまして、合計で2,278万
9,000円の増を計上してございます。

この歳出予算の内容について、ご説明申し上

げます。

エネルギー等の物価高騰の影響を受けている

私立小・中学校、高等学校及び専修学校・各種

学校に対しまして、電気・ガス料金にかかる高

騰分の一部を支援する経費といたしまして、私

立学校助成費2,278万9,000円の増を計上して
おります。

以上をもちまして、総務部関係のご説明を終

わります。

よろしくご審議賜りますようお願い申し上げ

ます。

【千住分科会長】以上で説明が終わりましたの

で、これより予算議案に対する質疑を行います。

質疑はありませんか。

【堀江委員】 先議分の委員会横長資料の6ペー
ジですが、これをSideBooksで送信します。
それで、この6ページの内容としてはもちろ

ん理解いたしますが、例えば令和5年2月の補正
予算の時には寄宿舎の支援で食料費の上昇分の

25％を県が算定したという説明があっており
ますが、今回の施設に対する助成のいわゆる算

定方式とか、そういうのはあるんですか。それ

を教えてください。

【櫻間学事振興課長】今回の補正予算の算定で

すけれども、当課に限らず、エネルギー価格の

高騰対策の予算につきましては、令和3年度の
エネルギー価格の実績に基づく単価、これに令

和3年3月から令和5年3月の物価上昇率を乗じ
まして、それに利用者数や施設数に応じて積み

上げを行いまして、補助率の2分の1をした額が
支援額として算定されております。

ちなみに、今回の学事振興課所管の私立学校

に対する支援について具体的に申し上げますと、

まず、先ほどございましたとおり、私立の小学
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校、中学校、高校、専修学校、各種学校、これ

のうち休校及び生徒数が0人の学校を除き67校
が支援の対象となっております。

これらの学校につきまして、令和3年度の電
気代・ガス代の実績、これから生徒一人当たり

の単価、生徒一人当たりに幾ら電気代・ガス代

がかかっているかというのを算出しまして、そ

れが2万1,925円、約2万2,000円となるんですけ
れども、この一人当たりの単価にそれぞれの学

校の生徒数、それから物価高騰率というのが

11.2％になるんですけれども、これを掛けた額、
その2分の1が支援額となりまして、対象となる
67校分を積み上げますと2,185万円となります。
これに事務費93万9,000円を加えた2,278万
9,000円が補正予算の額となっております。
【堀江委員】これまで、いわゆる物価高騰対策

に対しては、実績に基づいてというやり方でさ

れていて、なかなかその算出が難しいというふ

うにも聞いておりました。

その中で、今回は、いわゆる生徒一人当たり

の単価を出して、それに基づいて人数分で出す

ということで、何と言ったらいいんでしょう、

いわゆる定額単価方式というか、そういうやり

方で積算されたと理解していいのかどうか、改

めてお尋ねいたします。

【櫻間学事振興課長】考え方は委員ご指摘のと

おりでございまして、昨年の場合は実績値が出

て、その実績値を基に率を掛けてということで

支援額を確定しておりますけれども、その場合、

申請者側が実績値を申請するために準備をする

手間ですとか、あとは申請があった後に県の方

で支出までの審査等に要する時間というのが、

結構そこが煩雑になっておりました。時間的に

もかかっていたということで、申請の手間や申

請後できるだけ早く支出をするためにというと

ころで、少し手続きを簡素化するという意味で

定額方式に変更しております。

【堀江委員】最後にいたしますが、そうします

と、実績に基づいて額を出すということよりも

定額で出すということでは、今回先議という形

で開会日に判断をするわけです。そうしますと、

学校側に届く期間というのは大分縮められると

理解していいですか。

【櫻間学事振興課長】そのように考えておりま

す。

【千住分科会長】ほかに質疑はございませんか。

【深堀委員】今の堀江委員の質疑と少し内容が

かぶるんですけれども、定額の補助単価を決め

て支出をするということですが、期間ですね、

令和5年度1年間というふうに見るのか、そのあ
たりはどうなっていますか。

【櫻間学事振興課長】申請できる期間というこ

とではなくて、補助の対象となる期間というこ

とで考えますと、それは令和5年度にかかる支
援ということで期間としては考えております。

【深堀委員】 では、令和5年度中のエネルギー
の高騰部分に対する補助ということですよね。

そうなれば、まだ実績が出てない段階で令和3
年と令和5年3月との単価の差額を支給するわ
けですが、前払いで支援をするという位置づけ

になるわけですか。令和5年は、毎月毎月、そ
ういった使用料を学校は払っていくわけですね。

その前に、事前に令和5年度分だということで
支出をするということになるんですか。

【櫻間学事振興課長】現在の高騰している状況

を踏まえて、令和5年3月時点の高騰率を使って
いるんですけれども、この状況が続くと、前払

いという意識ではなく、高騰している分を、今

年度これだけの高騰分を支払うということで、

前払いをしているという整理ではありません。
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【大田総務部長】予算全体の立てつけでござい

ますけれども、おっしゃるとおり前払いかどう

かという概念の差はあれど、年度を見るという

意味では前に措置するということにはなります。

これが非常に難しいところは、精算方式にする

とぴったり金額が一致するんですけれども、も

ともとそれに割り落とし率といいますか、完全

に100％補助していませんものですから、実際
にかかった実費よりいくということはまずあり

得ないという前提で、それを最後まで追いかけ

て3月に精算する方式と、やはりこういう形で
ある程度割り切って、その一定額について算出

してもう渡しきってしまうという方法、もちろ

ん両方ありますけれども、今回につきましては

後者の方をとらせていただいていますので、年

間のものを年度当初というか6月あたりにお支
払いするという形の整理でございます。

【深堀委員】よくわかりました。事業者といい

ますか、学校側にとっては非常にありがたい仕

組みであると思いますので、その中で、こうい

うことはないんでしょうけれども、例えば学校

が年度の途中で休学をするとかというケースが

ゼロではないですよね。そういう時にじゃどう

するのかということまで考えておかないといか

んと思うんです。可能性としては低いんでしょ

うけれども、そういう点はもう考えてあると理

解しておいていいですか。

【櫻間学事振興課長】現在の時点でそのような

想定まではできておりませんので、そこについ

ては対応を適切にできるように、これから制度

等整えてまいりたいと思っております。

【千住分科会長】ほかに質疑はございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【千住分科会長】ほかに質疑がないようですの

で、これをもって質疑を終了いたします。

次に、討論を行います。

討論はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【千住分科会長】討論がないようですので、こ

れをもって討論を終了いたします。

予算議案に対する質疑・討論が終了いたしま

したので、採決を行います。

第51号議案のうち関係部分については、原案
のとおり可決することにご異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【千住分科会長】 ご異議なしと認めます。

よって、第51号議案のうち関係部分は、原案
のとおり可決すべきものと決定されました。

分科会の審査結果について整理したいと思い

ます。

しばらく休憩いたします。

― 午後 １時 ４０分 休憩 ―

― 午後 １時 ４１分 再開 ―

【千住分科会長】 分科会を再開いたします。

これをもちまして、総務部関係の審査を終了

いたします。

引き続き、こども政策局を含む福祉保健部関

係の審査を行います。

しばらく休憩し、再開は1時50分からといた
します。

― 午後 １時  ４２分 休憩 ―

― 午後 １時  ４８分 再開 ―

【千住分科会長】それでは、分科会を再開いた

します。

これより、こども政策局を含む福祉保健部関

係の審査を行います。

福祉保健部長より説明を求めます。

【寺原福祉保健部長】福祉保健部関係の議案に
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ついてご説明いたします。

「予算決算委員会文教厚生分科会関係議案説

明資料」の福祉保健部の2ページをご覧くださ
い。

今回、ご審議をお願いたしておりますのは、

第51号議案「令和5年度長崎県一般会計補正予
算（第2号）」のうち関係部分であります。
今回の補正予算は、国において決定された「電

力・ガス・食料品等価格高騰重点支援地方交付

金」の交付に加え、新型コロナウイルス感染症

の感染症法上の位置づけの変更に適切に対処す

るため、必要な予算を追加しようとするもので

あります。

歳入予算は、福祉保健部合計で14億1,892万
9,000円の増、歳出予算は、福祉保健部合計で
27億9,659万3,000円の増となっております。
なお、各科目につきましては、2ページに記

載のとおりであります。

次に、補正予算の内容についてご説明いたし

ます。

（入院・外来・検査機関設備整備事業費につ

いて）

新型コロナウイルス感染症の5類感染症移行
による、発熱等の診療・検査、入院に対応する

医療機関の拡充を図るための設備整備等の支援

に要する経費として、14億1,892万9,000円の増
を計上いたしております。

（医療機関、介護事業所等における物価高騰

への支援について）

エネルギー等の物価高騰の影響による負担軽

減を図るため、利用者への価格転嫁が困難な施

設を運営する事業者に対し、電気代等高騰分の

支援を実施するために、福祉保健部合計で13億
7,766万4,000円の増を計上いたしております。
以上をもちまして、福祉保健部関係の説明を

終わります。

よろしくご審議賜りますようお願いいたしま

す。

【千住分科会長】次に、こども政策局長より説

明を求めます。

【浦こども政策局長】こども政策局関係の議案

について、ご説明いたします。

「予算決算委員会文教厚生分科会関係議案説

明資料」のこども政策局の2ページをお開きく
ださい。

今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

第51号議案「令和5年度長崎県一般会計補正予
算（第2号）」のうち関係部分であります。
今回の補正予算は、国において決定された「電

力・ガス・食料品等価格高騰重点支援地方交付

金」の交付に適切に対処するため、必要な予算

を追加しようとするものであります。

歳出予算は、合計で1,441万7,000円の増とな
っております。

補正予算の内容について、ご説明いたします。

（児童福祉施設等における物価高騰への支援

について）

エネルギー等の物価高騰の影響を受けている

事業者の負担軽減を図るため、利用者への価格

転嫁が困難な児童福祉施設等に対し、電気代等

の支援を実施することしており、1、私立幼稚
園、認可外保育施設への支援に要する経費とし

て242万1,000円の増、2、児童養護施設等への
支援に要する経費として765万8,000円の増を
計上いたしております。

（こども食堂への支援について）

物価高騰の影響を受けているこども食堂に対

する緊急支援を実施するための経費として、

433万8,000円の増を計上いたしております。
以上をもちまして、こども政策局関係の説明
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を終わります。

よろしくご審議を賜わりますようお願い申し

上げます。

【千住分科会長】以上で説明が終わりましたの

で、これより予算議案に対する質疑を行います。

質疑はありませんか。

【宮本委員】 ご説明ありがとうございました。

それでは、確認の意味も込めて2～3点質問を
させていただきます。

まず、福祉保健部からです。部長説明資料の

3ページの医療機関、介護事業所等における物
価高騰への支援について、その中でも医療機関

等への支援に要する経費9億1,596万2,000円の
増についてお尋ねいたします。

別途、概要についてという資料をいただきま

した。これを基に質問したいんですが、対象施

設が、県内に所在する病院、有床診療所、薬局、

施術所、助産所など書いてありまして、内容は

エネルギー等の物価高騰分の支援で、例えば病

院、4床以上の有床診療所では、1床が3万円、
掛ける病床数、あるいは有床診療所3床以下で
あれば10万円、薬局や助産所であれば3万5,000
円とありますが、そもそも、この3万円とか10
万円とか3万5,000円と出されている高騰分の
根拠を教えていただけませんか。

【加藤医療政策課長】今回の物価高騰支援に対

する金額の根拠でございますけれども、昨年度

は、電気代に対しまして、前々年度、令和3年
度の電気代に対して物価高騰率18.6％を掛けた
2分の1というスキームで補助をさせていただ
きました。

今回につきましては、電気代にガス代の物価

高騰率がかなり上がっていましたので、ガス代

も含めたところで計上しております。

昨年度、電気代を支給していますので、病院

や薬局等の実績がわかっております。それに対

して、今回ピックアップをしてガス代の状況を

お聞きし、それに今年度の物価上昇率を掛け合

わせて、2分の1を掛けたところで平均的にその
金額になったということで計算をしているとこ

ろでございます。

【宮本委員】ちょっと細かいところになるんで

すが、そういう積算の仕方ということは確認で

きましたが、例えば、薬局で言えば大きいとこ

ろもあり小さいところもあります。この3万
5,000円、事業者にとっては非常にありがたいん
でしょうけれども、これは一回きりであって、

考え方としては令和5年度1年間に対する支援
ということでよろしいのかということと、大な

り小なりあって、多分これはもしかしたら1か
月でこれくらい上昇するというところもあれば、

いろいろあると思うんです。規模とかによらず、

一薬局、一助産所当たりということになるんで

しょうか。そこの考え方をもう一回整理させて

いただければと思います。

【加藤医療政策課長】今回の支援ですけれども、

令和5年度の年間分の支援ということで計算を
しております。

前年度の電気代、そしてガス代の聞き取りを

した分に、電気代であれば今年度は高騰率が

11.2％、ガス代が結構上がっていまして27.7％
の上昇率でございます。それを掛け合わせて年

間の金額をはじいて、その2分の1ということで、
年間分として3万5,000円を計上しました。真ん
中ぐらい、上位4分の1、下位4分の1といった形
でピックアップをしています。前年度の電気代

のみと比べまして、今回はガス代も加味して計

上していますので、全体の平均は去年よりも上

がっているという状況になります。

ただ、前回は補助金制度ということで、実際
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の実績に応じて支給をしたんですけれども、今

年度はより簡素化をして、よりスムーズにやり

たいということで、定額支給という形に変えさ

せていただいております。

ですから、高い薬局にとってみたら少し少な

いかもしれないというのはあるんですけれども、

それは一部と考えております。

【宮本委員】先ほど学事振興課でも堀江委員か

ら質問があったんですが、定額ということと、

様々なスキームについては理解をさせていただ

きました。そうですね、エネルギー等の物価高

騰で大きな打撃を受けていらっしゃるので、非

常に助かると思っております。

ちなみに、今回の支給日は、できるだけ早い

うちがいいと考えていますが、どれくらいを想

定されているのかをお聞かせいただければと思

います。

【宮本委員】今回、補正予算を可決いただけま

したら、速やかに手続きをやりたいと思ってい

まして、今想定しているのが申請期間を8月21
日から9月末までで、申請受付順に、速やかに
支給をしていきたいと考えております。

【宮本委員】 8月21日から9月末ですね。もう
ちょっと早いのかと思っていたら遅いですね。

7月ぐらいにやったらどうなのかなと思うんで
すが、それは無理なんでしょうか。

【加藤医療政策課長】可決いただきまして、事

務処理として要綱等を制定しますので、なるだ

け早くやりたいと思っておりますけれども、今、

安全を見てこの期間で想定しているとご理解い

ただければと思います。

【宮本委員】先議の意味がないんじゃないかと

思うんですね。あえて開会日に審議をして採決

をするということからすれば、速やかにという

思いがあれば6月いっぱいにしてもいいんじゃ

ないかなと。定額でスムーズにできるというス

キームを組んでいらっしゃるのであるならば、

今月とかでもやれるんじゃないかという思いが

あるんですが、8月から9月というのは遅いんじ
ゃないかと思いますが、これは6月とかでやれ
ませんか。

【加藤医療政策課長】せっかく先議いただきま

すので、できるだけ早く取り組みたいと思いま

す。

【宮本委員】先議なので、私は次の日ぐらいか

らの想定でいたものですから、先議で議決され

れば、翌日とか翌々日ぐらいからの施行になる

と思っていたので、ちょっとびっくりいたしま

した。できる限り早く、速やかにしていただく

ためにもそのスキームを選んでいらっしゃるの

でしょうから、早めに早めに、今月ぐらいにし

ていただくように、あえて要望にかえさせてい

ただきます。よろしくお願いいたします。

もう一点、福祉保健部でお聞きいたします。

3ページの入院・外来・検査機関設備整備事業
費として約14億円あるものですから、これの詳
細を教えていただければと思います。新型コロ

ナウイルス感染症の5類移行による施設設備整
備等と書いてありますけれども、どういったこ

とか教えてください。

【長谷川感染症対策室長】この事業につきまし

ては、大きく3つの内容がございます。
一つは発熱患者等の診療やコロナ患者の入院

対応を行う医療機関の設備整備に対して支援を

行うものです。全体の事業費の95％を占めます
13億5,000万円を計上しているところです。
支援対象としましては、HEPAフィルター付
きの空気清浄機やパーティション等、それから

入院医療機関等では人工呼吸器や簡易陰圧装置

等を対象としてございます。
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2つ目は、新たに発熱患者等の診療を行う医
療機関におけるホームページの改修であったり、

医療機器の購入等の初度設備を支援するものに

なってございます。こちらは約5,000万円を計上
しております。

3つ目は、新型コロナウイルス感染症により、
休業または診療縮小しました医療機関が、診療

を継続・再開する際の消毒等の必要経費を支援

するものになってございます。約1,000万円を計
上しているところです。

【宮本委員】 5類に移りまして、医療機関等々
も混雑している状況ではないかと推察いたしま

すので、これも速やかに施行していただきたい

と考えております。

それともう一点、こども家庭課にこども食堂

緊急支援事業費についてお聞きいたします。

これら物価高騰の影響を受けているこども食

堂の経費増に対する緊急支援ということになっ

ております。これも別途いただいた資料の中で、

補助対象が県内でこども食堂を運営する団体約

90か所。それと補助要件の中でこども食堂を5
回以上開催という要件があるんですね。これは

なぜに5回なのかということ、これをまずお聞
かせいただければと思います。

【川村こども家庭課長】 まず、5回以上の回数
についてですが、今回、対象を今年度の4月か
ら2月まで11か月間ということで想定しており
ます。

こども食堂については、定期的に開催してい

ただき継続的にやるということを前提で考えて

おりまして、少なくとも2か月に1回は開催して
いただくということを想定し5回以上としてお
ります。

今回、私どもで上げさせていただいている趣

旨としましては、こども食堂を新たにやってい

ただきたいと、裾野を広げることも考えており

ますので、継続的にやっていただきたいという

ことを踏まえまして今回上げさせていただいて

おります。

【宮本委員】 2か月に1回開催ということで5回
以上ということ、これが妥当なのかどうかとい

うことですよね。今、令和5年6月なので、コロ
ナも落ち着いてきて、開催としてはそこまで問

題はないんでしょうが、ちょっとずつ微増して

きている段階でもあるので、集まってというこ

とが心苦しい事業所の方もいらっしゃると思う

ので、この要件というのはもうちょっと緩和し

てもいいんじゃないかと思うんですが、その点

について再度ご意見をお聞かせください。

【川村こども家庭課長】要件といたしましては、

基本的にはこども食堂として場所の方で開催し

てもらっているところに対して行うということ

は、前提として崩せないかなと思っております。

例えば、宅食等があると思うんですけれども、

それが実際、私どもで確認することができない

ので、まずはこども食堂として、実際に住民の

方にお知らせをして開催できているという事実

があるところについて支援をしたいと考えてお

ります。

【宮本委員】私の質問がおかしかったら教えて

ください。令和5年4月から令和6年2月なので、
今6月、やるという前提でこれは審査する。事
業開始時期は予算承認後速やかに実施なので、

どういったらいいんですか。例えばもらったは

いいものの、実際には4回しかやってないとい
うのが出てくるんじゃないかと思いますが、そ

の点についてはいかがですか。

【川村こども家庭課長】事業のスキームとしま

しては、まず、こども食堂というのは何か月に

1回とか、1か月に1回とか、頻度が大体決まっ
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ているんじゃないかと思います。それを基に申

請を上げていただきますので、そこで5回以上
やっているところにつきましては申請を上げて

いただく。仮に、実際には4回しかできなかっ
たという時には、申請を取り下げていただくこ

とも出てこようかと思いますけれども、逆に回

数を増やしていただければ、その分に対して実

績払いできちんと回数に応じた分を補助したい

と考えております。

【宮本委員】わかりました。結構それは大変じ

ゃないですか。これに書いてありますが、31回
以上とかありますけれども、ここまでするとこ

ろがあるかどうかという問題なんでしょうけれ

ども、それに応じて支給対象も変わると。例え

ば年間5回から15回を2万円、16回から30回は4
万円とありますが、うちは予定では15回だった
けれども20回したよというところは、その後プ
ラスで支給するという認識でいいのか、教えて

ください。

【川村こども家庭課長】今、委員おっしゃった

とおり、まず申請の段階で15回という予定であ
ればそれで申請を上げていただきます。その後、

さらに頑張っていただいて20回開いた場合に
は、実績として上げていただければ、そこには

4万円ということで支給させていただくことを
考えております。

【宮本委員】承知いたしました。そういうこと

ですね。

この実績というのは、その都度その都度報告

書を出すということですか。ただ計画書だけで

いいのか、そこも詳しく教えていただければと

思います。

【川村こども家庭課長】まず、申請としまして

は、月ごとに何回開くということをまず上げて

いただきまして、実績につきましても、最終的

に2月まで踏まえて、3月に実際開催した実績を
報告書ということで回数を記載していただいて

出していただきます。

概算払いということも今検討しておりますの

で、事前に一部の金額をお支払いしまして、最

終的には実績で精算するような形で考えており

ます。

【宮本委員】わかりました。なかなか難しいか

なという印象があります。あえてこれは先議で

するものなのかなという思いもちょっとありま

すが、こども食堂をされている方も本当大変な

中でしていらっしゃるので、速やかに支給とい

うのはもちろんですが、補助内容からして煩雑

な面も出てくるのかなと思いますので、そこは

対応を丁寧にしていただくように、これも要望

にかえさせていただきますので、よろしくお願

いいたします。

以上です。

【深堀委員】今の宮本委員の質疑の中で、額の

算定の仕方で事業の規模の話もされていました

ね。そこで、いまひとつ納得できる回答ではな

かったと思っています。

今回の、例えば薬局の分もそうですし、今度

は介護サービス事業者の通所系や訪問系、特に

入所系であれば定員に単価が掛けられるという

ふうに規模に応じた形になっているし、先ほど

学事振興課の学校の分に対しても生徒数、児童

数の単価を出して、それに人数を掛けて補助を

出すというような、より実績に近い形の算定方

法での支給ということが先ほど学事振興課から

説明がありました。

そういった考え方に立った時に、今のこども

食堂の話も、それは実績に近いところで修正が

できるような話が質疑の中であったんですけれ

ども、今回、福祉保健部、そしてこども政策局
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で提示されている単価、事業規模を一律にして

いる部分について、何らかの措置が、事業者に

とってできるだけ簡素化した、できるだけ早い

給付をするというのは非常にいいことだとは思

うんです。でも、これまでもコロナ禍の3年間
に中でも、飲食業界に対するいろいろな支給が

あった時も、一番最初は定額だったんですよ。

それがやっぱり事業規模に応じて3段階ぐらい
にランクを分けて補助金を出すというふうに移

行されたんですよね。

今回も、より実績に近い形に後で補正ができ

るような仕組みにしてもらえばいいのかなと思

うんですけれども、そういう考え方には立って

ないですか。

【加藤医療政策課長】規模に応じてということ

であれば、病床を持っている医療機関について

は1病床当たりの単価でしておりますので、規
模に応じたという形になっております。

昨年度、実績に応じた支給をしたのが大分県

と長崎県だけでありまして、それ以外は全て定

額でやっていたという状況もございました。昨

年度、実績報告書を出さないといけないという

ことで、実際申請をされなかった事業者もあっ

たものですから、全ての方に速やかに支給した

いということで、全国の流れに沿って定額で支

給をするというふうに、今回決定をさせていた

だきました。

【深堀委員】 わかりました。速やかに、できる

だけ早く支援するというのはよくわかるし、そ

のことを決して否定するつもりはありません。

私が言っているのは、例えばこの基準で年度

当初スタートして支給する。しかし、この支給

を受けた事業者の中で、もうこれよりも大幅に

価格が変わるような、実績としてもっとエネル

ギー上昇率が高いところには、後で年度末ぐら

いに申請をもう一回出させて、例えばこの3万
5,000円という薬局であれば、実際には10万円
以上の高騰がある事業者に関しては、差額分を

後から支給するような補足なりをしてあげれば、

年度当初に速やかに支給して、後から実績に応

じて補正をかけるという仕組みができれば、公

平性がたもてるのかなと私は考えたんですけれ

ども、そういった含みを持たせるということは

できないですか。

【加藤医療政策課長】現時点では、そういった

仕組みを用いるということは、お答えはできな

いんですけれども、平均よりも少し上の段階で

の支給ということでございますので、もちろん

それよりも多く使われる事業者もおれば少ない

事業者もいるということになるものですから、

そうであれば去年の方式に戻すしかないという

ことになります。去年の方式であれば、なかな

か事業者側の手間や、我々の手間等を考えた時

に、少し効率化を優先して、スピードを優先し

て今回の仕組みにしたということでご理解いた

だければと思っております。

【深堀委員】わかりました。非常に難しい判断

だというふうには思うんですけれども。

先ほども学事振興課にも言ったんですけれど

も、今の仕組みは、年度当初に支給する、速や

かに開始するということで令和5年度分を前倒
しで支給をするということになると思います。

この時に、例えば今、対象になっている事業

者の方が年度の途中で事業を停止するとかとい

うことだって当然あるわけであって、そういう

ことを考えていますかということを話したら、

まだそこまでは考えていませんということだっ

たんですけれども、福祉保健部、こども政策局

の方では、年度途中での事業の休止とか、そう

いったところに対応できるようなイメージとい
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いますか、まだ支給の要領は出していないはず

ですから、そこは考えておった方がいいと思う

んですけれども、見解を伺います。

【加藤医療政策課長】確かに前年度もありまし

た。前年度は補助金ですので、補助申請を受け

付けて、実績報告も出させたんです。その中で、

途中で廃業した分は当然廃業した分として精算

をしたという仕組みでやっていましたので、今

回、要領を考える時に、途中でやめられた方に

ついては減額を入れるかどうかというところも

含めて横並びで検討していきたいと思います。

【堀江委員】私も、福祉保健部委員会横長資料

の7ページで、これもSideBooksで通知をします。
この中で医療機関等物価高騰緊急支援事業費

の部分なんですが、要は電気代が上がった、ガ

ス代が上がった、そのことに対する対応で、全

国のある団体の対象施設のアンケートでは、高

騰分の3割の支援だと。だから、本来であれば、
可能であればもっと支援してほしいという要望

があっていると聞いたんですが、説明があった

分については、高騰分のどれぐらいの割合の支

援と理解をしたらいいのか。答弁があったかも

しれませんけれども、聞き取れていないので、

それを教えてください。

【加藤医療政策課長】今回の支援につきまして

は、電気代とガス代の年間分の2分の1というこ
とになります。ですから、事業者にとってみれ

ば電気・ガス以外、食料費ですね、病院だった

ら給食を出しますから。そういったものも本当

は高くなっているんですけれども、今回の枠組

みの中で、電気とガスまでしか枠が取れなかっ

たというのが実態でございます。

【堀江委員】今、課長は上昇分の電気とガスの

2分の1の補助だというふうに認識をという答
弁だったと思います。ただ、問題は、これから

また上がるかもしれないということも考えられ

るのではないかと思うんです。この上げ幅がこ

こで終わればいいんですが、今後の流れの中で

は、また秋以降、電気代・ガス代が上がるとい

うことはないのか。上がるとなれば、今言われ

た2分の1とここで断定をいたしておりますけ
れども、そうならないのではないかということ

はどうなんでしょうか。

【加藤医療政策課長】今回の財源は国からの交

付金が財源になっておりますので、当然、全国

的に物価上昇した時に、また国の方の交付金を

いただければ、我々としては支援をしたいと考

えております。

【堀江委員】いただければということであれば、

今後も、やっぱり今年度で終わりということで

はないと思いますので、いずれにしても国に対

する要望、財源確保の要望であったり、もう既

に長崎県としての要望は行っておりますけれど

も、逐次エネルギー等の高騰分に対する対応に

ついては、財源確保も含めて、今後も国に十分

要望していただきたい、そういう姿勢を持って

いただきたいと思うんですけれども、私が申し

上げるまでもないと思うんですが、今後の対応

について見解をお示しください。

【加藤医療政策課長】引き続き、国の方にも要

望してまいりたいと考えております。

【千住分科会長】 ほかに質疑はありませんか。

【冨岡委員】 引き続き、医療機関、介護事業所

等における物価高騰への支援について、ほかの

委員の方と比べたら抽象的な質問になってしま

うかもしれないんですけれども、医療界などか

ら、前年度、他県に比べて支援が薄かったので

はないかというお声をいただいております。そ

の経緯と、今年度については大丈夫なのかどう

かという点について教えていただけたらと思い
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ます。

【加藤医療政策課長】昨年度の経緯でございま

すけれども、昨年度、我々はいち早く支援をし

たいということで予算編成作業を早めに、他県

よりも早めに取りかかりをさせていただきまし

た。当時、予算編成作業をしていたのが大分県

と長崎県だけでした。もともと我々は9月補正
を目指してしたんですけれども、結果的に10月
補正になりました。その時に参考にしたのが大

分県ということになりまして、大分県が電気代

だけの支援ということで、横並びで我々も結果

的に予算折衝の末、電気代の支援ということに

なりました。

単価としては病床を持っている病院について

は1万5,000円、電気代の年間の2分の1が1万
5,000円相当だということで1万5,000円という
ことになりました。当時、1万5,000円だったの
が大分県と長崎県だけでした。その後、福岡県

が電気代だけじゃなくて、それ以外の燃料費も

含めて病床単価3万円という2倍の単価を出し
てまいりました。その他の九州各県も福岡県に

並んで3万円ということになって、結果的に早
めに取りかかった大分県と長崎県だけが、ほか

の県の半分ということになってしまったという、

我々としては非常に歯がゆい思いをしたという

ことでございます。

今回は、電気代に加えましてガス代も含めて

病床単価が3万円ということにしましたので、
前回の九州並みまでもってきたというふうにご

理解いただければと思います。

【千住分科会長】 ほかにございませんか。

【山本委員】 1点だけ、こども食堂の関係です。
事前にご説明を受けた時に聞き漏らしたんです

けれども、この周知方法ですね、県の方が事業

をされる、今は多分こども食堂の数というのは

完全に把握をされていない。この事業をするこ

とによって把握をするという意図があられたと

思うんですけれども、この周知の方法をどうい

うふうになさるのか、ご説明をお願いします。

【川村こども家庭課長】周知の方法ですけれど

も、まず、県のホームページ、それと新聞など、

そういった広報媒体を利用するほかに、市町と

か、中間支援団体がございますので、そういっ

たところ、あと県内のフードバンク、こども食

堂と関わりのある団体とか、そういったところ

に幅広く周知を図って、今回、先議で可決して

いただければ速やかに周知したいと考えており

ます。

【山本委員】わかりました。一昨年だったです

か、去年だったですか、こども食堂に対するア

ンケートをされて、当然100％の回収はされて
ないんだけれども、アンケートを出されたとい

うことは、その数は多分把握をされているんだ

ろうと。ただ、こども食堂のネットワークに全

部が加盟しているわけではないということだか

ら、漏れているところがある。それから新規に、

これは多分新規もいいわけですよね、今からや

るという方もいいわけでしょうから、こども食

堂に関してこういう支援をされるきっかけにな

るというのは非常にいいことだと思いますので、

漏れのないような形でですね。なかなかホーム

ページだけではわからないと思いますので、市

町とも、ここにも「今回の支援によって把握し

た情報を市町と共有し云々」と書いてあります

けれども、逆じゃないかという部分もあります

ので、市町の方を使ってしっかり把握をしてい

ただければと思います。よろしくお願いいたし

ます。

以上です。

【千住分科会長】ほかに質疑はございませんか。
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【吉村委員】今の質問を聞きよって思うんじゃ

けど、大体県内でこども食堂というのが今どれ

ぐらいあるのか、県としてはその数を把握して

いるのか。把握しているとすれば今何か所なの

か。ここでは予算で90か所と一応してあるんじ
ゃけど、そこら辺の現状についてお知らせをい

ただけませんか。

【川村こども家庭課長】 令和4年に県が実施し
ました調査で判明しておりますのが、県内15市
町で60か所のこども食堂を把握しております。
今回、90か所ということで予算を上げさせて

いただいておりますけれども、先ほど委員から

もお話がありましたとおり、県で把握していな

いこども食堂もあると思いますので、そこも見

込んで今回90か所ということで予算を計上さ
せていただいております。

【吉村委員】 大体今60か所把握していて、ま
だあるだろうと。だから、90か所を予算組みし
ていると。これはもっと増えるかもしれんわけ

よね。それの対応はよくしてもらわんといかん

と思いますけど。

それから、90か所予定をしているけど、これ
もさっきからずっとあるんじゃけど、支給とい

うのが概算払いでやると。今から1日でも早く
申請手続きをやって、それから支給しますよと

なるんじゃろうけど、これも大体申請があって

どれぐらいで支給ができると考えているのかお

知らせください。

【川村こども家庭課長】まずは、周知を大至急

やりたいと思っております。県のホームページ

等、あらゆる媒体を活用して申請の手続きをお

知らせしたいと思いますけれども、これにつき

ましても、できるだけ速やかにやりたいと思っ

ておりますので、時期はもう少し検討したいと

思いますが、速やかにやりたいと考えておりま

す。

【吉村委員】 さっきも何月だったか、8月だっ
たか、これを先議にまでかけて、8月から申請
を受け付けて9月末で終わって給付と、もう10
月、11月とかなりよったら、やっぱりありがた
さもなかなかないんじゃなかろうかと思う。や

っぱりそこはスピード感が大事なので、もう大

体似たようなことをずっとやってきているんだ

から、申請書の中身とか要項とか、そこら辺は、

そうそう大きく変わるわけじゃないんだから、

そこら辺をぱっと作って、このこども食堂の場

合は90か所と見込んでいるようにまだあるん
だろうと、そこが把握しきれとらんと。また、

今、山本委員からもあったように、新規に増や

していただくという目的も持つとすると、やっ

ぱり周知をかなり広めにやってというのはわか

るんやけど、これも中途で申請が入ったとして

も、それもすぐ受け付けますよとかしてやらん

と、この金額も、それは金額の多寡じゃないと

はいうものの、申請が複雑で、それからまた実

績報告を出して精算をするとかなると、もうそ

んなら要らないとなって、それでも要るという

人がいっぱいおるとは思うけど、やっぱりあん

まり難しくすると、そこら辺がありがたさがな

くなるし、せっかくやっていることが評価され

ないということになりかねないところもあるの

で、そこら辺もよく考慮してやっていただきた

いと思います。よろしくお願いします。

【浅田委員】 1点だけお伺いしたいと思います。
こういう感じでいろんな形でフォローしてい

ただくことは非常にありがたいことだと思いま

す。しかし、吉村委員が言っていたように、手

続きが本当に大変で、なかなかやりづらいとい

うことになってしまうと本末転倒でありますの

で、そのあたりの簡素化、特に高齢者施設とか、
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常日頃からきちっと存在しているところに関し

ては、そもそも今までの流れとかがわかってい

ると思いますので、速やかにやっていただきた

い。

一つこども食堂に関してなんですけれども、

例えばこうやって回数が5回から10回と決めら
れていますけれども、このこども食堂ってその

場所でやるだけじゃなくて、イベント的な感じ

でいろんなところを組み合わせてやっていらっ

しゃったり、自治会とかNPO団体だったり、大
学生だったり、そういう形でやっていらっしゃ

る方もおられるわけですね。そういうところま

でもフォローアップするのか、しっかりと常態

化しているところに関してなのか、そのあたり

はどうでしょうか。周知するとするならば、そ

こも含めて周知していかなければいけないと思

うのでお伺いしたいと思います。

【川村こども家庭課長】まず、こども食堂につ

きましては、今想定しているのは建物が構えら

れていて、周知を図って定期的にやっていると

ころを想定していたんですけれども、例えば場

所がない中で何か対応しているとか、そういっ

たことがあれば、まずご相談いただければ、実

際の形態等を確認させていただいた上で、柔軟

に対応したいとは考えております。

【浅田委員】柔軟にご対応いただけるというこ

とで、そういうこともしっかりと周知活動の中

で打ち出していただければと思います。

よろしくお願いします。

【千住分科会長】ほかに質疑はございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【千住分科会長】ほかに質疑がないようですの

で、これをもって質疑を終了いたします。

次に、討論を行います。

討論はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【千住分科会長】討論がないようですので、こ

れをもって討論を終了いたします。

予算議案に対する質疑・討論が終了いたしま

したので、採決を行います。

第51号議案のうち関係部分については、原案
のとおり可決することにご異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【千住分科会長】 ご異議なしと認めます。

よって、第51号議案のうち関係部分は、原案
のとおり可決すべきものと決定されました。

分科会の審査結果について、整理したいと思

います。

しばらく休憩いたします。

― 午後 ２時３０分 休憩 ―

― 午後 ２時３１分 再開 ―

【千住分科会長】 分科会を再開いたします。

これをもちまして、本分科会関係の予算議案

審査を終了いたします。

この後、6月定例会における本委員会での審
査内容についての委員間討議を行います。

理事者退席のためしばらく休憩いたします。

― 午後 ２時３２分 休憩 ―

― 午後 ２時３３分 再開 ―

【千住委員長】 委員会を再開いたします。

本日の委員会は、6月22日からの本委員会の
審査内容等を決定するための委員間討議でござ

います。

審査方法についてお諮りいたします。

審査方法は、委員会を協議会に切り替えて行

いたいと思いますが、ご異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【千住委員長】ご異議がないようですので、そ



令和５年６月定例会・文教厚生委員会・予算決算委員会（文教厚生分科会）（６月９日）

- 15 -

のように進めることにいたします。

それでは、委員会を協議会に切り替えます。

しばらく休憩いたします。

― 午後 ２時３４分 休憩 ―

― 午後 ２時４４分 再開 ―

【千住委員長】 委員会を再開いたします。

それでは、本日協議いたしました委員会の審

査内容につきましては、原案のとおり決定され

ましたので、この後、理事者へ正式に通知する

ことといたします。

これをもちまして、本日の文教厚生委員会及

び予算決算委員会文教厚生分科会を終了いたし

ます。

お疲れさまでした。

― 午後 ２時４５分 閉会 ―



第 １ 日 目
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１、開催年月日時刻及び場所

  令和５年６月２２日

自  午前 ９時５８分

至  午後 ２時４１分

於  委 員 会 室 ２

２、出席委員の氏名

委員長（分科会長） 千住 良治 君

副委員長（副会長） 山下 博史 君

委   員 堀江ひとみ 君

〃 浅田ますみ 君

〃 深堀ひろし 君

〃 吉村  洋 君

〃 山本 由夫 君

〃 宮本 法広 君

〃 堤  典子 君

〃 白川 鮎美 君

〃 冨岡 孝介 君

〃 湊  亮太 君

３、欠席委員の氏名

な  し

４、委員外出席議員の氏名

な  し

５、県側出席者の氏名

総務部長 大田  圭 君

学事振興課長 櫻間 秀道 君

６、審査事件の件名

〇文教厚生分科会

第52号議案
令和5年度長崎県一般会計補正予算（第3号）

（関係分）

報告第1号
令和4年度長崎県一般会計補正予算（第16号）
（関係分）

報告第2号
令和4年度長崎県母子父子寡婦福祉資金特別
会計補正予算（第1号）
報告第13号
令和4年度長崎県国民健康保険特別会計補正
予算（第3号）
報告第16号
令和5年度長崎県一般会計補正予算（第1号）

７、付託事件の件名

〇文教厚生委員会

（1）議 案

第56号議案
長崎県児童福祉施設の設備及び運営の基準に

関する条例等の一部を改正する条例

（2）請 願

・長崎県における喫煙対策に関する請願書

（3）陳 情

・要望書（松浦市）

・令和6年度県の施策等に関する重点要望事項
（佐世保市）

・要望書（大村市）

・国政・県政に対する要望書（長崎県町村会）

８、審査の経過次のとおり

― 午前 ９時５８分 開会 ―

【千住委員長】 おはようございます。

ただいまから、文教厚生委員会及び予算決算

委員会文教厚生分科会を開会いたします。
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それでは、これより議事に入ります。

今回、本委員会に付託されました案件は、第

56号議案「長崎県児童福祉施設の設備及び運営
の基準に関する条例等の一部を改正する条例」

1件及び請願1件でございます。
そのほか、陳情4件の送付を受けております。
なお、予算及び予算にかかる報告議案につき

ましては、予算決算委員会に付託されました予

算議案及び報告議案の関係部分を文教厚生分科

会において審査することになっておりますので、

本分科会として審査いたします案件は、第52号
議案「令和5年度長崎県一般会計補正予算（第3
号）」のうち関係部分、ほか4件であります。
次に、審査方法についてお諮りいたします。

審査は、従来どおり分科会審査、委員会審査

の順に行うこととし、部局ごとにお手元にお配

りしております審査順序のとおり行いたいと存

じますが、ご異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【千住委員長】ご異議がないようですので、そ

のように進めることといたします。

これより、総務部関係の審査を行います。

【千住分科会長】まず、分科会による審査を行

います。

予算にかかる報告議案を議題といたします。

総務部長より、報告議案の説明を求めます。

【大田総務部長】総務部関係の議案についてご

説明申し上げます。

総務部の「予算決算委員会文教厚生分科会関

係説明資料」をお開き願います。

今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

報告第1号 知事専決事項報告「令和4年度長崎
県一般会計補正予算（第16号）」のうち関係部
分でございます。

先の2月定例県議会の予算決算委員会におき

まして、専決処分により措置することをあらか

じめご了承いただいておりました令和4年度予
算の補正につきまして、令和5年3月31日付けで
専決処分させていただいたものでございまして、

関係部分について、その概要をご報告いたしま

す。

これらは年間執行額が確定したことなどに伴

うものであり、歳入予算といたしまして2,400
万円の減、歳出予算といたしまして1億6,613万
4,000円の減となっております。
この歳出予算の補正の主なものといたしまし

ては、県立大学情報セキュリティ産学共同研究

センター（仮称）整備事業費の減、高等学校私

立学校助成費の減でございます。

以上をもちまして、総務部関係の説明を終わ

ります。

よろしくご審議賜りますようお願い申し上げ

ます。

【千住分科会長】以上で説明が終わりましたの

で、これより報告議案に対する質疑を行います。

質疑はありませんか。

【堀江委員】 報告第1号、分科会横長資料の8
ページ、これはSideBooksで通知をいたします
と、この中の、今説明がありました県立大学情

報セキュリティ産学共同研究センター（仮称）

の整備事業費、既にこれは最終的な数字の調整

ということは理解をしているんですが、その事

業費そのものが約3,000万円減になるという内
容についても、この機会に説明いただきたいと

思います。

【櫻間学事振興課長】 産学共同研究センター

（仮称）の事業費の減についてですけれども、

まず、セキュリティセンターを建てまして、そ

れまでセキュリティ学科がございました西棟か

らセキュリティ学科がセキュリティセンターの
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方に移転をしますけれども、その際に移転後の

西棟において、研究室として使われておりまし

た部屋につきましては、今後、教室として使用

することになります。そのための改修におきま

して、古くなった建物なので壁等の中の腐食等

があることが予想されておりましたので、そう

いったものの対応に予算を取っておりましたけ

れども、実際に工事を始めてみますと、それが

不要であったということでその分の減額という

ことになっております。

【堀江委員】そもそも、いろんな事業の計画を

当初立てる際に、移転した後をどういうふうに

活用するかということも計画を立てて、そのた

めの予算を取っていたけれども、当初の計画よ

りも工事、改修内容が不要だったということで

3,000万円の減という理解でいいですか。
【櫻間学事振興課長】そのとおりでございます。

【千住分科会長】 ほかにございませんか。

【吉村委員】今の県立大学情報セキュリティ産

学共同研究センター（仮称）に関連して、その

2段上にある県立大学佐世保校の整備事業でも
2,300万円マイナスなのよね。全体的に、2つ合
わせると、額だけでいくと5,000万円を超えてく
ると。ここら辺、やっぱり工事の進捗が遅れて

おるんじゃないかという見方もできるんじゃけ

ど、そこら辺、そうではなくてというちゃんと

した理由があってこういう減額処分をするよう

になったのか。

それと、財源内訳の中で、地方債が1億7,000
万円減額になって、一般財源が1億1,200万円と
増えているわけね。どうして、地方債が借りら

れんようになって、一般財源がこれだけ必要に

なったかというところの2点をお知らせいただ
きたいと思います。

【櫻間学事振興課長】まず、佐世保校の建替え

においても減額が生じているという部分につい

てですけれども、そちらの方は事業の遅れに伴

う減額ということではございませんで、佐世保

校は当初の建設からかなり年月がたっておりま

して、今回、解体する校舎が2棟ございますけ
れども、その分の解体費用というところでの工

事費になっております。解体におきましては、

これまでも、ほかの建物を解体する際に、解体

をしてみたところ地下の埋設物、いろんな管類

が、図面が残っていなかったということもあり

まして、予想外の管が出てきたりとかというの

で撤去に追加の費用がかかってくることがござ

いました。

そういったことがございましたので、今回の

2棟の解体におきましても、同様の経費を見込
んでいたのですけれども、これが実際に解体を

してみたところ不要であったための減額でござ

います。

それから、もう一点の財源の分についてです

けれども、ちょっと休憩をいただいてよろしい

ですか。

【千住分科会長】 暫時休憩します。

― 午前１０時 ６分 休憩 ―

― 午前１０時 ８分 再開 ―

【千住分科会長】 分科会を再開いたします。

【大田総務部長】 詳細につきましては後ほど、

資料で整理をいたしたいと存じます。

恐らく、申し訳ありません、恐らくという答

弁で恐縮ですけれども、ここの年度末の調整に

おきまして、年度を通して一般財源が少し余裕

が出た時におきまして、有利でない起債、例え

ば交付税措置の少ない起債というものを発行せ

ずに一般財源で対応するということがございま

して、ここの地方債の減と一般財源の増という
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ところが、ある意味、財政的な措置によるもの

と思っております。ただ、詳細につきましては、

後ほど、しっかりと資料でもって提出いたしま

す。

【吉村委員】最終的な財源がどこから出るかと

いうことで操作した結果かなということはわか

りました。

そうすると、その下の私立学校振興費、これ

が一般財源で1億1,600万円減になっとるわけ
よ。これは全部、この前も私立学校の名簿をも

らったんじゃけど、これだけの数があって、そ

れなりに助成をしていかんばいかんという、そ

の内容がここに出とるんじゃろうと思うけど、

1億1,600万円、実績に応じて最終的に整理をさ
せていただきましたということになるんじゃろ

うけど、要は現額があまりにも多いので、県と

して、この私立学校に対してもう少し力を入れ

ていくというところにあるのか、だんだんと自

立してくださいよというところにあるのか、こ

こら辺をちょっと説明していただければありが

たいと思います。

【櫻間学事振興課長】私学に対してですけれど

も、当然ながら、私学は、それぞれ建学の精神

に基づきまして、それぞれの学校において収支

を含めた経営について考えていただくのが基本

であるとは思いますけれども、なかなか本県の

私学は規模も小さいところが多うございますし、

それから、私学が教育を担っているという公的

な役割という非常に重要なものがございますの

で、県としましても、私学が運営をしていくた

めの支援というのは、これからもしっかりと支

援してまいりたいと考えております。

【吉村委員】 最後に、今、そういう言葉を聞き

ました。それで、ここにずっといろんな項目で、

全て減額で措置してあるわけですけど、この中

身を見て、ちょっと評価を聞きたいんじゃけど、

この私立学校、小・中・高ありますが、結果的

にできなかったのか。この残余が出たというこ

とについて、あえて残余というと、結果的に学

校側がやろうといったことが100％できなかっ
た結果、こういうふうな歳出の減になったのか。

これぐらいでやってくれというので、学校の思

いはあるけどできなかったのかというところ、

どういうふうに当局としては把握されているか、

そこら辺の考え方をお知らせください。

【櫻間学事振興課長】今回、専決でマイナス計

上しております事業、私学に取組を促すような

事業というのもございますけれども、大体の事

業においては、例えば一番大きなものとしまし

ては就学支援金などがございます。こういった

ものは授業料の減額を行うためのものでござい

まして、これは2月補正時点で見込んでいた、
今後、例えば家計が急変するであるとか、家庭

の事情が変わって支援対象となる生徒がいらっ

しゃるとか、そういったことに備えて、予算に

不足が生じないようにということで確保してい

たものが、実際には必要がなくなったので使用

しなかったというところでの減額がございます。

それから、光熱水費の支援につきましても、

これは昨年の実績に基づき、電気代が高騰した

分に対して、実績に基づき支払うものになって

おりますけれども、こちらも2月補正の時点で
想定していた額、必要な額としてこれだけは確

保しておかないといけないというところで確保

しておりましたけれども、実績としてそれだけ

の費用がかからなかったというところでの減額

となっております。やってもらいたいことがな

かなかできなかったというところでの減額とし

ては、それほどないものと思っております。

【吉村委員】わかりました。おおむね県として
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も思っていることは、学校と連携してできてい

るんだという理解をしておきたいと思います。

最後に、それからずっと延長してくるんです

けど、外国人の支援事業というのが最後にあり

ます。私立大学、短期大学等の留学生支援事業

補助金330万円ですが、減額されている。以前、
あなたたちにも調べてもらったり、聞いてもら

ったりしたんじゃけど、長崎大学で中国の留学

生が成績は相当いいのに対象にならなかったと。

なんでだろうかと、日本はサービスが悪い国じ

ゃと言われて、そう悪い国じゃないけどなとか

思っていたんじゃけど、ここでも私立専門学校

で経済的支援補助金が600万円減額されており
ます。これも、結果的にある程度の予算組みを

していたけど、実績がこうだったんですよとい

うことなのかなとは思いますが、積極的にこの

制度を利用して経済的な支援を行っていくと。

よって卒業してもらって社会に貢献していただ

くということでできている制度でしょうから、

そこら辺の状況についてお知らせをいただけん

かなと。

それと、大学系については、県が関与できる

のは県立大とか、こういうところなのかなと思

いますけど、そういう国立大学もあるわけよね。

そういうところにも、もしそういうことがあっ

て、県が関わってどうにか解決できるものがな

いのかなと思ったりするんですけど、いわゆる

国立大学法人、そういうところへの働きかけと

かということについて、県のお考えをお知らせ

いただければと思います。

【櫻間学事振興課長】まず、留学生支援ですが、

学事振興課で所管しております私立の大学、申

請があった大学についてはしっかりと支援を行

っております。

それから、国立大学につきましては、どうし

ても国の方の所管ということになりますので、

なかなか県の方から国立大学の運営に対しての

働きかけというのは難しいかと思っております。

【大田総務部長】留学生の関係、コロナの時も

全体として非常に困窮されているという中では、

国際部局が音頭を取ってそこの対応をしており

ましたので、ご指摘いただいたところも国際部

局に伝えながら、全体としての生活がどう回る

かといった観点で、県として何ができるか検討

してまいりたいと思います。

【吉村委員】 今のを聞いて、国立大学は、課長

にしてみれば、手を出すことがなかなかできな

いんだと、県としてもね。でも、部長が今ちょ

っと助けてくれて言ったけど、そういうことを、

なかなか難しいけど、どこかの隙間を狙ってで

も長崎県としてどうするのかと、長崎大学に来

たら、そういうところはよその県にある大学よ

りも、接遇というか、そういうのがいいんです

よと、長崎に来てよかったと思えるようなこと

を考えていかないといかんと思うわけたいね。

そういう意味での努力を怠らんようにしてほし

いと思いますので、そこら辺は留意して、今後

とも取組をやっていただきたいと思います。

以上です。

【千住分科会長】ほかに質疑はございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【千住分科会長】ほかに質疑がないようですの

で、これをもって質疑を終了いたします。

次に、討論を行います。

討論はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【千住分科会長】討論がないようですので、こ

れをもって討論を終了いたします。

報告議案に対する質疑・討論が終了いたしま

したので採決を行います。
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報告第1号のうち関係部分は、原案のとおり
承認することにご異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【千住分科会長】 ご異議なしと認めます。

よって、報告第1号のうち関係部分は、原案
のとおり承認すべきものと決定されました。

【千住委員長】次に、委員会による審査を行い

ます。

総務部においては、今回、委員会付託議案が

ないことから、総務部長より所管事項について

の説明を受けた後、提出資料についての説明を

受け、議案外、所管事務一般についての質問を

行うことといたします。

それでは、総務部長より所管事項説明を求め

ます。

【大田総務部長】総務部関係の議案外の主な所

管事項についてご説明申し上げます。

総務部の「文教厚生委員会関係説明資料」を

お開き願います。

今回、ご説明申し上げますのは、私立高校の

就職状況について、県立大学の就職状況につい

て、体罰にかかる実態調査についてでございま

す。

まず、私立高校の就職状況についてでありま

すが、今春卒業生の就職率は、令和5年3月末現
在で100.0％と前年度と比べ3.1ポイントの増と
なっておりまして、就職した生徒の中での県内

就職者の割合は75.6％と前年度比2.5ポイント
減少しております。

県内就職割合の減少につきましては、コロナ

禍が収束傾向にあり、工業科・商業科の県外就

職希望者の割合が増加したことが、全体の県内

就職率を押し下げたものというふうに考えてお

ります。

県といたしましては、引き続き、多くの若者

に地元長崎の魅力や暮らしやすさを知っていた

だけるよう情報発信に努めるとともに、各学校

の進路指導担当教員や県内就職推進員と、より

一層の連携を図り、県内企業へのインターンシ

ップや県内企業説明会・見学会など、県内企業

の情報を生徒や保護者に知ってもらう機会を増

やす等、県内就職の促進に取り組んでまいりた

いと存じます。

次に、県立大学の就職状況についてでありま

すが、今春卒業生の就職率は、令和5年4月末現
在で99.5％と前年度と比べまして1.1ポイント
の増となっておりまして、学部別では、経営学

部が99.4％、地域創造学部が99.1％、国際社会
学部、情報システム学部及び看護栄養学部が

100％となっております。
一方、就職者のうち県内就職者の割合は

32.7％で、前年度比0.5ポイント減少しておりま
す。

県立大学におきましては、Webを活用した県
内企業情報の提供、県内企業説明会など、県内

就職に向けた取組を積極的に実施しておりまし

て、公共政策学科や情報システム学部において

県内企業への就職者が増加したものの、コロナ

禍が収束傾向にあり国際経営学科及び看護学科

におきまして県外就職希望者の割合が増加した

ことが、全体の県内就職率を押し下げたものと

考えております。

県内就職率向上にため、県立大学におきまし

は、県内企業での長期インターンシップや地域

における経営実践科目の実施など地域に根差し

た実践的な教育を推進しております。

また、令和4年度より新たに県内就職支援員
を配置いたしまして、企業情報の開拓と個別面

談やゼミなどを活用した情報の提供に取り組ん

でおります。
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県といたしましては、学生と県内企業の交流

の機会をさらに増やしていくとともに、県内就

職率の高い県内高校生の県立大学への進学を促

進するなど、県立大学と連携して引き続き県内

就職率向上の取組を推進してまいります。

最後に、体罰に係る実態調査についてでござ

います。

体罰の実態を把握し、その根絶を図るため、

令和4年度における私立学校の教職員、児童・
生徒及び保護者を対象に調査を実施いたしまし

た。

その調査結果といたしまして、体罰と認知さ

れた件数は17件、体罰を行った教員等の数は8
人、体罰を受けた児童・生徒数は22人で、体罰
と認知された件数、体罰を行った教員等の数は、

前年度より1名増加、体罰を受けた児童・生徒
数は前年度より10名増加しております。
県といたしましては、平成30年度から体罰が

発生した学校の教頭・副校長に対する聴き取り

調査を行い、再発防止策を確認し、確実に実施

されるよう指導するとともに、さらなる研修の

依頼等、体罰防止の徹底を図ってきたところで

ございますが、依然として私立学校における教

員等の体罰に対する認識が不十分であるという

ことを示すものとして大変重く受け止めており

ます。

今後とも、体罰根絶に向けまして、校長会・

教頭会や各種研修会等のあらゆる機会を捉え、

体罰防止に係る意識の徹底を図ってまいりたい

と存じます。

以上をもちまして、総務部関係のご説明を終

わります。

よろしくご審議賜りますようお願い申し上げ

ます。

【千住委員長】 次に、提出のありました「政策

等決定過程の透明性等の確保などに関する資

料」及び「政府施策に関する提案・要望の実施

結果」について、説明を求めます。

【櫻間学事振興課長】「政策等決定過程の透明

性等の確保及び県議会・議員との協議等の拡充

に関する決議」に基づき、本委員会に提出して

おります総務部関係の資料についてご説明いた

します。

資料2ページをお開きください。
附属機関等会議結果について、本年2月から5
月の実績は2月3日から3月8日で、書面により審
議されました長崎県私立学校審議会1件となっ
ております。

会議の結果につきましては、資料の3ページ
から4ページに記載のとおりでございます。
続きまして、去る6月上旬に実施いたしまし

た令和6年度政府施策に関する提案・要望につ
いて、総務部関係の要望結果をご説明いたしま

す。

令和6年度政府施策に関する提案・要望につ
いて、総務部関係をご覧ください。

総務部関係におきましては、私学及び県立大

学に対する財政支援の充実強化、私立学校・幼

稚園施設の耐震化に係る財源の拡充の2項目に
ついて、文部科学省、総務省に対し要望を行い

ました。

以上が総務部関係の要望結果でありますが、

今回の政府施策に関する提案・要望の実現に向

けて、引き続き取組を行ってまいります。

以上で報告を終わります。

よろしくご審議を賜わりますようお願い申し

上げます。

【千住委員長】 以上で説明が終わりました。

次に、議案外所管事務一般に対する質問を行

います。
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まず、「政策等決定過程の透明性等の確保な

どに関する資料」について質問はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【千住委員長】 それでは、次に、「政府施策に

関する提案・要望の実施結果」についてご質問

はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【千住委員長】質問がないようですので、次に、

議案外所管事務一般について、ご質問はありま

せんか。

【深堀委員】 1点だけお尋ねをしたいと思いま
す。

私学の振興、先ほど予算の議案でもいろいろ

ありまして、長崎県は少子高齢化の県ですけれ

ども、2021年に生まれた赤ちゃんの数が戦後初
めて9,000人を割り込んで、昨年は8,364人とい
う過去最少を更新したわけです。当然のことな

がら、こういった赤ちゃんが15年後ぐらいに今
度は高校生になっていくわけです。私学を振興

するに当たって、生徒、児童の数がずっと減少

していくわけですよね。10年、20年先を見据え
た時に、今の支援のあり方とかが果たしていい

のかどうかという長期的な視点でいろんなこと

を考えていかなければいけないと思うんですが、

まず、中学3年生の数がどういうふうに推移し
ているのかをお尋ねしたいと思います。

【櫻間学事振興課長】 今年3月に県内の中学校
を卒業した生徒が1万1,852人となっておりま
す。これを5年単位で申し上げますと、5年後の
令和10年の3月卒業予定者が1万1,287人、さら
に10年後となりますと、令和15年3月の卒業予
定者が1万101人の見込みとなっております。
【深堀委員】私が想定しているよりも、そこま

で劇的に減るというわけではないんですね。5
年後で大体300人ぐらい減って、その5年後にま

た200人ぐらい減るというような動きですかね。
パーセンテージで言えばどのくらいになるんで

すか。

【櫻間学事振興課長】パーセンテージは今すぐ

お答えできないんですけれども、増減としまし

ては、5年後で大体500人ぐらい減るような形に
なります。また、さらに10年後では1,700人強
減るような形になってまいります。

【深堀委員】 失礼しました。いずれにしても、

減少するのはもう目に見えているという中で、

やはり私学、もちろん各法人といいますか、各

学校が経営的なものも含めて判断していくわけ

ですけれども、行政として、私学を振興する立

場にある当局として、こういうふうに長期的に

生徒、児童の数が減ってくる中で、どういう支

援をやっていくべきかというのは、いろいろ構

想を練っておかないといかんのじゃないかと思

うんですけれども、長期的な計画というか、そ

のあたりは今持っているんですか。

【櫻間学事振興課長】私学の支援を長期的にど

う行っていくかということについては、今の時

点で長期的な計画というものは持っておりませ

ん。

ただ、委員からご説明がございましたとおり、

私学におきましては各法人がそれぞれの経営の

考え方のもとに取り組んでいかれていることと

は思います。県としましては、私学におかれま

しても、本県の将来を担う人材というのを育成

していただく、そのためにそれぞれの学校が独

自性や自主性を発揮しながら魅力ある高校づく

りに取り組んでいただくことで、学生の確保と

いうところをしっかり取り組んでいただく必要

があると思っております。

県としましても、国との連携も必要になって

くるかと思いますけれども、そういった私学振
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興のさらなる充実というところで、保護者の負

担軽減とか、私学の取組に対する支援というと

ころを引き続き支援をしてまいりたいと考えて

いるところでございます。

【深堀委員】わかりました。長期的な話ですけ

れども、当然これは公立、教育庁との調整もあ

りますよね。今、大体7対3ぐらいですよね。高
校は、公立が7、私学が3ぐらいの割合になって
います。その割合が変化していくのかというこ

ともあるし、全体的に生徒の数が減るわけです

から、規模を縮小していかなければいけない。

これは公立だって同じだと思います。子どもの

数はもうある程度わかっているわけですよね。

今、何歳が何人ぐらいというのはわかっている

わけだから、そこを見据えて考えていく時期に

きているんじゃないか。先ほどの答弁では、そ

ういう長期的なものは今持っていないというこ

とだったんですが、これは考えていくべきだと

思うので、ぜひ今後の課題として、そういった

ものを計画、というのが、先ほどから私学振興

のために耐震化率が低いので耐震化の予算を取

るみたいな話はもちろんあるわけですけれども、

じゃ、先を見た時、そこまで投資するべきなの

かというのもあると思うんですよね。だから、

やっぱり長期的な計画をしっかり練って、今か

らの施策に活かしてほしいということだけ要望

しておきます。

【大田総務部長】まさに、今おっしゃっていた

だいた公私の関係につきまして、毎年1回、7・
3ルールと我々は呼んでおりますけれども、そ
こをどうするかという会議がございます。

今までは、実は県内全体、人口減少というこ

とはさておき、どうしても公立と私立の対立構

造といいますか、そういう形での議論しかでき

ていなかったんですけれども、まさに教育庁の

方も、もう生まれる数がマックスにこれからな

っていくというのは当然わかっていることでご

ざいますので、将来的に公立学校をどうしてい

くかという議論をしっかり進めたいということ

を私立側にも投げておりまして、私立側としま

しても、当然その全体がシュリンクしていく中

で、どういう経営をしていくのかという長期的

な視点を持っていただくような投げかけを今し

ております。

私立側にお話を聞きますと、一つは県外から

の取り入れというのに力を入れていきたいと。

例えばスポーツなんかは端的な例でございます

けれども、そういった取組もございます。問題

としては、日本全体が子どもが減っていくとい

うことはございますので、経営上、そこはしっ

かり考えられているとは思ってはおりますけれ

ども、そういった客観的な情報についても私学

側にしっかり提供しながら、長期的な経営戦略

を練っていただくように、これからも議論して

いきたいと思います。

【千住委員長】 ほかにございませんか。

【湊委員】現在、長崎県立大学の佐世保校の建

替えが行われていると思うんですけれども、公

立大学の大切な役割として地域貢献がございま

す。そこで、新しいキャンパスを活用してどの

ような取組をしていらっしゃるのか、お尋ねい

たします。

【櫻間学事振興課長】県立大学における地域貢

献としましては、現在行っているものとしては

図書館の地域住民への開放、あとは公開講座や

学術講演会、そういったものの開催などを行っ

ているところでございます。

図書館につきましては、コロナ禍によって外

部の利用を停止していたんですけれども、先週、

6月12日から再開をしているところでございま
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す。

公開講座などにつきましても、コロナ禍で開

催の数を大幅に減らしていたところではござい

ますけれども、今年度につきましては講座数も

増やします。それに伴って地域の住民の方の参

加も増えていくものと思っております。

それから、新しいキャンパスを活用してとい

うところでございますけれども、昨年度、佐世

保校におきましては地域交流棟が完成しており

ます。こちらにつきましては、地域交流棟自体

が目的としましては地域と一緒になって学びを

行っていくための施設として建てておりますの

で、そういった目的のために使うことにはなる

んですけれども、ただ、今、キャンパス整備の

途中でございまして、先ほど予算のところでも

申し上げましたけれども、校舎の解体を今進め

ております。そのため、一時的にではございま

すけれども、校舎の数が減っておりまして、ど

うしてもこの地域交流棟を地域に活用してしま

うと教室の数が足りないということがございま

すので、キャンパス整備が一旦全部整うまでの

間は、地域交流棟については校舎の一教室とし

て使うということになります。それ以降につき

ましては、キャンパス整備が整いましたら、地

域交流棟につきましても地域と一緒に連携して

使っていく施設として活用することとしており

ます。

【湊委員】地域貢献の一つとして、大学施設を

一般の方に貸し出すということも考えられると

思うんですけれども、夜にグラウンドを使いた

いという地域の住民の声を地元で聞いておりま

す。そこで、佐世保校のグラウンドにナイター

設備の整備が可能であるのか、お尋ねしたいと

思います。

【櫻間学事振興課長】今までのところで大学か

ら聞いている話として、地域からそういったナ

イター設備といいますか、夜の使用についての

声は聞いてはいないところですけれども、もし、

それを行うとするならば、夜の利用ということ

になりますと、どうしても近隣の住民の方に対

して騒音ですとか、明かりの強さであるとかい

った課題もあるかなとは思っております。また、

費用の面の課題もあるかと思います。

ただ、地域の方からそういった声が上がって

いるということについては、地域貢献を進める

という意味でも大学の方にはしっかりとお伝え

をしていきたいと考えております。

【湊委員】 私も、もっと地域の声を聞いて、も

う一度お伝えしようと思います。どうぞよろし

くお願いいたします。

【千住委員長】 ほかに質問はございませんか。

【堤委員】県内就職支援員を昨年度から配置し

たということがあるんですけれども、どういう

人を採用されたのか。そして、たしか学生の中

でも低学年の相談に対応したりということでは

なかったかと思うんですが、どんな活動をされ

てきたのかをお尋ねします。

【櫻間学事振興課長】県内就職支援の取組とし

ましては、企業訪問をはじめとした求人企業を

開拓するということ、それから、県内企業にお

いて採用に関する推薦枠をつくってもらうよう

な開拓というのを行っております。

それから、低学年からの働きかけということ

でございますけれども、県内就職支援員の活動

としましては低学年に特化したということでは

なくて、全学年を対象として、これまでは一人

一人の学生に個別に対応するという取組がなか

なかできておりませんでしたので、そういった

ところについても個別の面談等行っていただい

て、県内の企業の紹介とか、そういったところ
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を行っているところでございます。

【堤委員】求人企業の開拓とか、企業の中で推

薦枠をつくっていただくとか、そして、個別に

学生の相談に乗るという取組をされているとい

うことですけれども、この県内就職支援員とい

う方は、どういう経験の持ち主というか、どう

いう方が採用されているのかというのをお尋ね

します。

【櫻間学事振興課長】答弁が漏れておりまして

すみませんでした。

県内就職支援員になっていただいている方は、

県の産業振興財団での企業誘致等の経験があら

れる方で、県内企業にかなり精通したといいま

すか、顔も広いといいますか、そういった方が

採用されております。

【堤委員】 企業との人脈があるといいますか、

そういう方で学生と企業をつなぐというか、い

ろんな情報の提供ができる方ということですね。

それから、県内就職率を上げる上で県内生の

県内就職率とか、県立大学の学生の県内出身者

の割合とかというのがあると思うんですけれど

も、これまでの3年間ぐらいはどんなふうにな
っているのかをお尋ねしたいと思います。

【櫻間学事振興課長】県立大学における県内生

と県外生の割合ですけれども、今年5月1日現在
になりますけれども、県内生が48.4％、県外生
が51.6％でございまして、この割合につきまし
ては、例年、ほぼこのような割合で変わらずと

いうところでございます。

それから、県内出身者の県内就職率でござい

ますけれども、令和4年度の実績になりますけ
れども、全体で63.2％となっております。
【堤委員】県内出身者の県内就職率が63.2％と
いうのは、年々上がってきているんじゃないか

と思っています。やはり県内就職を増やしてい

くためのいろいろな努力がされていると、そう

いうふうに受け止めました。

別件で、私立学校の体罰のことがあるんです

けれども、体罰をした教員が8人とあります。
この8人というのは、初めてなのかとか、繰り
返しされているのかとか、それから学校は何校

ぐらいになるのかとか、そういったところをお

尋ねしたいと思います。

【櫻間学事振興課長】体罰を行った教員が初め

て体罰を行ったかどうかというところは、今、

承知をしていないところです。

学校数につきましては、中学校で1校、高等
学校が2校でございます。
【堤委員】 8人の中身は今わからないというこ
とですが、後で教えていただければと思います。

学校数が中学校1校、高校2校ということです
か。同じ学校の中でやはり体罰が行われている

のかなと思っているんですが、それから体罰を

した教員に対する研修なども、教頭・副校長に

対する調査とか、再発防止策の確認だけじゃな

くて、本人に対する研修というのが行われてい

ると思うんですが、公立と比べて私立学校につ

いてはどんなふうになっているんでしょうか。

【櫻間学事振興課長】私立学校におきましては、

それぞれの教員の管理等に関しましてはそれぞ

れの法人において行うということになっており

ます。体罰が起こった学校におきましては、例

えば校内職員の研修とか、職員会議や職員の朝

会などにおきまして、そういった報道があった

際には記事のコピーを配るなどして、再発防止

に向けた指導等を行っていると聞いております。

【堤委員】 私学は、なかなかそこのところが、

その学校の中で対応するということしかできて

いないのかなと思うんです。やっぱり今、体罰

というのはすごく大きく報道されますし、生徒
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募集なんかかける上でもマイナスになるんじゃ

ないかと思うんですが、そういう体罰を繰り返

すような教員に対する研修の機会とか、そうい

うのをやっている団体等の研修なんかを受講し

てもらうとかという手だてはないものでしょう

か。

【櫻間学事振興課長】体罰に関して、教員への

指導ということにつきましては、県の教育庁の

方が専門的には知識を持っていらっしゃると思

います。そのため、学事振興課としましては、

各法人が行っている職員の研修とかのやり方に

ついて、例えば県教育委員会の方で実施してお

ります個々の教員の自己目標管理シートという

のがございまして、それに体罰防止の具体的な

目標を、その体罰を行った教員に書かせて、そ

れで校長面談で指導していくといった取組とか、

公立の方では体罰を行った教員が義務づけられ

ております県教育センターでのアンガーマネジ

メント研修、こういったものの内容をご紹介し

て、各学校でそういった取組を行うようにとい

うことで促しております。

【堤委員】教育センターでのアンガーマネジメ

ント研修を私学の人も受講できるんですか。そ

れは公立学校だけですか。

【櫻間学事振興課長】基本的にはそういった場

に参加するよりも外部講師を招いて研修を行っ

ているケースの方が多いようでございます。

【堤委員】最後にしますが、とにかくしっかり

した研修をしていただかないと、なかなか生徒

との間で、かっとなってつい体罰をしてしまう

という、そこの頭の沸点というか、自分を抑え

るとか、冷静にというところをしっかり身につ

けていただかないと、体罰は子どもにも傷にな

りますし、体にも心にも傷をつけることになる

ので、教員としても体罰でない指導というのを

身につけてもらうような何らかの研修というか、

そういうものができるような体制をつくってい

ただきたいと思っていますので、要望しておき

ます。

終わります。

【千住委員長】 ほかにございませんか。

【堀江委員】 委員会部長説明資料の2ページで、
これもSideBooksで発信をいたします。
この中の県内就職支援員のことですが、私立

学校の場合が就職推進員、それから県立大学が

就職支援員という言葉の使い分けがあるという

ことです。その中の私立高校の就職状況が、令

和5年3月末で100％というのはすごいというふ
うに私は思います。現場で本当に苦労されてい

る方たちの結果というか賜だと思っております。

そこで、この私立学校の就職推進員について

質問したいと思いますが、まず、現在、何人の

方が何校に配置をされているのか、そして、い

つからの配置か、まず、そこからお示しくださ

い。

【櫻間学事振興課長】 令和5年度におきまして
は、9校にそれぞれ一人ずつ9名が配置されてお
ります。この取組自体は、令和元年度からの取

組となっております。

【堀江委員】 9校に配置をする配置の条件があ
りますか。

そして、この就職推進員の財源はどのように

なりますか。このこともお知らせください。

【櫻間学事振興課長】条件としましては、直近

3か年を通じて就職を希望する生徒が10名以上
いる学校、こちらが対象となります。

財源につきましては、補助率が3分の2となっ
ており、そこは国庫と県費が財源となっており

まして、残りの3分1をその私学の方で負担する
ということになっております。
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【堀江委員】 3分の1を私学が負担をして、こ
の就職推進員というのを配置されているという

ことで、この9校というのは、今説明がありま
したように就職希望者が10名以上という一定
配置をするための条件といいますか、現状があ

ると思うんですが、今後の対応といたしまして

は、この9校がいわゆる就職を希望する学校全
てと捉えていいのか。それもその時の状況によ

って違うと認識をしていいのか。つまり何が言

いたいかというと、就職推進員の役割というの

は非常に大きいと私は思いまして、私学の側が、

もちろん3分の1の財源を出せるかということ
もあるんですけど、やはりきちんと配置をされ

るということが、結果として100％の就職率と
いうことにも結びついていると思っております

ので、そうであれば、希望するところに配置を

してほしいと思っているんです。その点、9校、
9人というのはマックスというふうに理解して
いいのか、それともそれは変動するものなのか、

そのこともこの機会に教えてください。

【櫻間学事振興課長】 令和4年度は11校に配置
しておりました。ですので、これは9校がマッ
クスというわけではなくて、対象となる高校は

まだございます。

県としての予算の確保の状況としては、希望

する高校があれば全ての高校に配置できるよう

に予算は措置をしておりますけれども、学校に

よりまして、特に私学の場合は教員の転勤とか

がないということがございまして、教員が企業

とも長期的に関係を築けているというところも

ございます。そういった学校におかれましては、

教員の方でそういった就職支援活動は対応でき

るので、就職推進員は要らないという判断をさ

れている学校もあるということでございます。

【堀江委員】そうしますと、私学の場合は就職

推進員ということだけではなくて、今説明があ

りましたように、各学校の進路指導担当教員、

この方が大きな役割も果たしていくという状況

の中で、必要なところに配置をする。だから、

県としては、いわば手を挙げて配置をしたいと

いうところには、今後も必要な配置をするとい

う理解でいいですか。再度お願いします。

【櫻間学事振興課長】そのとおりでございます。

【堀江委員】確認をさせていただきましたけれ

ども、ぜひとも、県内で就職したいという子ど

もたちが就職できるような情報の提供でありま

すとか、そういう働きかけなど、この就職推進

員の役割は大きいと思います。ぜひ必要なとこ

ろに配置をしてほしいと思いまして、この質問

をさせていただきましたので、よろしくお願い

したいと思います。

もう一つ私が質問したいのは、私立高校生の

2022年度の経済的理由による退学の状況です。
3月の時点で、いわゆる経済的理由で私立高校
を退学したという全国的な調査が行われており

まして、6月の時点でその全国調査が公表され
るという仕組みになっていると理解をしていま

す。その意味で、2022年度の経済的理由による
私立高校生の退学の状況、長崎県内の状況がわ

かっておれば答弁を求めます。

【櫻間学事振興課長】長崎県内におきましては、

経済的理由による退学者はございませんでした。

【堀江委員】 これは、そうしますと、これまで

もなかったんですか。全国の調査によれば、物

価高騰の中で中退者、それから学費滞納者が増

加傾向を示しているという全国の調査結果があ

るんですけれども、長崎県としては2022年度、
経済的理由による退学はなかった。これはここ

3年間の動きなりでの比較としてはどうですか、
わかっていればお示しください。
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【櫻間学事振興課長】経済的理由による退学者

ですけれども、令和3年度以降はゼロという状
況で、令和2年度に発生している、令和3年度以
降は、経済的理由による退学はない状況でござ

います。

【堀江委員】 ちなみに、令和2年度は何人いま
すか。

【櫻間学事振興課長】 令和2年度に4名おりま
す。

【堀江委員】経済的理由による退学はないとい

うことであれば、それ以外の退学とかもあるん

ですか。

【櫻間学事振興課長】退学につきましては、そ

れ以外の理由としましては、例えば学業不振で

あるとか、学校への不適応、それから進学はし

たものの進路を変更するために退学をしたとか、

あとは家庭の事情や病気、けが、そういった理

由による中途退学はございます。

【堀江委員】 そうしますと、私が冒頭、経済的

理由による退学はどうですかと質問して、いな

いという答弁でしたけれども、じゃ、それ以外

の学業不振、それから進路を変えました、いろ

んな理由の退学者がいるわけですね。そうしま

すと、2022年度の私立高校生の退学は、長崎県
としては何人ですか。

【櫻間学事振興課長】 2022年度の数字ですけ
れども、今、最新の数値として持ち合わせてい

るのが1年前になってしまうんですけれども、
令和3年度合計で195人でございます。
【堀江委員】数字は持ち合わせていない。でも、

私の答弁に経済的理由による退学の状況はいな

いですと、ゼロと言ったでしょう。どういうこ

とですか。あわないよね。2022年、令和4年度
の数字は持っていないと言いながら、経済的理

由による退学はいないと言いましたよね。それ

はどこを見て言ったの。令和4年度の数字は持
ち合わせていないと言ったんでしょう。どこま

でわかっていますか。

【千住委員長】 暫時休憩します。

― 午前１１時 ３分 休憩 ―

― 午前１１時 ４分 再開 ―

【千住委員長】 委員会を再開いたします。

【櫻間学事振興課長】先ほど、退学者の合計を

申し上げました。令和3年度が最新として持っ
ている数字ですと申し上げましたのが、これは

国の調査に提出するための県の集計なんですけ

れども、文科省の「児童生徒の問題行動と生徒

指導上の諸問題に関する調査」というのがござ

います。そちらの方で把握しているのが、昨年

度、令和3年度までの数字ということになりま
す。

先ほど申し上げました経済的理由による退学

の数字というのは、それとは別に行っておりま

す「授業料の滞納状況調査」というのがござい

ます。そちらの方で把握した数字で、年度のず

れが生じております。

【堀江委員】 では、手元の数字としては、経済

的理由による退学の状況だけは先にわかるんで

すね。では、それ以外の退学はどういう数かと

いうのは、その文科省の数値を受けないとわか

らないと、そういう理屈になって、実際に私が

言っている2022年度については、いわゆる経済
的理由以外で退学をした生徒の数は、今のとこ

ろわからないという回答ということですか。

【櫻間学事振興課長】そのとおりでございます。

【堀江委員】私がこの質問をするのは、要する

に対応ですよ。例えば経済的理由による状況が

あるのであれば、どういう対応ができるのか。

あるいは、それ以外で、例えば令和3年度は195
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人いたわけでしょう。可能であれば、学びたい

と思って学んだところで、基本卒業できたらい

いと思うんですよね。もちろん進路を変えると

いうこともあるでしょうから、それが全てでは

ないにしても、学びたいと思った気持ちを断念

させないようにするための環境をどうつくるか

という視点も私は大事だと思っているので、要

は、どういう理由で退学になったのか。じゃ、

その退学を避けられなかったのかということは

検証しなくてはいけないと私は思ってこの質問

をしたんです。だから、そういう対応が十分と

れているのかなということで、長崎県の場合は

どうですかと質問したところです。

少なくとも全国の調査では、経済的理由を含

めて、コロナ禍の中で退学が、微増であっても

増加している傾向というのを、私としてはそう

いう認識があるものですからこういう質問をし

たんです。

そこで、再度質問しますが、それぞれの退学

の事情は把握されておられると思いますが、結

果がどうしても後から出てくるから、すぐに対

応とはなりません。現場としてはもちろん十分

対応していると思いますけれども、退学に至ら

ないための努力といいますか、本人も含めての

対応はどのように考え、また対応としてはどの

ようにされているのかという基本的な考えを教

えていただければと思います。

【櫻間学事振興課長】まず、経済的理由を理由

とした退学者はございませんでしたけれども、

そうは言いながら授業料滞納者、先ほど申し上

げました授業料滞納状況調査で、授業料を滞納

している生徒というのはゼロではございません。

やはりいらっしゃいます。そういった場合に、

滞納につきましてはそれぞれの学校におきまし

て、例えば分納によって払える分だけ少しずつ

払っていただくとか、そういった対応というの

はそれぞれの学校でやっていただいているとこ

ろでございます。

それから、経済的理由によらない退学等につ

きましては、学校になじめないとかということ

につきましては、例えば生徒の問題であればス

クールカウンセラーといったものの配置、それ

から、それがもし家庭の事情等も関係してくる

ものであればスクールソーシャルワーカーとい

ったものの配置について、県としては予算措置

をして、そういった職員の配置というのを支援

しているところでございます。

【堀江委員】いずれにしても、学費の滞納は長

崎県内でもあるということが、今、課長の答弁

としてありました。そうであれば、この学費の

滞納についての支援も含めて、もちろんそれぞ

れの私学でやっておられるとは思いますけれど

も、必要な制度、あるいは制度の拡充も含めて、

ぜひ検討していただきたいということを求めて

質問を終わります。

【千住委員長】 ほかにございませんか。

【宮本委員】議案外で幾つか質問させていただ

きます。

部長説明資料の2ページと3ページになりま
す。先ほどもちょっと質問があっておりました

けれども、就職状況についてお尋ねいたします。

まず、私立高校、そして県立大学ともに、書

いてあるとおり100％と99.5％ということで、
就職率については私も非常に喜ばしいことであ

ると感じております。

この委員会でこの問題はずっと議論されてお

り、県内就職率をいかに上げるかという議論は

ずっとされているところだと感じているんです

が、県内就職について、説明資料に書いてあり

ますけれども、コロナ禍が少しずつ回復したこ
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とによって、県内就職率を押し下げて県外に行

く卒業生が増えたという分析があります。なる

ほどだなと納得したのと同時に、これは今後、

コロナ禍が落ち着いてくればくるほど、ますま

す県内就職率というのは落ちてくるのではない

かということでちょっと危惧をしています。そ

れは皆様方も同じかと思います。

対応として、先ほど堀江委員からもありまし

たとおり、私立高校においては就職支援員とい

う方々がいろんな手だてを打っていらっしゃる。

県立大学において県内就職支援員という方々が

尽力されていらっしゃる。

その中で、インターンシップについてお尋ね

したいんです。県内企業へのインターンシップ、

まず私立高校ですけれども、私立高校における

県内企業へのインターンシップとか、県内企業

説明会・見学会というのを実施しながら、県内

企業を知ってもらう取組をされているんですが、

これは今、どのくらいの県内企業の方々が参加

していらっしゃるのか。わかれば年推移、年々

増えているとか、年々減っているというところ

まで教えていただければと思います。まずどれ

くらいの県内の方々が参加していらっしゃるの

かというのを教えてください。

【櫻間学事振興課長】まず、私立高校について

ですけれども、今、数字として経年の数値を持

ち合わせておりませんので、そこについては後

ほどご報告したいと思います。

県内就職推進員の配置校の数にはなりますけ

れども、県内企業説明会につきましては大体1
校当たり年に2.5回ほどの開催、見学会について
は17.4回開催ということで、回数としてはそう
いった回数になっております。それぞれの説明

会と見学会等においての参加人数につきまして

は、後ほどご報告させてください。

【宮本委員】私の質問が悪かったのかもしれま

せんが、1校で2.5回、見学会は17.4回というこ
とは、県内の企業、Ａ社、Ｂ社、Ｃ社、Ｄ社と

すれば、それが17社あるということですか。そ
れも教えてください。

【櫻間学事振興課長】これは説明会等を開いた

回数になります。会社の数がイコールというわ

けではございません。例えば、見学会や説明会

について、1回の説明会当たりに数社が来てい
るということもございます。

【千住委員長】一応どれぐらいの企業が参加さ

れているのかというお話だったので、それをお

答えしていただけたらと思うんですが。

【櫻間学事振興課長】今、持ち合わせておりま

せんので、後ほどご報告させてください。

【宮本委員】 通告はしておりましたけれども。

要は、何社なのか、10社とか100社とかとい
うのを知りたくて通告していたのですが、私の

伝え方が悪かったのでしょう。

県内を回る時に、人手不足というのはものす

ごく感じるんですよね。よく言われます。皆さ

んもそうだと思います。よって、この見学会と

かインターンシップにどのくらいの会社、何社

が参加して、熱っぽく求人を出しているかとい

うのを知りたいわけです。よって、後ほどでも

いいんですが、ペーパーでもいいんですが、年

にこれくらい、そして100社か50社か30社かわ
かりませんが、県内企業の方々が協力してくれ

ている、求人しているというのがわかれば、教

えてくださいというのを通告していました。

【櫻間学事振興課長】申し訳ありませんでした。

参加の生徒数については後ほどお答えします。

企業数につきましては、確認しましたところ、

令和4年度で、県内企業の説明会が27社、県内
企業見学会の方は191社です。これが令和3年度
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では、県内企業の説明会が31社、県内企業見学
会の方が166社というところでございます。
【宮本委員】 191社、増えているような感じで
すね。増えていますね。だから、県内企業の方々

は求めていらっしゃるわけですよね。しかし、

県外に流れていくというのは、マッチングとい

うのがよくよくできていないんじゃないかと思

っています。

もちろん、求める学生さんも、これではいか

んと、もっとほしいと、もっと求めたいという

気持ちもあられるんでしょうけれども、見学会

をしました、インターンシップもしました。そ

の先のマッチングというか、そこまで追って何

かされているのか。ただ単に、見学会、インタ

ーンシップで終わりとかであれば、今後も同じ

ようになってくるんじゃなかろうかと思うんで

すね。だから、その行った先、マッチングであ

ったり、個別具体的に取り組む仕組みというの

は、まずは私立高校でされているのかどうかと

いうのがわかれば教えてください。

【櫻間学事振興課長】 マッチングについては、

この取組によってどれだけのマッチングができ

たかというところの具体的な数字は持ち合わせ

ていないんですけれども、学校からの聞き取り

によりますと、そういったマッチングについて

はうまくいっているという話はあっております。

また、先ほど答弁をいたしましたけれども、

私立学校におきましては教員の異動がないとい

うところで企業との関わり、よい関係性を築け

ているというところもマッチングの部分では役

に立っているのかと思います。

【宮本委員】県立大学においてはいかがですか。

県立大学でも県内企業での長期インターンシッ

プをしていらっしゃるんですが、これは県内企

業がどのくらい参加されているのかというのも

通告しておりましたが、それも教えてください。

【櫻間学事振興課長】県立大学におけるインタ

ーンシップですけれども、それぞれ学科によっ

て種類が幾つかございます。

まず、インターンシップへの参加者の方を先

にご報告させていただきますけれども、令和4
年度におきましては学生403名がインターンシ
ップに参加しております。その前年度、令和3
年度におきましては95名ということで、コロナ
禍においてインターンシップを控える企業が多

かったというところがございます。

インターンシップ先ですけれども、例えば、

まず公共政策学科においては公共機関インター

ンシップというのがございまして、公共機関に

対してインターンシップを行っておりますけれ

ども、こちらは6機関ございました。
それ以外の実践経済学科、国際社会学科、情

報システム学科、情報セキュリティ学科におい

ては、企業インターンシップを行っております

けれども、こちらは133事業所で行っておりま
す。

インターンシップについてはそういう状況で

すけれども、そのほか看護学科におきましては、

インターンシップとはまた別の看護実習という

形で長崎県内の病院での実習を行っているとい

う状況でございます。

【宮本委員】参加者も増えて、恐らくインター

ンシップを受け入れる側の県内企業も増えてい

るんだろうという予測はするんです。

今後、どんどん求人が増えていく、全国的に

も人手不足で求人が増えていく中で、やはり県

外流出というのが増えていくというのが可能性

としてあるので、取組としては、書いてあると

おり、中期目標においてもインターンシップの

強化とか、私立高校においても同じくインター
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ンシップ、説明会を増やして保護者に対する取

組も強化するとなっております。

しかしながら、今までと同じような取組をし

ていては、なかなか太刀打ちができないところ

もあるんじゃないかと思います。

一方で、国際学科などは、県立大学で学んだ

生徒さんが全国各地、あるいは世界を飛び回っ

て県立大学の名前を売っていただくという喜ば

しい一面もあり、非常に難しいところ、考え方

としては喜ばしいところもあるかもしれません。

しかし、この場は県議会なので、私立高校、

そして県立大学において、いかに県内就職率を

上げていくかというところは、もっと新しいも

のを取り入れていくべきではないかと思います。

これについては、部長、今年度この状況、そし

て来年度以降を見据えて、どういう形で私立高

校、そして県立大学の県内就職率を上げていく

かという取組、決意、思いがあればお聞かせく

ださい。

【大田総務部長】まず、私学の高校の関係でご

ざいますけれども、こちらはおっしゃるとおり

競争が激しくなっているという状況はあれど、

パーセンテージの変動は大体うまくいっている

方向かなと思っております。その中で、先ほど

県内の就職推進員の配置につきましても、これ

は予算をしっかり確保するというのはやってい

きたいと思っておりまして、各学校が望むよう

な形でできるような財政的な支援というのはし

っかりやっていきたいと思っております。

また、先ほどの担当教員の方の配置というと

ころ、これも私学ならではのところではありま

すけれども、ここの結びつきというのを強めて

いっていただく必要があると思っておりますの

で、そういったところは各校の好事例などがあ

りましたら横展開をしていきたいと思っており

ます。

県立大学の方でございますけれども、コロナ

禍におきまして、昨年度まで何とか少しずつで

はありますけれども、率は増えていったところ

なんですけれども、今年度は少し減少しており

ます。昨年度までの経験といたしまして、やは

り入口と出口というところ、入口といたしまし

ては県内の高校からどうやって県立大学に入っ

ていただくかというところにつきましては、高

校の生徒指導の方々の学校回りというところを

今しっかり継続して取り組んでいるところであ

ります。おかげさまで、県立大学のイメージも

大分よくなってきて、それなら今回入れてみよ

うかという形で、新たにそういった形で紹介を

いただけるようなパターンというのも増えてき

ておりますので、そこの取組を継続していきた

いと思っております。

また、出口の方でありますけれども、ここは

もうまさに個別のマッチングをやっていけるか

というところにかかっていると思っております。

その意味で、今回、県立大学の就職支援員を予

算付けして配置させていただいております。こ

ちらの方は、先ほどもご紹介申し上げましたけ

れども、これまで企業につながりを持っている

方でありますし、ご本人自体も非常にそういう

意味では意欲を持って今取り組んでいただいて

おります。

これまで、大学の方で企業回りというのをし

ていただいていたんですけれども、どうしても

本来の学業というところがありまして、なかな

か手が回らないところがありました。今回、専

門の方を置いたことによりまして、かなり個別

の企業に入り込めていると本人からも聞いてお

ります。ここをいかに個々のマッチングに実際

つなげていけるかというところで、先ほど堤委
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員からもありましたけれども、低学年のところ

もそういった意識の醸成を図りながら、この県

内就職支援員というのがうまく回るように、し

っかりと取り組んでいきたいと思っております。

【千住委員長】 ほかにございませんか。

【浅田委員】 部長から、今、就職率を上げると

いうご答弁をいただいたんですけれども、私も

多少伺わせていただければと思います。

県立大学等も非常に頑張って県内就職を増や

していただいているということはよくよく理解

するところではありますが、私が聞き逃してい

たら申し訳ないんですが、先ほど県内の方の県

内就職率は63.2％とありました。そもそも、県
外から来ている方で、長崎に残って長崎の地で

就職を選んでくれた生徒さんがどれくらいいら

っしゃるんでしょうか。

【櫻間学事振興課長】県外生で県内に就職をし

た学生は、令和4年度の実績で19名、全体では
5.9％でございます。前年度の令和3年度におき
ましては18名で、率としては6.3％という状況で
ございます。

【浅田委員】 この5％、6％というのをどう捉
えるかというところだと思うんですが、そこに

当たった時に、県外からの生徒さんはそもそも

何人ですか。

【櫻間学事振興課長】 今年5月1日現在の数字
ですけれども、県外生が1,561名となっておりま
す。

【浅田委員】やはりかなり少ないなという、長

崎の企業に対しての訴えというのがどうなのか

なと。やはり選ばれる地域にもなってほしいな

という願いがあるんですが、そういう中におい

て、先ほど来インターンシップ制度の話がござ

いました。このインターンシップに関しても、

学科によっては必須になっているんですね。私

は、実は3年ほど前に予算決算委員会の中でこ
れを取り上げさせていただきました。その時は

250名近い生徒さんのアンケートをとった時に、
3分の1の方たちがインターンシップのあり方
に対してちょっと不満があると。時期が悪いと

か、もっと年度を早めていただければ民間企業

のインターンシップと併せて必須を受けられた

りとか、いろんな問題提起がありました。実際

にその時に学生さんも、それを学校の学生会を

使って学校にも訴えをしていると。しかしなが

ら、学校内では満足している結果ですというよ

うな、学生にもそれが返り、私の答弁でもそう

いうふうな状況だったんですね。

ただ、やはり実態として、それから3年たっ
て、コロナというものがあって、皆さん自分の

地元に帰るという方々が多かったのは理解もで

きるんですけれども、せっかくこの大学で長崎

に来ていただいた方々も、もっともっと幅広い

人材として長崎県内に就職をしていただくとす

るならば、そもそものインターンシップのあり

方、時期、いろんなことを見直すべきではない

かと思っているんですが、そのあたりはどのよ

うにこれまでの流れで分析をしているのか、教

えてください。

【櫻間学事振興課長】インターンシップに参加

した学生から、そのようなインターンシップに

は参加しづらいという声があったということは、

大学の方でもそれを認識しております。きっか

けとしましては、コロナ禍というところが大き

くはあるんですけれども、期間につきまして、

従来は4週間程度のかなり長期のインターンシ
ップという期間を設けておりました。そのため、

ほかの活動に支障が生じるといった声もありま

したので、コロナ禍というきっかけはございま

したけれども、その期間を2週間というふうに
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短縮をして取り組んでおります。それについて

は、今年度も2週間ということで行うというこ
とになっております。

それから、授業との関係というのもございま

すけれども、そこにつきましては、大学におき

ましては従来の前期・後期という区分けから、

クォーター制ということで、4分の1ずつで単位
をとっていく。年間を4つに分けて、集中して
単位を取れることによって、空いたクォーター

にインターンシップに参加しやすくなるという

ような取組も行っているところでございます。

【浅田委員】私が先ほど言った、学生と一緒に

アンケートをとったのは、実はコロナ禍の前な

んですね。前の段階で、確かにコロナが原因か

もしれませんけれども、2週間程度になったと
いうことは、多分学生の声があったものと思い

ます。

クォーター制のことに関しても十分理解はし

ているんですが、学生が言っているのは、必須

である学科、学部が幾つかあるんですね。そこ

の時期の兼ね合い、クォーター制だからではな

くて、必須期間中というのがあって、実は望ん

でいるところに必ずしも行けているわけでは当

然なくて、全く望んでいない場所であったり、

職種であったりというのが、必須だからという

ことで行かなければいけない、単位のために行

かなければいけないということで、せっかく県

立大学としてはわざわざ必須にして、そうやっ

てマッチングとかをしているにもかかわらず、

学生とのあり方、もちろん100％、皆さんが皆
さん希望どおりになるとは思わないですけれど

も、やっぱりそのあたりが少し無理があるのか

なと。逆に言って、そういうところから余計遠

ざけてしまうようになっているんじゃないかと。

学生の話を聞いて、これはもうずっと思ってい

ることなんですね。

ですから、改めてコロナ禍が明けた後ですか

ら、いろんな形で、たしか前は必須が3年生の
時だったので自分たちが行きたいインターンシ

ップに行けなかったということを先ほど私は言

ったまでで、時期的なもの、2週間がいいのか、
夏休みがいいのか、もっと早い段階に県内の企

業を知っていただくのか、そこをしっかりと、

いま一度分析をしていただいて、それがこれか

ら先につながるようにしていただければと思い

ます。これは要望にとどめまして、今後のこと

をまたご報告いただければと思います。

県内の方は63.2％という方がいらっしゃる。
しかし、やっぱり私も一度は外に出た人間なの

で、外に出て戻ってきたい。今度、Ｉターンさ

せる意味において、ふるさと教育というものに

長崎県は力を入れている、就職率を高めるため

にもということをよくおっしゃるわけですけれ

ども、長崎県ふるさと教本ですか、教本があり

ますが、これの活用率が、実は県立高校でも記

憶にないという生徒さんが非常に多いと。

併せて、私立高校では、それをどのように活

用しているのか。はたまた、それは県立高校だ

けの活用で、私立高校や県立大学においてはそ

ういうふるさと教育とかはやっていないのかど

うなのか、実態を教えてください。

【櫻間学事振興課長】「ふるさと長崎県」とい

う冊子につきましては、令和4年度まで私学の
方へも配布をしております。今年度につきまし

ては、冊子の作成が取りやめになって、Webで
の公開ということになっておりますので、その

Webにおいて公開されている旨を私学の方に
お伝えをしているところでございます。

それから、ふるさと教育ですけれども、私立

学校、23校中17校ではふるさと教育ということ
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で取り組んでおります。

内容につきましては、地域の伝統料理の研究

とか、龍踊の継承とか、はた揚げとか、取組は

様々なんですけれども、各校とも地域の方の協

力を得ながら、そういった取組を行っていると

いうことでございます。

【浅田委員】ふるさと教育の中身が、割と伝統

文化等に集約されているような感じはあるんで

すけれども、ここに一つ例えばＵターンしやす

いようにキャリア教育のあり方とかをふるさと

の中でもう少し絡めてやっていくとか、もっと

もっと、今いま18歳の人を縛り込む、22歳の人
を縛り込むだけではなくて、やはりふるさとに

思いを持ってもらえるようなキャリア教育とい

うのも一つ必要なのではないかということで、

これも提案・要望にさせていただければと思い

ます。

もう一つ、これは県の教育委員会の方だけで

はないと思うんですが、今、県内において文化

振興、文化部などの推進認定校みたいなものを

つくっているという話があるんですけれども、

これは私立高校においては、今どのような状況

になっているでしょうか。文化活動推進校とい

うことでリストアップをされているそうですが、

この中にどの程度の私立高校が含まれているの

か。知事も長崎の子どもたちの文化力を上げて

いきたいというお話もしておりましたので、私

立の二十数校のうち、どのような状況になって

いるのか教えてください。

【櫻間学事振興課長】県内の私立の文化活動推

進校ですけれども、中学校において私立は2校、
高校においては6校、7部がその文化活動推進校
となっております。

【浅田委員】その部活動の中身というのは詳し

くわかりますか。

【櫻間学事振興課長】中学校におきましては合

唱と技術工作、高等学校におきましてはマーチ

ングバンド、バトントワリング、書道、合唱、

演劇となっております。

【浅田委員】これをあえてこちらでもお伺いを

させていただいたかといいますと、実は、前、

全国総文祭というのが長崎県で行われました。

その際にも教育委員会の方に依頼をさせていた

だいたんですが、今出てこなかった茶道部、華

道部、ここにおいては流派がいろいろまたがる

ものですから、高文連に入れてない状況があり

ます。教育委員会の方にも、ここはしっかりと

部活動の顧問の先生方をまとめていただいて、

多くの子どもたちが日本文化、伝統にしっかり

と親しむべき素地をつくるためにも、これに入

っていないと発表の場がないんですね。今、あ

えて伺っているのは、長崎で今度、国民文化祭

がございます。そういう時にも高校生の活動の

場、活躍の場というのを広げていきたいという

ことで、今、県立高校にもこれをお願いしてお

ります。

そういう意味において、私立高校の中でのそ

のような部活動のあり方というのは、まず、県

の方では把握なさっていますでしょうか。

【櫻間学事振興課長】 令和4年度の調査になり
ますけれども、県内の私立高校で茶道部がある

学校というのが11校ございます。それから、華
道部がある学校が6校ということでございます。
全ての学校の状況までは把握しておりません

けれども、大部分の学校においては外部の講師

を招いて、そこで指導を受けているところでご

ざいます。そのほかには、近隣の短期大学など

と連携して活動しているところや、商業施設な

どに招かれて、そういったところで活動をして

いる場合もあるようでございます。
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そういった活動が盛んなところもある一方で、

部員が少なくなっていて、活動が低迷してうま

くできていないという状況の学校もあるという

ふうに聞いております。

【浅田委員】結構な数、私立高校の中にも茶道

部があったり華道部があったりします。

今まさしく課長がおっしゃったように、部員

が減っている理由の一つに活躍の場、せっかく

学んだものを表に出す場というものが高校はな

いんですね。そういったことを含めて、せっか

く長崎県で行われる総文祭の時にもお願いをし、

状況を調べていただくことを言いました。その

際にも、結局まとまっての高文連ですか、そこ

には所属できてない。外部講師がいらっしゃる

というような状況の中で、おもてなしの一環と

して頼まれて茶道部がそこでお茶を提供したり、

彩りのためにお花を活けたりということがある

んです。

そういうことではなくて、私がずっとお願い

をしているのは、マーチング部や書道部、最近

はかるたとかもはやっていますけれども、そう

いう形で流派がまたがっている、それは外部の

講師の先生たちが指導に行かれているというこ

とが大きな原因ですけれども、学校の先生たち

はそこに、私立に関しても変わりなくと先ほど

課長もおっしゃったようにいらっしゃるわけで

すね。そういう先生たちの連携をとって、少し

でも子どもたちが発表できる、参加ができる場

所づくりということを私学の方でもぜひともや

っていただきたいと思っております。これは何

年にもわたっておりますので、確かな目に見え

る成果として国民文化祭がありますので、そこ

に向けて、ぜひとも長崎県としてはやっていた

だくことを希望し、また、今後の報告等をお願

いさせていただきたいと思いますので、よろし

くお願いします。

質問は以上にします。

【千住委員長】 ほかに質問はございませんか。

【冨岡委員】 簡単に3点ほど質問させてくださ
い。

まず、1点目が宮本委員、浅田委員のご質問
とも関連するところですけれども、県内就職率

が低下したことの要因としてコロナ禍が収束し

たからということがございます。コロナ禍収束

によって、特定の学科においては県外就職を希

望される学生さんが多いということで、私立高

校及び大学、双方においてそういう話がありま

した。そのご説明を伺いますと、あたかも、も

ともとコロナ禍でよく見えていたものが元に戻

っただけだというような回答にも聞こえるんで

すけれども、果たしてコロナ禍が始まる前と比

べた時に、傾向としてどうなのかというところ

をお聞かせください。

2点目として、その対策として多くの若者に
地元長崎の魅力や暮らしやすさを知っていただ

けるよう情報発信に努めるということですけれ

ども、この情報発信の具体的な内容について教

えてください。

例えば、私の地元である時津町においては、

積極的にYouTubeを使って、何万回再生となっ
ているような動画なんかが結構多いんですけれ

ども、そうした取組を県として行っているのか

どうかお聞かせいただけたらと思います。

3点目として、3ページの大学のところで県内
就職率の高い県内高校生の県立大学への進学を

促進するなど、その取組を行うというところで

す。これについて、例えば県内高校生について

は合格の枠をつくったり、あるいは極端な話、

受験において下駄をはかせるとか、そういうこ

とまで考えているのか。そういうことでなけれ
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ば進学を促進するということの意味を教えてい

ただけたらと思います。

【千住委員長】 しばらく休憩いたします。

― 午前１１時４２分 休憩 ―

― 午前１１時４５分 再開 ―

【千住委員長】 委員会を再開いたします。

総務部関係の審査の途中ですが、午前中の審

査はこれにてとどめ、午後1時30分から再開い
たします。

先ほどの答弁も併せてお願いしたいと思いま

す。

それでは、しばらく休憩いたします。

― 午前１１時４６分 休憩 ―

― 午後 １時２９分 再開 ―

【千住委員長】 委員会を再開いたします。

午前中に引き続き、総務部の審査を行います。

【櫻間学事振興課長】午前中に宮本委員のご質

問、県内での企業説明会の回数、企業数、生徒

数、それから見学会の回数、企業数、生徒数に

ついて、後ほどご報告しますと申し上げていた

点についてですけれども、まず、午前中の説明

におきまして、私が企業数として申し上げた数

値が、説明会や見学会の回数でございました。

そこは誤っておりましたので訂正をさせていた

だきたいと思います。

数字を申し上げますと、まず、説明会につき

ましては、令和3年度が31回、令和4年度が27
回ということで、回数としては減少しているん

ですけれども、参加された企業は、令和3年度
は104社に対して令和4年度は205社と大幅に増
加をしているところでございます。

それから、参加している生徒ですけれども、

令和3年度は797人、令和4年度におきましては

817人と、これも増加をしている状況です。
それから、企業見学会の方ですけれども、こ

ちら令和3年度は166回の開催、それが令和4年
度は191回の開催と増加をしております。
企業数につきましても、令和3年度は163社の
参加でしたけれども、令和4年度は201社と、こ
れも大幅に増加をしております。

参加した生徒数ですけれども、令和3年度は
248名、これが令和4年度は313名と増加をして
おります。

引き続き、冨岡委員からのご質問にお答えし

ます。3点ご質問いただいておりました。
1点目、県立大学における県内就職率の経緯

ですけれども、コロナ禍に入りまして、令和元

年度に28.8％、それから令和2年度が29.7％、令
和3年度が33.2％と、ここまでは徐々に上昇して
いたんですけれども、令和4年度がご報告して
おりましたとおり32.7％ということで、コロナ
禍が落ち着いてきて、少し低下をしたという状

況でございます。

それから、2点目、部長説明にございました
多くの若者に地元長崎の魅力とか暮らしやすさ

を知っていただけるような情報発信に努めると、

こういったところの内容はということでござい

ますが、若者への県の魅力発信につきましては

学事振興課が独自にということではございませ

んで、県全体での取組となってきますけれども、

昨年度におきましては、企画部において県の魅

力を若者に伝えていくための動画「Change is a
Chance」という動画を作成しまして、これを県
のホームページとかYoutubeなどにアップして
いるところでございます。

今年度におきましては、産業労働部が実施し

ております県内高校生を対象としました県内就

職に関する講演などの場において、この企画部
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が作成した動画を活用するなどして若者への魅

力の伝達、情報発信に努めているところでござ

います。

3点目、県内就職率が高い県内生の割合を増
やすために県内の高校の入試における入学枠の

取組についてですけれども、現在におきまして

も、県立大学におきましては学校からの推薦に

よる学校推薦枠というのがございまして、そこ

では県内の学校推薦枠として143の定員を設け
ております。

それから、それとは別に総合型選抜といいま

して、これは学校推薦ではなく学生本人が自分

でPRをして入ってくる自己推薦型の入試にな
りますけれども、こちらで6人の枠を設けてお
ります。合わせて149人の県内の高校生向けの
枠を設けておりまして、全体の割合としまして

は約20％、2割は県内生の特別の枠があるとい
うことでございます。この割合、県内生の枠と

いいますのは、ちょっと調査の時点は古うござ

いますけれども、令和2年度の時点におきまし
て、全国の公立大学93校ございますけれども、
この中で割合が大きい方から4番目ということ
で、全国的にもかなり大きな枠を設けていると

ころでございます。

【千住委員長】 ほかに質問はありませんか。

【白川委員】体罰にかかる実態調査についてお

伺いいたします。

まず、確認ですけれども、この実態調査のや

り方というのは、教員と生徒、保護者に対して

アンケートを行ったというような認識でよろし

いでしょうか。

また、体罰と認知された件数についてはどの

ような調査の仕方になるでしょうか教えてくだ

さい。

【櫻間学事振興課長】生徒と保護者へのアンケ

ートに基づく調査になっております。

【千住委員長】 件数とその認識については。

【白川委員】後に伺った体罰の件数というのは

どういう認識でしょうか。

【櫻間学事振興課長】 件数としては、令和4年
度に、昨年度に比べて大幅に増加をしている状

況にございます。

ただ、これにつきましては、一部の部活動で

あるとか、学校内での体罰が明らかになった際

に、その明らかになった各校において調査を徹

底して、その特定の体罰を行った教員なりが複

数の、同一人物が複数の体罰を行っていたとい

うことに基づいたことから件数としては増加を

しているというところで、体罰を行った教員の

人数自体は大体同じような状況であるんですけ

れども、件数の増加としては調査の徹底によっ

て一件一件の状況が確認できたところによるも

のだと思っております。

【白川委員】聞き方が悪かったかもしれないで

す。この体罰として認識された件数というのは、

県の方に体罰がありましたよということが学校

側から報告された件数という意味なのか、これ

もまたアンケートの中で聞かれていることなの

かというのを伺いたかったんです。

【櫻間学事振興課長】これについては、全国の

調査がございますので、その調査を行った中で

学校がアンケート等で把握した数字を県の方に

報告をいただいた数字になっております。

【白川委員】何を聞きたいかというと、この体

罰を受けた児童生徒が22人で、件数が17件でと
いうところに差異があるのは、生徒側は体罰を

受けたというふうに認識をしていますけれども、

学校側はそうとは把握をしていなくて件数が少

ないのか。それとも、複数の生徒に対する体罰

を1件とみなして出されている数字なのかとい
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うところをお伺いしたいです。

【櫻間学事振興課長】 1件の数え方としまして
は、例えば一つの部活動内において同一の指導

者が複数の生徒に対して体罰を行ったという場

合に、それを1件として捉えています。ですか
ら、1回行った分を1件、その体罰を受けた生徒
はその時に2人いたとか3人いたというところ
で差異が生じております。

【白川委員】そうであれば、アンケートで体罰

を受けたという生徒の回答は、ほぼこの報告に

上がっているとおりということでしょうか。

何を気にしているかというと、最後の方に「依

然として私立高校における教員等の体罰に対す

る認識が不十分であるということを示すことと

して、大変重く受け止めております」というこ

とがありますので、児童・生徒は体罰を受けた

というふうに思っていても、先生側はそうとは

思っていないというような事例があるのではな

いかと思ったわけです。

というのも、私の方にいただいている声とし

て、私立高校とか私立学校ではないんですけれ

ども、公立の小学校で、給食の時に食べ物を先

生が無理やりに口に押し込んだということがあ

って、それで歯が折れて、結局ずれて生えてき

たりとか、矯正が必要になったような事案があ

りまして、それに対して学校側は体罰とは認め

ない。行き過ぎた指導はありましたということ

は認めているんですけれども、体罰ではないと

いうことで、あまり謝罪もきちんとなされてい

ない状況で、その受けた側の生徒及び保護者と

学校との認識が違うということがありました。

なので、こういった調査をなされていますけれ

ども、そういった埋もれたケースも多くあるん

じゃないかと思ってご指摘をさせていただいた

んですけれども、そのあたりはどうお考えでし

ょうか。

【櫻間学事振興課長】今回、報告しております

数字につきましては、アンケートの結果がその

まま出たものとなっておりますので、学校の方

で認識を変えるというようなことは行われてお

りません。

【白川委員】このようなケースもあるというこ

とを踏まえて、学校の方に様々な研修や再発防

止の対策をなされているとは思うんですけれど

も、そのマニュアルとか安全対策、そういうこ

とが起きた場合、その後どのように子どもや親

御さんのフォローをするのかというようなマニ

ュアルがあれば教えていただきたいのと、後日

でいいので、それを実際に見せていただきたい

と思っておりますが、いかがでしょうか。

【櫻間学事振興課長】体罰の防止に関しまして

は、一応二通りの考え方で県としては対応を行

っているところで、一つは体罰を未然に防止す

るという観点と、それから体罰が起こってない

かというチェック機能の強化というところで取

組を行っております。

そのうち、体罰の未然防止のところでは、先

ほどから申し上げておりますとおり、校長会や

教頭会での啓発、研修などというのがございま

すけれども、それに加えまして、県教育委員会

の方で「体罰の根絶に向けて」といったもので

すとか、文科省による「運動部活動での指導の

ガイドライン」といったものが作成されており

ますので、こういったものを活用した校内研修

をということで働きかけを行っているところで

ございます。マニュアルのようなものとしては、

そういったガイドラインというものがございま

す。

体罰のチェック機能等に関しましては、今回

調査を行っております体罰の実態調査などを継
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続していくことによって抑止の効果もあるもの

と考えているところでございます。

【白川委員】よかったら、またそのマニュアル

を見せていただければと思うんですけれども、

体罰というものが何からが体罰なのかというの

が、ハラスメントと同じように受けた方が体罰

だと思えば体罰なのか、学校側が認めれば体罰

なのかというところが非常に難しいところで、

私もいただいた事案に対して協議をしていると

ころではあるんですけれども、なかなか判断が

難しいところで、学校側はやはり認めたくない

というところが強いのかなと思っておりまして、

もし、これが体罰となった時に、学校側にペナ

ルティとか、罰則なり何かあるんでしょうか。

【櫻間学事振興課長】体罰については、学校と

してのペナルティというよりは、やはり体罰を

行った教員が学校内での処分を受けるという形

になってこようかと思います。

【白川委員】そうですね。私がいただいている

案件では、その先生自体が鬱のようになって辞

められてしまったという経緯になってしまって

いて、しかも校長先生も代わってしまったとい

うことがあって、なかなか後追いも難しい状況

ではありますので、この件は、今回ここには関

係ないかもしれないんですけれども、また引き

続き扱っていきたいと思いますので、そのマニ

ュアルの方をぜひ教えてください。よろしくお

願いいたします。

以上です。ありがとうございました。

【千住委員長】 ほかに質問はありませんか。

【山本委員】 大きく2つお伺いしたいんですけ
れども、1点目が先ほどから出ている県立大学
の県内就職の関係です。先ほど5.9％とか、令和
3年度6.3％という数字をご紹介いただきました。
あと、冨岡委員の質問に対して、過去20％台か

ら33％、今年は去年より0.5％下がって32.7％と
いうお話だったんです。

これは長崎県の総合計画2025で、平成30年が
34％とあるんですね。これを令和7年（2025年）
には44％に上げようと。これは多分、以前から
の目標も同じだと思うんですね。

平成30年当時質問した時に、たしか県内生が
大体6割ぐらい、県外生が1割ぐらい、生徒の比
率は大体1対1だったと思いますので、平均する
と大体30％前半ぐらいだなという理解をして
いたんですね。

そういう意味で言うと、先ほどの数字という

のは、県外生の県内就職率が下がっているんじ

ゃないかという印象を持ったんですけれども、

この辺の状況はいかがですか。

【千住委員長】 暫時休憩します。

― 午後 １時４７分 休憩 ―

― 午後 １時４８分 再開 ―

【千住委員長】 委員会を再開いたします。

【櫻間学事振興課長】 平成30年度の県外生の
県内就職率は10.6％でございます。
【山本委員】 私もずっとそういうイメージで、

県立大学の県内出身者の県内就職率は大体高校

生と同じぐらいだなという認識があって、県外

生が1割ぐらいしかないと。ここを上げていか
ないと44％という目標、4割を超えるという目
標にはならないと。

その中で、一つは県内出身者の県内就職率が

高いんだから、県内生の枠をもっと増やしたら

どうかという議論をその時にしたんですね。そ

の時に、先ほど答弁があったように、県内推薦

枠が全国的にも高いと。だから、そういう上げ

方ではなくて、一般入試として県内の高校生を

県立大学に行ってもらうようにやっていきます



令和５年６月定例会・文教厚生委員会・予算決算委員会（文教厚生分科会）（６月２２日）

- 42 -

よという答弁がずっと続いているんです。

ですから、県内出身者の就職率を100％に上
げたとしても、それは現実的には無理な話なの

で、もちろん県内出身者の県内就職率も上げな

いといけない。せめて私立高校ぐらいに、75％
とかそれくらいに上げないといけないと思うん

だけれども、県外出身の県立大学生の県内就職

率をせめて2割、3割ぐらいまで上げないと、こ
の目標は達成できないだろうということで、今、

県内就職率向上に向けていろんな取組をされて

いるんだけれども、それを県内と県外に、何か

特徴づけて分けてやっているのか、その辺の取

組をお聞きしたいんです。

【櫻間学事振興課長】大学において、県内生だ

から、県外生だからというところでの働きかけ

の区別は、今のところ行われていないところで

ございます。

【山本委員】そこを区別してというのはなかな

か難しいかもしれないんだけれども、やっぱり

県内生は例えばふるさと教育といったもので郷

土というものに関して触れることが多い。県外

生の場合はなかなかそれが難しいので、より長

崎県の企業を知ってもらう必要があるんではな

いかなと思いますので、差をつけろということ

ではないんですけれども、そこの部分をもっと

意識していただきたい。実際に県外出身者の数

字が下がっているわけですから、そこをやっぱ

り上げていただくような取組をしていただきた

いと思いました。

その中で1点だけ、3ページに「長期のインタ
ーンシップと地域における経営実践科目の実施

など地域に根差した」というのがあるんですけ

れども、この地域における経営実践科目の実施

というのが不勉強でわかりませんので、具体的

にどういうものか教えていただけませんか。

【櫻間学事振興課長】長期インターンシップ以

外のものとしましては、例えば科目としまして

はビジネス経済の実践という科目で、必修科目

として地域の中堅企業などで経営に携わってい

る企業人や公共機関の公務員などを講師として

招いて講義を行ってもらうというような取組が

ございます。

それから、例えば経営学科におきましては、

県北・県央地域の経営体、道の駅や産直、商店

街、そういったところに実際に行きまして、地

域における企業の役割というのを学ぶというよ

うな科目もございます。

一番特徴的なのは、しまのフィールドワーク

というのがございまして、在学している県立大

学の生徒は必ず在学中に一度は離島へ行きまし

て、そこで実践的な体験学習を通じて地元での

課題解決に取り組むといったような取組を行っ

ております。

【山本委員】結局、そういうしまのフィールド

ワークであったり、より実践的な、多分公務員

のは直近のホームページで見ましたけれども、

非常にいいことだと思うんです。企業が実際に

学校の方に行って、見学会であったり、そうい

うのもあるかもしれませんけれども、そういっ

た接点を増やすという意味ではいいことだと思

います。ただ、それが数字に表れてきてないと

思っていますので、今、令和4年度から県内就
職支援員、実践的な財団におられた方というこ

とですので、順次実践的な部分があるかと思い

ますので、今後に少し期待をさせていただきた

いと思います。

もう一点が、私立高校ですけれども、直近の

令和5年度の私立高校の定員数と実際の入学者
数、充足率がわかりますか。

【櫻間学事振興課長】 令和5年度の状況ですけ
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れども、私立高校で定員が4,099名、実際の入学
者が3,901名という状況でございます。
【山本委員】私の聞き方が悪かったかもしれま

せん。定員というのは3学年じゃなくて、今言
われたのは入学者の定員に対するということで

すか。わかりました。それで結構です。

何が言いたいかというと、令和2年からいろ
んな支援の拡充によって県立高校から私立高校

に行かれる方が増えているという傾向がありま

す。その中で、私立高校が今の話だと4,099人に
対して3,901人ですから97％ぐらいの充足率が
あるんですね。県立高校は全然そんなにないん

ですね。ですから、やっぱり私立に流れている

と理解をしているんです。私立高校に関係者の

方とお話をすると、やっぱり必死ですよね。全

体的に子どもの数が減っている。だから、私立

高校の定員と県立高校の定員を足したら子ども

の数よりも多いような状況になりますから、特

に私立高校については、午前中に話がありまし

たとおり、県外からも生徒をとにかく集めよう

ということに対して非常に熱心にやっておられ

るというのがあるんです。だから、金銭的なこ

とだけじゃなくて、子どもたちのニーズに合っ

たことをやっていらっしゃるなという印象があ

るんです。

ですから、担当として、私立高校がこういう

ふうに増やしてきている要因をどういうふうに

捉えておられるのかをお聞きしたいんです。

【櫻間学事振興課長】委員からもご説明がござ

いましたとおり、一番の大きな要因は令和2年
度から始まっております就学支援制度で、所得

の制限はございますけれども、一応おおむねの

私学においても授業料の無料化が実現されたと

いうところが一番大きな理由かとは思っており

ます。

それから、私学におきましては、学生数の多

少というのが経営に直結してまいりますので、

やはり学生を呼び込むための努力といいますか、

例えばオープンスクールなどの取組につきまし

ても、かなり力を入れておりまして、そういっ

たところで公立にない魅力を打ち出すような努

力が私学においては特に顕著になされているも

のと思っております。

【山本委員】これは教育委員会に言った方がい

いと思っているんですけれども、私学の今の取

組を学ぶべきだろうと私は思っているんですよ。

ですから、私立と県立の交流というんですか、

もちろんライバルではあるかもしれないけれど

も、それを言うなら私立同士もライバルである。

私立同士というのは非常にそういうのがなされ

ているなと感じています。ですから、そういう

場を、これは教育委員会に言った方がいいと思

うんですけれども、もしそういう機会があれば、

私立学校側の方も参加していただきたいと思っ

ております。よろしくお願いいたします。

【大田総務部長】ご指摘ありがとうございます。

まさにその取組を公立側とやっていこうという

話をこの公私立高等学校連絡協議会で先日いた

したところです。特に県外を見た時に、オール

長崎で、結局長崎としての魅力を高めていくと

いう方策というのがまず一番にあるだろうと。

その中から私学、公立は切磋琢磨すればいいだ

ろうという共通意識が今持てておりますので、

そこに向けて、どういうところがまさに連携で

きるのか、例えば教育センターの私学側の利用

とか、そういう具体的なところも徐々に出てき

ておりますので、そういったところを具体的に

進めていきたいと思います。

【千住委員長】ほかにご質問はございませんか。

【吉村委員】私も文教厚生委員会は初めて来た
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ので素人なのよ。全然わからないので教えてほ

しいんじゃけど、今の話でも、さっきからも言

っていたけど、やっぱり私学と公立とか、そう

いうところ、教育委員会と学事振興課とか、こ

れが連携していかんとだめなんじゃろうなと。

私学だけで単独で考えると言っても、なかなか

できんことやろうと思って、今の答弁について

はなるほどと思って聞いておりました。

それから、先ほど、堀江委員からもありよっ

たんですが、経済的な負担というのと、この説

明資料を見よったんですが、この中で私立高校

の保護者の経済的負担の軽減、これが載っとっ

て、先ほどもありましたが、就学支援金、その

おかげでこうこうという今の状況の話があった

んやけど、それから次の授業料軽減補助金、こ

の2つが制度としてあるわけね。
それで、ここの支給についてのやり方、区分

け、就学資金については生活保護世帯から年収

590万円までを年間39万6,000円支援しますよ
と。それから、年収590万円から910万円未満を
11万8,800円、年間支援しますと、こういう分
け方。

それから、授業料の軽減補助金については、

生活保護世帯については年間6万3,600円を補
助します。年収590万円から720万円未満は年間
7万9,200円補助をしますというふうに載っと
るわけね。

そして、四角の図表が載っとるんやけど、こ

の区分けの仕方というところ、この分け方の根

本的な考え方というのをお知らせいただけんか

なと思います。

【櫻間学事振興課長】まず、就学支援金でござ

いますけれども、これは全国一律の制度となっ

ておりまして、こちらは国費により賄われる事

業となっております。

ただ、この支援だけですと、まだ私学にとっ

ては保護者の負担というものが結構ございます

ので、そこを補塡する意味で県単独でさらに上

乗せの支援を行っているのが授業料軽減補助金

となっております。

【吉村委員】 そういう説明もいいんじゃけど、

この区分けの仕方、線引きたいね。いつもそこ

が問題になるけど、私なんか思うのに、この生

活保護世帯というところと270万円、これは次
の県単独補助をやる部分で補助をするところが

あるんじゃけど、生活保護世帯に県単独補助金

で月額5,300円をやるわけね。それから、590万
円から720万円未満は年間7万9,200円だから、
この間よ。生活保護世帯から590万円までのと
ころというのは、その下のライン、生活保護よ

りちょっと上のラインというところは生活保護

よりきついんじゃなかろうかと考えたりするん

じゃけど、その考え方としてベースにあるのは

何かというのを聞きたいと思う。

ついでに、まだ考えんばかしれんけど、それ

からこの表を見ると、今度は590万円から720
万円未満、これが7万9,200円という、これも県
単独補助が月額6,600円。この生活保護世帯と
590万円から720万円の間の世帯に対してのみ
県単独補助が制度化されているわけね。そこの

考え方というのをお知らせいただければと思い

ます。これだったらもうちょっと具体的になる

かもしれんけど。

【千住委員長】 時間をとりましょうか。

暫時休憩します。

― 午後 ２時 ５分 休憩 ―

― 午後 ２時 ６分 再開 ―

【千住委員長】 委員会を再開いたします。

【櫻間学事振興課長】まず、生活保護世帯を超
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える部分になりますけれども、そちらは金額の

目安としましては地方税法の規定によります市

町村民税及び県民税の所得割非課税者、これを

対象としているところでございます。

それから、590万円から720万円のところの区
分、県が単独で補助をしているところでござい

ますけれども、こちらにつきましては、県が補

助をしない場合は590万円から910万円未満の
部分について、公立の生徒の世帯とは大きな差

があるということで、ここについて県で補助を

するということなんですけれども、そこについ

ては財源等の兼ね合いもあり、そこの区分とし

ましては590万円から910万円の半分の目安と
して720万円というのを区分の目安として設定
をしているところでございます。

【吉村委員】その線引きをした、そこに線を引

いた理由を聞きたいと思うんじゃけど、どうか

ね。答えられんとかな。なんかの理由でそこに

引いたんじゃろう。ここで言うなら720万円が
その半分と言うけど、700万円でもよかったか
もしれんと思うし、本当やったら800万円まで
せんばやったかもしれんとか思うんじゃけど、

そこを聞いてもどうもならんとかなと思うけど、

どう。

【櫻間学事振興課長】 720万円ですけれども、
加算支給なしの世帯、加算支給というのは先ほ

どの590万円以上の部分です。ここは加算なし
の部分になりますけれども、その世帯年収が下

位半数に該当するものということで720万円と
いうところを設定しております。

【吉村委員】言いよる意味がよくわからんとじ

ゃけど、私もそう頭がよか方じゃなかもんだけ

んね。この表を見る限り、生活保護者にはこれ

だけ県が単独でも補助してやるんですよと。そ

れには、例えば生活保護者以上に生活が苦しい

と。そしたら、ここに生活保護者、年間何万円

の所得なのかわからんけど、それはわからんた

いね、人数によっても違うから。一人当たりで

考えればいいんじゃろうけど。

そしたら、その次に書いてあるのは270万円
以下の住民税所得割非課税世帯、ここの人たち

暮らし向きと生活保護者の暮らし向きというの

は、数字的に判断ができるものが資料としてあ

るのやろうかというところを聞きたいわけ、わ

かる。

【櫻間学事振興課長】 区分の境目のところで、

例えば生活保護世帯の一番高所得の方と次の区

分の一番低所得の方で生活状況がどうかという

ところについては、なかなかケース・バイ・ケ

ースで判断、資料としてはないところではござ

いますけれども、ここについては令和4年度に
なりますけれども、今年の2月補正におきまし
て国の臨時交付金を活用しまして、ここの部分

の世帯、生活保護を超える部分につきましても、

世帯の所得が380万円を目安として、そこの380
万円を下回る世帯に関しては授業料が全額免除

になるような予算を令和5年2月の予算で承認
いただきまして、それはそのまま令和5年度事
業として繰越を行っておりまして、今年度にお

きましてもそういった世帯に関しては支援を行

っているところでございます。

【吉村委員】さっき言ったけど、文教厚生委員

会が初めてなので、そういう前のことがわから

んで質問しよるので、そこはお許しをいただき

たい。

今の説明でも、変なのが出てくるけん、国の

臨時交付金事業って、それはいいけど、委員会

でしか深く審議しないので、ほかの委員会に所

属しているとわからんわけよね。全体的にこう

やって厳しいので授業料の何とかに出すとか、
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教育に出すとかというのはあるんじゃけど、今、

380万円以下の部分について国の臨時交付金事
業を活用して県の補助をやるようにして、令和

5年もそれを継続してやりますというように聞
こえたけど、それはそれとして、380万円とい
う金額のラインはどうして出てきたのという疑

問が出てくるわけよ。そこを説明してくれたら

いい。

聞き方を変えてみようか。この表でいくと、

県が単独で補助しよるところは、生活保護者の

ところと590万円から720万円の年間所得のと
ころ、それと、今聞いたのが生活保護世帯以上

380万円までの世帯に対して国の臨時交付金事
業、コロナの臨時交付金を使って、それを令和

5年度まで続けたいと思いますと。これはそれ
が終わるとなくなるという意味になるんじゃろ

うと思うけど、それから逃れた部分、380万円
から590万円とかは、県の単独補助はないわけ
よね。そこはなくていいと考えた理由は何じゃ

ろうかと。本当ならそこもやってやらんばやっ

たっちゃなかろうかと思うけど、どうなんです

かという意味。

【大田総務部長】少し経緯的なところを申し上

げます。

この就学支援金自体が、人づくり革命の中で、

消費税財源を活用して国の方が手当てしたとい

う経緯がございます。それが令和元年の10月だ
ったと思います。そこからスタートして、その

中ですぐコロナになっているという状況です。

このもともとの制度設計のところは、国によ

って措置されることによりまして、それまで県

が軽減していた部分の財源が浮いてくるという

ところがございまして、そうすると、財源を活

用してどこをいの一に埋めにいくかというとこ

ろの議論があったと承知をしております。

その議論の中で、一つは非常に収入の苦しい

ところを救いにかかるというのが1点と、もう
一点が国の制度におきましては、やはり590万
円以降の壁が急過ぎるんじゃないかという2点
の議論がございまして、そこは財源との兼ね合

いの中でここの生活保護世帯までに限らせてい

ただいたというところです。

ただ、コロナの中で、先ほど申し上げたとこ

ろにつきましては、やはり生活保護世帯以降の

ところにつきましても非常に苦しい。それはコ

ロナなどで影響を受けやすいところという認識

でございましたので、その議論の中で臨時交付

金を活用して現在埋めているという状況になっ

ております。

380万円のところでございますけれども、す
みません、ちょっと経緯が違ったら恐縮なんで

すけれども、ほかの専門学校とか、そちらの財

源の壁のところとのあわせつけの議論の中でた

しか380万円になったというふうに記憶をして
おります。

【吉村委員】わからんけど、わかったごたっけ

どさ、380万円の出てきた次のページに載っと
るけん、それをこの後質問しようかと思って。

今、部長の説明で、令和元年の国の人づくり

改革か革命か知らんけど、そういうのによって

始まって、そこら辺でこういう制度ができたん

じゃけど、なかなか財政的に、全般的にくまな

くやるというのは非常に難しいと。だから、非

常に厳しいところについて、ちょっと県も協力

しましょうという、そこで急激な格差をなくそ

うというようなことなんだろうと理解しました。

それで、ここで380万円の線がまた出てきま
すが、それから590万円までのラインというと
ころについて、今は県の単独の予算措置はない

わけよね。それと380万円までも、この臨時交
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付金がいつまで続くのか。それがなくなった場

合に、県はその後も単独でここのかさ上げをし

ていくのかというところについてはいかがです

か。

【大田総務部長】こちらにつきましては、経緯

としては先ほど申し上げたとおりでありまして、

県の限られた財源の中でスキームを組んでおり

ますので、現状、臨時交付金は恐らく今年度内

で終了すると思いますけれども、こちらに対す

る追加の一般財源を持ち出しての支援は今のと

ころ考えておりません。

ただ、我々の立場としましては、先ほどの階

段を埋めるというところもそうなんですけれど

も、やはり就学支援金自体の趣旨としましては、

誰もが所得に関係なく学習できるようにという

ことがもともとの趣旨でありますので、こちら

を埋めにかかるようにということで、まさに政

府施策要望を上げさせていただいておりまして、

こちらの財源の負担につきましても、やはり国

の方で負担いただけるようにということで要望

を続けている次第でございます。

【吉村委員】そうよね。やっぱり今後国に対し

て要望を続けていくと。これが実現できるよう

ということは県としてやらんばいかんことやろ

うと思うけど、さっきからこだわって言うよう

やけど、この線引きの問題も併せて考えていか

んばとやろうなと思います。

例えば、生活保護世帯に対して月額5,300円上
乗せをするというのが果たしてどうなのか。こ

れは県の上限の月額3万8,300円というところ
のラインに合わせるために5,300円を上乗せし
よるけど、それ以上の、今はできよるけど、住

民税非課税のところ、380万円以下のところに
ついては来年なくなるかもしれん。それから、

380万円から590万円というところもないけど、

そこら辺は自分でできるでしょうという判断に

なるのか。

そしたら、今度は、590万円から720万円の、
これは国の補助ががくっと落ちるので、それを

カバーしようとして月額6,600円上乗せをする。
そしたら、今度は720万円から910万円という

ところはそのままでいいのと。ここら辺、全体

的に一回見直す必要性もあるんじゃないかなと。

ただ、国の制度に乗っかってというか、国がこ

う決めているので、そこら辺を埋め合わせをす

るために、ならすために県がこうしよりますと

言うけど、それも含めて全体的に910万円まで
の人たちということについて、全体的な考え方

のベースをもう一回見直すというのも必要かな

と思いますので、今後、検討していただきたい

と思います。

それから、その次、その380万円、今度は高
等教育、大学やね。これはあくまで素人なんで

聞くのよ。大学で給付型奨学金で270万円まで
の非課税は全額給付、270万円から300万円まで
は3分の2給付、そして、300万円から380万円ま
では3分の1給付で終わっとるのよね。
ここら辺の線引きも、これも結局国が費用負

担をするので、国のラインがこのように決まっ

とるということで考えていいとですかね。いか

がですか。

【櫻間学事振興課長】国の制度の区分けどおり

となっております。

【吉村委員】最初だけん、よく知っておきたい

もんじゃけんね。

そして、高校の場合は、さっき、もっと細か

いというほどでもないけど、区分けがあって

910万円まで国が出すわけよね。ただ、大学に
なると380万円までで、そして、県は高校の場
合は590万円から720万円までの世帯には補助
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を出しよるわけよね、単独で。

ということは、ここら辺で大学は出さない。

高校は出すけど大学は出さないというところで、

さっきからいろいろ私立大学あたりのことも、

こうやって長崎県の将来を語る時にこういうこ

とをしていかんばやろうと言いよるのに、ここ

ら辺が統一性がないというか、高校、大学と引

き続きやっていく中で、考え方を統一せんばい

かんちゃなかろうかいと思うけど、それについ

て考え方、どうですか。

【大田総務部長】この就学支援新制度も先ほど

の就学支援金についてもそうなんですけれども、

非常に多額な経常経費のかかるものでございま

す。そういう意味では、恐らく県としてもずっ

とやりたい気持ちがありながら、国費としてや

っていただくまではなかなか手出しができなか

った部分だと思っております。

そういう意味では、我々としては先ほど申し

上げた、少し余剰ができたところというのはぜ

ひ活用していきたいという思いがある一方で、

国のカバーがないところに我々として独自に手

を出しにいくというのが非常に財源上厳しいと

いうところがございますので、そこにつきまし

てはある程度国の方の凸凹の範疇があったにし

ても、国の制度に乗っかっていく方策を我々と

してはとっていきたいと考えております。

【吉村委員】 なかなか県も財政が厳しいので、

何でもかんでもやれんのはわかる。県立大学の

運営交付金が令和5年度当初で19億8,000万円。
それで、これは経費から自己収入を引いた残り

がそれやね。これは全部国費で賄われよるとか

な。いかがですか。

【櫻間学事振興課長】国費は、大学への運営交

付金のうち、普通交付税の算定によって額とい

うのが決まってまいりますけれども、その普通

交付税で全額を賄えているという状況ではござ

いません。県の方からも支出はあっております。

後もって、そこら辺の財源内訳を教えてくださ

い。

これが全部国なら、もうこれ以上言えんなと

思ったけど、県も出すのであれば、やっぱりさ

っきから山本委員からも出よったけど、県外か

ら県立大学に来ます。それが県外に就職します。

県も大分お金を出しとるのに、それで県立大学

で勉強していただいて、せっかくよくなったの

に、卵からかえったらぴょんと羽が生えて飛ん

でいってよその県に行くとなっては非常にいか

んわけよね。それをとどめる方策をいろいろ考

えんばいかんということになるけど、この前か

らも中小企業再生協議会とか、価格転嫁パート

ナーシップ協定の締結とか、ずっと参加させて

いただいて、やっぱり地場産業に合う大卒を言

っても、なかなかつらさがあったりして、そこ

にギャップがあるのよ。だから、地場産業に合

う学生をつくるということはどうなのかという

ことも、もっと具体に考えていかんといかんや

ろうし、ここでも書いてあるんやけど、県内企

業から選ばれる大学とか、地域のニーズを踏ま

えとか、地場産業界が求める人材の育成とか、

この中期目標には書いてあるんじゃけど、なか

なかそれがうまくくっついていかんというか、

そこの整合がとれていかん面もあるので、そこ

ら辺も含めながら、今後、対策を打っていかん

ばいかんと思いますので、一緒になって考えん

ばいかんなと思っております。後で、そこら辺

の中身についてはお知らせください。

それから、最後に委員長、さっきから宮本委

員や白川委員、山本委員も数字をいろいろ聞か

れよったんですけど、覚えきらん。聞いても書

き取りきらんので、ペーパーで資料にしてほし
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い。委員の皆さんに配ってほしいんじゃけど、

質問した委員さんがいいと言ってくれたらね。

それをお願いしたいと思いますが、いかがでし

ょうか。

【千住委員長】よろしければ、皆さんで共有で

きればと思いますけれども、よろしいですか。

では、後ほど。

【大田総務部長】先ほど財源の関係でございま

すけれども、大体運営交付金19.8億円程度県か
ら支出をしておりますけれども、このうち交付

税で措置されていると言われているものにつき

ましては17.4億円程度という形でございます。
ただ、交付税というのは、ご案内のとおり、モ

デルとして県立大学を運営するとしたらこうい

う形で、そこに自己収入があってこのぐらい、

差額が交付税になるという形ですので、これが

ばっちり本県の大学の運営自体に当てはまると

いうものではもともとございません。

ですので、交付税というのは色のつかない財

源の中で、我々としては自己収入額を差し引い

た運営費の不足部分について交付金をお出しし

ているという状況にございます。

また、先ほどの地場産業に合うというところ、

非常に頭の痛いところでございます。一つは県

立高校における取組になりますけれども、やは

り専門的な人材という意味で工業高校というと

ころにおきまして、例えば学科の見直しですと

か、そういうところに向けた動きというのは今

進めているとお聞きしております。

我々県立大学の方はどうしても専門性がやや

薄れるという部分がございますけれども、なる

べく企業とのマッチングを意識した事業といい

ますか、普段のカリキュラムの組み方ですとか、

あるいは実践的な教育というところを行ってき

ているところでありますので、きめ細かなとこ

ろにどこまでたどり着けるかというのはありま

すけれども、今後ともそういった努力を進めて

いきたいと思っております。

【千住委員長】ほかにご質問はございませんか。

【冨岡委員】白川委員のご質問にあった体罰に

かかる実態調査についてのところでございます。

私の理解不足でよくわからなかったんですけれ

ども、体罰と認知された件数は17件、この17件
というものについて、その後のところを見ると、

体罰をした教員の数は8人、受けた児童生徒数
は22人ということで、この17件の数え方と認定
の仕方について教えていただけたらと思います。

【櫻間学事振興課長】件数の考え方でございま

すけれども、その処分の対象となった事案ごと

に1件、1件と数えていっております。それが17
件です。

体罰を行った教員の数というのは、具体的に

行った教員の数です。

生徒数については、それぞれ被害を受けた生

徒数ですけれども、処分を受けた1件当たりの
件数の中に、体罰を受けた生徒が複数いれば、

その分数字が変わってくるという状況です。

それから、数字の認識の仕方としましては、

生徒、保護者へのアンケートに基づいて得られ

た数字、それがそのままこの数字となっており

ます。

【冨岡委員】認定の仕方については、先ほどの

話ですと、生徒と親の方から出た数字がそのま

まということで、第三者機関であるとか、ある

いは学校側もそれを認定というか、了承した上

での数字ではないということでございますね。

【櫻間学事振興課長】最終的には、アンケート

で得られた数字を学校の方も承認して得られて

いる数字でございます。

【冨岡委員】 私は、先ほどの体罰と認知、ある
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いは認定された件数の数え方がちょっと不満と

いうか、17件ということでかなり小さく出てい
ると思うんですけれども、こうした体罰につい

ての認定の仕方が刑法上の暴行罪とか傷害罪と

かと同じような認定のされ方をするのかどうか

は別にして、やっぱり先生一人が、また先ほど

の考え方ですと、〇〇高校××部における△△

先生の事案というのを、それも1件として数え
るんでしょうけれども、やっぱり一人の先生が

10人の生徒を2回ずつ殴ったのだったら、それ
はあくまで20件であって、1件ではないと思う
んですよね。そして、県としても体罰根絶に向

けであるとか、大変重く受け止めていると、そ

ういうかなり強い口調で体罰を根絶するんだと

いうお話であれば、この件数の認定の仕方もそ

ういった個別の何々高校、何々の1件ではなく、
一件一件を認定するようなしっかりとした、軽

くこずいたのは別にして、しっかりと暴行した

というのがわかるのであれば、それを1件の件
数として県民にしっかりお示しするのが筋なん

じゃないかと思うんですが、いかがでしょうか。

【櫻間学事振興課長】件数の数え方になります

けれども、一つの高校において一人の教員が行

った体罰をまとめて1件というふうにカウント
しているわけではございませんで、一人の教員

が同じ学校で、例えば同じ部内であっても一度

そういった体罰を行った、それは1件。また別
の日にまた別の形で体罰を行ったというのは、

またそれはそれで1件として、別の日にという
のはあれですね、その教員がまた別の体罰を行

った場合に1件として数えますけれども、その
後、また別の案件でその教員がまた新たな体罰

を行っている場合には、それは当初行った体罰

とは別にちゃんと1件として数えて、その合計
が17件という状況です。

【冨岡委員】先ほどの説明ですと、多分認知さ

れた件数17件に対して、児童生徒が体罰を受け
たのが22件というのはちょっとあり得ないか
と思うんですけれども、いかがでしょうか。

【千住委員長】冨岡委員、何回か説明はあって

いたんですけれども、その17件で22人があり得
ないというのはどういう意味だったですかね。

【冨岡委員】 私の場合は、一遍殴ったら1件だ
とすると、児童生徒さんが22人いたら、最低で
も22件あるんじゃないですか。
【千住委員長】一旦説明はあったと思うんです

けれども。

【冨岡委員】 ご説明で、事案が違えば2件にな
るというお話、言い方をするわけです。多分違

いますよね。

【櫻間学事振興課長】すみません、私の説明が

わかりづらいご説明で申し訳ありません。

例えば、1回、一度体罰が行われた場合に、
そこに複数の生徒がいた場合には、それは1回
の1件の体罰、それに対して複数の被害生徒が
いるというカウントの仕方です。

それとはまた別に、今度はまた、同じ教員で

あっても別の事案として別の体罰を今度は行っ

ている場合、そこではそれもまた1件として数
えて、そこで被害を受けた生徒が複数いらっし

ゃれば、それはそれで一人一人カウントしてい

くというようなカウントの仕方になっておりま

す。

このカウントの仕方自体は、県が独自にこう

いうカウントの仕方をということで決めている

わけではなくて、国の調査に基づくものですの

で、全国統一の数え方ということになっており

ます。

【千住委員長】よろしいですか。ほかにござい

ませんか。
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【山下副委員長】一問だけ、手短に大田部長の

答弁をいただきたいと思うんですが、大田部長

におかれましては、総務部長という立場で私立

学校、県立大学の振興に取り組んでこられたと

思います。今、皆さんの共通認識としては、長

崎県に本当に学生の皆さんが残って就職してい

ただきたいと、そういう共通の思いがある中で、

今後、離島・半島を抱えている長崎県として、

非常に厳しい時代、少子化が進んでいきます。

子どもも少なくなっていきます。そんな中で生

き残っていかなきゃいけない私学、そこにまた

振興施策を手厚くしていかなきゃいけない。

そして、県立大学についても、他大学との競

争も激しくなってくるというのも想像できるわ

けでありますけれども、これまでを振り返って

総括的に、今後、長崎県に対する思い、そして

長崎県に対するエールを少し送っていただけれ

ばと思います。もちろん、総務部長としてこれ

からも頑張っていただくことを前提で質問させ

ていただいているんですけれども、その辺の見

識を最後にお伺いしたいと思います。

【大田総務部長】 お答えできればと思います。

私自身は、これまで私学と県立大学が主です

けれども、公立の取組も通しまして、本県にお

ける教育行政一般というところに非常に近い位

置にいさせていただきました。

その中におきましては、いつも思いますのが、

ふるさと教育に代表されるところですけれども、

県に対する愛着というところをいかに高めてい

けるか、ここが本当の本質なんだろうと思って

おります。近年ですと、例えば県立大学で情報

セキュリティの関係ができたり、県外に一度出

る、ある意味前提といいますと語弊があります

けれども、そういう方々もいらっしゃる中で、

どうしたらそれが長崎県に戻ってきていただけ

るか。あるいは、ずっと長崎県に対する愛情を

持っていただけるかというところが、本県の教

育の本質であろうと思っております。

そういった意味では、先ほどご紹介しました

けれども、これまで私学と、高校において言え

ば私学と公立というのがなかなか一緒の歩みを

できなかったというところがございますけれど

も、今の教育長の思いもございまして、そこに

ついてはある程度人口減少していく中で、お互

いにいい環境をつくりながら切磋琢磨していこ

うじゃないかという雰囲気が、近年ようやくで

きてまいりましたので、そこについては非常に

明るい材料だと思っております。

また、県立大学におきましては、先ほど県外

にということは申し上げましたけれども、非常

に尖った教育といたしまして、情報セキュリテ

ィの分野ですとか、あるいはTOEICの点数の基
準といったところにおきまして、非常に魅力あ

る大学に育ってこられたと思っております。そ

ういった意味では、改めて関係の皆様に感謝申

し上げたいと思いますし、今、副委員長ご指摘

いただきましたとおり、環境としましては非常

に厳しい環境ばかりが並んでしまう部分ではあ

るんですけれども、今申し上げたようなところ

につきましては少し光が見えてきている部分か

と思っておりますので、これからもそこを一層

磨いていけるようにという中で、関係者一丸と

なって頑張ってまいりたいと思っておりますし、

私もそこに対する応援をずっと続けていきたい

と思っております。

【山下副委員長】どういうお立場になられても、

引き続き、よろしくお願いしたいと思います。

ありがとうございました。

以上です。

【千住委員長】 ほかに質問はございませんか。
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〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【千住委員長】それでは、ほかに質問がないよ

うですので、総務部関係の審査結果について整

理したいと思います。

しばらく休憩いたします。

― 午後 ２時３９分 休憩 ―

― 午後 ２時４０分 再開 ―

【千住委員長】 委員会を再開いたします。

これをもちまして、総務部関係の審査を終了

いたします。

本日の審査はこれにてとどめ、明日6月23日
（金曜日）は、午前10時から委員会を再開し、
教育委員会関係の審査を行います。

大変お疲れさまでした。

― 午後 ２時４１分 散会 ―



第 ２ 日 目
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１、開催年月日時刻及び場所

  令和５年６月２３日

自  午前 ９時５８分

至  午後 ４時 ７分

於  委 員 会 室 ２

２、出席委員の氏名

委員長（分科会長） 千住 良治 君

副委員長（副会長） 山下 博史 君

委   員 堀江ひとみ 君

〃 浅田ますみ 君

〃 深堀ひろし 君

〃 吉村  洋 君

〃 山本 由夫 君

〃 宮本 法広 君

〃 堤  典子 君

〃 白川 鮎美 君

〃 冨岡 孝介 君

〃 湊  亮太 君

３、欠席委員の氏名

    な  し

４、委員外出席議員の氏名

な  し

５、県側出席者の氏名

教 育 長 中﨑 謙司 君

教 育 次 長 狩野 博臣 君

教 育 次 長 桑宮 直彦 君

教育 政策課 長 大塚 尚志 君

教育政策課企画監 山下 健哲 君

福利 厚生室 長 市瀬加緒理 君

教育環境整備課長 山﨑 賢一 君

教 職 員 課 長 高稲 稔也 君

義務 教育課 長 岡野 利男 君

義務教育課人事管理監 谷口 昭文 君

高校 教育課 長 田川耕太郎 君

高校教育課人事管理監 植松 信行 君

高 校 教 育 課 企 画 監 直塚  健 君

教育ＤＸ推進室長 岩坪 正裕 君

特別支援教育課長 石橋 善仁 君

児童生徒支援課長 長池 一徳 君

生涯 学習課 長 加藤 盛彦 君

学 芸 文 化 課 長 岩尾 哲郎 君

学 芸 文 化 課 企 画 監 麻生 政登 君

体育 保健課 長 松山 度良 君

体育保健課体育指導監 永田 数馬 君

教育センター所長 竹之内 覚 君

６、審査の経過次のとおり

― 午前 ９時５８分 再開 ―

【千住委員長】それでは、委員会及び分科会を

再開いたします。

【千住分科会長】これより、教育委員会関係の

審査を行います。

まず、分科会による審査を行います。

予算及び報告議案を議題といたします。

教育長より、予算及び報告議案の説明を求め

ます。

【中﨑教育長】 おはようございます。

それでは、予算決算委員会の議案説明資料を

よろしくお願いします。

教育委員会関係の議案についてご説明いたし

ます。

今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

第52号議案「令和5年度長崎県一般会計補正予
算（第3号）」のうち関係部分、報告第1号知事
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専決事項報告「令和4年度長崎県一般会計補正
予算（第16号）」のうち関係部分であります。
はじめに、第52号議案のうち関係部分につい

てご説明いたします。

教育委員会所管の補正予算額は、歳入予算で

は合計653万円の増、歳出予算では合計653万円
の増であります。この結果、令和5年度の教育
委員会関係所管の予算総額は、1,243億2,964万
9,000円となります。
次に、歳入予算の内容についてご説明いたし

ます。

国庫支出金385万5,000円の増については、特
別支援学校及び公立小中学校のスクールバスへ

の安全装置の装備に係る国庫補助金であります。

諸収入267万5,000円の増については、高等学
校情報科等強化によるデジタル人材の供給体制

整備支援事業に係る受託事業収入であります。

歳出予算の内容についてご説明いたします。

子どもの安全対策として、公立小中学校のス

クールバスへの安全装置の装備を補助する経費

として88万円の増、子どもの安全対策として、
特別支援学校のスクールバスへの安全装置の装

備に要する経費として297万5,000円の増、高等
学校における共通教科「情報」の指導体制の強

化に要する経費として267万5,000円の増を計
上いたしております。

次に、先の2月定例県議会の本委員会におい
て、専決処分により措置することについてあら

かじめ了承いただいておりました「令和4年度
長崎県一般会計補正予算」については、令和5
年3月31日付で知事専決処分いたしましたので、
関係部分について、その概要を報告いたします。

教育委員会関係所管の補正予算額は、歳入予

算では合計9,902万7,000円の減、歳出予算では
合計15億6,754万5,000円の減であります。

歳入予算の主なもの及び歳出予算の主なもの

は、記載のとおりでございます。

以上をもちまして、教育委員会関係の説明を

終わります。

よろしくご審議を賜りますようお願い申し上

げます。

【千住分科会長】以上で説明が終わりましたの

で、これより予算及び報告議案に対する質疑を

行います。

質疑はありませんか。

【堀江委員】 52号議案、分科会横長資料の9ペ
ージですが、SideBooksで通知をいたしますと、
9ページの今説明があったスクールバスへの安
全装置の装備なんですが、特別支援学校費につ

きましては、当初予算ですね、8億2,691万円に
補正が297万円ということで増ということは理
解いたしますが、上の公立小中学校のスクール

バスへの安全装置の整備に係る経費に対する補

助ですが、これは国庫支出金ということで説明

があったとおりですが、これは補正前の額がゼ

ロですよね。今回、補正が88万円ということは
どういうことなのか、説明を求めます。

【山﨑教育環境整備課長】この公立小中学校の

スクールバスの安全装置の装備につきましては、

今回、88万円を歳出予算で計上させていただい
ておりますけれども、この内容につきましては、

今回新たに市町立学校でスクールバスに安全装

置の装備を計画しております2市町で10台分を
予定しておりますので、その分の予算として計

上させていただいているところでございます。

【堀江委員】 これは2市町だけですか。
【山﨑教育環境整備課長】具体的に言いますと、

2つの市でございます。
【堀江委員】幼稚園と特別支援学校については、

これは義務化というふうに聞いております。そ
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うしますと、公立の小中学校は、これは義務で

はないという判断なんですね。

【山﨑教育環境整備課長】公立小中学校につき

ましては、学校保健安全法施行規則により、そ

の装置の設置について規定されているのが特別

支援学校ということになっております。また、

委員ご案内の幼稚園ということもございます。

この小中学校につきましては、設置義務はない

ということで、この規則の中にも特に書かれて

おりません。

【堀江委員】公立の小中学校は義務でもないん

だけれども、2つの市から、やはりスクールバ
スについては安全装置の装備をしますというこ

とで手が挙がっているわけですよね。ほかのと

ころは手が挙がってないんですか。

要は、お尋ねしたいのは、スクールバスの安

全装置というのは、これまでも、それこそ合意

事項といいますか、状況がつくられて、安全装

置をつけるというのは、これはもう国民という

か、多くの皆さんが望んでいることだと思うん

ですけれども、小中学校で義務ではないとなっ

た時に、手を挙げるところと手を挙げないとこ

ろと、この差というのはどういうふうに捉えた

らいいのかということをお尋ねしていいですか。

【山﨑教育環境整備課長】今回、補正予算の計

上に当たりまして各市町に照会をいたしまして、

そこで計画をしているところが2市ということ
でございました。それ以外の市町におきまして

は、スクールバスを運行しているところの市町

でございますけれども、チェックリストであり

ますとか、確実に確認が、児童生徒の乗降の確

認ができるというふうに判断をしておるものと

認識しております。

【堀江委員】小中学校については、市町の判断

というのは私も理解しております。その際に県

の安全に対する認識がどうかということも一つ

問われなくてはいけないのかなと私は思ってこ

の質問をしているんですね。要は、手を挙げた

ところは、こういう装備をつけたいと、手を挙

げなかったところは安全装備という形ではなく

て、これまでの安全対策を再度徹底しますとい

うことで手を挙げなかったということなんです

けれども、県としては、そこはそれでいいです

よという判断になるんですか。それとも改めて

そういう整備をつけなくていいのかというふう

な、改めて県としての確認というのはしなくて

いいのかというか、要するに、県の安全認識に

対する対応ということは、書類で上がってきま

した、それで済んで終わりなのかというのが私

としてはちょっと疑問に思ってこの質問をして

いるんですが、県の対応についてはどのように

考えたらいいですか。

【山﨑教育環境整備課長】今、委員からご指摘

いただきましたように、安全装置を設置するか

どうかというのは、各市町の判断ではございま

すけれども、その市町におきましても、財政状

況も含めましていろんな状況を勘案してのこと

だと考えております。

私どもといたしましても、決して車中、スク

ールバスの中への置き去り事故が発生すること

のないように、今後、市町教育委員会の職員が

出席する会議や研修会の場等を活用しまして、

法の趣旨でありますとか補助制度、そういった

ものを周知いたしまして児童生徒の安全の確保

について働きかけてまいりたいと考えておりま

す。

【堀江委員】市町の判断ということは、私も理

解しておりますけれども、これは県を通すんで

すよね。予算的にはトンネルという形で県を通

す予算でもありますので、そういう意味では、
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今、課長が答弁されましたけれども、やはり安

全対策ということでの認識をきちんと共有した

上での対応をとっていただくということを再度

求めてほしいというふうに思っております。

終わります。

【千住分科会長】 ほか、ございませんか。

【深堀委員】今のことに少し関連してなんです

けれども、今回の安全装置の装備については、

国庫支出金、国からのあれがあって設置をする

ということはよく理解をするんですけれども、

これまでいろいろな事故、不幸な事故があった

結果によってこうなっているわけですが、この

安全装置自体の機能というか、そういったもの

とこれまでの不幸な事故が、この装置によって

回避できるのかというところを理解したいので

説明をお願いします。

【山﨑教育環境整備課長】スクールバスにおけ

る事故の未然防止ということで、まず一義的に

は運転士、あるいは乗車している職員、さらに

は教職員等によって、まず児童生徒の乗降の確

認をすべきことだというふうに理解をしており

ます。それを補助する意味で安全装置の設置と

いうことで、あくまでもヒューマンエラーをな

くすというような観点から装置を設置するとい

うことで考えております。

【千住分科会長】装置の中身をもうちょっと詳

しく、よろしくお願いします。

【山﨑教育環境整備課長】安全装置の具体的な

中身でございますけれども、例えば、スクール

バスのエンジンを切った際にブザーが鳴って、

そのブザーを止めるために車内の後方に止める

ためのスイッチを押しに行く。その押しに行き

ながら子どもが取り残されていないかというこ

とを確認するというような仕組みでございます。

一つはそういう装置、あるいは人感センサーと

いったものもございますけれども、本県の特別

支援学校で設置を予定しているのは、後方へス

イッチを取り付けて、それを確実に押す、その

経緯の中で子どもたちが取り残されてないかと

いうことを確認するというような仕組みという

ふうになっております。

【深堀委員】 分かりました。運転手の方、もし

くは補助の方がバスのエンジンを切った時点で

必ず車内の一番後方まで行かなければ、そのブ

ザーを止められない。だから、そこでというこ

となんですね。よくわかりました。

ただ、正直に、この予算をつける時に、最初

に課長が説明したとおり、要は、運転手や補助

の方が車内をしっかり見回ればいいだけの話で、

機械的なものを設置する必要があるのかなとい

うふうに私はちょっと感じたんですよね。人感

センサーみたいなもので車内に人が取り残され

ていることが分かるようなシステムなら、それ

はまたいいんだけれども、そもそもブザーを鳴

らして、それを見に行く。そこで本当にちゃん

と両座席を全部確認をしないと意味がないわけ

で、ただ行ってブザーを止めるだけだったら意

味がない話になってくる。

だから、しっかりそのあたりを、そういった

安全マニュアルというのは整備されてあるんで

すか、どうなんですか。

【長池児童生徒支援課長】今ご指摘のバスの置

き去り事案に関しては、昨年度の事案が発生以

後、文科省からの通知に従って、県のほうから

も、いわゆる先ほどから出てますヒューマンエ

ラーを防ぐための安全管理マニュアルの見直し

の徹底を通知したところであります。それを実

行した上で、その補完的なものとして今ご指摘

の安全装置の設置等も検討するということ、こ

れを呼びかけているところであります。
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したがって、その安全管理マニュアルのとこ

ろは、各学校であるとか、園であるとか、そう

いうところのそれぞれにおいて見直しをするよ

うに働きかけているような状況でございます。

【深堀委員】この安全装置を否定するつもりは

ありません。これを設置した上で、でもそれで

守れるというわけじゃないと思います。問題は、

ブザーを止めに行くときにしっかりと座席の下

の部分まで確認するような作業があってこそ成

り立つ話なので、ぜひそこを、安全装置を付け

たから安全だということではなくて、ぜひそう

いったチェックを徹底してもらうようにお願い

しておきたいと思います。

【千住分科会長】 ほか、ございませんか。

【宮本委員】 おはようございます。

私も第52号議案について質問いたします。
先ほどから質問があっております公立小中学

校のスクールバスへの安全装置の装備に係る経

費に対する補助について88万円計上されてお
ります。

初歩的な質問で大変恐縮ですが、公立の小中

学校のスクールバスというイメージが私はなか

なかなくて、私立というイメージがあるんです

が、そもそも県内で公立小中学校のスクールバ

スが何台あって、先ほどは10台分ということで
ありましたが、どれくらいのバスがあるのかを

確認させてください。

【山﨑教育環境整備課長】現在、各市町でスク

ールバスを運行しておりますのは12市町で118
台運行されているという状況でございます。

【宮本委員】ありがとうございます。意外に多

いですね。ちょっとイメージがなかったもので

すから確認いたしましたが、公立小中学校で、

12市町で118台運行されていて、そのうち今回
は10台分が対象になるということを確認いた

しました。

よって、設置されているのが10分の1ぐらい
ですよね。先ほどから堀江委員からも話があっ

たとおり、ほかのところはという話になろうか

と思います。今後、いろいろ県の方でも推進し

ていただければと思います。10台分で88万円な
ので、単純に計算すると1台8万円ぐらい。それ
ぐらいの費用でこの安全装置を付けることが可

能かどうかということ。それをオーバーした分

はどうなるのかということを併せて確認をさせ

てください。

【山﨑教育環境整備課長】安全装置の装備に係

る費用でございますけれども、安全装置につき

ましては、国でガイドラインを定めまして、そ

のガイドラインに適合したものが国のほうで公

表されております。その公表された安全装置の

リストの中で本体価格が示されておりますけれ

ども、取付費は別として、その本体価格が最も

低い価格で約６万円程度となっております。最

も高い価格ですと17万5,000円程度となってお
ります。また、取付費につきましては、車種あ

るいは地域によって異なりますけれども、1台
当たり概ね3万円から8万円程度ということで、
こういった金額が目安とされております。

現在、特別支援学校で計画しております設置

については、国から17万5,000円の補助がござ
いますけれども、この範囲内で設置できるとい

うふうに計画をしているところでございます。

それと、8万8,000円をオーバーした分につき
ましては、市町の持ち出しということになりま

す。

【宮本委員】ありがとうございました。すみま

せん、もう一回確認させてください。

今回、2市10台というのは、各市町にこうい
ったものがありますよ、どうですかということ
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を投げかけて、2市が手を挙げたということで
よろしかったのか、もう一回確認させてくださ

い。

【山﨑教育環境整備課長】委員ご指摘のとおり、

2市が手を挙げたということでございます。
【宮本委員】わかりました。多くなればなるほ

ど、1台の経費が安くなるというのはあるんで
しょうけど、もっと手を挙げていただきたかっ

たなという思いがあります。

5月20日に小倉大臣が来られて、その時に佐
世保の幼稚園で装着している安全装置を視察さ

せていただきました。先ほど説明があったとお

り、後ろに行ってボタンを押したらブザーが消

えるという、あれと一緒だろうと考えているん

ですが、より安全に対策を講じていただきたい

んですが、これ、今回予算が可決されればどの

くらい程度、期間を要するのか。今年中とか、

早ければ早いほうがいいんでしょうけど、その

スケジュールについても教えてください。

【山﨑教育環境整備課長】県立の場合でござい

ますけれども、既に各学校におきましてバスを

運行している委託業者のアドバイスも受けなが

ら、安全装置の機種選定を一定済ませておりま

す。それに基づきまして国への補助申請の事務

処理も済ませたところでございます。

併せて、選定した装置の装備に向けて業者か

ら参考見積りを徴取するなどの早期導入に向け

た事務的な準備を現在進めておりまして、今回

の補正予算の議決をいただき次第、設置に取り

かかりたいと考えております。

ですから、早ければ、安全装置の納品の時期、

今、全国的に品薄状況ということも聞いており

ますけれども、それが確保され次第、すぐに設

置するというようなことで考えております。

【宮本委員】ありがとうございます。安全装置

は、おっしゃったとおり、恐らく全国的に付く

ので品薄というのが多分出てくるだろうと思っ

ています。よって、一刻も早く取付けについて

はお願いしたいと思っております。

次に、高等学校における共通教科「情報」の

指導体制の強化に要する経費として267万
5,000円の増がありまして、これについてちょっ
と聞かせてください。

横長の資料では10ページですが、これもすみ
ません、勉強不足かもしれません。補正額の財

源内訳、これは国庫でもなくて、その他になっ

ております。一般財源でもないんですが、この

その他の考え方を教えていただければと思いま

す。

【田川高校教育課長】今ご質問がありましたそ

の他のところでございますけれども、この事業

は文部科学省の事業でございまして、文部科学

省が民間企業に外部委託をし、その民間企業と

本県が契約を結ぶという形になっている関係上、

その他という区分に計上されているということ

でございます。

【宮本委員】ということは、後で国のほうから

交付されるという認識でよろしかったでしょう

か。

【田川高校教育課長】結果的には、そういう形

になります。

【宮本委員】ありがとうございます。前にいた

だきました令和5年度6月補正予算（案）の概要
にもちょっと書いてあるんですが、サイエンス

テクノロジー人材育成事業費において、幾つか

特別免許状交付のための仕組みとかいろいろ書

いてあるんですが、詳しく教えていただければ

と思います。

【田川高校教育課長】この事業の詳細について

ご説明をいたします。
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まず、背景でございますけれども、現在、新

しい学習指導要領で進行しております。従前か

ら情報という教科はございましたけれども、特

に新しい学習指導要領になりまして、この情報

という教科の中にプログラミングという分野が

入ってきたり、あるいはこの情報という教科が

大学入学共通テストに課されるというような形

で、いわゆる内容が高度化されたり、テストに

導入されたりというようなことが背景としてご

ざいます。

そういった中、本県におきまして、この情報

の正式な免許状を取得している教員の割合が

56％ということで、全国的に低うございます。
そういったことで、今申し上げたようないわ

ゆる高度な専門的な内容、大学入試に対応する

ということのために教員にしっかりとした免許

状を交付する必要があるだろうということで、

国の事業を使いまして県内の情報系学部を持つ

大学と連携いたしまして、正式な免許状を教員

に交付するための研修ですとか、あるいは試験

問題の作成、そういったものを委託する事業と

いう形になります。

内訳としましては、試験問題作成に係る費用

が176万円、研修会の謝金あるいは旅費といっ
たもので91万5,000円を積算しております。
【宮本委員】ありがとうございました。プログ

ラミングであったりとか共通テストなどにも情

報という分野が入ってくるというところで、長

崎においては、免許状取得率が56％という低い
率なので、国の事業を利用、活用して、高度な

人材を育成するということを認識いたしました。

これは希望する教員についてということにな

りますか。県内に何千人という教員がいらっし

ゃって、その方々がこれを受けたいと、取りた

いという方の行動になるのか、それとも県から

指名するのか、それもちょっと教えていただけ

ればと思います。

【田川高校教育課長】現在、情報を担当してま

す教員が全部で71名おりまして、いわゆる免外
ですとか臨時免許状で対応している、いわゆる

正式な教員免許状を持たないのが、そのうち31
名おります。その31名については、ぜひこの対
象としていきたいと思っております。その31名
のみならず、将来的に免外とか、あるいは臨時

免許状で教えていく可能性があるという教員に

対しても積極的にこの受講を促していきたいと

いうふうに考えております。

【宮本委員】 ありがとうございます。31名の
対象で、それのみならずということですね。

ちなみに、情報系学部を持つ大学との連携と

いうことでお話がありましたが、これはどちら

になりますか。

【田川高校教育課長】長崎総合科学大学になり

ます。

【宮本委員】ありがとうございます。というこ

とは、長崎総合科学大学の先生が中心となって、

単純に言いますならば31名の先生方を対象に
講義とか研修を行って、最終的に特別免許状を

交付すると、そのための取組ということで理解

してよろしいでしょうか、確認させてください。

【田川高校教育課長】委員がおっしゃられると

おりの、そういう事業内容になっております。

【宮本委員】 わかりました。今後、非常に大事

な分野になろうかと思いますので、免許状の、

そういった高度な情報という学問を教える先生

たちが増えることを祈っております。

ちなみに、これはどれくらいで取れるんです

か。この予算で、今年度中の研修を何回重ねて、

今年度中に取れるものなのか、半年とかという

スケジュールなのかを教えてください。
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【田川高校教育課長】 詳細なスケジュールは、

今後、大学側と詰めていくような形にしており

まして、専門的な内容をしっかりマスターして

いただくということと、あまり教員に負担にな

らないようにという両方のバランスを考えなが

ら、今後、大学と打ち合わせをしていきたいと

いうふうに思っております。

【宮本委員】ありがとうございます。承知いた

しました。

最後に1点だけ、情報科というのは、なにも
工業とか商業ではなくて、普通校にもこういっ

た先生方は、どっちが多いんでしょうか。普通

校にもいらっしゃる、今後配置する、今も配置

されているという認識でいいのか、再度お聞か

せください。

【田川高校教育課長】 この共通教科「情報」と

いう科目は、主には普通科高校を対象としたも

のでございます。例えば、工業高校では、また

別の情報の内容を含んだそういう教科があると

いうことでございます。

【宮本委員】 そうですね。失礼しました。共通

テストの科目ということなので普通科でしたね。

わかりました。できるだけ早期に体制を構築し

ていただきたいと思います。

以上です。

【千住分科会長】 ほか、ございませんか。

【堤委員】専決処分のところでお尋ねをします。

3ページから4ページに2月定例会で専決処分
するということで了承を受けていた部分を3月
31日付でしましたということで概要報告とい
うことになっています。4ページの下の歳入予
算の中に日本スポーツ振興センター災害共済給

付金2,930万6,000円の減というのがあるんで
すが、これについて給付金が減と、スポーツ振

興センターの災害共済給付金がどういう仕組み

になっているのか、まずお尋ねしたいと思いま

す。

【松山体育保健課長】日本スポーツ振興センタ

ーの災害共済給付金についてのお尋ねでござい

ますが、委員ご案内のとおり、これにつきまし

ては学校の管理下におきまして、児童生徒が例

えばけがをしましたという時に、医療機関にか

かるわけですが、その時の医療費を対象に給付

されるというものでございます。

給付金の仕組みですが、県を通して保護者に

支給するという流れになっておりまして、歳入

は歳入として日本スポーツ振興センターから県

が受け入れます。一方で、横長資料にもござい

ますけれども、歳出も同額の予算を組んでおり

まして、その歳出予算をもって保護者に支給し

ているという状況でございます。

3月31日までが対象となりますので、確定し
た段階で歳入歳出予算それぞれを専決処分した

という状況でございます。

【堤委員】今のご説明で少しわかったかなと思

うんですが、2月議会の横長資料を見ますと、
第3号議案分ということで、雑入ということで
日本スポーツ振興センター災害共済掛金が110
万6,000円の減となっていまして、今回の横長資
料の31ページには給付金が書いてありますけ
ど、掛金で集めたもの、それから日本スポーツ

振興センターのお金を給付する部分のものとい

うことで、それぞれ別々にあると、そういう理

解でよろしいんでしょうか。

【松山体育保健課長】この共済給付金ですけれ

ども、設置者と保護者で掛金を出しているよう

な状況でございます。掛金につきましては、3
月31日を待たず、その前に生徒数の人数は確定
しておりますので、2月に補正予算で対応させ
ていただいております。
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ただ、給付金につきましては、先ほどもご説

明いたしましたけれども、3月31日まで治療を
要する可能性がございますので、給付金につき

ましては、3月31日で専決処分をさせていただ
いたという状況でございます。

【堤委員】 おおよそのところはわかりました。

給付が遅れたりとかそういうことも、時間がか

かって後から給付されたりということもあるか

と思います。横長資料にはそれぞれ違うことが

書いてあるので、これに対応する前の概要はど

こにあるのかなと探したら、結局なかったとい

うことで、それぞれ違うところが示されていた

という、そういう理解でよろしいんでしょうか

ね。

この日本スポーツ振興センターの、学校での

事故について給付金が出されるということで、

これは本当にありがたい制度だと思うんですけ

れども、県内の学校での事故について、日本ス

ポーツ振興センターに申請して給付を求めるよ

うな、学校から出して返ってくるということで、

そういうところの、どういう事故があって、ど

のくらいあってというのは把握されているんで

しょうか。

【松山体育保健課長】 令和4年度の医療費の請
求件数ですけれども、全体で5,304件、金額にい
たしまして7,202万8,195円が給付されている
という状況でございます。

【堤委員】ありがとうございました。その給付

は、かかった医療費のどのくらいの割合が給付

されるんですか。

【松山体育保健課長】基本的に治療費の本人負

担はございません。保険適用の診療でいきます

と、3割が本人負担になっておりますが、災害
共済給付金は4割、交通費とか雑費の部分を1割
含めた形で4割が給付されますので、基本的に

は本人負担がないというような状況でございま

す。

【千住分科会長】 ほか、ございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【千住分科会長】ほかに質疑がないようですの

で、これをもって質疑を終了いたします。

次に、討論を行います。

討論はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【千住分科会長】討論がないようですので、こ

れをもって討論を終了いたします。

予算及び報告議案に対する質疑討論が終了い

たしましたので、採決を行います。

第52号議案のうち関係部分及び報告第1号の
うち関係部分は、原案のとおり、可決・承認す

ることにご異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【千住分科会長】 ご異議なしと認めます。

よって、議案は、原案のとおり、それぞれ可

決・承認すべきものと決定されました。

【千住委員長】次に、委員会による審査を行い

ます。

教育委員会においては、今回、委員会付託議

案がないことから、教育長より所管事項につい

ての説明を受けた後、提出資料についての説明

を受け、陳情審査、議案外所管事務一般につい

ての質問を行うことといたします。

まず、教育長に所管事項説明を求めます。

【中﨑教育長】それでは、文教厚生委員会の関

係説明資料を説明させていただきます。

教育委員会関係の議案外の報告事項について、

主なものについてご説明いたします。

（「これからの離島留学検討委員会」につい

て）

行方不明となった壱岐高校の生徒が亡くなっ
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たことや、離島留学制度が平成15年度の制度発
足時と比較して実施校が5校に増えたこと、ま
た様々な事情を抱えた生徒が入学してきている

実態があることから、現行の離島留学制度の運

営上の課題について取りまとめ、離島留学生が

安心した生活を送るとともに、制度が持続可能

なものになるよう必要な措置を検討することを

目的として、4月20日に「これからの離島留学
検討委員会」を設置し、第1回目の会議を開催
したところです。

また、離島留学生やその保護者、里親、教職

員に対するアンケートや聞き取り等による実態

調査を踏まえ、現在、3市に設けた検討部会に
おいて、課題や意見及び要望を集約しておりま

す。7月中に開催する第2回の委員会で各部会で
の意見等を報告し、今後の方針を検討した上で、

8月末に開催予定の第3回委員会において、改善
策や支援内容の取りまとめを行うこととしてお

ります。

（全国及び県学力調査）につきましては、記

載のとおりでございます。

（教職員の体罰について）

令和4年度の調査結果では、体罰件数が33件、
体罰を受けた児童生徒は65人で、前年度と比較
し、件数で11件、児童生徒数で19人増加しまし
た。懲戒処分を受けた教職員は、令和3年度5人
から令和4年度は4人と減少しておりますが、過
去にも体罰等において指導を受けた者が再度の

体罰を行っている事例があることから、令和4
年4月より体罰等の再発防止を強化するために
教職員の懲戒処分基準の一部を改定し、再発の

教職員に対する処分を厳罰化しました。

今後も引き続き、各種研修会等のあらゆる機

会を捉えて体罰根絶に向けた取組を強力に推進

するとともに、体罰を許さない環境づくりを目

指し、教職員の意識改革を進めてまいります。

（令和6年度長崎県公立学校教員採用選考試
験について）

より多くの、そしてより質の高い人材の確保

を目指し、社会人特別採用選考における小学

校・中学校教諭志願者については、合格後2年
以内に志願する校種・教科の普通免許状を取得

見込みの者も出願できることとしました。また、

それまであった中学校・高等学校保健体育科教

諭志願者についての競技実績による一部試験の

免除に加えて、高等学校の保健体育科以外の教

諭について、スポーツや文化・芸術の実績によ

る一部試験の免除を新たに実施いたします。さ

らに、ＵターンやＩターンの促進につなげるた

め、小学校教諭及び中学校教諭の本務者免除申

請者に対して、オンラインでの試験を実施いた

します。

今後とも、選考試験の制度改善を図りながら、

優れた資質と豊かな人間性を備え、長崎県の教

員として強い使命感と情熱あふれる人材の確保

に努めてまいります。

（高校生の進路状況について）

公立高校の県内就職割合が67.4％で、昨年同
期と比較し2.5ポイント減少しております。これ
は新型コロナウイルス感染症の制限が緩和され

る中で、県外企業の活動が活発になっているこ

とが要因と考えられます。

今後も引き続き生徒・教員の県内企業への理

解が進むよう取り組むとともに、県立学校に配

置しているキャリアサポートスタッフに対して、

県内企業の求人情報収集や進路相談への対応な

ど、生徒の就職支援をより充実できるよう、指

導助言してまいります。また、長崎労働局や産

業労働部など関係機関と連携を密にして、県内

企業及び今後県内に進出する企業に関する情報
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を積極的に提供するなど、高校生の県内就職率

の向上に努めてまいります。

（「長崎っ子の心を見つめる教育週間」の実

施について）及び（子どもたちの文化活動の推

進について）、また、6ページの（令和5年度長
崎県高等学校総合体育大会）につきましては、

記載のとおりでございます。

（競技力の向上について）

本年度も、競技スポーツの中核を担うジュニ

アスポーツにおいて、全国大会等での活躍を期

待し、高等学校では35競技延べ90校を国体強化
校として指定を行いました。

また、昨年度の栃木国体総合成績45位という
成績を受け、少年種別の主力となる高校生のさ

らなる強化を図るため、国体における入賞回数

が多い競技の中心となる8競技延べ8校を新た
に国体強化校として指定しました。さらに、中

学校では、中学体育連盟推進専門部19競技を追
加したところです。これらの指定校等について、

遠征費、合宿費、練習会等に要する経費を助成

することにより、選手の育成強化を図ってまい

ります。

本県スポーツ選手の活躍につきましては、記

載のとおりでございます。

今後とも、「長崎から世界」へ羽ばたく県内

選手の発掘・育成・強化に取り組み、本県スポ

ーツのさらなる振興と競技力の向上を推進して

まいります。

「追加1」の下の項目でございます。
（令和6年度県立高等学校・中学校生徒募集

定員について）

令和6年3月の中学校卒業予定者数は、1万
1,959人で、本年3月の卒業者数より107人増加
することが見込まれております。一方、少子化

が進行し、県内の児童生徒数は年々減少傾向に

あることを踏まえ、令和6年度の県立高等学校
の総募集定員は、令和5年度と同様の9,800人と
いたしました。

内訳としましては、全日制課程が8,640人、定
時制課程が560人、通信制課程が600人でありま
す。また、県立中学の募集定員は、長崎東中学

校、佐世保北中学校及び諫早高等学校附属中学

校それぞれ120人として、合計360人としており
ます。

本文の7ページでございます。
（「長崎県行財政運営プラン2025～挑戦する
組織への変革とデジタル改革～」に基づく取組

について）

これに基づきます教育庁関係の項目に関して、

その主な取組内容をご説明いたします。

8ページでございますけれども、長時間労働
の是正につきましては、今後も市町教育委員会

や関係団体等と連携して、長時間労働の是正の

取組を一層進めるとともに、県立学校において

も、ガイドラインに沿った部活動の実施やモデ

ル校による取組の検証を行うなど、引き続き超

過勤務削減に取り組んでまいります。

「経験年数や職務内容に求められる専門事項

や教育課題を踏まえた研修の充実と改善」につ

きましては、今後も変化の大きな時代に対応す

るため、多様な研修内容や研修機会を提供し、

各種研修の実施を図ることで教職員の資質向上

に取り組んでまいります。

「女性の管理職登用の推進」につきましては、

今後も女性教職員の主体的な働き方を推進し、

教職員が積極的にキャリアアップできるような

職場環境づくりに取り組んでまいります。

最後でございますけれども、これは本日の当

日説明分の資料をよろしくお願いいたします。

（教職員の不祥事について）
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令和3年9月から令和4年8月の間、正当な理由
なく他人の敷地内に無断で侵入して被害者を携

帯電話で撮影し、また、令和4年7月、18歳未満
の女性にわいせつな行為を行ったとして、住居

侵入等、準強制わいせつ、児童ポルノ禁止法違

反及び長崎県迷惑行為等防止条例違反で起訴さ

れ、令和5年3月23日に懲役3年、執行猶予5年の
判決を受けた小学校教諭を､3月28日付で懲戒
免職処分といたしました。

このほかの案件につきましては、記載のとお

りでございます。

2ページでございます。
県内の教育関係者が、総力を挙げて不祥事根

絶と信頼回復に向けて取り組んでいる中、教職

員によるこのような不祥事が発生したことは、

学校教育に対する信頼と期待を裏切り、県民に

失望と不信感を与えるものであり、県議会をは

じめ、県民の皆様に対して深くお詫び申し上げ

ます。

今後も引き続き全教職員に対し、あらゆる機

会を通して児童生徒の教育に携わる職にあるこ

との自覚を厳しく促し、使命感や倫理観の高揚、

服務規律の徹底を図るとともに、全ての教育関

係者と力を合わせ、不祥事根絶と信頼回復に向

けた実効性のある取組の推進に全力を傾けてま

いります。

以上をもちまして、教育委員会関係の説明を

終わります。よろしくご審議を賜りますようお

願い申し上げます。

【千住委員長】 次に、提出のあった「政策等決

定過程の透明性等の確保などに関する資料」及

び「政府施策に関する提案・要望の実施結果」

について説明を求めます。

【大塚教育政策課長】「政策等決定過程の透明

性等の確保及び県議会・議員との協議等の拡充

に関する決議」に基づき、本委員会に提出いた

しました教育庁関係の資料についてご説明いた

します。

対象期間は、令和5年2月から5月まででござ
います。

まず、提出資料2ページから8ページにかけて
は、県から市町等に対する補助金の実績でござ

います。直接補助金は、長崎県立高等学校寄宿

舎運営費補助金など79件、間接補助金は、指定
文化財保存整備事業補助金の5件となっており
ます。

次に、9ページから10ページにかけては1,000
万円以上の契約状況の一覧でございます。

次に、11ページから21ページにかけては、入
札結果の一覧でございます。

次に、22ページから26ページにかけては、知
事及び部局長等に対する陳情・要望のうち、県

議会議長宛てにも同様の陳情・要望が行われた

もので、海運・船員の政策諸課題に関する申入

れなど4件となっております。
最後に、27ページから34ページにかけては、

附属機関等会議結果の報告でございまして、長

崎県立長崎図書館協議会など6件となっており
ます。

資料は変わりまして、「令和6年度政府施策
に関する提案・要望について」をご覧ください。

「令和6年度政府施策に関する提案・要望」
について、教育委員会関係の要望結果を説明い

たします。

要望項目でございますが、①離島半島の学校

教育の充実、②部活動の地域移行におけるスポ

ーツ・文化・芸術活動の充実、③水中遺跡保護

に関する調査研究体制の整備ほか8項目につい
て、文部科学省及び国土交通省に対し、教育長、

担当課長により要望を行いました。
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このうち、離島半島の学校教育の充実につい

て、令和7年度に開設予定である遠隔授業配信
センターの運営や、高校魅力化の取組への財政

支援等に係る要望に対して、文部科学省から、

「国としてもそのような取組を進めていきた

い」、「どういった支援ができるか検討してま

いりたい」とのご回答をいただきました。

また、離島留学生の受入れ環境の整備等に係

る要望に対して、国土交通省から、「離島留学

制度のさらなる充実に向けて何ができるか考え

てまいりたい」とのご回答をいただきました。

以上が教育委員会関係の要望結果でございま

す。政府施策に関する提案・要望の実現に向け、

引き続き取り組んでまいります。

以上で「政策等決定過程の透明性等の確保な

どに関する資料」及び「政府施策に関する提案・

要望の実施結果」についての説明を終わります。

【千住委員長】次に、高校教育課長より補足説

明を求めます。

【田川高校教育課長】教育長が説明いたしまし

た「これからの離島留学検討委員会」について、

補足してご説明いたします。

ファイル名が「教育委員会補足説明議案外①」

と記載された資料をご覧ください。

5月18日の概要説明の際にご説明した内容と
一部重複する部分もございますが、ご容赦願い

ます。

現在、壱岐での事案を受け、離島留学制度の

運営上の課題を改善につなげるため、外部有識

者を含めた「これからの離島留学検討委員会」

を設置し、協議を進めております。

組織としましては、2に記載のとおりで、検
討委員会とその下部組織として、対馬市、壱岐

市、五島市にそれぞれ検討部会を設置しており

ます。

3の検証方法とスケジュールについてですが、
4月20日に第1回の委員会を開催いたしました。
4月28日から5月17日にかけ、離島留学生やその
保護者、里親、教職員に対するアンケートを実

施いたしましたので、そのアンケート結果や離

島留学制度の課題、検討事項について、5月下
旬から、順次、3市に設けた検討部会において
協議を行っております。

今後、7月中旬から下旬に第2回の委員会を開
催し、各市検討部会からの報告や今後の方針検

討を行い、8月末の第3回委員会において、改善
策や支援内容の取りまとめを行うこととしてお

ります。

2ページをご覧ください。
検討委員会の委員につきましては、記載の有

識者を含めた13名の委員となっております。
また、2ページ目中段から3ページ目にかけて
の一覧が各市の検討部会委員になっており、有

識者、地域団体等、里親、県・市の代表者によ

り構成されております。

次に、4ページ目をご覧ください。
4月20日に開催した「これからの離島留学検

討委員会」第1回会議における主な意見としま
しては、離島留学生や里親への相談対応などの

フォローアップ体制の構築や、様々な事情を持

つ生徒への指導方法について、里親や教職員に

対する研修の充実の検討を行うなど制度の見直

しが必要であるとの意見をいただいております。

また、壱岐市については、今回の事案が発生

するに至った背景についての検証をしっかり行

うことが必要であるといった意見などをいただ

いたところです。

次に、下段の7、「離島留学検討部会」第1回
会議における主な意見をご覧ください。

各市で実施した第1回検討部会での意見をま
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とめたものになっております。

主な意見として、対馬市では、「生徒、教員、

里親等を対象とした相談機会などの確保が必

要」、「目的意識が高い生徒の確保や入学前の

アセスメント」、「里親、教員の負担軽減」、

「地域との連携が必要」などがありました。

次に、壱岐市については、「地域との関わり

を網の目のように張り巡らせることが必要」と

いった意見や、「生徒受入れのアセスメントの

手法として、スクールカウンセラーや市の福祉

部局などとの連携」や、「生徒のSOSをキャッ
チする体制の構築が必要」などの意見がありま

した。

次に、五島市につきましては、「五島高校の

寮における寮母の確保及び栄養面の充実」、「地

域との結びつきや連携の強化」、「里親に対す

る専門的研修の実施」などのご意見がありまし

た。

3市の意見をまとめると、受入れの際のアセ
スメントの必要性、里親や教職員の負担軽減、

地域との連携などが共通の課題であり、また、

対馬市、五島市においては、寮の環境整備や専

任職員の配置などのご意見、さらに、生徒の

SOSをキャッチする体制の構築の必要性など
のご意見がありました。

次に、8、アンケート結果についてご説明い
たします。

アンケートの実施期間は先ほど申し上げたと

おりで、目的としては、現行制度を検証し改善

するため、運営上の課題を抽出することにあり

ます。また、実施対象校は、離島留学実施校の

5校で、対象者及び回答数、回答率は記載のと
おりです。

次に、ファイル名が「教育委員会補足説明議

案外②」と記載された「別紙1」をご覧くださ

い。

アンケート結果について、対象の2者もしく
は3者について比較できるものについて一部抜
粋して掲載しております。

「高校生活についての満足度」は、壱岐高校、

五島高校、奈留高校については、生徒、保護者

共に80％を超えております。生徒が感じる「満
足していない」部分については、対馬、壱岐高

校については、「授業進度が遅い」という意見

がありました。また、五島南高校においては、

「中学校の学び直しについて満足していない」

という回答がありました。

一方、保護者については、「学校行事につい

て十分知らないまま入学した」との回答があり

ました。

次に、「別紙1」の2ページについて、「里親
宅または寮での生活に満足しているか」という

問いに対しては、五島高校の寮については、生

徒、保護者とも「とても満足している」、「ほ

ぼ満足している」という回答が合わせて50％と
他の高校に比べて低い結果となりました。その

理由としては、「寮での食事が少ない」、「寮

で土日、食事が出ない」といった回答がありま

した。

次に、「別紙1」の3ページについて、「下宿
先や寮での生活の満足でない理由」という問い

に対しては、2ページの自由記述と関連して、
食事については、壱岐高校の保護者は約75％、
五島高校については約63％の方が「満足でな
い」という回答でした。今後の部会での検討事

項であると考えております。

また、教職員は①から⑦の項目について満遍

なく選択をしており、様々な課題を感じている

結果となりました。

次に、「別紙1」の4ページについて、「離島
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留学生への支援について十分でないと感じられ

るもの」については、「教員、スクールソーシ

ャルワーカー、離島留学支援員による訪問」の

うち、対馬、壱岐、五島高校の保護者は、「ス

クールソーシャルワーカーや離島留学支援員に

よる訪問に支援を期待する数値となっておりま

す。

一方、対馬、壱岐、五島南高校の里親さんは、

教員の里親宅訪問による離島留学生支援に期待

する結果となっております。

3者を比較しますと、それぞれの立場で感じ
ている必要とする支援は異なるようです。

次に、「別紙1」の5ページについて、「里親
さんへの支援について十分でないと感じられる

もの」については、壱岐、奈留高校については、

教員による支援が十分でないと感じた里親は、

ゼロとなっております。対馬、五島南高校につ

いては、教員による里親宅訪問に加え、スクー

ルソーシャルワーカーの支援に期待しているよ

うです。

今後、アンケート結果及び第1回の検討部会
の意見を基に、対馬市、五島市においては第2
回部会を、壱岐市においては第3回の部会でさ
らに協議をし、意見を取りまとめ、7月中旬か
ら下旬にかけて開催予定の「これからの離島留

学検討委員会」第2回会議において報告を行う
こととしております。

以上で補足説明を終わります。

【千住委員長】次に、義務教育課長より配付資

料の説明を求めます。

【岡野義務教育課長】当日配付資料としており

ます「働きがい改革 夏休み充電宣言」につい

て説明をいたします。

まず、資料の一番上に示しておりますとおり、

「児童生徒と教師の笑顔あふれる学校づくり」

を目指して「学校の働きがい改革2023」に取り
組んでまいります。

これは、教員の長時間労働等教職に対するマ

イナスイメージが先行する中、教職員の労働環

境改善、学校の魅力発信、人材の確保等に一体

的に取り組むことで、先生たちが働きがいを感

じて生き生きと子どもたちへの教育活動に当た

ることを狙うものです。

この資料の中央部に働きがい改革について大

きく5つの取組を図示しております。
2番の「教職の魅力化作戦会議」においては、
有識者や民間企業等から成る会議を立ち上げ、

様々な提言や支援をいただきたいということを

考えております。

また、3番の「学校スタッフマッチングシス
テム」においては、学校へのサポートを希望し

てくださる方々にスマートフォンなどから簡単

に登録していただき、その人たちにマッチする

情報を配信するシステムを構築いたします。

4番の「学校の魅力発信」、5番の「教員採用
改革」は、ここに示しているとおりです。

それでは、1番に赤で示した「夏休み充電宣
言」について、次のページに具体的な取組を載

せておりますのでお開きください。

「夏休み充電宣言」は、図の左半分に示して

おりますとおり、大きく3つの取組を柱といた
します。

1番、「年次休暇等取得の促進」については、
現在、学校の先生たちは、夏季休業中において

も研修会や大会等のため多忙であるという現状

を踏まえた取組です。右側に示しておりますと

おり、県教育委員会としては、研修会の在り方

を見直すとともに、先生たちが見通しを持って

年次休暇を取得できるよう、この年休付与の期

間の変更の検討を現在始めたところであります。
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2番、「承認研修の充実」は、法律にも定め
られている所属長の承認による勤務場所を離れ

た研修が現在あまり見られない状況の中におい

て、全国に先駆けまして自分磨きにつながる幅

広い研修の承認を推進することといたしました。

3番、「魅力ある研修機会の提供」として、
先生たちが教養を深めたり人間性を広げたりす

ることができるような研修会の内容を、民間企

業等のお力添えをいただきながら用意したいと

考えるものであります。

これらによりまして、心身の休養と併せて先

生方にしっかりと充電をしてもらい、2学期以
降の教育活動に向かうことを狙う「夏休み充電

宣言」であります。

以上で説明を終わります。

【千住委員長】 ありがとうございました。

次に、陳情審査を行います。

事前に配付いたしております陳情書一覧の表

のとおり陳情書の送付を受けておりますのでご

覧願います。陳情の番号は、15、17、19、20
です。

陳情書につきまして、何かご質問ございませ

んか。

【堤委員】県立世知原少年自然の家の運営存続

については、世知原の自然の家を地元とか県北

地域の市町から存続の要望が出されていたのが、

最初は県は廃止という方向でしたけれども、廃

止はしないけれども、沢登りなどの自然体験活

動ができる施設として残して、宿泊機能は青少

年の天地に移すと、集約すると、そういうこと

で来年度から進めようとされているわけです｡

このことをいろいろ検討する中で、そういう

ふうに活動の場だけ残すというのは、使い勝手

が悪くなったり、利用者が減ったりということ

につながらないかなということを一つ危惧する

ものです。

それから、やはり地域の皆さんを挙げてこの

施設を盛り立ててきた、やはり地域にとってな

くてはならない存在として今まで続いてきたと

いうことで、来年度からということについて、

もっと慎重に検討していただきたいなというふ

うなことを思っているんですけれども、いかが

でしょうか。

【加藤生涯学習課長】世知原少年自然の家につ

きましては、令和6年度から日帰り施設として
活用していくということで、現在、検討を進め

ておるところでございます。

今、学校関係者につきましては、これまでの

宿泊体験を世知原と青少年の天地として活用し

ていただくこと、また、宿泊体験にこだわらず、

日帰り施設としての活用について検討していた

だくことをお願いしておるところでございます。

また、これまでの青少年の利用にとどまらず、

施設の新たな可能性についても、佐世保のコン

ベンション協会や民間の方々のご意見をいただ

きながら、今後、さらなる活用について検討を

進めておるところでございまして、この7月に
も地域の方々を含めた施設利用の検討会なども

予定しておりますので、たくさんのお話をいた

だきながら、施設のよりよい活用ということに

ついて考えていきたいと思っております。

【堤委員】ありがとうございます。最初にご答

弁されたことをもう一回言っていただけません

か。宿泊のところをどういうふうに言われまし

たか。

【加藤生涯学習課長】世知原少年自然の家につ

きましては、令和6年度、来年度から日帰り施
設として活用してまいります。

そこで、現在、宿泊体験を行う場合には、世

知原と青少年の天地を一体的に活用しながら、
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どのような取組ができるかという検討をしてお

ります。

併せまして、これまでの宿泊体験だけではな

く、日帰り施設としての活用についても学校に

検討をお願いしておるところでございます。

【堤委員】 令和6年度から日帰りの施設として
活用していくけれども、宿泊体験を自然の家と

青少年の天地と一体的に活用すると、どのよう

に活用するかは検討していくと。そして、様々

な、学校現場だけじゃないところの利用も進め

ていくという、そういうお話ですね。

地域の皆さんの声もしっかり受け止めながら、

そして、学校の声もお聞きになって慎重に進め

ていただきたいと思いますので、よろしくお願

いいたします。

【千住委員長】 ほかにございませんか。

【吉村委員】今質問が出たので併せて。佐世保

の陳情で世知原少年自然の家だけど、今の話を

聞いとって、前段でも話したんですが、県の3
施設、統一の指定管理者で管理をしよるわけよ

ね。だから、これが果たしていいのか。資料に

も載っとるけど、指定管理料が幾らと。これを

3か所に、千々石と天地と少年自然の家とそれ
ぞれ色合いが違うというか、それを一つの指定

管理者でやっていくというのが果たしていいの

かどうかというのも疑問を感じる点があって、

これまでそういう方向でやってきたんだろうけ

ど、この際、そういうところも含めて将来に向

けてどのような形がいいのかというのを検討課

題として持っとっていただきたいと思いますが、

いかがですか。

【加藤生涯学習課長】青少年教育施設につきま

しては、佐世保の天地、そして世知原、また雲

仙市の千々石、この3つの施設を一つの指定管
理で現在取組を進めているところでございます。

この意図といたしましては、一括した指定管

理によって効率的、計画的な施設の運営や予算

の執行、また、施設間の交流によって質の高い

サービスを提供したいということで進めておる

ところでございます。

しかしながら、今後、この施設につきまして

は、様々な検討をしていく必要があるというふ

うに考えております。特に、今後予定している

ものといたしましては、佐世保の青少年の天地

と世知原、この2つの機関をどのように活用し
ていくことが、よりよい活用になっていくのか。

これにつきましては国土交通省が実施しており

ますサウンディング、民間からの意見をいただ

くような取組にも手を挙げて今後取り組んでい

きたいと思っております。

この指定管理の在り方につきましても、今後、

検討していくものと考えております。

【吉村委員】 よろしくお願いします。

それから、同じ佐世保の陳情で県立武道館の

機能の拡充というのがあります。これ、もう何

年もずっと引き続き要望に上がってきているわ

けね。具体的には遠的の弓道場を造っていただ

きたいと土地まで準備して佐世保市もずっと言

いよるんやけど、それについて動きがあってい

るのか、検討が進んでいるのか、そこら辺の状

況について説明をしていただきたいと思います。

【松山体育保健課長】県立武道館に遠的場の整

備をということで、佐世保市から平成27年度か
ら継続してご要望いただいております。

ご承知のとおり、弓道競技につきましては、

近的競技、それと遠的競技の2種目がございま
す。現在の県立武道館につきましては、弓道場

については、近的競技の専用でございまして、

遠的用の競技場が併設されてないというような

状況で佐世保市からご要望があっております。
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弓道場としましては、遠的場を備えるという

ことは、機能としては向上につながるというふ

うに思っておりますけれども、現在、直近の調

査によりますと、高校生を除く県内の弓道競技

の人口が361名、うち県北地域が71名という状
況でございます。

併せて、遠的競技の大会でございますけれど

も、国民体育大会と有段者の五段以上が出場で

きる全日本弓道遠的選手権の2つの大会のみと
いう状況でございます。競技者も近的競技に比

べますと限定的というような状況でございます。

現在、県内における遠的競技用の施設を持っ

ている弓道場でございますけれども、長崎市、

島原市、大村市にございまして、全て市営とい

う形で運営されておりまして、特に弓道競技の

選手強化の拠点となっているのは、現在、大村

市の弓道場となっております。

また、仮に新たに整備をするとしますと、約

1億3,000万円ほどの整備費用がかかるという
ことで、既存の体育施設の老朽化も進んでおり

まして、まずはそちらの対応が急務となってお

りますので、県としましては、なかなか新たな

整備をするのは困難というふうに考えておりま

す。

以上の点につきましては、昨年度の本委員会

でも同様の指摘をいただいておりまして、佐世

保市の担当部局にはご説明をさせていただいた

ところでございます。

【吉村委員】 平成27年からずっと陳情されて
いるので、昨年の委員会でも同じことが出たと

いう話やろうけど、それは毎年、言わんばいか

んわな、地元の人の要望がある限りね。今も説

明があったけど、長崎、島原、大村と南部方面、

島原半島というところには設置をされている。

その状況を見ると、やっぱり県北になんでない

とという話になるわけよね、地域的にいくと。

県北の人は全部、大村まで来なさいとなるのか。

そこをやっぱりもうちょっと考慮してもらわん

といかんのかなと思います。

それと、昨年も佐世保市に対して、そういう

ような話をしたということだけど、この競技を

やっている人が全体でも少ないし、県北で71人
というけど、その数じゃなくて、やっている人

たちがもっと拡大してやっていきたいという思

いがあられるわけよね。そういう中で施設がな

いというのは、もう致命的なので、やっぱりこ

れは国体と五段以上が参加できる大会しかない

とはいえ、そこに遠的の競技施設がないという

ことが参加できないということにつながってし

まう、それはいかんことじゃなかろうかなと思

うわけよ。

だから、そういう意味でも、財政が厳しいと

はいえ、佐世保市も用地も提供しますよという

話だったと思うんですけど、そこら辺までの思

いがある中で、もう少し検討を加えるというこ

とができるんじゃないかと思いますが、いかが

ですか、もう一度。

【松山体育保健課長】先ほども申しましたけれ

ども、競技をされる方々からしますと、機能が

向上するというのは一定理解するわけでござい

ますけども、なかなか県有施設、県立武道館も

そうですが、建設から30年ぐらいが経過してお
りますので、まずはそういったところの機能を

しっかり改修しながら県民の方々に提供するの

が優先かというふうに考えております。

【吉村委員】老朽化している施設をやり替える

のが先なんだというさっきからの課長の話だけ

ど、そういう老朽化した施設をまずやり替える

のが先という中に、この遠的の施設というのも

入れ込んだ考えで計画をしていくということが
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できるんじゃないかと思うんですが、そこら辺

まで含めて、そういう施設の再編計画といいま

すか、改修計画というか、そういうところを考

えてもらったらどうかと思うんですけど、いか

がですかね。

【松山体育保健課長】現在の県立武道館でござ

いますけれども、本館と弓道場が分かれている

ような状況にもございます。

そういう中で、今回、要望の中でも、さらに

また別地という形でご提案があっているわけな

んですが、なかなか一体的に改修するのは厳し

いというふうに思っておりますし、現在の競技

の強化の方法につきましても、県央地域を中心

に県内各地から練習に来ているような状況でご

ざいますので、なかなか整備のほうは難しいの

かなというふうに思っております。

【吉村委員】 最後にしますけれども、教育長、

これ、3施設は全部市営なんですよという話ね。
だから、佐世保だけ県営でやってよと言っても、

それはちょっとということも出るかもしれん。

なので、この施設の設置に当たっては県と市

と一緒になってやるけど、あとの運営は市でや

ってくださいよとかいういろんなやり方もある

んだろうと思います。

そういうことで、まだまだ、もう駄目ですよ

というんじゃなくて、ここの改修から併せてそ

こら辺までをテーブルにのせて、今後まだ佐世

保市とも協議をしていく余地があると思うんで

すが、いかがですか、教育長。

【中﨑教育長】先ほど申しましたとおり、現時

点では、なかなか難しいという今の状況でござ

います。

ただ、こういう話を佐世保市にしている中で、

何度も要望に上げてくるということは、そうい

った競技者の声、あるいは佐世保市の思いもあ

るかと思いますので、私も一度、佐世保市の現

地に行って施設を視察するとか、あるいは今度、

佐世保市の教育長が副市長になっておりますの

で、この陳情の背景にはどういったものがある

のか、そういったものもしっかり聞きながら佐

世保市とはお話をしてまいりたいと考えており

ます。

【吉村委員】 よろしくお願いします。

【千住委員長】 ほかにございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【千住委員長】ほかに質問がないようですので、

陳情につきましては承っておくことといたしま

す。

次に、所管外事務一般に対する質問を行いま

す。

まず、「政策等決定過程の透明性等の確保な

どに関する資料」について、質問はありません

か。

【宮本委員】政策等決定過程の透明性等の確保

に基づく提出資料について、確認の意味も踏ま

えて質問させていただきます。

4ページから8ページにかけて直接補助金と
間接補助金とあります。補助金名が指定文化財

保存整備事業補助金になります。これ、ちょっ

と確認をさせてください。

この指定文化財というのは、県指定の文化財

と国指定の文化財、双方が入っているという認

識でよろしかったでしょうか。

【麻生学芸文化課企画監】そのとおりでござい

ます。

【宮本委員】ありがとうございます。この中に

は世界遺産の保存整備についても、この対象に

なるという認識でよろしいですか。

【麻生学芸文化課企画監】 入っております。

【宮本委員】ありがとうございます。県指定の
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文化財、そして国指定の文化財、世界遺産も含

むということ。結構な量になっていまして、こ

れは文化財なので老朽化がかなり危惧されると

ころです。この指定文化財保存整備事業補助金

について、これは年々、各市町から恐らく上が

ってくる、もしくは個人から上がってくるもの

について県が精査をするということのスキーム

だと思いますが、確認したいのは、年々、この

補助金についての申請というのはどうなんでし

ょうか、増えているものなのか、年の推移が分

かれば教えていただければと思います。

【麻生学芸文化課企画監】市町からの申請によ

りまして、市町のヒアリング等を受けて、それ

を踏まえて決定する形になっております。

年の推移というのは、年によってばらばらで

すけど、数としては六十数件、大体あっている

ような感じになっております。

【宮本委員】ありがとうございました。確認を

させていただきました。

それと9ページになります。もう一つ確認い
たしますが、5番、重要文化財対馬宗家関係資
料保存・修理事業委託というのがあって、これ

は随意になっておるんですが、こういうものと

いうのは、なかなか難しいんだろうな、特殊な

修理を伴うもので、県内の企業では、こういう

ことをするところはないという認識でいいのか。

それとも、ずっとここに頼んでいるんですよと

いうことなんだろうと思いますが、これについ

て教えていただければと思います。

【麻生学芸文化課企画監】宗家文書の史料につ

きましては、非常に高度な技術が要ります。こ

れにつきましては文化財保護法に基づく「選定

保存技術の選定並びに保持者及び団体の認定の

基準に基づく」という、その基準に基づいた業

者さんでやるということになっておりまして、

これが一般社団法人の国宝修理装こう師連盟に

加盟している業者さんでないといけませんとい

うのがまず1点。
さらに、修理場所というのが、安全性、設備

性の面からも国立博物館の中で修理をしなさい

ということになっております。

そういうことに関しまして、九州では先ほど

申しました国宝修理装こう師連盟に加盟してい

るところが、ここに書いております宰匠という

業者しかありませんので、こことの随意契約に

なっております。

【宮本委員】詳細ありがとうございました。承

知いたしました。

以上です。

【千住委員長】 ほかにございませんか。

【吉村委員】今のところなんだけど、指定文化

財保存整備事業で平戸領地方八竒勝、平戸八景

というのがあるんだけど、ここら辺が見えたも

んだけんが、どういう中身なのかなと思って、

まずこの事業補助の中身について教えていただ

けんですか。

【麻生学芸文化課企画監】平戸八景の中の石橋

の部分がたしかあったと思います。その中の崩

落防止工事になっております。

【吉村委員】御橋観音寺だけんが石橋やね。あ

そこがだんだん崩れてきよるんかなと思うけど、

あそこはいろいろ問題があって、跡継ぎがおら

っさんだったもんだから、御橋観音寺が、手前

に久留米だったかな、なんかから来た何という

寺だったかな、そこが跡を継いどんじゃけど、

その境内地は江迎の寿福寺の持ち物なのよね。

だから、そこら辺で扱いづらくなっとっとやけ

ど、そこら辺についての、なんちゅうか、やり

づらさというのはないですか。

【麻生学芸文化課企画監】すみません。そこの
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ところ、まだ我々承知しておりませんので、ち

ょっと確認させていただきたいと思っておりま

す。

【吉村委員】それはどうでもいいといえば、ど

うでもよかかもしれんけど。ここにちょっと引

っかかったのは、平戸八景とあるのよ。これが

旧北松浦郡と佐世保市と、彼杵まであるのかな、

旧平戸藩の八景で。これが観光資源になるんじ

ゃないかと思って、この平戸八景をこの際、再

発掘というか、再発見をするような企画をやっ

たらどうかなと思うんだけど、いかがですかね。

【麻生学芸文化課企画監】委員のお話、大変貴

重なお話だと思っておりますので、そこら辺、

関係市にもお話をして相談してみたいと思って

おります。

【吉村委員】 よろしくお願いします。

【千住委員長】 ほかございませんか。

【冨岡委員】ありがとうございます。宮本委員

と同様に1,000万円以上の契約状況一覧表の中
で随意契約となっているものが5つございます。
2番、3番、5番、7番、8番ですね。これらのう
ち5番は先ほどご説明いただいたんですけれど
も、随意契約とすることの必要性、許容性みた

いなところ、簡単にそれぞれについてお話しい

ただけたらと思います。

【市瀬福利厚生室長】 2番のほうから説明をさ
せていただきます。

教職員元気回復健康維持増進事業というもの

は、地方公務員法の第42条に「地方公共団体は、
職員の保健、元気回復その他厚生に関する事項

について計画を樹立し、これを実施しなければ

ならない」とされておりまして、これに基づき

教職員の健康づくりを支援するものです。

中身としましては、一つ目が若年層の健診事

業、2つ目が学校や地域で実施するレクリエー

ションの活動に対する事業、3つ目が健康づく
りサポート事業として学校で企画した研修会に

対する講師派遣の交通費や謝金の経費の負担、

そのほか生涯生活設計に関するサポート事業と

いうことになっております。

随意契約としております理由は、契約相手方

の互助組合になりますが、互助組合が担ってい

る事務は、病院や講師などの支払いに関する事

務になりまして、教職員互助組合が教職員の福

利厚生を目的とした団体になりますので、その

事務費となる人件費が全くかからないというこ

とになっております。

以上の理由によりまして、経費が安価で実施

することができるため随意契約としております。

【山﨑教育環境整備課長】 3番に記載しており
ます五島高校におきます衛生看護科の実習委託

でございます。

五島高校に設置しております衛生看護科につ

きましては、准看護師の受験資格を得るために

は、一定の病院実習を終えることが必須となっ

ております。そのために島内で実習する施設と

いうことで、20名以上の生徒を同時に受け入れ
て実施することができる施設が五島中央病院し

かないということ。また、医療設備が充実して

いるということも、その理由の一つとして随意

契約で行っているという状況でございます。

【松山体育保健課長】 7番と8番が体育保健課
所管の随意契約になります。

まず、7番でございますけれども、長崎県競
技力向上対策事業委託でございます。これにつ

きましては本県の各種競技団体の競技力向上に

向けて業務の補助を行っているところでござい

ます。相手方としましては、長崎県競技力向上

対策本部ということで、官民一体で組織をして

いる団体がございます。本部長が中﨑教育長に
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なっておりますが、そういうことで相手方が特

定されるということで随意契約でございます。

それと、8番の国民体育大会の派遣費等支給
業務委託でございます。国体の監督また選手の

登録につきましては、長崎県スポーツ協会が担

っておりまして、相手方が特定されるというこ

とで随意契約で行っております。

【千住委員長】 ほかに質問はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【千住委員長】ほかに質問がないようですので、

次に「政府施策に関する提案要望の実施結果」

についてご質問はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【千住委員長】質問がないようですので、午前

中の審査はこれにとどめまして、午後1時30分
から再開いたします。

― 午前１１時３０分 休憩 ―

― 午後 １時２９分 再開 ―

【千住委員長】 委員会を再開いたします。

午前中に引き続き、教育委員会の審査を行いま

す。

議案外所管事務一般につきましての質疑を行

います。

ご質問はありませんか。

【湊委員】 最近、気候変動の影響で、6月にも
かかわらず気温30度以上の真夏日が何日も続
いたことがあったと思います。そういうところ

で県内の県立高校の保護者から、子どもが汗だ

くで帰宅してきたと。そして、エアコンがつい

ているのかどうかを尋ねたところ、エアコンは

ついてなかったというところで、県内の公立高

校の空調設備の使用基準についてお尋ねいたし

ます。よろしくお願いいたします。

【山﨑教育環境整備課長】県立高校の空調設備

の使用基準についてのお尋ねでございますが、

これまでの経緯を簡単に申し上げますと、平成

3年5月に空調設備の取扱基準というものを定
めておりまして、その基準の中で空調設備の稼

動期間を7月1日から9月15日までというふうに
しておりました。ただ、平成31年にこの基準の
一部を見直しまして、使用期間を原則として7
月1日から9月15日までということで、この「原
則として」という文言を追記することで気温の

上昇等による例外での使用を認めるというよう

なことをしておりました。

しかしながら、委員ご案内のとおり、近年の

猛暑が続く状況の中では熱中症等のリスクが非

常に高くなりますので、生徒の快適な学習環境、

あるいは安全性の確保、また、子どもたちだけ

ではなくて教職員も含めまして健康管理、安全

管理を最優先に考えていくべき事項だというふ

うに捉えております。

これまでも各学校に対しましては、気温や暑

さ指数等を参考にしながら弾力的な運用をお願

いしてきたところでございます。

また、国が定めます学校環境衛生基準が令和

4年4月に一部見直されまして、教室等の環境に
係る望ましい温度の基準が18度以上28度以下
というふうに示されております。このようなこ

とから、現在は空調の使用期間につきましては、

特に定めてはいないということで、各学校の状

況に応じて国が定める室温の基準、あるいは不

快指数、そういったものを参考にしながら、必

要に応じて柔軟かつ適切に空調を使用するよう、

生徒や教職員の健康管理、安全管理を図るよう

に各学校に周知をしているところでございます。

【湊委員】そうですね、臨機応変に県からもい

ろいろお伝えしていただけたらと思いますので、

どうぞよろしくお願いいたします。
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【千住委員長】 ほか、ございませんか。

【白川委員】一般質問でも離島留学について取

り上げさせていただきました。真摯なご答弁あ

りがとうございました。

その後も保護者の方々とのやり取りは継続し

て行わせていただいておりまして、昨日も懇親

会の後、オンラインで保護者の方に5名ほどお
集まりをいただいて、この委員会に備えて意見

集約をさせていただいておりました。

今日は、通告もさせていただいております5
点について質問をさせていただきたいと思いま

す。

まず、1つ目ですけれども、今日のご説明資
料の中にもありましたように、里親の受入れ要

件が必要ではないかというようなご意見も、こ

れからの離島留学検討委員会の方で出ていると

いうことでございました。

そこにおいて、里親について私なりに調べて

みましたが、児童福祉法における里親というの

は、調査があって、研修、審査、そして登録と

なり里親登録がされるそうです。そしてまた、

定期的にチェックといいますか、どういった状

況で運営されているかなどを行われるというこ

とでありました。

この離島留学の里親については、どのような

手順で登録するのが望ましいとお考えか、県の

見解をお示しください。

【田川高校教育課長】今お尋ねになりました里

親制度でございますけれども、児童福祉法に基

づく里親という名称と、それから、離島留学制

度でいいますところの里親、これは名称は同じ

でございますけれども、役割は違うんだろうと

いうふうに考えております。

児童福祉法では、実親がいない子どもたちを

預かったり、あるいは要保護児童生徒を預かっ

たりというようなことで、かなり高い看護が求

められるところだというふうに承知しておりま

す。

一方、離島留学制度における里親につきまし

ては、単なる食事を提供するだけではなく、話

し相手になったり、相談相手になったりという

ことで、温かく子どもたちを見守る必要がある

んだろうというふうに思っておりまして、児童

福祉法の里親と本制度の里親との違いはそうい

ったところにあろうかと思っております。

とはいえ、本制度におきましても、適格性が

求められるところでございますので、各実施校

におきまして基準や文言等は若干違うかと思い

ますけれども、概ね、この3点を明記している
ところでございます。

まず第1に、人物的に問題がないということ
でございます。2点目としまして、高校の教育
活動や制度に理解があるということでございま

す。3点目、学校及び関係者によって適任と認
められる。概ねこの3点を基準としまして認定
をしているような状況でございます。

【白川委員】ありがとうございます。現時点で

もこのような人物的にとか、高校の教育への理

解をされている点、そして、学校から審査とい

いますか、そういった基準を設けて適任とされ

ている方がなられているということでよろしか

ったでしょうか。

今後もこの要件についてしっかりと基準をま

た明確にしていただいて、里親という呼び方も、

受け取るほう、実際の里親さん的には、本当に

第二の父母のように接するようなレベルまでを

頑張ろうとしている方もおられれば、寮母さん

のような感覚で生活を見るというような形で接

しておられる方もいまして、そこに差があると

いう声は保護者の方からも聞いておりますので、
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そういった基準を明確にしていただくことを、

親御さんもそうですし、里親さんたちも、どこ

までしたらいいんだろうというところはやっぱ

りわからなくて迷われている方も多く、このよ

うな事案があった中で非常に不安な里親さんも

多いと思いますので、この検討委員会の中で、

そのあたりも明確にお決めいただいて周知をし

ていただければ、また、研修もできれば行って

いただきたいという声が非常に高まっておりま

すので、どうぞよろしくお願いいたします。

この里親という呼び方も、しま親さんとか、

ちょっと違うようなニュアンスでホームステイ

先というような認識で受け止められるような名

称にしていただければというふうにも思います。

次に2番目ですけれども、里親さんの下で生
活する子どもたちに様々な制限がかかっている

という声を聞きました。まず、シャワーの時間

が10分と制限されていたり、食事の時間を6時
からと決められ部活動を禁止されたり、別のお

宅ですけども、逆に部活動をしていないと、何

もしていないのだからと家事の手伝いを強要さ

れたりしている子どもがいます。

この子どもたちの人権が守られていると思わ

れますか、県の認識をお答えください。

【田川高校教育課長】 今お尋ねにありました、

まずシャワーの時間ですとか食事の時間といっ

たところでございますけれども、それぞれ里親

さんのところで受け入れている人数の違いもご

ざいますので、ある程度、そういったシャワー

ですとか食事ですとか、そういったところに時

間の制限がかかっているというような実態もあ

るようには聞いております。

また、部活動については、私たちのほうでは

部活動を制限するような声というのは、私たち

のところには届いてないところでございます。

また、家事の手伝いということにつきまして

は、親御さんとの話し合いの中で離島留学に出

していく中で、例えば自立心を育てたいとか、

協調性を身につけたいという思いで、話し合う

中で家事をさせているというような話は伺った

ことがあります。

ただ、いずれにせよ、それぞれ過度なストレ

スのかかるような制限、あるいは役割を与える

ことというのは、やはり認めにくいものだろう

というふうに思っています。

今後、そういった実態とか、把握できるよう

な組織的な体制も含めて、今後、制度の中で検

討してまいりたいというふうに思っております。

【白川委員】ありがとうございます。子どもの

権利というものがあると思います。そのように、

どの家庭の子どもも部活動をやりたいという子

たちには、しっかりとそういったことがかなえ

られる体制づくりというのも必要でしょうし、

シャワーの10分というのは受入れ人数による
ことがあると思いますので、そういった家庭に

無理がないようにというか、子どもたちも不満

が募らないようにというようなことも併せて受

入れ人数の制限ですとか、そういったルール決

めの時にもご参考にしていただければと思いま

す。

子どもたちは、そういった里親さんのところ

に預かっていただいていることを非常に感謝し

ている子どもたちの声が多くて、預かっていた

だいているのだから、あんまりわがままは言え

ないとか、不満があっても直接に言えないとい

うこともあったりとか、親に電話する時も布団

の中に隠れてこそこそ話しているというような

声も聞いたり、近隣の住宅に電話を借りに行っ

て電話をしたりして、里親さんには聞かれたく

ないようなこともあるというようなことを聞き
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ました。

それで、子どもたちを真ん中にしっかりと置

いて議論がなされるような検討委員会であって

ほしいというふうに思っておりますので、入学

時に留学生たちに対してオリエンテーションと

いう形で、例えば、こういうことはあっちゃい

けないんでしょうけども、こういう事案があっ

ただけに、SOSを出しやすい環境づくりという
のも子どもたち自身にもぜひ周知をしてもらい

たいと思います。

女性が、性犯罪とか性暴力というものが、自

分は認識していないけれども、そうだったのか

というふうに改めて啓発があった際に思うこと

だったり、デートＤＶの研修がなされていたり

するように、自分が気づかないようなこともあ

ると思うんですけど、周りから考えるとおかし

いよねとか、異様だよねということもあると思

うので、例えば、こういうことは嫌だと言って

いいんだよというか、SOSを出していいんだよ
というようなことを子どもたちにもしっかり教

える必要もあるんじゃないかというふうな意見

もありました。

今現在、入学時に留学生に対してオリエンテ

ーションなどは行われているんでしょうか、教

えてください。

【田川高校教育課長】オリエンテーションにつ

いてのお尋ねでございますけれども、まず、離

島留学につきまして、やはり一番大切なことは、

その地域や学校としっかりマッチするかどうか、

そのマッチングが一番大切なところではないか

なというふうに思っております。

この6月から離島留学説明会を県内あるいは
県外でも始めております。そういった中で離島

留学の各校のいい部分だけではなく、それぞれ

離島留学で来た部分の不自由な部分ですとか、

そういった部分もお伝えをしながら、夏の宿泊

体験にぜひ来てくださいというようなお声かけ

もさせていただいてます。

そういった中で、まちの様子を見たり、学校

の様子を見たり、あるいは里親さんのご自宅を

拝見させてもらったり、あるいは寮の中を見た

り、そういった環境も含めて見たり聞いたり、

肌で感じたりする中で、この学校が、あるいは

このまちが自分にとってふさわしいのかどうな

のかということを半年間かけて受検まで考えて

受検に臨むようにというような話はさせていた

だいているところでございます。

また、オリエンテーションということで、先

ほどデートＤＶの例というふうなことがありま

したけれども、そういったところは各学校によ

って若干違いがあろうかと思いますが、離島留

学生だけではなく、全ての高校生に対して3年
に1回は、そういうデートＤＶの研修も学校で
やるようにしておりますので、そういったもの

と組み合わせながら離島留学生が安心で安全な

生活が送れるような体制というのは、各校で努

めているところでございます。

【白川委員】デートＤＶの件は、あくまで例と

してだったので、その検証という意味ではなく

て、離島留学で里親宅に入った際に、こんなこ

とがあった場合は声を上げていいんだよという

ような研修という意味でした。すみません、失

礼しました。

3年間という学生生活を知らない土地で送る
子どもたちにとって非常に負担が、希望も大き

いですけれども、非常に心配ごとも多いことか

と思いますので、そういった入り口が非常に重

要だと思っておりますので、ぜひともご検討を

お願いしたいと思います。

そして、4番目ですけれども、先ほど、ご答
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弁の中にもありました、令和6年度の留学生募
集がもう始まっているということで、説明会が

6月17日に大村市で、6月18日に福岡市で行われ
たというふうにホームページに載っておりまし

た。その時の人数ですとか内容、または今回の

壱岐の事案について質問などがあったかについ

て教えてください。

【田川高校教育課長】今お尋ねがありました離

島留学生の募集に関する説明会でございます。

先ほどおっしゃられましたように、6月17日に
大村で、18日に福岡で実施しております。それ
から、6月25日にはオンラインで行っておりま
す。その3回の説明会で、参加者数、生徒19名、
保護者が27名の参加がございました。
内容につきましては、県教育委員会から離島

留学制度についての全体的な説明、それから、

5校の担当者から、それぞれの各校の特徴の説
明、その後は各ブースに分かれて個別の相談と

いう形で実施しております。

また、お尋ねのありました壱岐の事案につい

ての説明は、いずれの会場においても質問はな

かったというふうに伺っておるところでござい

ます。

壱岐に関しては、3会場で合計5組のご相談が
あったということです。

【白川委員】ありがとうございます。質問がな

かったからよかったというわけではないんです

けれども、今後も説明会の予定されていると思

いますので、もしそういったご質問があった際

は丁寧なご説明と、皆さんの不安を払拭してい

ただくような取組をぜひともよろしくお願いい

たします。

最後になりますけれども、5番目は卒業生と
退学者の声を聞いた方がいいんじゃないかとい

う声がたくさんありました。こういった改善を

していく時には、そこで残念ながらリタイヤし

てしまったというか、そういった方たちの中に

いろんな不安だったり、不満だったりというと

ころがあると思います。それを払拭してこそ、

新しい離島留学制度になるのではないかという

ふうに思っておりまして、事前に昨日も会の中

でお尋ねしたところ、壱岐のほうは卒業生、退

学者の方のアンケートがあるというふうにお伺

いをしました。

これはお願いになるんですけれども、この開

示を求めますが、お願いできますでしょうか。

【田川高校教育課長】このアンケートにつきま

しては、離島留学を経験した保護者に郵送で調

査を行いました。実際、今現在、在学している

生徒ですとか、あるいはその保護者、教職員に

ついては、回答がすぐ出てきたので、第1回の
壱岐の部会の中で紹介させていただきました。

この卒業生に対しましては、郵送で回収、そ

れから集計に時間がかかりましたもので、第2
回の壱岐の部会は非公開でさせていただいた、

その中でご紹介させていただきました。

ただ、このアンケートにつきましても、元来、

非公開にするものではございませんので、第3
回の壱岐の部会で公開した後、本課のホームペ

ージで公開したいと思っております。

ちなみに、過去10年間遡りまして116名の卒
業生に郵送しまして41名から回答がございま
した。当時の高校を振り返って満足度を聞いて

おりますけれども、「大変満足」、「ある程度

満足」を合わせまして70％の回答ということで
ございました。

しかし、中にはやはり振り返ってこういった

ところを改善してほしいというような部分も、

厳しいご指摘もいただいております。そういっ

た自由記述の内容も閲覧できるようにしていく
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予定にしておりますので、そちらのほうをご覧

いただけたらと思っております。

【白川委員】 ありがとうございます。では、壱

岐部会の2回、3回目の後には私も手元にいただ
けるというような理解でよろしいでしょうか。

ありがとうございます。

5つの質問をさせていただきましたけれども、
これからの離島留学検討委員会の2回目にぜひ
傍聴させていただきたいということでしたけれ

ども、今回、クローズということでお知らせを

いただきました。これは参加者の皆さんが、固

有名詞を含め、意見をしっかりと出していただ

けるようにという考えの下ということは、私も

理解をしたところでありますので、ぜひとも委

員の皆様が本当に闊達なご意見をいただいて、

この委員会の意義がしっかりと全うできるよう

な、そしてまた、この委員会が3回目ですか、3
回目は公開でしていただけるということですの

で、そこで出てくる意見を私も受け止めて今後

の議会でもしっかりと後追いをさせていただき

たいというふうに思っておりますので、今後と

もにどうぞよろしくお願いいたします。

ありがとうございました。

【千住委員長】 ほかにございませんか。

【宮本委員】それでは、議案外について質問い

たします。

長崎県の公立学校教員採用選考試験について

お尋ねいたします。

教育長の説明資料で申しますならば3ページ
になりますけれども、選考試験について説明が

あります。いろんな状況を鑑みて、より質の高

い人材の確保を目指していくということで、い

ろんな特色ある制度を選考試験に盛り込んでい

くというような説明があっております。その中

において、より幅広い方々の採用を行っていく

ということ。506名ということで令和6年度の教
員採用試験の予定者数が載っております。

これは、以前、私が委員会の折、質問したこ

とについて確認をさせていただければと思いま

す。臨時採用の先生方に対する採用試験につい

てであります。

臨時的任用教職員ということが正式名称にな

っているようですが、臨時採用の教職員の方々

について、もっと試験の免除ができないかとい

うことをこの委員会でも質疑をさせていただき

ました。

その際、長崎県においては、各学校から提出

のある調書などを基に3年以上の臨時の経験が
あり、優秀と認められている方については、一

次試験の一部が免除、そして、教職一般教養試

験を免除しているという答弁があっていて、私

が確認したかったのは、一次試験の一部を免除

ではなくて、全てを免除することはできません

かということを質問させていただいたところで

あります。

これに対して、その当時、令和4年9月の議会
になりますが、人事評価制度というものが学校

で始まっていると。この評価で任用等の人事管

理の基礎として活用することになっているので、

臨時的任用教職員の一次試験全ての免除につき

ましても、この評価を勤務実態を実証するもの

として活用できないか検討していくという答弁

をいただいていたところなんです。

今回、これが今どうなっているのかというこ

とを確認させてください。

【植松高校教育課人事管理監】委員の昨年度の

ご質問に関してですけれども、委員もご承知の

とおり、地方公務員法によりますと、臨時的任

用は、正式任用に際して、いかなる優先権も与

えるものではないとあります。現状では一次試
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験の教職、一般教養試験の免除を決定する際に、

調書、課題論文などから多面的に評価をするこ

とで公正・公平を担保しております。

委員お尋ねの臨時的任用の教員には、県立高

校には常勤講師と非常勤講師がおります。現行

の人事評価の対象につきましては、1年間、同
一校で勤務した常勤講師が対象となり、1年に
満たない非常勤講師は人事評価の対象となって

おりません。

そこで、昨年、ご質問がありました後、勤務

実績を活用した専門試験の免除について検討し

たところですけれども、試験の公平性が担保さ

れないということが懸念されたことから、本年

度の試験におきましては導入をいたしておりま

せん。

しかし、本県では、前年度の採用選考試験で

成績優秀であった者には次年度の一次免除をす

るという制度もございます。臨時的任用教員に

ついては、二次試験の模擬授業や面接において、

その経験が十分に生かされていると思われます。

さらに、新規採用となりましたら、教科指導

のみならず、校務分掌業務や部活動指導など、

新卒者が経験していない業務についての経験が

十分に活かされておりますので、臨時的任用教

員としての経験を評価することについて引き続

き検討してまいりたいと思っております。

【宮本委員】ありがとうございます。先ほどお

っしゃられたとおり、地公法の第22条には、「臨
時的任用は、正式採用に際し、いかなる優先権

をも与えるものではない」という条文について

も確認したところでありました。

先ほどの答弁で、再度、今年度はということ

がありました。また検討していただければとい

うふうに私は考えておりますが、臨時的任用教

職員の方々は、ちょっと相談いただいたところ

によると、何度も何度もチャレンジしているけ

れども、なかなか合格できないというところ。

しかしながら、教職員として仕事をしていきた

い、生徒に携わる仕事をしていきたいという思

いというのは、私としてみれば、非常に強いも

のがあるというふうに考えております。

よって、現状で先生の働き方改革、そして、

教員の働き方改革もしかり、ブラックという職

業から鑑みて、教員を志望する方々が減るとい

う現状の中で、そういった意欲ある先生につい

て臨時的任用教職員の方々については、よりハ

ードルを低くするという言い方はあれですけれ

ども、今までの経験を踏まえて採用については、

もうちょっと免除をする制度があってもいいの

ではないかということで質問させていただいた

ところであります。

よって、再度検討していただいて、次年度以

降、非常に意欲ある臨時的任用教職員の先生方

については、そういった幅を広げていく取組も

していっていただきたいというふうに考えてお

りますので、検討を引き続きしていただければ

と思います。

それと、教職員の体罰についてお尋ねいたし

ます。

体罰がなかなか減らないということ、そこに

も書いてありますとおり、調査結果が出ており

ます。昨日は学事振興課の審査でも私立高校に

おける体罰についても報告があったところです。

令和4年4月から教職員の懲戒処分基準の一部
を改定したということ。そしてまた、本年の4
月からは体罰不適切な指導の再発防止のための

指導力向上研修実施要綱を一部見直したという

取組もしていらっしゃいます。

これがどんな形で今後表れてくるんだろうと

思いますが、こういった懲戒処分の基準の一部
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を改正することや、実施要綱の一部を改正する

ということ、これはどういったことなのか、も

う少し詳しく教えていただければと思います。

【植松高校教育課人事管理監】委員お尋ねの昨

年度からの変更についてでございますが、まず、

指導力向上研修につきましては、これまで校長

面談を3回以上、それとレポートを3回以上提出
を求めておりました。さらに、アンガーマネジ

メント研修ということで、体罰や暴言、行き過

ぎた指導がいかに許されない行為であるかを再

確認し、体罰等によらない指導力の向上を図っ

てまいりました。令和4年まで196名が受講して
おります。

その中でも、さらに体罰の事案が減らない、

さらに、再度体罰を行う教員がおりましたので、

令和5年から指導力向上研修の改正を行ってお
ります。

主な内容は、個に応じた研修ということで、

まず、原因を分析し、それを振り返らせるとい

うこと。そして、今度は学校全体で意識を高め

るという2つの柱を設けております。
具体的には、事案が発生した時に、まずその

原因の自己分析をさせます。そして、研修計画

を策定させます。その後、校長面談を通じまし

て、面談の中で行動目標を設定させ、そして、

日頃の管理職員による授業観察や面談等でその

確認をしてまいります。

さらに、個に応じた研修ということで、それ

を義務化しております。人権教育、特別支援の

教育、それから教育相談など、それぞれの先生

に求められるものを研修してもらうという形に

しております。

さらに、校内研修などを充実させて、その学

校としての所属としての取組ということもやっ

ていただく。そして、最後に該当職員の変容を

検証していただいて、必要があれば指導主事等

を派遣しまして、さらに指導支援を行っていく。

さらに必要があれば研修期間も、これまでは1
年と限っておりましたが、それを1年以上に延
長することがあるということで改正しておりま

す。

さらに、厳罰化につきましては、これまでは

校長による指導というのがあったわけですけれ

ども、軽微なものにつきましても県教委での指

導ということで入っております。

そして、先ほど言いました指導力向上研修を

一度受けた上で、さらに体罰を行った教員につ

いては、原則、懲戒処分となっております。

【宮本委員】ありがとうございました。やはり

先生は大変だなと改めて。働き方改革と言って

いる割には、さらに増やしているような気もし

ないでもないですが、そこまでしないとやっぱ

りいけないんだろうなとちょっと考えたところ

です。

そもそも面接の時に、そういった体質という

か、先生になる方々については、そういったこ

とはないだろうということで採用されているん

でしょうけど、やはりここまでしないといけな

いような状態なんだなということを改めて確認

させていただいたところです。

今後、そういったことをやって、どれだけこ

れが減っていくかということになりましょうけ

ど、教育長、体罰についていろいろ、たしかメ

ッセージを送られたりされていらっしゃると思

いますし、学校訪問もされていらっしゃると思

います。先ほどもあったとおり、個に応じた指

導をしていくということも確認させていただき

ました。

今後、環境づくりは大事ではありますし、意

識改革も大事であると考えておりますが、教育
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長として今後体罰を起こさないためにどういっ

たことを具体的にされていくのか、教育長自身

としてのお考えをお聞かせください。

【中﨑教育長】私が昨年、教育長になった時に、

前年度は体罰を含む不祥事が続発したというこ

ともございまして、そこは非常に重く受け止め

たところでございます。

先ほど話しましたように、体罰、あるいは性

暴力に対して厳罰化というような要綱も改正し

たところでございます。併せて昨年の9月です
ね、今まで文書で教育長のメッセージを出して

おりましたけれども、動画という形で、そして、

これは学校の先生だけじゃなくて、保護者の皆

さんも含めて体罰、あるいは不祥事防止に向け

たメッセージを出したところでございます。た

だ、残念ながら、昨年度も一定、そういった体

罰を含む不祥事というのは発生したところでご

ざいます。

それで私が思っておりますのは、そういった

研修も含めて、そこはしっかりやろうと思って

いるんですけれども、今、体罰等が起きた時に

処分検討委員会ということで、教育委員会の幹

部職員が集まって懲戒処分をどういった形でし

ようかということを議論する場があります。起

こったことに対して過去の事例に合わせて、こ

れは停職何か月だとかと決めるんですけれども、

それは大事なんですけれども、それと併せて不

祥事が起こった時に、じゃ、なぜこの不祥事が

起こったのか、その先生を取り巻く環境はどう

だったのか、そしてまた拳を振り上げる中にど

ういった背景があったのか、そういったところ

もしっかり掘り下げる必要があるんじゃないか

と思っております。

そういった事象の中の過去の経過を我々もし

っかり検証することが、また再発防止につなが

るのではないかと思っております。そういった

案件の中で我々として把握したことを、また学

校関係者にもお伝えしたいと思っているところ

でございます。

【宮本委員】教育長、ありがとうございました。

引き続き、体罰ゼロに向けた取組を推進してい

ただきたいと要望させていただきます。

最後に1点だけ、夜間中学についてお尋ねい
たします。

これ、私は当選以来ずっと取り組んできてい

るところですが、夜間中学について現状どのよ

うになっているのか、お尋ねいたします。

【田川高校教育課長】夜間中学のお尋ねでござ

いますけれども、先日、5月29日に県・市町教
育委員会合同研修会というのがございまして、

そこに参加されたのが各市町の教育長及び中﨑

教育長が参加いたしました。その中で中﨑教育

長から、夜間中学の設置について県の考え方を

お伝えしたところでございます。

具体的には、不登校の児童生徒数が増加して

いることを踏まえまして、昨年、令和4年6月に
文部科学省が夜間中学と不登校特例校との連携

の可能性を示す方針を示したところでございま

す。

全国的にも、そのような不登校特例校と夜間

中学を抱き合わせた形の設置校が最近増えてき

ているということもございます。そういった

様々な形の学びの保障という観点から、改めて

市町での不登校特例校を含めた夜間中学校の設

置の方針ということで、県から各市町の教育長

にお願いをしたところでございます。

県としても何らかの反応があるのではないか

なと期待をしているところでございます。そう

した場合、要望がございましたら県としてしっ

かり丁寧な調査を行ったり、あるいは市町に対
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してしっかりとした支援をやっていきたいとい

うふうに考えております。

【宮本委員】ありがとうございました。夜間中

学と不登校特例校との一体化というのは、私も

質問させていただいたところで、それはやはり

推進していくべきだと私も考えておりますので、

県教委としても推進していただきたいと思いま

す。

ちなみに、その会議の後で、どこか、21市町
から声が上がったようなところは現在あります

か、それも併せて確認させてください。

【田川高校教育課長】まだ正式に回答はいただ

いておりませんけれども、やはり不登校特例校、

今申し上げましたように不登校の数が増加して

きてますので、不登校特例校と抱き合わせたと

いうところで興味をお持ちの市町もあられると

いうところで少し耳にしているところでござい

ます。

【宮本委員】ありがとうございます。夜間中学

については、また本会議等でも取り上げさせて

いただいて、引き続き議論させてください。

以上です。

【浅田委員】幾つか質問させていただきたいと

思います。

まず、離島留学制度について私もお伺いをし

たいと思います。

今回の壱岐の事案は、本当に痛ましく、残念

な事案だったということは、私も本当に思うと

ころであります。しかし、一方で、離島留学制

度というのは長崎県にとって20年前から始ま
って、いろんな学びの在り方、いろんな学問の

仕方ということもある一方で、これから未来を

担う若い人たちに背負っていただくということ

で、様々な、韓国語だったり、スポーツコース

だったり、いろんなことを設けてこれまでやっ

てきたと思うんですね。

今、検討委員会の話を聞くと、どうしても事

件に基づいての反省点、もちろん分析とかいろ

んなことをしていかなければいけないと思うん

ですけれども、一方で、もっと違った未来型の

検討というのは、ここでは全くなされないもの

なんですか。今回の壱岐のことに関しての反省

点とかをまずはという解釈なんでしょうか。そ

れとも20年たった現状、時代に合わせたものと
して、もっともっと未来型を含めての検討とか

もここでは含まれるんでしょうか、そこをまず

教えてください。

【田川高校教育課長】離島留学のご質問をいた

だきまして、ありがとうございます。

この離島留学につきましては、今、委員おっ

しゃられましたとおり、もう20年を超えて、そ
れぞれ外国語ですとか、あるいは歴史ですとか、

スポーツですとか、それぞれ様々な特徴を設け

た各学校で、その学びを通した生徒たちが海外

の大学へ進学したり、あるいは国内の企業に就

職をしたりという形で、一定成果を上げている

部分がございます。

ただし、今回の検討委員会の中でもご指摘が

ありましたけれども、こちらからも数字として

提示させていただきましたが、これまで23％の
生徒たちが入学しつつも、転・退学をしている

という状況がございます。

まずは、この課題としっかり向き合って、そ

して、どのようにすれば、より魅力ある制度に

していくことができるのかというところから、

まずは整理をするべきだろうというような考え

がスタートの地点にございます。

具体的には、里親さんに過度な負担がいって

いる部分もございます。また、教職員に過度な

負担がいっている部分もございます。そういっ
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た中で、この制度が持続可能な制度として、そ

して、行く行くはその子どもたちが島を出た後、

また、あの島に戻ってみたいと思えるような、

そういう制度の充実にしていきたいと、今現在、

そういうところで検討しているところでござい

ます。

【浅田委員】 今､23％の方々が途中でやめられ
たりということがございました。前、資料を見

た時に、この23％の方も、そもそも中学校時代
に不登校だった方とか、もっともっとケアが必

要な生徒さんが多かったというふうにも伺って

おります。ともすれば、まず学校に向かうとい

う最初の段階から非常に難しい、ハードルが高

いような状況の中で離島留学を選んでいるとい

う生徒さん。一方で、そうではなくて普通に受

けたい授業とか、科目、学科があるから大学の

ように選んで来る生徒さん、様々だと思います。

そこをもう少し打ち出し方というのをやって

いかないと、なんかマイナス面だけが今非常に

取り上げられているような気がするんですね。

しま親さんと呼ばれている地域も他県ではある

みたいですけども、そのしま親さんにとっても、

いろんな子どもたちを育てたいという夢を持っ

て受け入れてくださっている方々もいらっしゃ

る。だけど、どんどん、どんどん要求だけが増

えてしまえば、その方たちがもっともっと減っ

てしまいますし、もちろん子どもの人権は守ら

なければならないと思いますが、ある意味、し

ま親さんにもやはり人権なりがあるわけで、そ

れは多分、しま親さんだけではなく、普通の親

子の問題の中でもルールってあるわけじゃない

ですか。 門限があったり、してはいけないこ

と、やらせてはいけないこと。それはやっぱり

さっき白川委員がおっしゃった最初のオリエン

テーションで、どこまでそれをきちっとマッチ

ングできるかというような問題にもつながって

くると思います。20年やって23％がやめる、そ
この中の在り方の分析の仕方、表現の仕方、発

信の仕方によって、これまで長崎県が20年間、
一生懸命やってきたこの制度ということ自体が

どうなのかと思わせるものなのか、1,000人以上
の本当にここで学んでよかったと思っている生

徒さんもいるわけですから、そちら側を打ち出

すこととか、または学科自体を見直して、もっ

と違った生徒さんとか、魅力あふれるところ、

学科自体からの見直しとか、もっともっとやり

方があるような気が私はしてるんですけれども、

そのあたりはいかがでしょうか。

【田川高校教育課長】 やはり実態としまして、

離島留学で来るご家族といったらいいんでしょ

うか、やはり環境を変えたいということで、そ

の学校での特色ある学びが優先されるのではな

く、環境を変えたいということで、そちらの方

が優先となって学校に来ているというケースも

見られるような現状でございます。そういった

ケースの場合は、やはり学校の中で卒業までた

どりついていくことが難しいような状況もござ

います。

ですので、現在、我々が議論しておりますの

は、入学段階でのアセスメントをしっかりやっ

ていくといったところが重要なんだろうという

ふうに思っています。つまり里親さんに預けて

本当に大丈夫な状態なのかどうなのか。そして

また、実親さんがしっかりと協力していただけ

るのかどうなのか。そういったところも見極め

ながらしっかり受け入れるような組織的な受入

れ体制というものを構築していくことが必要な

んだろうというふうに思っております。

そういった中で離島留学制度をさらに魅力的

なものにするという次のステップの中で、どう
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いった魅力ある学びにしていくのか、あるいは

現在5校ある離島留学校を6校、7校にしていく
のか、そういったことも議論が必要だと思いま

す。

現状を踏まえまして、親と一緒に親子留学と

いう形で島に来ていただくということもＵＩタ

ーン施策と絡めて、そういったことも関係市町

と今後協議していきたいというふうに考えてお

ります。

【浅田委員】 今ちょうど20年たって過渡期に
もあり、そして、今ご答弁いただいたように、

最初のアセスメントのところをしっかりやって

いく、オリエンテーションをやっていく、それ

ぞれのマッチングの仕方がどうあるべきか。も

ちろん、しま親さんがいて、生徒さんがいて、

学校があって、先生がいて、そして実親さん、

いろんな方々の協力がないと、なかなかやっぱ

り難しい部分があると思うんですね。5校、6校、
7校というのは、多分これは島留学制度だけじ
ゃなくて、教育の在り方、選ばれ方というよう

なところにも帰するわけですから、そのあたり

を長崎県としてどうあるべきかというところを

ひとつ構築していただく必要性と、一つ、全国

の中に先ほど親子留学、私の友人もしてたんで

すけれども、島にですね、そういう形とか、何

十校か、多分70校以上、離島留学制度を取り入
れているいろんな市町があろうかと思うんです

が、こういうところでの協議会とか成功事例と

かを共有したりとか、そのようなものってある

んでしょうか。

【田川高校教育課長】今、全国に地方留学とい

う形で展開しています「地域教育魅力化プラッ

トホーム」という組織がございます。実は、数

年前は長崎県もその組織の中に入って一緒に広

報活動をさせていただいていたというような実

情もございます。ただ、長崎県の場合は、広報

活動も割としっかりできていて、生徒の確保も

できていたものですので、そこからは一旦、今

現在切り離して離島留学の広報などをやってい

るところです。

実は、離島留学制度とは切り離して、現在、

高校の魅力化事業ということで、高校・地域連

携イキイキ活性化事業というのを今年度からス

タートしております。その中でプラットホーム

の方に統括アドバイザーという形で来ていただ

いて、離島ですとか半島部の学校の魅力化とい

うことで、いわゆる離島留学制度ということの

みにかかわらず、高校の魅力化ということでア

ドバイスをいただくというような予定にしてお

ります。

【浅田委員】今は、そういったところから抜け

て独自でしっかりとやっていこうということ、

理解できました。

やはりどうしても離島留学、長崎の島を抱え

ている地域として本当に長崎の魅力を発信でき

るものだと思います。今回、残念な事案があり

ましたけれども、ここをまた分岐点として、ど

のように構成していくのか、どういうふうな状

況でやっているのかという決意的なところが次

長なり教育長なりおありでしたらお聞かせいた

だければと思います。

【中﨑教育長】離島留学に対して大変心強いメ

ッセージをいただいたと思っております。

私も今回、この案件がありまして、やはり子

どもたちに対するしっかりしたフォロー体制と

いうような厳しいご意見もいただきましたけれ

ども、一方、全国に先駆けて20年間やってきた
島の特色ある学びの中で、いろんな子どもたち

が、また新たな旅立ちをしたというような評価

する意見もたくさんいただいたところでござい
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ます。

今回の事案はしっかり受け止めまして、離島

留学を選択した子どもたちどうしっかり育んで

いくことができるか、あるいはこの制度が永続

的なものになるかというようなことを「これか

らの離島検討委員会」の中でもしっかり議論し

ていきたいと思っています。

先ほど、未来志向でというような話はなかっ

たのかということなんですけれども、さっき課

長も答弁しましたけれども、今、子どもを限定

とした留学になっていますけれども、これを親

子留学という形ができないかということを検討

しております。これは、まさに今、それぞれの

島がＵＩターンということで、住まい、それか

ら仕事、それから環境ということで移住施策を

展開しておりますけど、ここに学びを入れるこ

とによって、さっきしま親という言葉もござい

ましたけれども、例えば、離島留学の島育です

ね、島全体で子どもを育てながら、県外から多

くの子どもたちを呼び込めると、そういうふう

なイメージで、また新たな離島留学が描けるん

じゃないかというようなご意見も聞いておりま

す。

ですから、今の課題をしっかり検証するとと

もに、これがまた未来志向な制度になるような、

出口につながるような方策にしっかりと取り組

んでまいりたいと思っております。

【浅田委員】ありがとうございます。そういう

決意的なことをお伺いできて私たちも安心です

し、今回の事例は本当に残念なこととして受け

止めながら、やっぱり未来型に転換していって、

長崎をもっともっと子どもたちを育みやすい地

域になることを我々もともどもやっていきたい

ですし、そうやってしま親さんですとか教職員

の方々、やはり難しい状況の中で選んで来てい

る人たちを支える側の、大人側のことも我々は

しっかりとフォローをしていかなければいけな

いんじゃないかなというふうにも感じましたの

で、またどうぞよろしくお願いします。

もう1点お伺いをさせていだたきます。
これは昨日、学事振興課の私立高校の方でもお

尋ねをさせていただいたんですが、今、長崎県

内で文化力の育成に努めましょうということで、

文化活動推進校というのが何十校かあって、そ

こを一生懸命頑張ろうという形をやられている

ということでした。そのあたりのことを公立高

校においてどういう状況かというのを教えてい

ただけますでしょうか。

【岩尾学芸文化課長】お尋ねのありました高等

学校の文化活動推進校でございますけれども、

令和5年度は18校22クラブとなっております。
【浅田委員】それはここに題目に書いてあるの

でわかるんですけれども、そこの中にいろいろ

あろうかと思うんですね。部活動がマーチング

だったりとかということだと思いますので、そ

れを受けた上で、じゃ、こっちからまた質問さ

せていただきたいと思うんですが、文化力を上

げるという中で、昨日の私学の方でもお願いを

させていただきましたし、前に一般質問でも取

り上げさせていただいたんですけれども、文化

力を上げたり、総文祭とかにも参加できない文

化部というのがございます。これは茶道とか華

道とか流派が幾つかにまたがっているものが高

文祭の専門部会というところに入れなくて、な

かなかしっかりとした部活動として参加できな

いことがずっと続いております。

これは外部の講師の先生が主体となって指導

している部活動に多いんですけれども、それで

あっても、今度、国民文化祭もありますので、

しっかりと日本の伝統や文化を継承している部
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活動の人たちを、そういうところに出すために

も教育庁の方でしっかりとここをまとめていた

だきたいということを過去に質問させていただ

いておりますので、現状がどうなっているか、

そこを教えていただけますか。

【岩尾学芸文化課長】お尋ねのありました茶道

部であるとか華道部であるとか、そういった伝

統文化の部活の活躍の場の提供ということで先

日からお話があっているというふうに思ってお

ります。

私どもといたしましても、そういった伝統文

化の継承という意味でも、高校の生徒のそうい

った活動というのは大変重要なことと考えてお

りますので、昨年度末、華道部、茶道部の部員

数であるとか、指導者の方であるとか、活動の

状況であるとか、そういったものを調査させて

いただいた上で、少しお話等も聞きながら、毎

年実施されておりますハイスクール茶会を主催

されている方々のお話も聞きながら、そういっ

た中で茶道部とか華道部とか、そういったとこ

ろでの活躍の場が少し少ないというふうに認識

しておりますので、今年度、そういった生徒さ

んたちが活動の場を披露することの楽しさとか、

生徒間で交流することの重要性であるとか、そ

ういったことをまず認識していただきたいと考

えております。

今年、諫早市で開催されます県の高等学校の

総合文化祭で発表の場を設けるというふうな方

向性で高文連とも協力しながら準備を進めてい

るところでございます。

【浅田委員】今お話に出ましたハイスクール茶

会、これは非常にすばらしい、長崎国際大学の

安部先生がいろんな流派を超えてお茶会をして

いただいて、こういう場所があるからこそ継続

できている部活動というのがやっぱりあるんで

すね。でもやっぱりどうしても発表しづらくて、

前回の総文祭の時にもお手伝い程度に呈茶をさ

せていただくというようなことはあったんです

けれども、それ以外ではなかなかやっぱりやり

づらいと。しっかりと継承するためにも、そこ

を結んでいただかないと、高文祭の中の専門部

会というのをちゃんとつくっていただきたいと

いうことを私は何年もお願いをしているわけで

すね。

それが学校の先生間の中で難しいのであれば、

最近、部活動を地域にということで、いろいろ

スポーツとかもやってますよね。それと一緒で、

きちっとした流派の先生方なので、そういった

た先生方にお願いをすることによって、そうい

う団体をつくっていくとか、もっと進めていた

だかないと、もう何年も既にかかっているよう

な状況なんです。

高文祭を諫早でやられる時に発表の場をとい

うことで今おっしゃっていただきましたけれど

も、それが実態として、どこまで、どうやって

いくのかとか、それがなかなか専門部会がない

と見えづらい、先生たちの横軸がつながりづら

いというふうに思っているんですが、そのあた

りはいかがでしょうか。

【岩尾学芸文化課長】今、委員からおっしゃっ

ていただいたように、現在では華道部であった

り、茶道部であったり、そういった県につなが

る組織というのがございませんので、顧問の

方々の横のつながりというのがあまりないとい

うふうな形で私どもも認識しております。総合

文化祭であったりとか、そういった機会で顧問

の方々であるとか、生徒間であるとか、そうい

ったつながりをつなぎ合わせながら専門部の設

置に結びつけられたらと思っております。

【浅田委員】それが国民文化祭までにしっかり
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できていくのか、時系列がすごくかかっている

ことで、その間に部活動が減っていったりとか

してるんですね。ただでさえ華道とか茶道とか

は非常に発信する場所とかがない部活になりま

す。やっぱり生徒さんのモチベーションを上げ

ながら継続させていくという必要性が本当に重

要だと思いますので、ぜひ、顧問の先生方が代

わるわけです。指導者は何十年も同じ先生方が、

その学校で指導しているんですけれども、まし

て顧問の方たちはお免状を持たない方々がほと

んどなものですから、きちっとわかっていらっ

しゃる方を入れた上でどうなのかというところ

を一歩二歩進めていただければと思います。

今年度、多分3月ぐらいに1回、所管している
高校に皆さんが行ってくださったということの

お話も聞いているんですが、行って、はい、ち

ゃんと部活動ができてますよというようなお答

えだったと。そういうことを望んでいるのでは

なくて、そこから先の在り方というものを私は

ずっとお願いをさせていただいておりますので、

ここは引き続きまた聞かせていただくと思いま

すので、ぜひとも、一般質問の時は教育長は「頑

張ります」と言っていただいたものですから、

ここはしっかりと進めていただきたいと思って

おります。また、聞かなきゃいけなくなるもの

ですから、ぜひともお願いしたいと思います。

【中﨑教育長】本会議でも答弁いたしましたし、

私も、この高等学校文化連盟が北高でございま

して、北高の校長先生にもちょっとお話をさせ

ていただきました。

今、課長が答弁したように、本当は専門部会

ができればいいんですけど、いろんな学校に働

きかけて、まだそこまでいってないというのが

現状です。

ですから、まずはそれぞれの各学校の子ども

たちに、いわゆる外で披露する楽しみ、あるい

は流派を超えて学校間で交流するような楽しみ、

そういった茶道、華道が持つような幅広い楽し

みを知っていただくような機会をとろうと今し

ております。しっかり段階を踏んでやっていこ

うと思っています。

今、ご指摘がありました国民文化祭が令和7
年でございます。これは県内外から多くの方も

お見えになる最大の文化イベントでございます

ので、華道、茶道といえば、長崎が持つ和のイ

ベントというようなことにもお力を借りたいよ

うな気持ちもございますので、国民文化祭が開

催される前に、少しこういった高校間の連携、

あるいは部活動の推進みたいなところはしっか

り取り組んでまいりたいと思っております。

【浅田委員】ありがとうございました。しっか

りご答弁いただきましたので期待をさせていた

だければと思います。

【千住委員長】 ほか、質問はありませんか。

【堀江委員】まず、夜間中学について質問した

いと思います。これは5月8日の概要説明資料の
27ページですが、SideBooksで発信したいと思
います。

この中で予算としては夜間中学設置調査研究

ということで、私が申し上げるまでもなく、義

務教育の段階における教育を十分に受けていな

い方に対し、年齢や国籍を問わず、教育の機会

を確保するための中学校夜間学級設置に向けた

調査研究を実施するということで、先ほど宮本

委員とのやり取りの中で現状はどうなっている

のかということでは、5月29日に合同研修会を
開きましたということで、その中で県の考え方

を示しましたということですけれども、これま

での研修会等の中では、県の考え方を示したの

は今回が初めてですか。それともこれまでに夜
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間中学に対する県の考え方を示したことがある

のか、まず教えてください。

【田川高校教育課長】これまで夜間中学につき

ましては、設置の時期でありますとか、あるい

は設置主体につきまして協議会を開いて検討を

してまいりました。協議会の中では、設置主体

については回答が得られなかったということで、

これまで関係の市町に対して設置の意向がある

かどうかということを文書で聞いたということ

がございます。

そういったところで、その文書については回

答が得られなかったということでございました

ので、設置主体がどこでいくのかというような

ことで、設置の方向性、方針ということが宙に

浮いた状態でございました。今回、先ほどの5
月28日の会で県としての考え方をお伝えした
という形になります。

【堀江委員】これまでアンケートも取ったとい

うふうに私は認識しているんですが、そうしま

すと、長崎県としては夜間中学を設置する立場

に立っているという認識でいいですか。

【田川高校教育課長】 長崎県として、県か、も

しくは関係の市町のどちらかが設置をするとい

う形でこれまで協議をしてきたという実態でご

ざいます。

【堀江委員】 そうしますと、今の段階、どこが

設置をするかは別としても、長崎県が設置する、

あるいは市町が設置するということで、設置を

するという方向に立っているということで調査

研究は進んでいるというふうに理解していいで

すか。

【田川高校教育課長】そのとおりでございます。

【堀江委員】 そうしますと、今の段階では、県

が設置するのか、市町が設置するのかわからな

いけれども、長崎県で設置をしたい。私の認識

が間違いなければ、九州では唯一、公立夜間中

学としては福岡きぼう中学校ですか、福岡市に

設置をされているというふうに理解しておりま

す。

そうしますと、予算としては調査研究という

形になるんですけど、コロナ禍でやりたい研究

もできなかったというふうにも認識しているん

ですが、これは調査研究というのはいつまで続

くのか。設置をしたいという立場に立っている

としたら、例えば、いつまでに、ここまでする

とかいう、いわゆる今後のスケジュール的なも

のは現段階、そこまでもないのか、あるのか、

教えてください。

【田川高校教育課長】これまで調査につきまし

ては、県の責務としてやってきたというところ

がございます。ニーズ調査をこれまでやってま

いりました。そして、シンポジウムも昨年7月
に長崎会場、佐世保会場で実施いたしました。

そういったことで側面的にしっかりと設置をし

ていかなければならないという立場に立って県

としてやってまいりました。

先ほど申し上げましたように、不登校の児童

生徒が増えてきたという状況を鑑みて、いわゆ

る不登校特例校と夜間中学校を抱き合わせた学

校の設置といった点からすれば市町の方がふさ

わしいという考え方に立脚いたしまして、今後、

そういった市町が出てきましたところでは、さ

らなる細かいニーズ調査ですとか、あるいは側

面的な支援をしていきたいと考えております。

また、長崎県としては、令和何年度までとい

うことで期限を区切っているわけではないんで

すけれども、できるだけ速やかに設置の方向に

進んでいきたいというふうに考えております。

【堀江委員】今日は現状を、今どういうふうに

なっているのか、私は文教厚生委員会は初めて
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ではないんですが、私が不在の時にどんなふう

に進んだかということを確認したくて、現状ど

うなっているのかということで質問させていた

だきました。

いずれにしても、夜間中学、私としてはニー

ズそのものはあるということで、長崎県として

もそれは設置をする方向。しかし、具体的に県

が設置するのか、市町が設置するのか、そうい

うことも含めてどういう形でやるのかというの

は、今、課長が言われましたように細かいニー

ズということも含めた上での判断になろうかと

思っております。かといって、先延ばしにそう

そうできる問題でもないというふうに思ってお

りますので、いずれにしましても、今後、注視

をしてまいりたいと思っております。

もう一つは、肢体不自由生徒の教育条件整備

について質問したいと思います。

県内の県立学校に、この4月、肢体不自由の
生徒が入学しました。仮にAさんと呼びましょ
う。入学先は特別支援学校ではありません。関

係者の方から支援員、いわゆる介護員と呼んだ

らいいのか、この支援員、介護員を増やしてほ

しいという声が私に寄せられました。それで私

は先日、急遽、現場に伺いましてお話を聞かせ

ていただきました。そして、Aさんの授業を見
学し、関係各先生からお話を伺いました。Aさ
んの動線、登校して車椅子でどのように教室に

行って、トイレの仕様がどういうふうになって

いて等々、もちろん昼食がありますし、体育が

ありますしというふうな形での下校までの動線

についてもきちんと説明を受けました。

その中でお話をいろいろ聞かせていただきま

したが、このAさんの入学に向けて学校現場で
は、いわゆる教員ほかというんですかね、先生

たちだけでなく、関係者のサポート体制を取り

入れているということをお伺いしました。1時
間目の時には誰がつくという形で、昼休みも含

めて誰が介助するかということがきちんとサポ

ート体制ということで取り入れられています。

もちろん、いわゆる非常勤講師の方もおります

ので、介助とかやったことがないという、そう

いう不安も共有しながら研修をしたり、ミーテ

ィングを重ねて、このＡさんに対する対応は最

大限準備してきましたというふうな説明もいた

だきました。

しかし、昼休みもAさんに2人つくということ
から、先生たちにとりましても昼休みの確保が

難しくなってくる問題。それから、対応が求め

られる生徒はAさんだけではもちろんありませ
んので、ほかの生徒への対応が削られる。そう

いう声もいただきました。

いずれにしても、サポーター体制というんで

すかね、それぞれが負担をしてAさんを支える
んですけれども、この負担が半分になればいい

と思うというふうなご意見もいただきました。

そこで、質問なんですが、この県立学校から

寄せられております、特別支援学校ではありま

せん、支援員、介護員を増やしてほしいという

ことに対する見解をまず答弁を求めます。

【石橋特別支援教育課長】委員ご質問のありま

した支援員につきましては、平成24年度から3
校3名で開始しておりまして、現在、9校に9名
の配置を行っております。

支援員の配置については、例年、複数の高等

学校から配置希望が出されておりますので、全

配置希望を視察し、優先順位をつけながら配置

校を決定しているという状況でございます。

そのため、既に支援員を配置している学校や

新規の学校への年度途中での配置は難しい状況

にありますが、支援員の効果的な活用の在り方
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を見直したり、近隣の特別支援学校から障害特

性に応じた生徒への有効な支援の在り方などに

ついて助言を行ったりするなどして、引き続き、

特別な配慮が必要な生徒の状況を確認しながら、

きめ細やかな教育活動を行いながら、現場の先

生方に過度の負担にならないような支援方法を

学校側と一緒に本課も教育委員会として考えて

いきたいと考えております。

【堀江委員】今の答弁の、きめ細やかな対応を

したいと、そういう立場に立っているというこ

とは理解をいたしました。

今、9校で9名の方が配置をされているという
ことで、私が取り上げたここの学校には支援員

の方が配置をされております。だから、学校の

要望としては、プラスもう一人欲しいというこ

との、学校と言ったらおかしいですね、現場の

方からは、そういう声もあるということを私は

確認いたしました。

そこで、今、答弁の中で「年度途中」と言わ

れましたね。このAさんの場合は、これは事前
にここの県立学校に入学するよということが把

握できていなかったのか、年度途中となったそ

の経緯について簡単にでいいんですけど、なん

で年度途中というふうになるのかということを

説明いただけますか。

【石橋特別支援教育課長】先ほど委員ご指摘の

Aさんにつきましては、入学の可能性があると
いう状況は確認をしておりました。ただ、その

時点でAさんの該当校については、支援員を配
置するということが決定しておりましたので、

そういった状況で同一校に2名といったところ
では、県内のバランスや優先順位を考えた上で

は2名の配置ということには至らなかったとい
うのが現状でございます。

【堀江委員】 入学の可能性はあったけれども、

実際に支援員が1人配置をされているので、優
先順位からしても、いわゆる希望してもなかな

か支援員が配置できない状況から見て、この学

校に2名配置をすることは難しいという判断の
下で、答弁としては年度途中というふうになっ

たと思うんですが、現状として、確かに2名配
置をしてほしいということは、それは優先順位

も含めて、ほかの学校との兼ね合いも含めて、

現状として無理というのは答弁の中でありまし

たけど、私が現状としてという意味は、入学を

してきて先生たちがこれだけサポート体制を時

間ごとにし、昼休み時間もして、とにかくAさ
んが登校してから下校するまでの間、いわゆる

確実に支援員がいないと、教育条件といいます

か、Aさんにとっては健やかな高校生活が送れ
ないという状況は、やはり想定した時期と4月
に現場になった状況とでは、私としては現場に

担当の方が行かれていると思うんですが、そこ

ら辺の認識はどうですか。いわゆる最初、入学

の可能性があった、その時にはもうそこの学校

には支援員がいるからいいんだと思った判断と、

実際にAさんが入学をしてきてサポート体制を
とらないとやっていけないという状況、これは

そこまで想定をされていたんですか、認識は変

わらないんですか、そこを教えてください。

【石橋特別支援教育課長】事前に入学前にお話

をお聞きした時には、ある程度の支援が必要と

いうのは、もちろん想定しておりました。しか

しながら、学校側としましては、肢体不自由の

ある生徒さんの入学ということについては、初

めての経験でもありますので、やっぱりどこま

での支援が必要なのか、どれだけの支援を、ど

こまでやっていけばいいのか、そういった判断

がやっぱり難しかったのではないかと思ってお

ります。
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必要な支援、あるいは自立に向けて支援を外

していくということも必要になるかと思います

ので、そういったことに関しての情報提供等に

ついては、近隣の特別支援学校や本課から出向

きまして、その辺の本人に必要な支援、本当に

必要な支援、あるいは繰り返しになりますが、

外していってもいい支援、そういったことを検

討しながら、現場の学校の先生方の過度の負担

を軽減できればというふうに考えております。

【堀江委員】改めて課長に質問しますが、過度

の負担になっているという認識をお持ちなんで

すか。

【石橋特別支援教育課長】過度の負担といいま

すか、例年より授業数が増えたというご意見も

いただいておりますので、そういった意味では

負担が増えたというふうには思っております。

【堀江委員】負担が増えたイコール過度の負担

になっているという認識なんですか。要するに、

「過度の負担になっている」という答弁をして

いるでしょう。じゃ、過度の負担になっている

という認識なんですかということに対して授業

量が増えたということなんですが、私が質問し

ている過度の負担になっているという認識をお

持ちかどうかというのを、認識しているかどう

かということだけ教えてください。

【石橋特別支援教育課長】過度の負担といいま

すのは、私個人としては過度の負担というか、

支援をしていく中での可能な範囲での負担だと

は思っております。

【堀江委員】なんで個人の見解が出てくるのか

な。要するに、特別支援教育課長として、Aさ
んが入学する前、そして、そこの学校は初めて

肢体不自由の生徒を受け入れるということにな

って、いろんな不安もたくさんあった。実際に

Aさんが入学してきて、こういうふうにやろう

と思ったことと、その後、いろんなミーティン

グ、研修も重ねながら、実際に特別支援学校の

先生も交えた中で、どういう支援がいいのかと

いうことも随分やってきた中で、現状としては、

現場の声としてというか、私に寄せられる声と

して、実際にお話を聞いた声としては、こうい

うサポーター体制を行っている、この負担がも

うちょっと半分になったらいいなと、してほし

いというふうな要望があるわけですよね。そこ

には県の教育委員会として過度の負担になって

いる、そこまで負担してはいけないという、過

度の負担になっているという認識があればこそ、

じゃ、次どうするかということになっていくと

思うので、入学前と、そして入学してからと、

そこの認識がどのようになっているのかという

のが、ちょっと私の中ではストレートに回答が

得られていないように思うんですが、その点は

どうですか。

【石橋特別支援教育課長】先ほどの繰り返しに

なりますが、入学前の状況、それと入学してか

らの状況というのでは、やっぱり状況は変わっ

てきているのかなというふうに認識はしており

ます。

また、先ほどの繰り返しになりますが、初め

て特別支援の肢体不自由のある生徒さんを迎え

たといったところで、どのような支援をすれば

いいか、そういった検討の部分では、やっぱり

私どもの認識と学校側の認識に少しずれがあっ

たのかもしれません。

【堀江委員】 あと3分しかないんですけどね。
私がここで質問するのは、やはり人的、それか

ら財政的に、やはり確保してほしいというふう

に思うんですよ。もちろん、年度途中であると

いうこと、年度途中という意味は、言われたよ

うに、もうそこの学校には支援員の先生がいる
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から、もうそれでいいと判断されたと思うんで

すが、実際は大変だというふうに私は思ってお

ります。先生としては、授業の準備もしなきゃ

いけない中で、実際にはAさんにつかなきゃい
けないというふうな状況になってきたり、そこ

にはいわゆる非常勤の先生にもお願いをすると

か、給食の時間であるとかというふうな形で、

昼食の時間につくと、先生そのものの昼食時間

を削る、昼休みの時間を削るということになる

わけですから、そういう意味では、今の状態を

正だとせずに見直していただきたいというふう

に思うんですけど、この点については次長なり

教育長なりはどのようにお考えでしょうか、最

後に答弁を求めたいと思います。

【中﨑教育長】私もこの案件を十分に把握して

おりませんので、まずしっかりと現在の状況に

ついては私自身も確認したいと思っています。

ただ、今のお話を聞いておりますと、ハンデ

ィのある生徒が普通高校でチャレンジしてやり

たいという、そういう精神、学びたい精神は、

やっぱり尊重しないといけないと思っておりま

すし、学校側が入学を許可したということであ

れば、しっかり本人が学べるような体制はやっ

ぱり努めていかないといけないと思っておりま

す。

4月の状況と今の体制の中で、どういうふう
な状況の変化が起きているのか。そして、今の

体制の見直し、あるいは特別支援学校のフォロ

ーで子どもをきちんと育むような体制がとれる

のかどうか。じゃ、とれなかった場合はどうす

るのか、そこはしっかりと対応については検討

してまいりたいと思っております。

【堀江委員】これはＡさんの場合だけではない

と思うんですけど、県立高校で学びたいと思っ

て入学した生徒たちが、そこの状況の中で思い

切り高校生生活を送れるように教育状況をどう

つくるかというのは行政の仕事だというふうに

私は思っておりますので、どういう形でサポー

ター体制の軽減ができるのかということを、や

はり知恵を出して考えてほしいということを私

は強く求めて質問を終わります。

【千住委員長】 ほか、質問はありませんか。

【堤委員】 「学校の働きがい改革2023」です
か、先ほど示されましたけれども、教職の魅力

発信ということでいろいろ書かれているんです

が、学校現場の大変さというのは、やっぱり人

を増やすことと業務量を減らすことに尽きると

思いますので、魅力発信というのは、なかなか

ちょっと厳しいかなと思っています。

それから、ドーナツみたいなものの下の6行
ですかね、「ユーチューブでの」というところ

の4行目に「生活の様子を発信することにで」
とありますが、「に」は要らないんじゃないか

なと思います。

「夏休み充電宣言」というのが別紙にありま

す。年休取得の促進、それから承認研修の充実

というようなことがあるんですが、この「夏休

み充電宣言」が出されてきた経緯というか、そ

このところを教育長にお聞きしたいと思います。

【中﨑教育長】きっかけというか、私も教育現

場をよく知らない時期に、いろいろ先生と話し

た時に、夏休みは子どももいないので、あまり

学校に出てないんじゃないかとちょっと思って

まして、話すと、いやいや出てるんですよとい

うような話で、ただ、学校の先生も大変だとい

う話もあったので、先生の働き方のスタイルと

して、子どもがいない時はしっかり休んで、ま

た、子どもが来た時にはしっかり働くような先

生ならではのスタイルがあるんじゃないかとい

うような話もしました。
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そうしますと、昔というか、私が子どもだっ

た頃は、夏休みは先生は自宅研修というような

形で、夏休みは自宅で2学期の準備であったり、
自宅でできる研修であったり、そういうふうな

スタイルをやっていたということですけれども、

なかなか家に先生がいるのはいかがだろうかと

か、そういった保護者等のご意見もあって、こ

れは全国的な話ですけれども、自宅研修がなく

なって、そのかわり承認研修というのが設けら

れたというような経過を聞いたところでござい

ます。

ただ、この承認研修というのは校長が認めて、

いわゆる学校外で研修をするということなので、

やっぱり先生が家にいたことに対する批判もあ

ったので、全国的になかなか承認研修というの

が使われてないというような状況もお聞きしま

した。

そういう中で、現状、先生のなり手不足とい

う話もありますけれども、やっぱり先生が元気

にならないと、なかなかまた先生のなり手もな

いんじゃないかと。そして、生き生きと働く先

生の一つのスタイルとして、休む時はしっかり

休んでもらって、そして、また学期が始まれば

子どもに向き合った、そういった時間をつくっ

ていくというのも一つの選択肢としてあるんじ

ゃないかという中で。

そうしますと、今申しましたように、夏休み

の中で休みを取ってもらう、あるいは承認研修

でここに書いておりますとおり、これは学校か

ら言われてやるような研修ではなくて、先生自

ら考えて、例えば県民大学の講座に行くである

とか、あるいは地域行事に参加するであるとか、

また、これを市町の教育長の皆さんと話した時

に、そうであれば、そういった承認研修があれ

ば、出身じゃない先生もおられるので、できた

ら市町の歴史とか文化とかわかるような資源を

市町も提供するので、それに先生も参加しても

らったらどうかというような、そういったご意

見もいただいたところでございますので、この

承認研修を有効に活用して、そして先生も自分

磨きをしてもらって、そして、それをまた子ど

もに還元すると、そういうふうな仕組みがとれ

ないかということで、今回、「夏休み充電宣言」

という形で組み立てをさせてもらったところで

ございます。

【堤委員】このことについては、先日の千住議

員の一般質問の答弁でも言われて、長崎新聞に

も記事が載ってたんですけど、その中でもやっ

ぱり承認研修を全国自治体に先駆けて推進する

とか、承認研修について全国でも普及していな

いとかってあるんですが、以前は承認研修とい

う名前ではなかったですけれども、自宅研修と

いうことで学校を離れたり、自宅もありますけ

れども、いろんなところで自主研修を取り組ん

で計画書を出して、そして、それを承認しても

らって取り組んだ結果を、昔はB4だったですけ
ど、報告書を書いて、長期休業だったら添付資

料をつけてと、そういうことで研修されてきた

のが、学校週5日制が導入されてから、どんど
ん縛りがかかって忙しくなって、皆さん、でき

にくくなった。でも、やっぱり自覚がある人は

意図的にしっかり研修をやることは大事なんだ

ということで取り組んでいらっしゃったし、私

も取り組んできた一人です。

だから、全国に先駆けてと、そうかもしれな

いけど、全国でも普及してないんじゃなくて、

以前は普及してたんですけれども、今できなく

なってしまったんだと、ちょっと新聞の記事は

おかしいなと思っているんです。

それと、もう1年半前になりますけれども、
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令和3年11月定例会の一般質問で、このことを
私は取り上げました。承認研修の充実というこ

とで取り上げたんですけれども、2021年12月3
日ですけれども、「長期休業中の承認研修の充

実」ということで、「教育公務員特例法に基づ

く自主研修の充実に向けた取組」ということで、

法律の21条に「絶えず研究と修養に努めなけれ
ばならない」、22条には「研修を受ける機会が
与えられなければならない」、2項で「教員は
授業に支障のない限り、本属長の承認を受けて、

勤務場所を離れて研修を行うことができる」と。

この2項が十分に生かされていないというお話
をしました。

授業がないからこそ、普段できない研修がで

きる。図書館とか美術館、博物館、フィールド

に出て自然観察をしたり、史跡を見学したり、

あるいは美術の先生だったら作品の制作に取り

組んだりとか、それから海外研修、語学研修、

見分を広めたり、力量をつけたり、夏休みは様々

な民間の教育団体の大会などもありますから、

研修会とかもありますから、そういうところに

参加して力量をつけたり、そういうことをもっ

とやるべきではないかということ。

教員というのは、常々、教育技術を高めたい

と思いながら、時間がなくて、忙しくてなかな

か取り組めない。それを夏休みにしっかりやる

ことで、まず一番は教材研究だと思うんです。

自分の教科の研究、小学校だったらいろいろあ

りますけれども、教科の研究を深める。そのこ

とで9月になってから子どもたちの前に出た時
に、子どもたちが目をきらきら輝かせてしっか

り取り組んでくる。やっぱり学ぶ楽しさとか、

わかるおもしろさとか、そういうものを味わわ

せることができる。そうすると手応えがあると

いうことで教員自身も自信がついて、もっとも

っと頑張ろうというモチベーションの高まりに

もつながります。ひいては学力の向上につなが

っていくと、そういうふうに思っています。

だから、この承認研修はしっかり取り組んで

いただきたいと思うんですが、ここに示してあ

るケース、例というのは、考えられる例が非常

に狭いなと思っています。もっともっと幅広い

研修ができますし、そういうものを所属長が承

認するということになりますから、校長がどう

いう研修をするのかというのを聞いて、しっか

り認めて承認研修ができる環境づくりを進めて

いただきたいと思っています。

それから、年休の9月1日を起点とするという
のは、他県で何年も前から行われていて、これ

は大変画期的なことだと思っています。1月1日
から、歴年だと、12月に余っていても冬休みは
期間が短いので消化しきれない。夏休みとかに

使ってしまうと後半が不安だという人たちが多

いと思いますので、しっかり休養して、そして、

夏休みの間に充電をして、元気に9月からまた
教壇に立つ。そのことがメンタルに対しても本

当にいい効果をもたらすと思います。そういう

承認研修にしていただきたいと思うんですが、

そこのことについて見解があればお願いしたい

と思います。

【中﨑教育長】まさにご指摘のとおりだと思っ

ております。堤委員が言われた趣旨で取組を進

めたいと思っております。

これは例として書いておりますので、まさに

ご指摘のあったように、先生自ら考えて、こう

いったことをやりたいというのは幅広に酌み取

っていきたいと思ってます。特にそれを承認し

ます校長先生の考え方が大事なので、これは文

書だけじゃなくて、なぜこういう充電宣言を設

定したのかというようなことも市町教委、ある
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いは承認する校長先生にもしっかり理解をして

もらいたいと思ってます。

これはあくまでも、働き方改革というのは、

学校文化のところを、今までもいろんな改革を

やってきておりますけれども、やっぱり見直す

べきところは見直していかないといけないと思

っていますので、その一つの象徴としてという

ような意味もございます。

今、お話にありましたように、休むところは

しっかり休む、考えるところはしっかり考える、

そして先生がしっかり充電してもらって、子ど

もと向き合う時にしっかり向き合ってもらうよ

うな時間を設定していく。そのような方向に市

町教委、あるいは学校とも一緒になって進めて

まいりたいと思っております。

【堤委員】ありがとうございます。この承認研

修になぜ取り組むのか。やっぱり先生たちが元

気になって子どもたちの前に立てるように、力

量をつけて、自信を持って、指導力を上げて、

そして、わかる授業が展開できるように。そし

て、そのことがひいては学力向上につながるん

だ。そういうやっぱりやりがいのある教育現場

にすることが、やはり魅力ある仕事というか、

職場というか、教職を目指す人たちが、自分も

そんなふうな仕事をしたいというふうになって

くるというか、時間はかかると思うんですけれ

ども、本当に承認研修を認める校長が、やっぱ

りしっかりこの意義を理解して取り組んでいっ

てもらわないといけないと思いますので、そこ

のところをしっかり伝えていただきたいと思い

ます。よろしくお願いいたします。

もう一つ、県教委は、ふるさと教育に熱心に

取り組まれていると思うんですけれども、小学

校4年生ぐらいで、例えば国語の授業で「伝統
工芸のよさを伝えよう」とか、社会の授業で「郷

土の伝統文化と先人たち」という単元があるわ

けですね。教科書の会社によってちょっと違う

かもしれませんけど。

そうすると、例えば市立図書館などに学校か

ら、そういったものに関連する資料を貸し出し

てほしいという要望が来るわけです。それで一

生懸命探して学校を支援するわけですけれども、

なかなかそういう資料がない。大人向けの資料

はあるけれども、小学校4年生ぐらいが読んで
わかるような、小学校3年生ぐらいまでの漢字
が使ってあったり、あるいは漢字にルビを振っ

てあったりとか、そういう資料が非常に少ない

と言われています。

日本の歴史学から例えばパソコンで検索して、

いろんなことを調べることはできるかもしれま

せんけど、郷土の歴史というと、なかなかそう

いうところでは行き着かないということで、そ

ういった資料を、郷土の歴史、文化などを学べ

るような教材というか、本というか、そういう

ものが必要なのではないかと思っています。

ぜひそういうものに取り組んでいただきたい

と思っていますが、いかがでしょうか。

【加藤生涯学習課長】子どもたちのふるさと教

育を進めていきたいと思っております。それは

学校だけではなくて、様々な図書館も連携しな

がら進めていくことが必要なんだろうと思って

おります。

特に、郷土の資料といたしましては、市や町

の教育委員会が小学校3年生、4年生用の資料な
ども作って子どもたちに提供したり、また、ホ

ームページで公開したりということを行ってお

ります。

今いただいたご意見につきましては、私ども、

今後、次年度からの「第五次長崎県子ども読書

活動推進計画」の作成に取り組んでまいります。
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その中にぜひふるさと教育という視点も入れな

がら、どういったことができるのかということ

についても今後検討していきたいと思います。

【堤委員】市教委などで作成されたりする資料

だけで足りないから、やっぱりそういう声が上

がってくるのであって、子どもたちが授業の中

でそういうことに取り組む、じゃ、調べ学習を

しようという時に、資料がなかなか足りないと、

やっぱり学ぶ意欲をそいでしまうというか、適

切な資料があれば、どんどん自分たちで調べて

レポートを作ったりするわけですね。そういう

のがやっぱり本当の学力ではないかというふう

に思っていますので、そういう視点からもぜひ

取り組んでいただきたいと思いますので、よろ

しくお願いいたします。

以上です。

【千住委員長】審査の途中ですけれども、一旦

休憩をとりたいと思います。

15時20分より再開いたします。

― 午後 ３時 ６分 休憩 ―

― 午後 ３時１８分 再開 ―

【千住委員長】 委員会を再開いたします。

ほかにご質問はございませんか。

【深堀委員】先ほどの堤委員の質疑に少し絡む

んですけれども、「学校の働きがい改革2023」、
それから、部長説明資料の中でも長時間労働の

是正について触れられています。

そこで、まず確認をしたいのは、文部科学省

が実施している2022年度の教員勤務実態調査
結果というのが公表されていますけれども、そ

の中で月45時間超過の教職員のパーセンテー
ジが、新聞の記事では64.5％、中学校では77.1％
というのが、これはマスコミ報道で確認してい

ます。先般の別の報道では長崎県下の公立小中

学校の月45時間を超える副校長・教頭の割合が
50.9％で、ほかの教職員を大幅に上回っており
という記事を見ています。

実際に、これまでもいろいろ質疑があってま

すが、長崎県内の公立の先生方の小学校、中学

校における月45時間以上の比率というのは、長
崎県の実態としてはどうなっているのかをまず

確認したいと思います。

【谷口義務教育課人事管理監】 時間外勤務45
時間超え職員の状況ですが、令和4年度が小中
学校合わせて18.1％でございます。令和3年度が
20.3％、そして令和2年度が28.1％ということで
ありましたので、徐々に改善の状況にあると思

っております。

【深堀委員】ということは、私が見た報道の実

態とかなり、長崎県内においては低下してきて

いるということの理解でいいですか。

【谷口義務教育課人事管理監】全国と比較しま

すと、長崎の状況は、いい方向であるというふ

うに思っております。

【深堀委員】これは非常にいいことだと思うし、

これまで教職員の方々の長時間労働を是正する

ために県の教育委員会も、そして、各市町もい

ろいろ取り組んだ成果であろうというふうに評

価をします。

その一方で部長説明資料といいますか、それ

から、働きがい改革を見ても、実際に意識を改

革したり、働き方を変えていくと言いながら、

具体的にどの業務量を削減していったのか、人

をどれだけ増やしきれたのか。先ほど堤委員と

のやり取りの中で言われたと思います。今の非

常に厳しい教職員の方々の働き方を変えるとい

うことは、業務量を減らすか、人を増やすか、

そういった声は実際に現場の声としてはあるわ

けであって、そこがなかなか見えないので、先
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ほど、令和2年以降、45時間を超える先生の数
の率が減ってきたというふうに報告がありまし

たが、具体的に業務量をどういった施策で減ら

してきた成果なのか、そのあたりがもし紹介で

きれば教えてください。

【谷口義務教育課人事管理監】様々な対策を講

じながらやってきたわけですけれども、これま

でも例えば教職員の担うべき業務に専念できる

環境の確保ということで、教職員の業務の見直

し及び改善については、当然ながら、市町教委

と一緒になって改善の協議をしてきました。部

活動においても、週2回の部活動の数値目標を
設定したり、その指導を徹底してきたところで

ございます。

さらに、45時間超えがまだまだ多いというふ
うに認識しておりますので、その改善を図るた

めに、今年度、新たな取組としましては、教頭

が超勤の割合が一番多いわけですけれども、そ

この教頭の業務に焦点を当てて定時退校日の設

定を増やしたりとか、または学校におけるPTA
活動、地域における行事であるとか、そういっ

たものの一体的な見直し、そして連携を図りな

がら改善していきたいと思っているところでご

ざいます。

【深堀委員】 幾つかありました。その中で、こ

の資料の中にもありますが、定時退勤とか、そ

れはもちろんいいんですけど、先ほど全国の話

をしましたが、その時の2022年度の調査の中で、
持ち帰り時間、結局、学校は退勤されるけれど

も、持ち帰り時間が平日の1日当たり小学校で
37分、中学校で32分という数字が調査の中でも
明らかになっているわけですよ。

だから、長崎県が今45時間を超える先生の比
率は下がってきたということで報告があってい

ます。しかし、裏を返せば、もしかしたら持ち

帰り時間が増えているかもしれない。そういう

ことだって考えられるわけです。定時退勤とい

えば、それは先生方も、それはするかもしれな

いけれども、結局は業務量が減ってなければ持

ち帰ってしている可能性だってあるわけですね。

そのあたりをどう見るか。

だから、持ち帰り時間というのを長崎県内で

把握しているのであれば、それがどれだけある

のか、わかれば教えてください。

【谷口義務教育課人事管理監】その部分につい

ての具体的な調査による数値というのはないわ

けですけれども、おっしゃるように、業務の量

が減らなければ、勤務時間がいくら少なくなっ

ても根本的な改善にはつながらないと思ってお

りますので、我々といたしましては、基本的に

は学校以外が担うべき業務はどういったものが

あるのか、また、学校の業務だけれども、必ず

しも教員が担う必要のない業務というものもあ

りますので、そういったものはどういったもの

があるのか、教員の業務だけでも負担軽減が可

能な業務はどういったものがあるのか。こうい

ったものを洗い出しながら分業できる、または

外部に委託できるものは、そちらに移しながら、

全体的な量というものを調整しながら時間を同

時に削減をしていくという取組をやっていると

ころでございます。

【深堀委員】今おっしゃられたとおりだと思い

ます。今、終わったわけじゃくて、これからも

そういった業務を洗い出しながら、いかに削減

できるのかということをこれからもずっと模索

していってほしいなということは、これは要望

しておきます。

そういったものが、結局は志願率の低下率と

ものすごく関係があると私は思います。だから、

やっぱり優秀な先生方にどんどん手を挙げても
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らって入ってきてもらう。そういったことをす

るためには、やっぱり働き方改革というか、職

場環境の整備というのは絶対必要だと思うので、

ぜひその取組をお願いしておきたいと思います。

もう一つです。特別支援学校に関わることで

すが、特別支援学校における図書室の設置状況

です。

これは全国の話なんですが、特別支援学校の

1割で図書室が未設置だという調査結果を先般
目にしました。文部科学省が2021年に公表した
調査、学級数や学校種別に応じた蔵書数の目標、

学校図書館図書標準というものがあって、そこ

でいえば公立学校の達成率は、普通学校の中学

校では61.1％なのに、特別支援学校の中学部で
は3.6％という大幅な格差があると。特別支援学
校で図書室を設置していないのが約1割あると
いう記事を目にしました。

長崎県内の特別支援学校における図書室の設

置、そして蔵書数が標準に達しているのか、い

ないのか、そのあたりをお知らせください。

【山﨑教育環境整備課長】特別支援学校でござ

いますけれども、17校中13校に専用の図書室が
設置されておりまして、未設置校4校について
も、会議室等と兼用して図書の閲覧等ができる

ように整備されているところでございます。

【深堀委員】設置に関しては、今の報告でいけ

ば整備はされている。で、私がもう一つ聞きま

したね、学校図書館図書標準に達しているのか

どうか。

【山﨑教育環境整備課長】統計の年度がちょっ

と古いんですけれども、令和2年3月末の学校図
書館の標準冊数等の達成状況でございますけれ

ども、特別支援学校は23.1％となっております。
【深堀委員】特別支援学校における図書標準の

達成度合いは23.1％。これは通常の中学校等で

はどうなっていますか。

【加藤生涯学習課長】 私どもの令和2年度の数
値といたしましては、小学校が64.0％、中学校
が57.0％となっております。
【深堀委員】ありがとうございます。何が言い

たいかというと、特別支援学校での図書標準の

達成度合いが一般と比較して、今、報告があっ

たとおり、格差があるということですよね。で

すから、そのあたりは学校の広さとか生徒、児

童数が増加してきているというようないろんな

要素はあるんだけれども、そこは特別支援学校

も一般の学校と同じような図書標準を達成する

ようにやらないと、そこはいけないと思うんで

すよね。そのあたりをどういうふうに教育委員

会として考えてあるのか、そこの意気込みとい

うか、考えを教えてください。

【山﨑教育環境整備課長】特別支援学校の蔵書

数を充実させるための取組ということでござい

ますけれども、資料を充実させるためには、や

はり予算的な措置が必要だというふうに認識し

ております。基本的に学校の運営費の中に図書

費についても充当しているところでございます

けれども、各学校においても、きちんとその充

当された図書費の中で整備をしていくように指

導してまいりたいと考えております。

【深堀委員】 最後にします。今、課長がおっし

ゃられたとおりだと思います。

全国の状況と比べた時に、先ほど報告があっ

たのは、本県においては、頑張って特別支援学

校の図書に関して努力されているということは、

数字としてはっきりわかったので、それはそれ

としていいんですが、どうしても一般との格差

ということが目についてしまうので、限られた

財源の中で難しいのかもしれませんけれども、

ぜひそのあたりを注意しながら進めていただき
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たいなということを要望して、終わります。

【千住委員長】 ほか、質問ございませんか。

【山本委員】既に質問が出ているので追加みた

いな話になるんですけれども、今、深堀委員の

話の中で、私も持ち帰りの話を聞くんですね。

パソコンで出退勤管理はしているので数字上は

退勤をしているんだけれども、あるいはノー残

業デーであったり、そういうふうな形で進めて

いるんだけれども、やっぱり持ち帰りという実

態がどうもあるようだというふうに聞いており

ます。

先ほどご答弁の中で、調査は特にしていない

と。もちろん業務量を減らさないと解決しない

という話ではあるんですけれども、県警察でも

残業はないと認識しているというふうな答弁が

あっているみたいですので、ここの持ち帰りと

いうのは、どういうふうにやるかは別として、

やっぱり調査をすべきだろうというふうに思い

ます。何時間か、どうしても残業せざるを得な

い、実質的に残業しなければいけないという状

況なんでしょうから、それを踏まえた上でどう

いうふうに減らしていくのかということを考え

るべきだろうというふうに思いますので、この

持ち帰りについての調査をぜひ何らかの形でし

ていただきたいと思うんですけれども、まず、

その点ご答弁をお願いします。

【谷口義務教育課人事管理監】教員の業務とい

うのが、教材研究にしても、自分磨きにしても、

どこまでやればいいかというところ、制限なく、

限りなくという部分はあります。ですから、持

ち帰りの部分については、どういう内容で持ち

帰っているのかというところまでしっかり検討

させていただいて、確かに委員がおっしゃるよ

うに、その部分について把握した上で対策を講

じていく必要もあると思っておりますので、検

討をさせていただきたいと思っております。

【山本委員】ぜひよろしくお願いします。実質

的な残業にならないようにということ。また、

持ち帰りというのは許可制だろうと思うんです

よね。そういうことも踏まえて調査をしていた

だいて、ほかの取組については一生懸命やって

いらっしゃるのは理解しますので、よろしくお

願いしたいと思います。

それから、先ほどの宮本委員の話の中で、い

わゆる臨採とか常勤とか非常勤という話があり

ましたけど、そういう方の、今、受験生が減っ

ているという中で、ということは臨採の方も減

っているんだろうと思うので、いろんな形でお

休みになられた先生の代用を含めて、手配に非

常に苦慮されているというお話を聞いています。

そういった中で、すみません、臨採と呼ばせ

ていただきますけど、臨採であったり、講師で

あったり、そういうふうなのが、結局、そこの

方の負担が重くなってくる、その人たちがフル

タイム、残業があるかどうかわかりませんけど、

フルタイムで仕事をしていると、その年の採用

試験にとって非常に不利になるというふうな形

があるというふうに聞いています。

先ほど、3年間常勤したら一次試験、いわゆ
る一般教養試験が免除になるという話も聞きま

した。ちょっと細かいところはわかりませんけ

れども、結局、日常の仕事の中で受験勉強の時

間をとられてしまう、それによって受験自体が

不利になるというふうな状況が実際にあるのか

どうかをまず確認させていただきたいと思いま

す。

【谷口義務教育課人事管理監】確かに、臨時的

任用の職員については、子どもたちのために一

生懸命頑張る先生ほど勉強する時間がないとい

うのはあるかと思います。
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ですので、文科省も「教員採用等の改善につ

いて」という通知の中で、個性豊かで多様な人

材を幅広く確保していくため、筆記試験の成績

を重視するよりも、人物評価重視の方向に採用

選考の在り方を一層移行させ、選考方法の多様

化、選考尺度の多元化の観点から、教員採用等

について積極的な改善を図っていくことが必要

であるというふうな方針も示されておりますの

で、この臨採の採用試験の免除については、先

ほども高校教育課人事管理監からも話がありま

したが、引き続き検討させていただきたいと思

っているところであります。

【山本委員】ありがとうございます。モチベー

ションにもなると思うんですね、一生懸命、常

勤なんでしょうか、非常勤なんでしょうか、い

わゆる臨採という形で先生と変わらないような

形で一生懸命やっていらっしゃる。もちろん3
年間やったら合格しますということでは駄目だ

と思います。それだけの時間を要しているわけ

ですから、その分を試験の中で考慮していただ

くというふうな形、先ほど、二次試験の時に実

体験が非常に有利になる。それは当然だろうと

思うんですけれども、それだけ現場で素養を磨

かれた方ということになるかと思います。当然、

最低限の一般教養的なものは必要だと思います

けれども、そういったご配慮をぜひお願いをし

たいというふうに思います。

それから、3つ目が、これは私の感想に近い
んですけど、夏休み充電宣言、すごくいいこと

だと思いますし、教育庁の新しい取組でいいと

思うんですが、私が2、3の教員の方から聞いた
時に、思いと違って、研修、研修というのが前

面に出て、年休を取って研修しろというふうに

受け取っているように聞こえたんですね。

ですから、おっしゃっている意味はわかるし、

休みをしっかり取ってくださいよ、それから従

来の研修以外に幅を広げるような研修をしてく

ださいという教育長の思い、私は理解するんで

すけれども、ぱっと見た時に現場の先生にそれ

が伝わっているのかなというのがちょっと心配

なところがありました。しっかり休んでよと、

しっかり研修をしてよというふうなメッセージ

がうまく届けばいいなというふうな感想を持ち

ましたので、これは感想だけ述べさせていただ

きます。

最後に、県立高校の今の定員に対する充足率、

それから、今年度の入試における入学定員と実

際の入学者数を把握しておられればご開示くだ

さい。

【直塚高校教育課企画監】まず、県立高校の充

足率についてのお尋ねでございますが、平成30
年度と令和5年度を比較しながら申し上げたい
と思います。平成30年度の充足率が88.9％、令
和5年度が7.8ポイント下がりまして81.1％とな
っております。

本県の充足率の特徴でございますが、特に離

島・半島地域の充足率が低うございまして、離

島地域につきましては、平成30年度が68.2％、
令和5年度が59.4％と約8.8ポイント減少してお
ります。半島地域につきましては、80.5％から
65.7％と、約14.8ポイント減少するといった、
特に半島部の充足率の減少幅が著しく大きい状

況となっております。

【山本委員】それと、今年の入試における定員

と入学者数というのはわかりますか。

【直塚高校教育課企画監】 令和5年度の定員に
つきましては、県立の高校で申し上げますと、

令和5年度が8,640人が定員でございます。それ
に対して入学者数が7,011人となっております。
定員に対する充足率は81％になります。
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【山本委員】ありがとうございます。実は同じ

質問を昨日、学事振興課の審査の際に私立高校

の数字を問う形で質問させていただきました。

その時に今年の入試は、定員が4,090人に対して
入学が3,900人、95％なんですね。もう一つ、
定員の充足率が、これは令和元年度が88％、令
和5年度が89％ということで、この間、私立の
方は上がっている。人数もほとんど変わらない

です。子どもが減っている中で令和元年度と令

和5年度の私立高校に通っている生徒さんの数
があんまり変わってない、実質増えているとい

う形になるんだろうと。

先ほど、半島の充足率の減少の話をされたん

ですけれども、よく言われる令和2年度からの
いろんな支援制度の拡充によって、それは確か

にあると思うんですけれども、それ以外にも要

因があるのではないのかと。私立高校は死活問

題ですので、非常に魅力を上げたりとか、募集

を強化されたりというふうなところで、かなり

営業努力をされているんだろうなというふうに

感じています。

そういった中で、私立に学ぶべきところがあ

るのではないかというふうな話を昨日、私立の

方に言ってもしようがなかったのかもしれない

んですけど、学事の方で話をしました。そのと

ころ、今度、教育長が代わられて公私連携とい

うんですかね、そういった取組を始められてい

るというふうに聞いています。そういうのを、

今までもし壁があったとするならば、先生同士

もそうですし、これはもう学力だけじゃなくて、

スポーツも含めて、そういったそれぞれの取組

を共有して、県全体としてレベルアップをして

いくような取組がぜひ必要ではないのかという

ふうに私は感じているんですけれども、これは

教育長、いかがでしょうか。

【中﨑教育長】昨日、総務部の審査の際にそう

いう議論が少しあったこともお聞きしておりま

す。

公私連絡協議会というのが年度の初めにある

んですけれども、過去のテーマを見ますと、や

っぱり公私で取り合いというか、7対3というル
ールがあって、その数字だけが独り歩きして、

例えば、子どもの数が減っているから県立の定

員を減らした方がいいんじゃないかとか、そう

いった数の議論が長年行われていたというよう

なことも議事録で確認したところでございます。

ただ、私が教育長になって本当に思うのが、

今、人口減少が非常に厳しくなってきておりま

す。子どもの数が潤沢にある時は、そういうふ

うな議論もよかったのかもしれませんけれども、

今から本当にどんどん子どもが減ってくる中で、

県立は当然県立でございますし、私学の方も一

定、県の財源を投入しながら出している学校で

ございますので、そう考えると、それとそもそ

もの建学の精神でやる私学と、我々は離島・半

島を含めて一定の教育水準を保つというような

ところで学校経営をやっていますので、それを

一律同じにして、そして7対3というような議論
をするのはいかがなものかというような話をそ

ういった協議会の中でしております。

やっぱりこうやって減る中でいくと、今後、

長崎の子どもたちというのは、一度出てしまう

と、なかなか戻ってこないという状況がある中

で、やっぱり教育分野としてもしっかり人口減

少に向き合わなければいけないと思っておりま

す。それは一つはふるさと教育であったり、あ

るいは地域が求める産業人材の育成であったり、

そういったことを考えますと、子どもたちの学

び、これは公立が上、私立が上ということでは

なくて、それぞれの特色がある中で、逆に保護
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者から見れば選択肢も広がるというようなこと

でございますので、思いはしっかり共有した上

で、そして、例えばICTであるとか、ふるさと
教育であるとか、お互い共有するところは共有

する、あるいは高校スポーツというのは公私の

長崎の魅力でございますので、そこはお互い水

準を高め合うことによってスポーツを学ぶ子が

外に出て行かずに県内を選択する。

多分、いろんなケースがあると思いますので、

そういった思いを共有した上で、あとはそれぞ

れの特色の中で切磋琢磨していけばいいんじゃ

ないかというような話をした時に、7対3にこだ
わるんじゃなくて、さっきのお互いのいいとこ

ろ、あるいはお互い学ぶべきところをしっかり

情報共有しながら、長崎県のために公立、私立

の魅力をかみ合わせながらやっていこうという

ような話も今年度したところでございますので、

そういったところも総務部と連携しながら取り

組んでまいりたいと思っております。

【山本委員】ありがとうございます。まさにそ

ういうことなんだろうなと思います。今、定員

が8,640人と、これは説明資料にもあるんですけ
れども、私立が四千九十何人だと思いますけれ

ども、その段階で1万2,600人ですから、ここに
あるような県内の卒業生の数より既に多いわけ

ですね。私立の場合は特に県外からもというふ

うなことでとってくるんだろうと思うんですけ

れども、そういう状況も踏まえた上で、7対3と
いうのは比率が残って、それはそれでなんとな

くそのくらいの感じというので構わないと思い

ます。

そういった意味で、全国において長崎県が今

どういう位置にあるのかということを認識した

時に、学力であったり、スポーツであったり、

そういったことは全体としてレベルアップをし

ていく。

そういう意味で、私学の校長先生たちともお

話をしましたけど、ライバルだけど、いい意味

で切磋琢磨されているということを感じました

ので、そこをぜひ、できない部分もあるかもし

れませんけれども、県立と私立の垣根をできる

だけ崩して全体のためにレベルアップを引き続

きお願いしたいと思います。よろしくお願いい

たします。

以上です。

【千住委員長】 ほかに質問はございませんか。

【湊委員】これからの離島留学検討委員会に係

るアンケート結果を見て質問がございます。

質問4と質問5がございます。「離島留学生の
支援について十分でないと感じられるもの」、

「里親さんへの支援について十分でないと感じ

られるもの」、そこの答えの大部分が「その他」

になっております。「その他」の答えは、各ペ

ージの下部の四角の中がその他なんでしょうか、

お尋ねいたします。

【田川高校教育課長】そのような形で理解して

いただいて構いません。

【湊委員】コメントありがとうございます。こ

れで回答が「その他」が大部分になっておりま

すので、今後のアンケートを改善、この選択肢

を増やすなど改善する予定はあるのかどうか、

お尋ねいたします。

【田川高校教育課長】事前にアンケートの設定

をいたします時に、この質問項目については恐

らく多岐にわたるだろうというような想定はし

ていたところでございました。そういった中で、

特に多いだろうという項目をここに並べたわけ

ですけれども、結果的には「その他」のところ

が多かったと。

私たちの分析としましては、結局、「その他」
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に丸するだけではなくて、その特記事項の欄に、

これだけたくさんのことを書いていただいたと

いうことは、それだけ改善の要望が非常に強い

んだろうというふうに理解をしております。

今後また同様のアンケートを取る場合は、い

ろんな工夫を考えてまいりたいと思っておりま

す。

【湊委員】ありがとうございます。制度の改善

は、島で暮らす人たちや学生、そして教職員の

皆様の声がしっかり反映されれば、もっといい

制度になると思いますので、どうぞ取り組んで

いただけると幸いでございます。よろしくお願

いいたします。ありがとうございます。

【千住委員長】 ほか、ございませんか。

【吉村委員】一巡目もしておりませんでしたが、

最後に1点だけ、もやもやが残っておりますの
で。

さっきから堀江委員の普通高に障害のある方

が入って、それを支援する支援員の関係ですけ

ど、先ほどの答弁で9校に9人配置をしてあると。
これの現状の説明をちょっとお聞きしたいんで

すが、その9校に、それぞれいろんな形はある
でしょうが、障害のある方が入って支援員を配

置されておるのか。また、それが100％ではな
い。まだ要望は多いんだという話の中で、まだ

配置できとらんけど、そこには要望が上がると

いうことは、その対象となる生徒がいるのかど

うか、そこら辺、まず状況をお知らせいただけ

ますか。

【石橋特別支援教育課長】 現在、9校に9名、
配置していると申し上げましたけれども、昨年

度の段階で20校の高等学校から要望があって
おります。その中で20校全てを視察しまして優
先順位をつけて配置をしたという状況でござい

ます。学校によっては肢体不自由のある生徒さ

んがいらっしゃったり、あるいは発達障害等の

ある支援が必要な子どもさんが多数在籍してい

る学校、そういったことの視点を持って配置校

を決定しております。

【吉村委員】 20校もあるというのを聞いて、
私は知らなかったのでびっくりしておりますけ

ど、そこに1人じゃなく複数人の生徒がおると
か、それで、そこに支援員をどのような形で配

置するのかとか、そこら辺、入学を許可すると

いう話があったですね、さっき。許可するから

には、それなりの対応ができるという体制をと

っとかんばいかんと思うんですが、そこがとれ

ないのに入学を許可するのか。そこは本人の意

思もありますね。特別支援学校に入学すれば体

制は整っておりますよとなるのかもしれません

が、普通の学校に行きたいんだと、それで、そ

れを許可しますと言った以上は、それをちゃん

と面倒が見れるような環境を整えてやらんとい

かんと思うんですが、そこら辺についての考え

方は現在どうなっておりますか。

【田川高校教育課長】入試の段階でのお尋ねで

したので、私の方からお答えをさせていただき

たいと思います。

入試の段階では、合理的配慮の申請というこ

とで申請書が出てまいりまして、当該生徒がど

のような生徒であるのかということは、聞き取

り調査を学校の方とも丁寧に行いながら十分に

協議をし、そして、入試の段階でどのような配

慮が必要なのか。そしてまた、入学後、どのよ

うな配慮が必要なのかということも含めまして

協議をしてまいった次第でございます。

協議の中で、既に支援員が1名配置されてい
るということ。それから、お母様の要望で自立

をさせていきたいということで高等学校をご希

望されたというようなこともございました。
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ですので、入試等含めまして、そういった協

議もさせていただいたという現状でございます。

【吉村委員】さっきも個別の感じでのやり取り

だったので、一般化して聞いているので、県の

考え方として、そういうところに要望があって、

そういう合理的配慮の申請とかを入試の時にさ

れるのか知らんけど、入っていいですよと言う

からには、それなりの体制整備をして受け入れ

てやらんといかんのじゃなかろうかと思うんじ

ゃけど、それについて県の考え方はどうかとい

うことですよ。それを答えていただけませんか。

【田川高校教育課長】実は、私たちが想定した

段階では、支援員が1名ということと、合理的
な配慮の内容ということで整合性が取れるので

はなかろうかというふうに思っていたところで

すけれども、実態としましては、結果、当該校

の先生たちがしっかり手厚いサポートをされて

いるというような、そういう状況の中で今回の

ような声が上がってきたというふうに理解して

おります。

【吉村委員】今の答弁はちょっとあんまりよろ

しくないね。そういう先生たちの善意によって

助かっておりますなんていうことを言うたらい

かんやろう。ちゃんと体制を整備せんばいかん

じゃないかと言いよるんだから、それに対して

答えてもらわんと。

だから、さっきも言ったように、20校から申
し出があったという話を聞くと、まだそういう

対象となる生徒がおる学校があるけど、支援員

の配置ができてない。そこら辺を、もうそれで

しようがないと思うのか、どう考えるか、これ

は法的に縛りがかかるのか、かからんのか、県

の裁量でどうにかなるのか、そこら辺ちょっと

詳しく知りませんけど、さっきのやり取りを聞

いとる限りは、やっぱり体制を整備するという

ことが非常に大事なんじゃなかろうか。20校あ
る、そして、さっきの例でいくと1人では足ら
ないとなる。そして、学校の先生方が協力して

くれるので助かっておりますなんて答弁をする

けど、足らないなら、その支援員を2人、やっ
ぱり配置してやらんといかん。それが許可する

側の義務ではないかと考えるけど、そこら辺は

そこまではできないんですよと言うてしまうの

かどうか、そこら辺どうですか。

【石橋特別支援教育課長】 現状で20校全てに
配置するということは難しいところがございま

すけれども、近隣の特別支援学校から支援の仕

方等について研修を受けながら、先生方の負担

にならないような、子どもにとって有効な支援

の在り方を検討しながら、学校で受け入れられ

るような合理的な配慮を提供していくといった

ところは方向性として持っております。

【吉村委員】今、考えは持っておりますという

けど、支援員の配置ということで持っとるわけ

じゃないわけね。先生にも協力してもらってど

うにかその場を切り抜けようとするだけじゃな

かろうかと聞こえるんやけど、そうじゃなくて、

例えば予算も要ることで、これが予算組みにつ

いて財源が必要になってくるけど、そのうちこ

れは一般の教員みたいに国がある程度見てくれ

るのか、県がどれぐらい負担せんといかんのか、

そこら辺ちょっとお聞かせいただけますか。

【石橋特別支援教育課長】現在、支援員の配置

につきましては、地方財政措置が措置されてお

りますので地方財政措置で今配置をしていると

いうことになります。

【吉村委員】 地方財政措置で100％ですか。
【石橋特別支援教育課長】 はい。

【吉村委員】 100％ということで聞くとすれば、
その配置人員に何かの縛りがあるんですか。20
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校から言うてきとるなら、そんなら最低でも20
人要るんですよ、国に言って予算を配分してく

ださいよと言ってすぐとれるものか、とれない

ものか、それを教えてください。

【石橋特別支援教育課長】現在も国の財政支援

の充実が図られるように政府施策要望はしてい

るところでありますけれども、なかなかそこの

拡充といったところまでは至っていないといっ

たことになります。

【吉村委員】 そしたら、結局、100％見てはく
れるけど、それが人数は何人でも言えば配分し

てもらえるわけじゃなくて、一定の上限がある

ということで考えんばいかんとなると、本当に

必要な人数はこうなんですよとした時に県の責

任はどうなるかと考えるわけですよ。県単独で

もそれに追加措置をして満足させるようにせん

ばいかんとかなと思ったりしますが、そこら辺

については考え方を持っておりますか。

【石橋特別支援教育課長】全ての学校に支援員

を配置したいという考えはもちろん持っており

ますけれども、そことの学校のバランス、ある

いは生徒の状況の確認とか、そういったことも

含めてできるだけ多くの学校に配置したいとい

う考えは持っております。

【吉村委員】思いはわかりました。現実に対応

として、そうやって学校の先生方の負担が増え

るということについては、やっぱりいかんのや

ろうなと、状況としては。だから支援員の配置

をきちっとやってもらわんばいかん。まだまだ

足らないという状況の中で次善の策というかね。

だから、要望に100％は応えられませんと言う
べきところもあるのか。やっぱり行きたいと言

うところに行かせたいので、それを聞き入れて

体制を整えるのかというところの判断になるん

だろうと思うけど、やっぱり入った以上、手が

要るとなる以上は、そこに必要な人員の配置と

いうのは、今後、具体に考えていかんばいかん

と思いますけど、いかがですか。

【中﨑教育長】今のご質問は本当に重要なご指

摘だと思っております。と申しますのが、今、

肢体不自由児、発達障害というお話がありまし

たけれども、普通の学校に発達障害の子どもが

非常に増えているというような状況にあってお

りますので、その対応というのは、これから我々

としてもしっかり考えていかないといけないと

思ってます。

特に、小中学校の場合は特別支援学校と特別

支援学級、それから普通学級というのがござい

ます。ただ、高校になりますと特別支援学校は

あるんですけど、普通学校の中に小中学校みた

いな特別支援学級がございませんので、いわゆ

る小中学校の特別支援学級で学んだ子どもたち

がどうしていくのかというのが、進路先ですね、

そこをちょっと考えていかないといけないと思

っております。

一度調べてもらったんですけれども、小中学

校の特別支援学級の半分の子どもたちは、特別

支援学校の高等部に行っているんですけれども、

ただ、あとの半分の子どもたちは普通学校、私

学も含めてですけど、普通学校を選択している

ケースもございます。

今、特に発達障害というのは、いろんな事情

の中でそういう発達障害に近いような子どもた

ちもたくさんおりますので、これは特別なもの

として捉えるんじゃなくて、それに対する対応

というのをしっかり考えていかないといけない

と思ってます。

今、先生の数自体は、子どもの数が減ってい

るので、普通高校の先生は減っているんですけ

れども、今のような事情で特別支援学校の先生
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は非常に多くなっております。ですから、あん

まり子どもの数に比べて教員の数が減ってない

ということは、そういうことです。

これは今、国の方もいろいろお話が出てます

けど、いわゆるそういったスキルを持った特別

支援学校の先生と、いわゆる普通学校の先生、

あるいは普通高校と特別支援学校の連携という

か、そういったところもいろいろ国の方でもモ

デルで検討すべきだというお話もいただいてお

りますので、目の前の支援員というようなとこ

ろの数を増やすということも大事でございます

けれども、今のような大きな視点から見ますと、

そういった普通学校にある、いわゆるハンディ

のある子どもたち、あるいは発達障害のような

子どもたちに対してどのような体制をとるか。

これは教育委員会全体としての話だと思います

ので、高校教育課、あるいは特別支援教育課が

連携しながら、どういう対応ができるかという

のはしっかり考えてまいりたいと思っておりま

す。

【吉村委員】今、教育長からそういう話を聞け

たのでよかったなと思います。ただ、サービス

と言うたらいかんのかもしれんけど、せっかく

そういう教育の場面でサービスを提供している。

結局、普通の学校に入れるので遜色のないよう

にサービスをせんばいかんと思ってサービスし

よるけど、数が足らないと、きれいにちゃんと

100％満足がいくようにできないと、不満ばっ
かりが周りにたまるわけよね。サービスしよる

のに、なんか駄目なふうになってしまうという、

そういうのもなんか釈然とせんなと思うので。

今、教育長が言われたように、特別支援学校

との連携とかいうのを当然やっていかんばいか

んやろうと思います。その現場でそういう不満

が出ないようなことでの対策を今後とも積極的

にやっていただくようにお願いをして、終わり

たいと思います。

以上です。

【千住委員長】 ほかに質問はございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【千住委員長】ほかに質問がないようですので、

教育委員会関係の審査結果について整理したい

と思います。

しばらく休憩いたします。

― 午後 ４時 ５分 休憩 ―

― 午後 ４時 ６分 再開 ―

【千住委員長】 委員会を再開いたします。

本日の審査はこれにてとどめ、6月26日、月
曜日は午前10時から委員会を再開し、こども政
策局を含む福祉保健部関係の審査を行います。

大変お疲れさまでした。

― 午後 ４時 ７分 散会 ―



第 ３ 日 目
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１、開催年月日時刻及び場所

  令和５年６月２６日

自  午前 ９時５８分

至  午後 ３時４１分

於  委 員 会 室 ２

２、出席委員の氏名

委員長（分科会長） 千住 良治 君

副委員長（副会長） 山下 博史 君

委    員 堀江ひとみ 君

〃 浅田ますみ 君

〃 深堀ひろし 君

〃 吉村  洋 君

〃 ごうまなみ 君

〃 山本 由夫 君

〃 宮本 法広 君

〃 堤  典子 君

〃 白川 鮎美 君

〃 冨岡 孝介 君

〃 湊  亮太 君

３、欠席委員の氏名

な  し

４、委員外出席議員の氏名

な  し

５、県側出席者の氏名

福祉 保健部 長 寺原 朋裕 君

福祉保健部次長 石田 智久 君

福祉保健部次長 中尾美恵子 君

福祉 保健課 長 安藝雄一朗 君

福祉保健課企画監
(地域福祉･計画担当) 野田  希 君

監査 指導課 長 松尾  実 君

医療 政策課 長 加藤 一征 君

感染症対策室長 長谷川麻衣子君

感染症対策室企画監 岸川 康博 君

医療人材対策室長 峰松 妙佳 君

薬務 行政室 長 斉宮 広知 君

国保・健康増進課長 川内野寿美子君

国保・健康増進課企画監
(健康づくり担当) 鶴田小百合 君

長寿 社会課 長 中村 直輝 君

長寿社会課企画監
(地域包括ケア担当) 山口 香織 君

障害 福祉課 長 佐藤 隆幸 君

障害福祉課企画監
(精神保健福祉担当) 藤井 祥二 君

原爆被爆者援護課長 林田 直浩 君

こども政策局長 浦  亮治 君

こども未来課長 黒島 孝子 君

こども未来課企画監 村﨑 佳代 君

こども家庭課長 川村 喜実 君

６、審査の経過次のとおり

― 午前 ９時５８分 開議 ―

【千住委員長】 おはようございます。

委員会及び分科会を再開いたします。

これより、こども政策局を含む福祉保健部関

係の審査を行います。

【千住分科会長】まず、分科会による審査を行

います。

予算及び報告議案を議題といたします。

福祉保健部長より、予算及び報告議案の説明

を求めます。

【寺原福祉保健部長】 おはようございます。

福祉保健部関係の議案についてご説明いたし
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ます。予算決算委員会文教厚生分科会関係議案

説明資料の福祉保健部の2ページをご覧くださ
い。

今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

報告第1号 知事専決事項報告「令和4年長崎県
一般会計補正予算（第16号）」のうち関係部分、
報告第13号 知事専決事項報告「令和4年度長崎
県国民健康保険特別会計補正予算（第3号）」
の2件であります。
はじめに、報告第1号 知事専決事項報告「令

和4年長崎県一般会計補正予算（第16号）」の
うち関係部分についてご説明いたします。

これは、さきの2月定例会の予算決算委員会
において、専決処分により措置することについ

て、あらかじめご了承いただいておりました令

和4年度予算の補正を令和5年3月31日付で専決
処分させていただいたもので、関係部分につい

て、その概要をご説明いたします。

歳入予算は、福祉保健部合計で62億2,874万
5,000円の減、歳出予算は福祉保健部合計で85
億7,405万2,000円の減となっております。
なお、各科目につきましては、2ページから3

ページに記載のとおりであります。

歳入予算の主なものにつきましては、年間の

収入額の確定による国庫支出金、繰入金の減に

よるもので、歳出予算の主なものにつきまして

は、新型コロナウイルス感染症対策に係る宿泊

療養施設確保事業費国庫返還金及び病床確保料

の減等によるものであります。

次に、報告第13号 知事専決事項報告「令和4
年度長崎県国民健康保険特別会計補正予算（第

3号）」についてご説明いたします。
歳入予算、歳出予算ともに48億8,538万1,000

円の減となっております。これは、保険給付費

等交付金の実績減等によるものであります。

以上をもちまして、福祉保健部関係の説明を

終わります、

よろしくご審議を賜りますようお願いいたし

ます。

【千住分科会長】 次に、こども政策局長より、

予算及び報告議案の説明を求めます。

【浦こども政策局長】 おはようございます。

こども政策局関係の議案についてご説明いた

します。予算決算委員会文教厚生分科会関係議

案説明資料、こども政策局の2ページをお開き
ください。

今回、ご審議をお願いしておりますのは、報

告第1号 知事専決事項報告「令和4年度長崎県
一般会計補正予算（第16号）」のうち関係部分、
報告第2号 知事専決事項報告「令和4年度長崎
県母子父子寡婦福祉資金特別会計補正予算（第

1号）」、報告第16号 知事専決事項報告「令和
5年度長崎県一般会計補正予算（第1号）」の3
件でございます。

報告第1号につきましては、さきの2月定例会
の予算決算委員会におきまして、専決処分によ

り措置することについて、あらかじめご了承い

ただき、令和4年度予算の補正を3月31日付で専
決処分させていただいたものでございます。

歳入予算は合計で2億1,745万2,000円の減、
歳出予算は合計で7億2,466万6,000円の減とな
っております。

歳入予算の主なものは、年間の収入額の確定

によります国庫支出金の減でございます。

歳出予算の主なものは、子どものための教

育・保育給付事業費の実績減等による児童福祉

費の減でございます。

次に、報告第2号についてご説明いたします。
歳入予算、歳出予算ともに417万1,000円の減
となっており、これは母子父子寡婦福祉資金貸
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付実績の減によるものでございます。

次に、4ページをご覧ください。
報告第16号についてご説明いたします。
これは、国の「物価高克服に向けた追加策」

を踏まえた対策を緊急に実施する必要が生じた

ため、所要の経費につきまして、地方自治法第

179条の規定に基づき、令和5年4月28日付で専
決処分させていただいたもので、その概要をご

説明いたします。

歳入予算、歳出予算ともに9,558万9,000円の
増となっております。

補正予算の内容についてご説明いたします。

子育て世帯生活支援特別給付金給付事業につ

いて。

食品等の物価高騰の影響を特に受ける低所得

のひとり親世帯に対し給付金を支給するための

経費として、9,558万9,000円の増を計上したも
のでございます。

以上をもちまして、こども政策局関係の説明

を終わります。

よろしくご審議を賜りますようお願い申し上

げます。

【千住分科会長】以上で説明が終わりましたの

で、これより予算及び報告議案に対する質疑を

行います。

質疑はありませんか。

【深堀委員】 今、説明があった件で、福祉保健

部の横長資料の56ページですが、介護職員等の
処遇改善事業費が1億7,700万円程度減額とな
っています。これは国庫補助金を活用された支

援制度だったわけです。当初、補正前の額が12
億円ですから、減額になっているのが1割ちょ
っとぐらいです。恐らく事業者の皆さんからの

いろんな要請に基づいた結果だとは思うんです

けれども、1億7,700万円を減額した、もう少し

詳細な説明をお願いします。

【中村長寿社会課長】処遇改善補助金につきま

しては、昨年度、令和4年2月から9月までの分
を国から、処遇改善補助金、1人当たり9,000円、
介護職員に対して補助するということで制度が

創設されておりまして、当初の予算が20億円で
ございました。実績としては10億円程度にとど
まったところで、当初予算額の大きな規模があ

ったものですから、2月補正で減額対応したの
ですけれども、当初の見込みとの差がかなり大

きく、どうしても専決が出てしまったところで

ございます。

【深堀委員】今の説明であれば、県内の介護職

員の方々の処遇改善については、予算の多寡は

あったにしても、そこは一定整理ができたと、

1人当たり9,000円の処遇改善はできたという
ふうに認識をしていいですか。

【中村長寿社会課長】先般、全国的な調査が行

われておりまして、かなりのサンプル数で国が

調査をした結果によれば、9,000円程度、あるい
は1万円程度の処遇改善は行われたということ
でございますが、本県の幾つかの事業所への聞

き取りでは、いろんな事務の職員とか生活支援

の方も含めて処遇の改善を図ってもよいという

形で、制度自体が介護職員だけじゃなく、事業

所の判断で一定、そういった範囲が決められた

ものですから、6,000円とか7,000円ぐらいの処
遇改善にとどまった事業所もあるということは

お聞きしています。

【深堀委員】今の説明であれば、介護職だけじ

ゃなくて事務方の部分も事業者の判断では利用

できたけれども、結果的にはそこは使用しなか

った事業者もあったという答弁だったんですね。

【中村長寿社会課長】介護職員だけの処遇改善

をした事業所も恐らくあると思いますけれども、
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事業所の中で職員の不公平感という部分もあり

ますから、どうしても事務職員含めて処遇改善

を図った事業所もあるとお聞きしております。

今回の国の措置が、あくまで介護職員の数に応

じて一定試算をして9,000円程度の補助となっ
ておりましたので、事務職員等幅広く入れると、

どうしても一人当たりの処遇改善の幅は小さく

なったところがあったというふうにお聞きして

おります。

【深堀委員】わかりました。概ね当初の目的は

達成をしているというふうに理解をして、了と

したいと思います。

続いて、同じく横長資料の62ページ、障害福
祉サービス施設等原油価格・物価高騰緊急支援

事業費についても1億6,700万円の減額となっ
ております。これも国からの支援メニューの中

で定義されている部分ですが、ここが減額にな

った内容をお知らせください。

【佐藤障害福祉課長】障害者サービス施設等原

油価格・物価高騰緊急支援事業の減額につきま

しては、令和3年度の電気代の実績に応じた補
助金として執行したものでございまして、障害

福祉サービス等の電気代、ガソリン代の支援に

よる経費の減です。

これは年間分の領収書等の添付が必要になっ

ていたものですから、申請を回避された法人が

多かったと推測され、申請率も50％程度になっ
てしまったということでございます。

【深堀委員】わかりました。今度の新しいメニ

ューはそういうことではなくて、今のような事

例があったから、そういった面倒な手続を簡略

化して即効性のある形でやると事前に聞いてい

たので、前の仕組みでいけば結果的に50％ぐら
いしか申請ができなかったということで、その

反省を踏まえて新しい支援のメニューが設定さ

れたというふうに理解をしていいですか。

【佐藤障害福祉課長】先ほど深堀委員のおっし

ゃったとおり、今回は即効性のあるものという

ことで、先議でお願いしているところでござい

ます。この前は申請率が50％でしたが、今回は
手続を簡略化したことで申請率は確実に上がる

と考えております。

【千住分科会長】 ほかにございませんか。

【堀江委員】 報告第1号、福祉保健部の横長資
料の35ページ、社会福祉総務費の総務運営費の
20億8,566万円です。これは、最終的に実務上
の処理とは理解をしております。事前のペーパ

ー説明で、令和4年度の新型コロナウイルス感
染症緊急包括支援交付金の歳入超過が発生し、

この超過分について翌年度、国へ返還するとい

うことで、一時的に長崎県地域福祉基金に積立

てを行うものというふうに事前に説明を受けて

おります。

そこで質問です。交付金の歳入超過がこれだ

けあるのは、私、勉強不足で申し訳ないんです

が、これは初めての事例ですか。それとも、い

つもこういう処理だったですか。教えてくださ

い。

【安藝福祉保健課長】今回の処理でございます

が、令和3年度分におきましても国の交付金の
超過が生じまして、同じように一時的に地域福

祉基金に積み立てた事例はございます。

【堀江委員】そこでもう一つ、この機会に教え

てほしいんです。サイドブックスで発信します

が、これは昨年の決算審査の基金の内容ですけ

ど、文化基金から始まって長崎県の基金の内容

があって、今回のこの事例は地域福祉基金に入

れたということです。

これは福祉保健部の所管が長崎県地域福祉基

金だからそういうふうになるのか、交付金その
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ものにいきますと財政上の問題もあるのではな

いかというふうに思ったりもして。でも、長崎

県新型コロナウイルス感染症対策対応の資金繰

り支援基金、これは経営支援課なので所管が違

うんですが、地域福祉基金になった理由を、こ

の機会に教えてもらっていいですか。

【安藝福祉保健課長】最終的に国に返還するお

金で、福祉保健部で取りまとめをしております

ので、福祉保健部が所管する地域福祉基金に一

時的に積み立てるよう、財政当局とも相談の結

果、このように処理にしたものでございます。

【堀江委員】この機会に、私の疑問を教えても

らいました。ありがとうございました。

【千住分科会長】 ほかにございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【千住分科会長】ほかに質疑がないようですの

で、これをもって、質疑を終了いたします。

次に、討論を行います。

討論はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【千住分科会長】討論がないようですので、こ

れをもって討論を終了いたします。

予算及び報告議案に対する質疑・討論が終了

いたしましたので、採決を行います。

第52号議案のうち関係部分、報告第1号のう
ち関係部分、報告第2号、報告第13号及び報告
第16号は、原案のとおり可決・承認することに
ご異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【千住分科会長】 ご異議なしと認めます。

よって、議案は原案のとおり、それぞれ可決・

承認すべきものと決定されました。

【千住委員長】次に、委員会による審査を行い

ます。

議案を議題といたします。

福祉保健部長より総括説明を求めます。

【寺原福祉保健部長】予算決算委員会文教厚生

分科会でご説明いたしました予算議案の部分を

除く、福祉保健部関係の議案についてご説明い

たします。文教厚生委員会関係議案説明資料の

福祉保健部の2ページをお開きください。
今回、ご審議をお願いしておりますのは、第

56号議案「長崎県児童福祉施設の設備及び運営
の基準に関する条例等の一部を改正する条例」

の1件であります。
議案の内容につきましてご説明いたします。

第56号議案「長崎県児童福祉施設の設備及び
運営の基準に関する条例等の一部を改正する条

例」につきましては、「こども家庭庁設置法の

施行に伴う関係法律の整備に関する法律」等の

施行に伴い、所要の改正をしようとするもので

あります。

新型コロナウイルス感染症対策について。

新型コロナウイルス感染症については、去る

5月8日、感染症法上の位置づけが5類感染症に
変更され、感染防止対策については、個人や事

業者の自主的な判断に委ねることとされたとこ

ろであります。

そのため県では、県民の皆様が感染対策を行

う際の参考としていただくため、週に1度の感
染動向の公表に加え、効果的とされる感染対策

等について、様々な広報媒体を活用し、情報発

信を行っております。

また、医療提供体制については、5類感染症
への移行に伴い、限られた医療機関による特別

な対応から、幅広い医療機関による自律的な通

常の対応に移行したところであります。

このため県では、医療機関の理解促進を目的

とした説明会の開催や、診療等に必要となる設

備整備に係る経費の支援等、新型コロナウイル
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ス感染症の患者が受診・入院できる医療機関の

維持・拡大に向けた取組を進めております。

外来医療につきましては、6月5日時点で677
の医療機関をコロナ患者の診療が可能な「外来

対応医療機関」として指定しており、診療対応

ができない医療機関には、外来対応医療機関の

リストを活用し、患者に診療対応が可能な医療

機関を案内いただくようお願いしているところ

です。

また、入院医療につきましては、限られた医

療機関での受入れを前提とした病床確保計画を

見直し、フェーズを現在の6段階から2段階に変
更するとともに、7月からは病床確保を重症・
中等症Ⅱ患者に限定した上で段階的に縮小し、

10月以降は確保病床によらない通常の医療体
制へ移行することとしております。

一方、新型コロナウイルスワクチンの接種に

つきましては、無料の特例臨時接種として1年
間延長する方針が国から示され、高齢者や基礎

疾患を有する方、医療従事者等は5月8日から開
始されている春夏接種に加え秋冬に各1回接種、
それ以外の方は秋冬に1回接種が可能とされた
ところであります。

県としては、今後も、県医師会をはじめ関係

機関のご協力をいただきながら、幅広い医療機

関による医療提供体制の構築を着実に進めると

ともに、接種を必要とする方々の接種機会が確

保できるよう、市町と連携しながら取り組んで

まいります。

続きまして4ページをお開きください。
福祉保健部における令和5年度の計画策定予

定について。

令和5年度は、保健・医療・介護・福祉全て
の分野において、国の指針等に基づき、4ペー
ジ中段に掲載している長崎県ケアラー支援推進

計画を含め、令和6年度を始期とする新たな計
画を16件策定することとしております。
各計画の策定に当たっては、新型コロナウイ

ルス感染症の感染拡大により浮き彫りとなった

課題や急速に進む人口構造の変化等様々な社会

情勢を踏まえ、これまでの取組や現状・課題を

整理し、各分野の専門家、関係団体等の意見も

お伺いしながら作業を進めることとしておりま

す。素案作成後には、県議会のご意見を伺いな

がら、パブリックコメントを実施するなど、今

年度中の策定に向けて取り組んでまいります。

なお、今年度策定、改定に当たる計画につき

ましては、福祉保健部その他参考資料にて一覧

でお示ししておりますので、ご参照ください。

続きまして、6ページをお開きください。
国民文化祭及び全国障害者芸術祭・文化祭に

ついて。

令和7年度に本県で開催する「国民文化祭、
全国障害者芸術・文化際」については、国等と

会期及び開閉会式会場の調整を行ってまいりま

したが、会期を令和7年9月14日から11月30日ま
での78日間とし、開会式を「アルカスSASEBO」、
閉会式を「長崎ブリックホール」で開催するこ

とと決定されました。

また、本文化祭の統一名称とキャッチフレー

ズについて、昨年12月から今年1月にかけて一
般公募を行い、統一名称を「ながさきピース文

化祭2025」、キャッチフレーズを「文化をみん
なに」に決定いたしました。

今後は、この統一名称とキャッチフレーズを

活用しながら、より一層の機運醸成を図るため、

県内外への情報発信を積極的に行うとともに、

本県の特色を生かした「ながさきピース文化祭

2025」の開催に向けて、市町をはじめ関係団体
と一体となって、準備を進めてまいります。
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そのほかの所管事項につきましては、佐世保

こども・女性・障害者支援センターの建替え・

開所について、長崎県ねんりんピックの開催に

ついて、障害者のスポーツ振興について、「長

崎県行財政運営プラン2025～挑戦する組織へ
の変革とデジタル改革～」に基づく取組につい

てであり、その内容につきましては記載のとお

りでございます。

以上をもちまして、福祉保健部関係の説明を

終わります。

よろしくご審議を賜りますようお願いいたし

ます。

【千住委員長】 次に、こども政策局長より、所

管事項説明を求めます。

【浦こども政策局長】それでは、文教厚生委員

会関係議案説明資料[差替]、こども政策局の2ペ
ージをお開きください。

今回、予算議案を除くこども政策局関係の議

案はございませんので、議案外の主な所管事項

についてご説明させていただきます。

子育て条例行動計画の中間見直しについて。

長崎県子育て条例に関する取組を総合的かつ

計画的に進めるために策定しております「長崎

県子育て条例行動計画」については、策定から

3年が経過しており、現在、中間見直しの検討
を行っております。

見直しに当たっては、現在の計画を基本とし

つつ、本県における少子化の現状や子ども施策

の充実・強化に関する内容を整理し、今後、県

議会及び長崎県子育て条例推進協議会のご意見

もお伺いしながら、見直し内容の検討を進めて

まいります。

長崎県こども・若者応援団表彰式の開催につ

いて。

去る6月2日に、長崎県こども・若者応援団表

彰式を実施いたしました。

この表彰は、県内のこども・若者を育成する

活動と子育て家庭を支援する活動において、顕

著な功績があった企業や団体または個人の方を

毎年表彰しているものです。

今年度の表彰では、「結婚・子育て支援部門」

で長崎市の「発達支援親の会のこのこ」様が、

「青少年健全育成・支援部門」では佐世保市の

「日本海洋少年団長崎県連盟」様などが受賞さ

れました。

このような表彰等を通じて、今後とも、子ど

もや若者と子育て家庭を社会全体で支援する機

運の醸成に努めてまいります。

続きまして、文教厚生委員会関係議案説明資

料、追加1の2ページをお開きください。
合計特殊出生率について。

去る6月2日に、国から「合計特殊出生率」の
令和4年の概数が公表され、本県の値は1.57とな
りました。令和3年に比べると、全国的に数値
が下がっている中、本県においても0.03低下し
ております。

今後は、県民の皆様が望む結婚、妊娠・出産、

子育てができるよう、市町や企業・団体等との

連携を強化し、これまで以上に、未婚化、晩婚

化に歯止めをかけるための結婚支援の強化と県

民の皆様が安心して子育てできる環境の整備に

ついて包括的に取り組んでまいります。

続きまして、もとの文教厚生委員会関係議案

説明資料に戻っていただきまして、2ページの
下段をご覧ください。

「ながさき子育て応援の店プラス」キャンペ

ーンについて。

物価高騰の影響を受ける子育て世帯を支援す

るため、子ども連れの方が利用しやすい設備や

割引の拡充などを行う店舗等に対し、最大30万
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円の助成を行う「ながさき子育て応援の店プラ

ス」キャンペーンについては、去る1月25日か
ら4月28日までの約3か月間実施いたしました。
助成内容は、割引などのサービス提供を行う

店舗に対し20万円の支援金を支給するととも
に、サービス提供に係る備品購入等について上

限10万円の補助金を支給するものです。
支援金については約1,200件、補助金について

は約500件の申請があり、総額約2億6,000万円
の見込みでございます。また、キャンペーンに

より協賛店舗数は約2,300店舗に拡大すること
となっております。

今後とも、「ながさき子育て応援の店」のサ

ービス内容の拡充などによる子育て世帯の支援

を図ってまいります。

次に、子育て世帯へのお米券配布について。

さきの2月定例会でご承認いただきました、
子育て世帯へのお米券配布につきましては、速

やかな配布に向けて取り組んでいるところであ

り、現時点で6月28日からの申請受付開始を予
定しております。

配布対象者は、4月1日現在、県内に居住する
18歳以下の子どもを養育する方とし、子ども一
人当たり10kg相当の県産米限定お米券を配布
することとしております。

本事業を通じて、子育て世帯の家計の負担を

軽減するとともに、子どもたちへの県産米の魅

力発信と食育の推進を図るため、子育て世帯の

皆様に確実にお届けできるよう周知の徹底に努

めるなど、準備を進めてまいりたいと考えてお

ります。

続いて4ページをお開きください。
ヤングケアラーの実態調査について。

昨年6月に、県内の小中学校、高等学校及び
特別支援学校の児童・生徒を対象にヤングケア

ラーの実態調査への協力をお願いし、約11万人
から回答をいただきました。

回答のうち、ヤングケアラーの質問項目に何

らか該当した児童・生徒は329人でありました。
なお、調査を受けて57人の児童・生徒を学校か
ら市町へつないだところであり、市町において

児童・生徒及び保護者と面談のうえ、スクール

カウンセラーとの面接やホームヘルプサービス

等の利用など、それぞれケースに適した支援を

行っているところでございます。

県では、ヤングケアラーについて県民への周

知・啓発を図るとともに、市町や児童相談所職

員、介護サービス事業者等を対象とした研修を

実施しており、市町に対しては助言を行うなど、

市町と連携して取組を進めているところです。

また、今年度は詳細な実態調査を実施するこ

ととしており、現状を把握したうえで必要な施

策について検討を進めてまいります。

以上をもちまして、こども政策局関係の説明

を終わります。

よろしくご審議を賜りますようお願いいたし

ます。

【千住委員長】以上で説明が終わりましたので、

これより議案に対する質疑を行います。

質疑はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【千住委員長】質疑がないようですので、これ

をもって質疑を終了いたします。

次に、討論を行います。

討論はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【千住委員長】討論がないようですので、これ

をもって、討論を終了いたします。

議案に対する質疑・討論が終了いたしました

ので、採決を行います。
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第56号議案は、原案のとおり可決することに
ご異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【千住委員長】 ご異議なしと認めます。

よって、第56号議案は、原案のとおり可決す
べきものと決定されました。

次に、提出がありました政策等決定過程の透

明性等の確保などに関する資料、及び政府施策

に関する提案・要望の実施結果について、説明

を求めます。

【安藝福祉保健課長】「政策等決定過程の透明

性等の確保及び県議会・議員との協議等の拡充

に関する決議」に基づき、本委員会に提出いた

しました福祉保健部関係の資料につきまして、

令和5年2月から令和5年5月分の実績をご説明
いたします。福祉保健部政策等決議資料、差し

替えの2ページをお開きください。
補助金内示一覧表でございますが、県が箇所

づけを行って実施する個別事業に関し、市町並

びに直接、間接の補助事業者に対し内示を行っ

た補助金について、直接補助金は、資料2ペー
ジから4ページに記載のとおりで計21件でござ
います。なお、関節補助金はございません。

次に、5ページをお開きください。
1,000万円以上の契約案件につきまして、資料

5ページから10ページに記載のとおりで、計29
件でございます。

次に、13ページをお開きください。
知事及び部局長等に対する陳情・要望のうち、

県議会議長宛てにも同様の要望が行われたもの

は、全日本海員組合長崎県支部からの1件であ
り、それに対する県の対応は、資料13ページか
ら14ページに記載のとおりであります。
次に、15ページをお開きください。
附属機関等会議結果について、長崎県医療審

議会など計27件となっており、その内容につき
ましては、資料17ページから43ページに記載の
とおりであります。

引き続きまして、去る6月上旬に実施いたし
ました令和6年度政府施策に関する提案・要望
について、福祉保健部関係の要望結果をご説明

いたします。「令和6年度政府施策に関する提
案・要望について」をご覧ください。

福祉保健部関係におきましては、被爆体験者

の救済、原爆被爆者援護対策等の充実、新型コ

ロナウイルスなどの新興・再興感染症対策、医

師・看護師の偏在対策等に向けた施策の充実、

離島地域における介護保険サービス提供体制の

維持と利用者の負担軽減、介護人材の確保に関

する施策の強化及び介護給付費に関する費用負

担の見直し、重度障害者医療費助成制度の創設

といった最重点2項目、重点5項目について、厚
生労働省に対し要望を行いました。

このうち、最重点項目である被爆体験者の救

済及び原爆被爆者援護対策等の充実につきまし

ては、支援対策の充実・強化が急務であるため、

厚生労働省担当室長に対し強く要望を行いまし

た。

以上が福祉保健部関係の要望結果でございま

すが、今回の政府施策に関する提案・要望の実

現に向け、引き続き取組を行ってまいります。

以上で報告を終わります。

【黒島こども未来課長】こども未来課より、「政

策等決定過程の透明性等の確保及び県議会・議

員との協議等の拡充に関する決議」に基づき、

本委員会に提出いたしました福祉保健部こども

政策局関係資料について、ご説明いたします。

資料2ページをお開きください。
まず、補助金内示一覧表ですが、県が箇所づ

けを行って実施する個別事業に対し、内示を行



令和５年６月定例会文教厚生委員会・予算決算委員会（文教厚生分科会）（６月２６日）

- 117 -

った補助金について記載をしております。本年

2月から5月分の実績ですが、直接補助金が18件
でございます。なお、間接補助金はございませ

ん。

続きまして、4ページをお開きください。
1,000万円以上の契約案件について記載をし

ております。

お詫び申し上げますが、こちらの通し番号、

左端の欄が記入をしておりませんで、見づらく

て大変申し訳ございません。

こちら、資料4ページから8ページに記載のと
おり、計10件となっております。
続きまして9ページをご覧ください。
附属機関等会議結果について、本年2月から5

月までの実績は4件あり、その内容については、
10ページから13ページに記載のとおりでござ
います。

続きまして、令和6年度政府施策に関する提
案・要望の実施結果について、報告をさせてい

ただきます。資料をご覧ください。

去る6月6日に実施いたしました令和6年度政
府施策に関する提案・要望について、こども政

策局関係の要望結果を説明いたします。

こども政策局関係におきましては、保育等の

充実、子ども・子育て家庭へのさらなる支援の

充実など2項目について要望を実施いたしまし
た。

要望実績といたしましては、こども家庭庁に

対し、知事、議長、こども政策局長により要望

を行いました。

このうち、保育等の充実及び子ども・子育て

家庭へのさらなる支援の充実の項目については、

安心して子どもを産み、育てることができる社

会の実現に向け、保育士等の処遇改善や、全て

の子どもたちが安心して医療を受けられる新た

な医療費助成制度の創設、こども・若者の育成

支援等について、こども家庭庁に対し強く要望

を行い、小倉大臣からは、「保育士の職場環境

の改善について、まずは配置基準改善に向けし

っかりと検討を進める。また、医療費の助成制

度については、国民健康保険に対する国庫支出

金の減額調整措置の廃止について実現できるよ

うに努める」などの回答をいただきました。

以上がこども政策局関係の要望結果でござい

ますが、今回の政府施策に関する提案・要望の

実現に向け、引き続き取組を行ってまいります。

以上で報告を終わります。

【千住委員長】次に、感染症対策室長より補足

説明を求めます。

【長谷川感染症対策室長】新型コロナウイルス

感染症の5類移行に伴う県の対応につきまして、
補足説明をさせていただきます。

1の感染状況の公表及び感染防止対策につい
てですが、感染状況の公表については、5類移
行後は、県内70の定点医療機関における感染者
数を毎週木曜日に公表しています。

グラフの青線は、5類移行前に全数把握して
おりました新規感染者数を、定点医療機関当た

りに換算した値をお示ししております。オレン

ジ色が現在の定点報告による値になります。

直近の定点医療機関当たりの報告数について

は、先週の木曜日の公表分は5.14となっており
まして、徐々に増加している状況です。

②の感染防止対策につきましては、記載のと

おりでございます。

2ページをご覧ください。
医療提供体制につきましては、基本的な考え

方は記載のとおりで、他の疾患と同様に幅広い

医療機関による対応に向けて取り組んでおりま

す。
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まず、外来医療につきましては、自院で診療

ができない医療機関や、受信相談センターから

受診先を案内する際に活用するため、発熱患者

やコロナ感染者の診療に対応し、かつ公表可能

な医療機関を外来対応医療機関として指定しま

して、ホームページで公開をしております。外

来対応医療機関の指定状況については、記載の

とおりです。

新たな医療機関による診療対応を促すため、

説明会やチラシ等により、コロナ診療について

医師は原則として応招の義務があることや、診

療における感染対策等の周知を図るとともに、

3ページの下段の記載のとおり、診療対応に必
要となる設備整備等に対する支援につきまして、

6月補正に予算を計上し、先議にてご審議をい
ただき、補助申請の募集を始めたところです。

次に、入院医療につきましては、5類移行後
は病床確保によらない通常の医療体制での受入

れに移行するため、9月末までの移行計画を策
定し、段階的な移行を図っております。

病床確保計画については、4ページ中段のと
おり、病床フェーズを従来の6段階から2段階に
減らし、最大確保病床数は402床に見直しまし
た。

7月からは、確保病床を中等症Ⅱ以上の症状
の重い患者に重点化し、確保病床を縮小するこ

ととしており、症状が軽い患者は、幅広い医療

機関において確保病床以外での受入れ促進を図

り、10月以降は確保病床によらない医療体制へ
移行することとしております。病床確保の運用

につきましても、医療機関が感染状況や入院患

者数に基づき自律的に確保病床数を増減する運

用へ見直しております。

幅広い医療機関により入院対応を行っていた

だけるよう、医療機関向けの説明会や研修会な

どを行うとともに、先ほどご説明しました外来

医療と同様に、入院受入れに必要な設備整備等

への支援も開始したところです。

その他、相談機能につきましては、受診相談

センターは9月末までの対応を継続いたします。
続きまして、資料4ページの3の新型コロナウ
イルスワクチン接種についてご説明をいたしま

す。

予防接種の対象者と方法については記載のと

おりです。特に高齢者等ハイリスク者への接種

につきましては、今後、感染が拡大した場合の

医療の逼迫を防ぐためにも重要であることから、

医師会や市町への接種促進の協力依頼を行う等、

希望される方が早期に接種できるよう促進を図

っています。

以上で、新型コロナウイルス感染症の5類移
行に伴う県の対応についての補足説明を終わり

ます。

【千住委員長】 次に、こども未来課長より、補

足説明を求めます。

【黒島こども未来課長】こども未来課より、長

崎県子育て条例行動計画の変更について、補足

して説明いたします。お手元の補足資料、「長

崎県子育て条例行動計画の変更について」をご

覧ください。

長崎県子育て条例行動計画は、長崎県子育て

条例に関する取組を総合的かつ計画的に進める

ために策定しているものです。現在の計画は策

定から3年を経過しており、組織の改正や関係
法令の改正への対応を行うとともに、令和5年
度重点テーマに基づく主要施策に係る事業につ

いても追加等を行うことを検討しております。

主な変更点につきましては、お手元の資料2
番目に、主な変更内容としてお示しをしており

ます。
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まず、（1）令和5年度重点テーマに基づく主
要施策に係る事業の追加修正でございます。資

料は、重点テーマの順番に沿って整理をしてお

りますが、不妊治療における先進治療への助成

や本県独自の医療費助成制度の創設、ポータル

サイトやSNSを活用した子育てに関する相談
支援の強化などの取組を追加したいと考えてお

ります。

次に、（2）教育・保育の量の見込み並びに
教育・保育の提供体制の確保に関する中間年の

見直しでございます。こちらは、子ども・子育

て支援法に基づき各市町が策定する保育等の需

要見込み量と提供体制確保の内容等を足し上げ

て県全体について記載したものについては、計

画から3か年経過いたしますので、法に基づき
現状に合わせた反映が必要ということで変更を

検討しております。

次に、（3）長崎県総合計画チェンジ＆チャ
レンジ2025との整合については、現在見直しを
行っております総合計画との整合性を図ろうと

するものでございます。

その他、計画を策定しましてからこれまでに

行われた組織改正等に伴う文言修正などについ

て反映してまいりたいと思います。

今後の予定でございますが、資料3にお示し
しておりますとおり、有識者や各分野の代表者

をメンバーとする子育て条例推進協議会を7月
に開催し、意見をいただいたうえで、9月の定
例県議会に計画の変更議案を提案させていただ

く予定でおります。

また、資料2、2ページ目の3番の上の方、米
印でお示ししておりますが、令和5年度の後半
からは、次期計画の策定の検討を始めることと

しております。令和5年4月1日には、こども基
本法が施行されました。これに基づくこども大

綱も今年中に示されることとなっております。

この内容等につきましては、次期計画への反映

を予定しております。

説明は以上でございます。よろしくお願いい

たします。

【千住委員長】 ありがとうございました。

次に、陳情審査を行います。

事前に配付いたしております陳情書一覧のと

おり、陳情書の送付を受けておりますので、ご

覧願います。

陳情書につきまして、何かご質問はございま

せんか。

【堀江委員】 まず、陳情番号19番、大村市の
要望です。サイドブックスで通知をいたします。

子ども医療費制度の在り方について、「県に

おいては、乳幼児と高校生世代だけでなく、小

中学生を含め、県民すべての子どもたちを補助

の対象としていただくようお願いします」と。

同じように陳情の20番、県町村会からのもの
についてもサイドブックスで発信をいたします。

17ページ、福祉医療費助成の対象拡大について。
「県の助成制度対象年齢を高校生まで切れ目な

く設置するとともに、助成にかかる財源の確保

について格別のご配慮をお願いします」という

ことです。

いずれも就学前、高校生につきましては各自

治体と県が半分ずつ、医療費の財源を図ってい

ると。しかし、小中学生につきましては100％
県下の自治体が出しているということで、いず

れも乳幼児から中学生まで切れ目なく財源を確

保してほしいという要望が出されています。

大石知事になって、高校生世代まで子どもの

医療費を補助する新たな制度として実施をされ

ているわけですが、住民からしてみたら、市町

がしようと県がやろうと、それは自分たちが受
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ける対応については18歳までということです。
しかし、県の対応として切れ目なくやってほし

いと、制度をつくる時もそうでしたし、今回も

このような要望が届いているんです。

改めて、県として高校生まで切れ目なく補助

をするという考えはないか、このことについて

見解を求めます。

【川村こども家庭課長】子どもの医療費助成制

度につきましては、これまで厳しい県の財政状

況の中、市町と協議を重ねまして、今年度から

18歳までの子どもを対象とする、市町と連携い
たしました本県独自の制度を開始したところで

ございます。

こうした中、現時点におきましては、対象者

のさらなる拡大や現物給付の導入は、財源的に

もちょっと困難な状況であります。

ただ、今回の制度が最終形とは考えておりま

せん。ここにつきましては、本来は国の責任に

おいて整備すべきものと県としては考えており

ますので、本県の取組等も示しながら、国に対

して引き続き要望してまいりたいと考えており

ます。

【堀江委員】国の制度としてやってほしいとい

うのは、私も同じ立場です。しかし、財政が困

難だからできないと。

就学前までの長崎県の対応について、年齢を

広げてほしいと、高校生までやってほしいと言

った時に、当時の担当課長は「できません」と、

「これは絶対にできない、できません」、そう

いうふうに回答してきました。

ところが、トップが替わったら、高校生世代

は半額を県が補助をするというふうになったん

ですよね。どうやったら財源が確保できるかと。

やるという立場に立ったら、どうやったら財源

が確保できるかということを考える。やらない

となったら、もうやらない、そういう財源も確

保しません。

制度の財源がないというのは今も同じです。

今も答弁は同じように言っているんだけど、や

るとなった時の財源を確保するのと、やらない

と言った時の財源を確保するのは、こうも違う

かなと。

少なくとも私は、文教厚生委員会の中で「年

齢を拡大してください」とずっと言ってきた。

「できない」と言ってきた。けれども、トップ

が替わればできるじゃないですか。できたんで

すよ。様々な苦労はあるんです。それは苦労は

あるんですけど、県民にしてみればできたんで

す。

そういう意味では、今、課長が、これが全て

ではないと、いわゆる最終形ではないと。今後

どういうふうな形ができるか、INGというか、
進行過程というか、現在進行形というか、ここ

が最終ではないというふうに言われているので、

そうしますと、陳情に出されている、長崎県と

して乳幼児から高校生まで切れ目なく財源の確

保をお願いしたいということについては、今は

財源がないという答弁なんでしょうけど、今後

はそうした方向もゼロではなく、検討する余地

があると理解をしていいのかどうか、それとも

そういう余地すらないということなのか。最終

の形ではないということはどういうことなのか、

改めて答弁を求めます。

【川村こども家庭課長】まずは、高校生の医療

費制度につきまして今年度から開始をいたしま

した。ここにつきまして当面3年間、試行的と
いうか、まずはやっていきたいと思っておりま

して、その中で市町等のご意見を踏まえながら、

高校生の制度についてしっかり完成していきた

いと考えております。
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その後、小・中学生等につきましてご要望い

ただいておりますので、引き続き検討を進めて

いきたいと思っております。

【堀江委員】いずれにしても、乳幼児から高校

生まで切れ目なく県の財政支援を検討してほし

いという要望があることを、ぜひ真摯に受け止

めていただきたいと要望して、質問を終わりま

す。

【千住委員長】 ほかに質問はございませんか。

【宮本委員】私も、陳情書について質問をさせ

ていただきます。

陳情番号17番、佐世保市からの令和6年度県
の施策に関する重点要望項目37ページです。発
信しておりますが、時間がかかっております。

すみません。陳情の17番です。佐世保市からの
要望です。ご確認いただければと思います。佐

世保地域の医師等医療人材の確保についてとい

うところです。それについてお尋ねをいたしま

す。確認も含めてですね。

これ、令和6年度から新たな確保計画が策定
されるという中で、1番と2番と要望があってい
ますが、特に2番、本市独自の医療人材確保事
業に対する支援についてとあります。これ、佐

世保市の医師会の看護学校が募集停止となりま

して、恐らく令和6年の卒業生で終わりと聞い
ております。長崎市医師会の助産師養成学校も

廃止になっていますが、将来の医療人材確保へ

の懸念が大きくなってきているということです。

この背景、佐世保市医師会の看護学校が廃止

になった理由は、少子化ということもありまし

ょうし、募集しても来る学生が少なくなったと

いう背景もあるかもしれませんが、これについ

ての背景、そして佐世保市と何か協議している

事項があれば教えていただきたいと思います。

【峰松医療人材対策室長】まず、佐世保市医師

会立の看護学校の学生が減っているところの背

景につきましては、少子化の影響もございまし

て全体の学生数が減っていること、その中でも

一定割合の方は医療系の学校に進学しておられ

ますが、県北地域の看護師等の養成所の中では

減少幅が大きいと認識をしております。

恐らくこれは、調査した傾向からも見えるか

と思いますが、高学歴化による、大学や看護師

3年課程のレギュラーコースに進学される学生
が増えております。どうしてもそういう学校を

求めて行かれている影響で、佐世保市医師会立

の学校はそのコースではございませんので、入

学者数が減っているのではないかと考えており

ます。

それから佐世保市との協議ですが、担当レベ

ルでは、こういった要望をされるに当たりまし

て、佐世保市の状況等もお伺いをしております。

独自に調査もされて、調査結果もお伺いしてお

ります。

それに対する支援等につきましては、県とい

たしましては県全体あるいは二次医療圏ごとで

の支援を考えていく立場でございますので、佐

世保市が市の医療圏で考えられることとも整合

性をとりながら、今、協議を続けていると回答

させていただきます。

【宮本委員】 詳細、ありがとうございます。

確かに高学歴化は背景としてあろうかと思い

ます。しかし、佐世保市医師会立の看護学校は、

それ以外の方の受け皿になっていたと、ここが

募集停止になっているので伊万里の学校に行っ

たという話も聞いているところです。

県がどう支援ができるかは非常に難しいとこ

ろだろうと思いますが、とはいえ看護師不足は

あるんですよね。だから、看護学校が一つなく

なると、県北において看護師を目指す学生の学
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ぶ場が少なくなり、さらに看護師不足が加速す

るんじゃないかと考えるんです。

佐世保市医師会の看護学校の廃止に伴って、

今ある高校ないし専門学校ないし大学に移ると

いったようなお話、それに対する支援のお願い

が佐世保市から出ているのかどうか、現段階で

わかれば教えてください。

【峰松医療人材対策室長】佐世保市医師会立の

看護学校の廃止に伴いまして、准看の養成コー

スから正看のコースへ進学される方、そういっ

た進学者の受入れにつきましては、昨年度の卒

業生の一部は九州文化学園の専攻科に進学され

たと聞いております。

先ほどおっしゃった看護師不足のところです

が、県北地域には佐世保市立の看護学校もござ

います。そこは大半の方が市立の総合病院に就

業される傾向がございます。佐世保市医師会の

卒業生の方は、そこにはなかなか就業されてい

なかったんです。

大学卒業の方の就業先、専門学校卒業の就業

先、それぞれ病院の診療形態によって就業され

る方が違いますので、それぞれが看護師不足と

ならないように、こちらとしても就業先に応じ

た支援ができないか、県全体として捉えて考え

ていきたいと考えております。

【宮本委員】医療人材の確保については、やは

り県が指揮をとっていただきたいと考えており

ます。

前回の一般質問で取り上げましたが、県北医

療圏は産科のドクターも減っていると非常に懸

念されています。看護師不足、そしてまた医師

不足についてもずっと言われていることなので、

佐世保・県北医療圏における人材不足が、一つ

の学校がなくなることによって非常に厳しくな

ってきます。

産科・周産期医療については別途質問させて

いただきますが、どうか市とも議論を重ねて、

県として歩み寄っていただいて、支援を強化し

ていただきたいと改めて要望させていただきま

す。

【千住委員長】 ほかにございませんか。

【堤委員】私も、佐世保市の陳情の49ページ、
50ページ、こども発達センターの療育部門に対
する支援ということで、今回の一般質問でも取

り上げられましたし、私も以前、このことにつ

いては取り上げたことがあるんです。療育部門

を受診する子どもたちが少しずつ増えてきてい

る中で、ここに対する県からのソフト面の支援

をもっといただけないかと思っています。

佐世保市外の県北の市町からの受診もありま

すし、何か月も待たないと診てもらえない状況

もあります。少子化対策、子育てに対する支援

という面からも、こういうところにしっかり手

立てをしなければいけないのではないのではな

いかと思っております。

県央や県南に比べて、県北はこういった部分

が非常に手薄になっているのではないかと思っ

ていますので、改めてこの支援をお願いしたい

と思いますけれども、見解を求めます。

【藤井障害福祉課企画監】佐世保のこども発達

センターの療育部門に対する支援でございます

が、センターの中に福祉部門と医療部門があり

まして、医療部門に関しましては診療報酬で運

営をしていただくことを原則としております。

そこに関しては長崎も、諫早のこども医療福祉

センターも同様でございますが、運営費の中で

賄っていただくことを基本としています。

初診待ちの解消に向けてですが、診療の6割
を占める投薬のみの再診については、民間の医

療機関で協力をいただけるように、これから協
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力を図っていって、少しでも待機が解消できる

ように努めていきたいと思っております。

【堤委員】他の地域に比べて、診療報酬で運営

するところも大変厳しい状況と。佐世保は、医

師の派遣とか何か県からもしていただいていま

すけれども、大変な中で経費がかさむ中、運営

をされている。なくてはならないセンターで、

ここがあることで県北地域の皆さんから頼りに

されていると、そういったところもお含みいた

だきたいと思います。

待機解消に向けて、投薬のみのところを民間

の医療機関にということですが、様々工夫をし

ていただき、受診待ちが少しでも解消できるよ

うに頑張っていただきたいと思っていますので、

よろしくお願いいたします。

このことについて一般質問で取り上げても、

「わかりました、ありがとうございます」と言

えるような答弁をいただけないことがずっと続

いています。しかし、地元にはそういう要望が

非常に強いんだということはしっかり受け止め

ていただきたいと思います。よろしくお願いい

たします。

【千住委員長】 ほかに質問はございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【千住委員長】ほかに質問がないようですので、

陳情につきましては承っておくことといたしま

す。

次に、議案外所管事務一般に対する質問を行

います。

まず、政策等決定過程の透明性等の確保など

に関する資料について、ご質問はありませんか。

【冨岡委員】 1,000万円以上の契約状況一覧表
を発信させていただきます。

2点ございます。こども政策局の方です。真
ん中のところ、長崎県DV被害者等総合支援事業

業務委託について、随意契約で、相手方が非公

開となっているんですけど、そのご趣旨をご説

明いただけたらと思います。それがまず1点目
です。

【川村こども家庭課長】 お尋ねのDV被害者総
合支援事業委託の相手方は、実際にDV被害に遭
われた方への支援、ステップハウス等の運営に

関わりますので、委託先がわかってしまうと、

そこからDVの被害者等に影響が及ぶ可能性が
あるということで、ここにつきましては非公開

とさせていただいております。

【冨岡委員】 わかりました。

2点目が、次のページの最後の3つ目、お米代
金等事務処理業務委託について、こちらも随意

契約で金額は10億円と比較的大きかったので、
まず、委託内容と契約期間、必要性の部分を教

えていただけたらと思います。必要性について

は、通常、専門性や地域性、公益性については

根拠法令などありましたら教えていただけたら

と思います。

【川村こども家庭課長】お米代金等の事務処理

業務委託につきましては、今、委員がおっしゃ

った委託のもう一つ上、子育て世帯臨時特別支

援事業業務委託、これが実際のお米券の配布に

当たりまして業者を選定したものとなっており

ます。これにつきましては一般競争入札で業者

を選定しておりまして、ここに書いております

日本トータルテレマーケティングが落札をして

おります。

下の方に書いてあります業務委託につきまし

ては、実際のお米券を配布する時の郵送料、そ

ういったものについては別で随契をしておりま

して、実際の郵送等に係る費用は随契で同じ業

者に委託をしているものであります。

【浅田委員】今の富岡委員の質問に関してです
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けど、これはあくまで金額が、最低制限、価格

が求められていないので一般競争入札になって、

業者の中で県外の企業ではありますが、あくま

で安いからという1点だけでここが選ばれたと
いう認識でよろしいんでしょうか。

【川村こども家庭課長】一般競争入札で実施を

いたしまして、確かに設定価格より落札額はか

なり落ちているんですけど、ここにつきまして

は業者の業務実績も加味しまして、実際に業務

ができると判断いたしまして業者を決定したと

ころでございます。

【浅田委員】確かに金額的にお安かったという

のはあろうかと思うんですが、こういうコロナ

の経済状況の時期で、県内に営業所がある企業

3社ほど手が挙がっている中で、よっぽどの理
由がないとというふうにちょっと思ったもので

すから。随意契約と両方合わせるとかなりの金

額になる案件で県内企業が挙げている、そのあ

たりはちょっとどうなのかなというふうに思う

次第です。

こういう場合は、やっぱり税金ですから、あ

くまで価格帯が安い、その1点に限るという認
識でよろしいですか。これは今後に関しても響

くものですから、あえてお伺いをしています。

【川村こども家庭課長】まず価格につきまして

は、先ほども申し上げましたが、実際に業務を

やるに当たりまして適正に業務が実施できるか

ということはしっかり見ておりまして、過去の

業務実績等で、できると判断しております。

一般競争入札で今回実施をさせていただいて

おりますので、やはり価格が第一ということに

なってまいります。それで一番安いのが県外の

業者で、それを排除するということはちょっと

できませんでしたので、そこについてはしっか

り業務ができるか、適正な価格か、そういった

ことを総合的に判断させていただいたところで

あります。

【浅田委員】わかりました。業務も適正であり、

税金ですから、県民のためには少しでも安いと

ころでしっかりやるところを選んだと、県内業

者は選ばれなかったという認識で理解をしまし

た。

もう1点、福祉保健部にお伺いします。今送
りましたが、6ページです。新型コロナウイル
ス感染症自宅療養者への健康観察業務委託に関

して、ちょっとよくわからないのですが、ここ

が単価契約ということで、架電の事務員とか、

いろいろ見ると一定の金額かなというところで

随意契約になっております。

この随意契約の状況と、この金額設定のあり

方と、最終的にはどれくらいの金額になったの

かを教えてください。

【岸川感染症対策室企画監】健康観察業務委託

でございますが、契約時点での想定される総額

を申し上げますと、基本的には看護師の単価と

架電事務員とか各事務経費、コールセンターに

おける1回線ごとの設備費、これらを全て単価
契約にしておりまして、それを契約時点の想定

される数量で計算した時に2,380万円を想定し
て契約をしております。

1者随契でございますが、令和4年3月から緊
急的に開始をしているものでございまして、当

初は急激な感染者の増加がございまして保健所

業務が急に逼迫をしていましたから、緊急的な

措置ということで、随意契約による5者見積り
で契約をしております。

その後の各年度につきましては、感染者が

日々発生いたしまして健康観察も一定期間する

必要がございますので、途中で切るのはなかな

か難しゅうございます。今年度は5月7日までの
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実施で業務はもう終わっておりますが、この間、

1者随契で契約をしております。
【浅田委員】 令和4年からやられていて、その
時に一度、5者見積りを出して、その中で決ま
って、それが引き続き今回も随契という形で業

務をやられていたと。

2,380万円ほどが予算として組まれていると
いうことですが、実態としてこれだけ減ってき

た状況の中で、どれくらいの費用がかかったん

でしょうか。

【岸川感染症対策室企画監】今年度はかなり件

数が減っております。健康観察の対象者が減っ

ておりますので、当然体制も最小限でやってお

ります。結果的に今年度の実績が、令和5年5月
7日までで2,386万円、同額でございます。最初
に想定した数量自体が、今年度は感染者が減っ

た時の数量で想定しておりましたので、令和5
年に関しましては同額で実績が出ております。

【浅田委員】 令和4年はもっと金額が高かった
けれども、ここに関しては減った状況での想定

ということですね。

ただ、ちょっと思ったのが、ピーク時はもの

すごい件数の連絡があって、架電の事務員も大

変だった状況で、ある一定の金額を支払うのは

理解できるところですけど、かなり人数が減っ

てきた状況で、その前の5者見積りの状況をそ
のまま継続するはいかがなものかなと思うとこ

ろですが、そのあたりはどのように受けとめら

れているんでしょうか。

【岸川感染症対策室企画監】そのあたりは、対

応する看護師の数であったり、電話対応をする

人の数だったりを、感染者の数によって増減が

しやすいような形にもっていくために単価契約

というやり方をしております。そのあたりは実

際の感染者数に合った形での対応ができている

というふうに考えております。

【浅田委員】すみません、私の理解力がないの

か、わかったようなわからないような。全体的

な金額が減るのはわかるんですけど、それぞれ

の一人単価が変わっていないとすれば、件数の

状況はかなり変動していると思うので、どうな

のかなと思った次第なんです。

また、医業的なしっかりとした知見を持って

いらっしゃる方々が架電事務員なのか。全くそ

うじゃなくて、架電事務員になるには、私ども

でもできるのかどうか、そこはどうですか。

【岸川感染症対策室企画監】まず健康観察のや

り方でございますが、通常のケースであれば、

HER-SYS（ハーシス）というシステムを用い
まして、自宅療養者の方がご自身でデータを入

れていただく、そのデータの確認ということで

事務員がおりますので、そこは専門的な知識等

は要りませんので、通常の方でできる範囲でご

ざいます。その中で、例えば症状にちょっと異

常というか、体調に変化が見られるような場合

には看護師が対応するというふうな体制をとっ

ております。

【浅田委員】 体制、あり方、やり方というとこ

ろは理解できましたが、その中身に関しては、

これまでの状況とか、後でまた詳しくお伺いで

きればと思います。事態が変わった状況で、こ

この中身は変わらないで、果たしてそれが適正

なのかどうかというのは、ちょっとまだ疑問が

残るところなので、後で、こちらも計算してか

ら伺わせていただければと思います。

同じ6ページの最後ですが、新型コロナウイ
ルス感染症に関する電話相談業務委託が、随意

契約で福岡の方になっております。この随意契

約先は7ページで一般競争入札をしたところと
同じです。これは、要は業務的に紐づけがある
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から随契になったのかなと思ったんですけど、

随契の契約日が3月22日で、相談業務委託が5月
だったものですから、このあたりはどういうふ

うに考えればよろしいのかなと思いまして、お

伺いします。

【岸川感染症対策室企画監】こちらにつきまし

ては、当初の随意契約の部分が、財源が国の緊

急包括支援交付金を使っておりまして、こちら

の方針が、最終的な確定版が出されたのが3月
でございます。ということで、実際の業務がい

つまでなのかとか、そういうものを含めて未確

定でございましたので、仕様が固まらずに一般

競争入札の準備ができなかったということで、

今年度の5月末までを随意契約で契約をいたし
まして、6月からは一般競争入札の準備ができ
ましたので、新しく一般競争入札で契約したも

ので、たまたまといいましょうか、取った業者

が同じであったということでございます。

【浅田委員】わかりました。これを見る限りに

おいては、わかりづらいなというふうに思った

次第でした。

それと、先ほどの電話業務の方と、看護師と

か医師とかと、あまりにも単位がですね、専門

性を持った方が。それは、後ろにある資料を見

ると、企業体とか抱えている人数が違うからな

のかなというふうに勝手に理解はしたんですけ

れども、そういったところも説明していただけ

ればと思います。

もう1点、9ページにありますSNSの相談事業
業務委託も随意契約で東京の業者になっている

んですが、ここはどういった状況でしょうか。

【藤井障害福祉課企画監】当事業は、全国的に

若者層の自殺者が増加している状況を受けまし

て、LINEを使った相談対応をしているもので
ございまして、昨年8月に開設をしております。

昨年、総合評価方式の一般競争入札で業者を

決定しております。今回2年目になりまして、
契約を新たな業者とした場合、データの移行に

400万円程度かかるということと、切れ目なく
きめ細やかな継続性のある相談対応をする必要

がありまして、同じ業者に随意契約をしている

ものでございます。

九州で福岡、熊本、大分も本県同様の事業を

しておりますが、同じ業者が随意契約をしてい

る状況でございます。

【浅田委員】わかりました。こうやって随契と

なるのは、前々からの継続事業であると、他県

もここにやっているということで理解はいたし

ました。

最初に見た時に、SNSの相談業務であれば、
地元に根づいたところ、地元の状況、地元の教

育関係、地元のいろんなことを理解していると

ころの方が相談にのりやすいのかなと思ったん

ですけれども、そうではなくて、あくまでこの

会社にいらっしゃる人材が、非常にそういうこ

とをしっかりやれているというところで選んで

いるという認識でよろしいでしょうか。

【藤井障害福祉課企画監】昨年の契約が総合評

価方式でございまして、価格だけではなくて提

案内容といいますか、相談対応職員の体制も含

めて評価していまして、心理士と精神保健福祉

士が100名程度在籍する業者でありますし、厚
生労働省のSNS事業も受けている業者でござ
いまして、非常に信頼のおける業者でありまし

たので契約をしたところでございます。

なお、昨年度、一般競争入札でありましたが、

応募したのがこの1業者だけという状況でござ
いました。県内からの業者はなかった状態でご

ざいます。

【浅田委員】 ここ1者だけだったと、これは前
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年度もということでした。多分、分析とか資料

とか、おありかと思いますので、どういうふう

な相談があってということを、今お答えいただ

きたいわけではなくて、後ほどで構いませんの

で、資料を皆さんに提供していただければ幸い

です。

【千住委員長】ほかにご質問はございませんか。

【宮本委員】確認の意味も含めて質問させてい

ただきます。

政策等決定過程の透明性等の確保などに関す

る資料差し替えの福祉保健部、先ほど浅田委員

からもありましたが、11ページ、入札結果一覧
表です。入札物件名が新型コロナウイルス感染

症に関する電話相談業務委託（単価契約）です

が、入札単価なんですね。落札されているのが

株式会社メディカル・コンシェルジュ福岡支社

で、看護師、保健師、医師とあって、日勤9時
から17時まで、夜勤17時から翌9時まで、これ
は看護師、保健師、医師も同じ時間帯ですが、

落札されたところの医師の入札単価は1,000円
ですよね。これはほかのところと桁が一つ違っ

て、一番下のシミックソリューソンズにおいて

は27万円なんですよね。この1,000円というの
は、どういうことかなと思って。

落札が安いのはいいんでしょうけど、1,000
円の業務について、ほかのところと桁がかなり

違うものですから、教えていただければと思い

ます。

【岸川感染症対策室企画監】こちらの単価が大

きく違っているということで、基本的に医師の

対応は、体調が悪くなった時に医学的な判断を

していただくために配置をするものでございま

して、仕様書上は常駐でなくても可というふう

にしております。この一覧表の一番下の高い部

分は、常駐という形で見積もって入札をしてい

ます。

一番安いところ、通常でいえば1,000円とはあ
り得ないので、一旦入札を止めまして事実確認

をしております。専任でなくても構わないとい

うのは、要は医学的な対応、相談したい時に対

応していただければいいものですから、ここの

業者は、ほかの事業のために医師を常駐させて

おりまして、その中で対応をするということで

ございましたので、この1,000円という単価でで
きないという判断はできませんでした。対応は

できるということで、この財源に関しましては、

会社の事業の全ての収益の中から算出するとい

う説明でございましたので、あくまでもここは、

実際に委託料を算出するところの単価という認

識で契約をしております。

【宮本委員】 大丈夫ですか。1,000円とはあり
得んですよね。これ、時間じゃないですもんね。

日勤9時から17時までを1,000円で医師が相談
対応するというのは、時間給1,000円でもあり得
ない話です。

先ほど言われたとおり常駐じゃないので、何

かあった時に対応すればいいという考え方のと

ころと、一方では、常駐せんばいかんというこ

とで27万8,700円って、妥当だろうと思うんで
すが。

新型コロナウイルス感染症に関する電話相談

業務というのは、今から県がする業務ですよね。

業務なのかな。今からすることで、県民の方か

ら電話があった時に、そこに転送になると。

そもそも業務自体について教えていただけれ

ばと思います。県民からの相談に対応するドク

ターという理解でいいのか、教えてください。

【岸川感染症対策室企画監】こちらにつきまし

ては、県の受診相談センターがございまして、

発熱等があって病院を受診したがいいかどうか
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というふうな相談の対応をする窓口でございま

す。基本的には、そこに配置しております看護

師が、その症状等を聞きながら、病院にかかっ

た方がいいとか、かかる病院に関しましても、

今は5類になっていますので基本的には近隣の
医療機関に行っていただくんですけれども、そ

れがどうしてもできないとか、かかりつけ医が

ないとか、そういうふうなお困りがあった時に

相談していただくようなセンターであります。

その相談の中で、症状とかでどうしても医学

的な判断が必要になってくる時に、医師に看護

師が相談をするということでございますので、

頻度的にはそうないと思っております。

1,000円というのはすごく安いですけれども、
実態のところはメディカル・コンシェルジュに

いらっしゃる医師が対応するので、そこは委託

事業の実施自体には影響はないというふうに考

えております。

【宮本委員】再度確認で大変申しわけないんで

すけど、電話相談業務は今までもあっていて、

医師に対する照会もあっていたと思うんです。

5類に移行したから恐らく減るだろうとは思い
ますが、結構な相談件数はあったと思うんです。

それに医師が対応したことはあろうかと思うん

です。そういった対応でも問題ないんでしょう

ね。実績等がわかれば、教えていただければと

思います。

【岸川感染症対策室企画監】 電話相談件数は、

令和4年度には5万8,700件ほどあっております。
ほとんど看護師が対応しておりまして、申し訳

ございませんが、医師が対応した件数は把握し

ておりません。

【宮本委員】 わかりました。メディカル・コン

シェルジュ福岡支社が委託しているドクターが

対応することで、この単価になったと理解をい

たしました。

再度確認ですが、先ほど、入札を止めてとい

う答弁がありました。「あれ、ちょっとおかし

いな」と県としても思われましたか。これはど

ういったことかなということで確認した経緯が

あるのかどうかを、再度確認させてください。

【岸川感染症対策室企画監】入札に関しまして、

予定価格の3分の2を下回ったりとか明らかに
額が低い時には、県の入札執行マニュアルで、

一旦その入札を止めて本当に実施が可能なのか

どうかの確認をするとなっておりますので、そ

れに従ってやっております。

【宮本委員】予定数量もありますし、メディカ

ル・コンシェルジュ福岡支社はそういったこと

に特化した会社で、それで対応できると県も信

用したんでしょう。

ともかく、県民の方から相談があった時につ

ながらないとかということがないように、しっ

かりと対応していただきたいと改めて意見とし

て申し上げます。

【千住委員長】ほかにご質問はございませんか。

【冨岡委員】 同じ流れで、1,000万円以上の契
約状況一覧の文教厚生委員会提出資料、福祉保

健部の部分を発信させていただきます。5つほ
どです。

まず、8番の新型コロナウイルス感染症自宅
療養者への健康観察業務委託です。委託内容と

必要性などについてお答えいただけたらと思い

ます。こちらも随意契約ですね、8番。
それと、次のページの16番、ICTを活用した
特定健診受診率向上対策事業業務委託の件と、

17番、医療費経年分析事業業務委託、24番は先
ほど浅田委員のお話の中でありました。

27番から29番までの在韓被爆者支援関係で
す。これも金額が比較的大きくてですね。それ
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で、具体的な委託内容と、ちょっと勉強不足で、

在韓被爆者の方が人数的にどのぐらいいらっし

ゃるのかというところも含めてお答えいただけ

たらと思います。

【岸川感染症対策室企画監】 まず、8番の健康
観察業務委託は、先ほどご説明した部分でござ

いまして、コールセンターを構えて行う業務で

ございます。コロナ患者は日々発生をいたしま

して、それに関する健康観察は一定期間、例え

ば5日間とか、前だったら7日間とか、その期間
の健康観察をする必要がございます。あと、体

調が悪化した時の電話対応を24時間で対応し
ております。そういう状況でございますので、

途中で契約業者を変えるのはなかなか難しゅう

ございましたので、1者随契で契約をしており
ます。

【川内野国保・健康増進課長】 16番のICTを活
用した特定健診受診率向上対策事業の業務委託

ですが、この事業は令和3年度から実施をして
おりまして、最初に実施しました時に公募型の

プロポーザル方式で事業者を選定しております。

令和3年度は11市町で実施しまして、令和4年度
は15市町、今年度、令和5年度は17市町に拡充
することとしております。継続実施をする市町

におきましては、事業効果を高めるため、切れ

目なく早期介入する必要がありますので、この

事業をやれるのは、このキャンサースキャンに

限られるということで随意契約としております。

次に、17番の医療費経年分析事業の業務委託
ですが、この事業は、令和2年度に同様の医療
費の分析事業を行っておりまして、今年度の事

業は、この結果と併せまして経年の分析をする

こととしております。令和2年度に実施しまし
た事業の際には公募型プロポーザル方式で、こ

の事業者を選定しております。委託先であるこ

の事業者は、令和2年度に実施しました事業に
おきまして、その事業者が有する特許技術を用

いて医療費分析を行っておりますので、この特

許技術を有する業者はこの事業者に限られると

いうことで随意契約としております。

【林田原爆被爆者援護課長】 27番から29番に
ついてお答えいたします。いずれも在韓被爆者

の支援事業でございます。

まず、在韓被爆者の人数につきましては、令

和4年3月末の数字で1,889名いらっしゃいます。
その中で、まず27番、在韓被爆者支援事業業
務委託につきましては、業務内容としまして、

韓国在住の被爆者への支援を円滑に行うために

必要な事務局の体制の整備とか、被爆者への相

談対応などを行うということで、大韓赤十字社

と随意契約をしております。この理由として、

大韓赤十字社は、韓国内で韓国政府の委託を受

けて在韓被爆者への支援事業を行っております

唯一の団体で、他にこの事業を実施できる機関

がないためでございます。

次の28番、在韓被爆者の保健医療の支援に係
る業務委託につきましては、在韓被爆者への医

療費の支給、あるいは健康診断の実施を行うも

のです。

事業費については医療費と健康診断に要する

経費、事務費の固定分につきましては、人件費

とかパソコン、システムの維持管理などの固定

的な経費、印刷費とか通信費とかの数量によっ

て変わってくるものを単価契約としております。

随契の理由は先ほどと同じでございます。

3つ目、29番、在韓被爆者の医療費等支給に
係る算定と業務委託、この業務につきましては、

日本国内の医療報酬の算定の考え方とか韓国の

医療制度を熟知している必要があるという特殊

性があります。委託しております日本公衆衛生
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協会は、在韓被爆者の保険医療費助成制度が平

成16年度に開始されておりますが、それ以来、
被爆者の算定、支給に携わっている唯一の団体

で、このほかに考えられないということで1者
随契としております。

【千住委員長】 ほかにございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【千住委員長】次に、政府施策に関する提案要

望の実施結果について、ご質問はございません

か。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【千住委員長】質問がないようですので、次に、

議案外所管事務一般について、ご質問はありま

せんか。

委員一人当たり、一回当たり20分をめどにお
願いします。

【堀江委員】委員会のこども政策局長説明の差

し替えの分です。私から発信しました。

子育て世帯へのお米券配布についてですが、

こども政策局長説明は差し替えがありまして、

「現時点で6月下旬からの申請受付開始を予
定」としています。最初は6月28日と出して、
その後、差し替えの局長説明には「6月下旬」
と書かれています。しかし、先ほど局長が説明

した段階では6月28日と言われました。
受付開始は、いつですか。

【川村こども家庭課長】お米券の申請受付開始

につきましては、先ほど、こども政策局長が口

頭でご説明しましたように、6月28日から申請
を開始したいと考えております。

【堀江委員】 これは、さきの2月定例会に先議
で出された議案で、2月、3月、4月、5月、6月、
こんなにもかかるんですか。

というのは、これは4月1日現在でカウントさ
れるんですけど、2月の段階で報道されて、子

ども1人10キロ、お米が届くよという報道をす
ごく楽しみにされていて、3月に18歳の高校生
が卒業して家を出て1人減ったりして、いつに
なったらお米券が届くのかという要望がすごく

寄せられているんです。

先ほど、契約案件の部分も出されましたけれ

ども、これは2月議会の、しかも先議でされた
部分にしては、6月28日というのはあまりにも
遅いんですけれども、そういう認識があるのか

どうか。

同時に、なぜ6月28日になるのか、そこをも
う少し説明してください。

【川村こども家庭課長】お米券につきましては、

今、委員がおっしゃいましたとおり2月の先議
でご承認いただきまして、準備に入ったところ

ですが、県産米ということで準備を進めており

ましたので、取扱いする店舗の調整等に時間等

を要したところでございます。

実際4月になりまして委託契約に向けて準備
を進めまして、契約を結んだ後に委託業者と準

備を進めているところですが、お米券取扱い業

者に対してもしっかり説明が必要、それとコー

ルセンターの職員の養成が必要、あとは広告、

広く周知をする必要がありますので、そういっ

た情報周知啓発等にも準備が必要でありました

ので、その辺が整いまして6月28日から申請を
開始するということで進めているところであり

ます。

確かに、遅いというご指摘がありましたとお

り準備に時間を要しました。今後は申請を受け

付けて、しっかりと配布に向けて準備を進めま

して、できる限り早い段階で皆様のお手元に届

くように進めていきたいと考えております。

【堀江委員】 2月20日、予算決算委員会文教厚
生分科会の審議の中で、当時のこども家庭課長
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が、「お米券の申請につきましては、直接子育

て世帯の方から、私どもが業務を委託をいたし

ます事業者に対して申請を行っていただくとい

うことで、申請に当たりましてはホームページ

等からダウンロードしていただくとか、そうい

う環境がない方には受託業者から申請書を送付

していただく」というふうに、その時に、こん

なふうにしますということで、生産者、お米の

業者も含めて、当時は宮本委員もおられました

が、そういう一定手順といいますか、どんなふ

うにやるのかという説明があって、それで早期

に手元に届くようにということになったわけで

す。

今の課長の説明は、こんなふうになって今度

6月28日になりましたということですが、当初
予定したことと、今4か月たってやっと6月28日
になった、ここの違いをもう少しわかりやすく

説明してもらえますか。

要するに、お米業者とこうする、委託業者と

こうすると予定していたんだけれども、結局、

そういかずに4か月後になりましたとなるのか、
もともと説明した段階で申請できるのは4か月
後というふうに思っていたのか。

私は、できるだけ早くというふうに担当課も

思っていたと思うので、当時はいなかったでし

ょうが、当初、2月の先議の時に言っていたこ
とと、この4か月でどこがどう違ってここまで
延びたのか、そこをもう少し言っていただかな

いと、「こんなふうになりました」だけではち

ょっと理解できません。再度答弁を求めます。

【川村こども家庭課長】実際、準備を進めてい

く段階で、こども家庭課としては、4月に入っ
て速やかに入札に図れるような形で準備を進め

たいと当初から考えておりました。

4月に入りまして、私、課長が替わったこと

もあり準備に時間がかかりまして、委員おっし

ゃるとおり、実際に施行伺いを回す時間は少し

時間をとりました。その後、入札に図りますの

で告示等の時間もかかりまして、今回の6月28
日申請開始に至ったところであります。

確かに4月当初から速やかにやれば、もう少
し早くできたと思うんですが、実際に準備を進

めていく中で少し疑問点があったり、そういっ

たことで時間を要しましたので、遅れたことに

つきましては申し訳なかったと思っております。

【堀江委員】今の課長の答弁の中で、進めてい

く中で疑問点があったと。つまり最初の計画、

2月の先議をしていた計画と、実際にやろうと
した時に、担当課長も替わる、新たな視点も入

る。しかし、これは継続の事業なので、担当者

が替わろうと、やる事業は同じだと思う。

疑問点があったということは、実際にやって

みたら、はてなマークがつくような状況があっ

たということなんですか。事業がすんなりでき

なかったんですか。

【川村こども家庭課長】 今回、10キロ相当の
お米券を配布しますということで準備を進めて

おりまして、通常のお米券とは違った県独自の

お米券を発行する手順とか、発行の中身で少し

まだ煮詰まっていない部分とかがありましたの

で、そういったことを担当とやり取りをしてい

るうちに、ちょっと時間がかかったということ

がございます。

【堀江委員】平たく言えば、2月の先議の段階、
子どもさん1人に10キロのお米券を配布します
と言った、その事業そのものがまだ固まってい

ないところもあり、担当者も替わって。

先議で4か月もかかるのは、私はちょっと遅
いと思っている。もちろん担当者が替わったに

しても、これはコロナ禍の中で子育て世帯を応
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援すると、一番わかりやすい、子どもたちがい

る世帯にお米券が届きますよという、いわばこ

ども政策局として、ある意味メインの施策が遅

れたことについては、私は今の話では細かく内

容を理解することはできませんでした。

答弁としては、最初の事業そのものが十分な

形でなかった部分があり、あるいは担当者が替

わったこともあって、年度替わりのことでもあ

りますので、なかなか対応できなかったという

ことですが、そういう説明だけで県民が納得す

るかなというふうに思うんです。

いずれにしても、今後どのように進めていく

のかということは問われていくと思うんです。

最後にその点の答弁を求めます。

【川村こども家庭課長】 今後につきましては、

実はコールセンターは設置をしておりまして、

ホームページに今公表しております。6月28日
から申請を開始しまして、11月末まで申請は随
時受付をしたいと思っております。

今後は周知をしっかり図っていくことが大事

になってまいりますので、ここにつきましては

テレビのCM、学校等を通じてチラシの配布、
それとラジオ、あらゆる媒体等を活用してしっ

かり、漏れなく申請していただくように準備を

進めていきたいと思っております。

受け付けたものにつきましては、今後、審査

を経まして、お手元に8月から届くように準備
を進めていきたいというふうに考えております。

【堀江委員】 それはあくまでも申請ですよね、

申請。把握していないんですか、18歳以下世代
の子どもがいる世帯を。申請をしないと、これ

はできないんですよね。申請の手順を省いて、

子どもがいる世帯にお米券が届くというような

手法はできないんですか。

【川村こども家庭課長】もともと制度設計した

時から、申請によって、うちの方で審査をしま

して、きちんと長崎県内に住所がある18歳未満
の子どもと確認したうえで配布をするとしてお

りましたので、ここにつきましては当初の予定

どおり、プッシュ型ではなく申請で対応させて

いただきたいと考えております。

【堀江委員】 当時のこども家庭課長は、「今回

の事業につきましては、長期化しますコロナ禍、

物価高騰の中で、県の独自の経済対策として、

子育て世帯の家計の負担軽減を図るために、県

産米限定のお米券を配布したい」と。「子ども

さんがいる世帯ほど食費の負担が大きい、特に

育ち盛りの子どもさんを育ているためには食費

はなかなか削れない、だからこういった家計の

負担軽減のためにお米を配布するのが効果的で

はないかということで事業を組み立てていきた

い」と。

当時、県議会も、本当にお米券でいいのかと、

いろんな声があったんですが、それはそれとし

ても、ぜひ子育て世帯を、特に子どもたちが食

費を削らなくてもいいように支援をしてほしい

ということで、これは先議で既に予算として可

決をされています。そういう趣旨からしても、

私としては、今は6月で、8月には手元に届くよ
うにしてほしいと思いますが、あまりにも、2
月の先議でやる意味があるのかと非常に私は思

いました。

これは要望しかできませんが、最後に局長、

このことについては再度、早急に手元に届くよ

うにしてほしいと思いますが、答弁を求めます。

【浦こども政策局長】お米券の問題でございま

すが、委員からご指摘がありましたように、こ

れは先議で委員の皆様のご承認をいただいたも

のですので、そういった趣旨を、まず我々理事

者はしっかり重く受けとめて、先ほどお話があ
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りましたけれども、旧年度中にしっかり準備を

しておくと。4月に入って体制が替わったとし
ても、そこは速やかに入札手続に移行できると、

そういう流れを本来しっかり進めておくべきだ

ったのではないかなというふうに、私も改めて

今、やり取りを聞きながら思った次第です。

今回、6月定例会の当初、先議を議論する中
でも、委員の皆さんから、先議の事業について

はいつごろ執行される予定かといったご質問を

複数いただいております。そうした中で私から

もこども政策局の職員に対して、特に先議の案

件については、とにかく事務処理手続のスピー

ドを優先しながら、先議の意味をしっかり重く

受けとめて、今後の執行の計画等も立てたうえ

で執行するようにという指示も出しております

ので、今後、先議の案件につきましては、そう

いう考え方のもと進めていきたいと思います。

まずお米券については、ただいまご指摘があ

りましたように、しっかりとPRをしていきなが
ら、1日でも早く手元に届くように、今後の事
務処理を進めていきたいと考えております。

【千住委員長】それでは、午前中の審査はこれ

にてとどめ、しばらく休憩いたします。

午後は、1時30分から請願審査を行いまして、
請願審査が終わり次第、引き続き福祉保健部、

こども政策局の審査を行いますので、よろしく

お願いします。

― 午前１１時５４分 休憩 ―

― 午後 １時２９分 再開 ―

【千住委員長】それでは、委員会を再開いたし

ます。

これより、請願審査を行います。

第1号請願「長崎県における喫煙対策に関す
る請願書」を議題といたします。

紹介議員から説明をお願いいたします。

【中島(浩)紹介議員】 長崎県における喫煙対策
に関する請願書でございます。紹介議員が私、

中島浩介と中村議員、清川議員の3名でござい
ます。代表して私から説明させていただきたい

と思います。

紹介議員になっております3人は南島原市と
五島市でございまして、葉たばこの生産者が非

常に多い地域で、地元の基幹産業となっている

ところでございます。

葉たばこ産業におきましては、長崎県におけ

る耕作面積が389ヘクタール、令和4年度の売上
高が21億7,000万円となっております。
そしてまた、令和3年度の長崎県全体におけ

るたばこ税は110億円ございまして、市町村税
がそのうち94.7億円と財源の確保に非常に寄与
しておりまして、地域振興の一翼を担っている

と思っております。

県議会では、令和2年に採択されました「地
方たばこ税を活用した分煙環境整備に関する請

願」で、私どもが置かれる状況や、思いが通じ、

議会の皆様のご理解をいただけたものと認識し

ております。

喫煙者、非喫煙者が双方快適に過ごせる環境

整備が推進されることで、安定的な地方たばこ

税の確保にもつながり、ひいては私どもの生活

の維持に少しでも好影響を与えるものと期待し

ているところでございます。

そこで、国の定める法律に上乗せとなる施策

ではなく、健康増進法に沿った取組にをより望

まない受動喫煙の防止対策を行っていただきた

いことと、バランスのとれた健康対策を検討し

ていただくこと、そしてまた喫煙者、非喫煙者

双方が快適に過ごすことができるよう検討して

いただきたいということでございます。
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今回、たばこ耕作組合、ＪＴ、飲食店の皆さ

んから請願が出されております。例えば飲食店

におきましては、しっかりとした分煙対策を講

じられて、ある程度費用がかかってもしようが

ないという立場で協力していただいているとこ

ろでございますし、長崎県は葉たばこ耕作者が

多い状況でございますので、このことも加味し

ていただきまして、何とぞご採択いただきます

よう、よろしくお願い申し上げまして、紹介者

の説明とさせていただきます。

ご採択いただきますよう、よろしくお願いい

たします。

【千住委員長】 この際、お諮りいたします。

請願人から、趣旨説明を行いたい旨の申し出

があっておりますが、これを許可することにご

異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【千住委員長】 ご異議なしと認めます。

よって、請願人の趣旨説明を許可いたします。

なお、請願人に申し上げますが、趣旨説明は

5分以内で、簡明にお願いいたします。
しばらく休憩いたします。

― 午後 １時３２分 休憩 ―

― 午後 １時３７分 再開 ―

【千住委員長】 委員会を再開いたします。

これより、請願についての質疑を行います。

質疑はありませんか。

【深堀委員】請願人の方、本当にご苦労さまで

ございます。喫煙をしている人間として、ちょ

っと複雑な気持ちで聞いておりました。

理事者の方にお尋ねをしたいと思います。請

願書に書かれている内容の件でですね。

まず、請願事項の1項目に、「国の定める法
律に上乗せとなる施策ではなく」とあります。

説明の中に、他県において、健康増進法よりも

さらに厳しい条例を設けている自治体が散見さ

れると請願人の方が言われていますが、我が国

の中でそういった自治体がどういったことをや

っているのかがわかれば、教えていただきたい

と思います。

【鶴田国保・健康増進課企画監】国内で罰則を

設けている県は6都府県ございます。東京都、
神奈川県、埼玉県、大阪府、兵庫県、秋田県で

ございます。

この中で、例えば神奈川県におきましては、

各喫煙室における技術的基準の不適合、禁煙表

示の不掲示、立入り調査の妨害、20歳未満の者
の立入りにつきましては5万円以下の過料を設
けるとしております。

【深堀委員】健康増進法で定められた基準の不

適合とか、そういったところに対する罰則規定

を条例の中で設けているということですかね、

概ねですね。

長崎県は、健康長寿日本一を目指した取組を

やっています。その中で、全国よりも喫煙率が

高いというポイントがあって、それに対するい

ろんな施策を講じていくものというふうに認識

をしております。

その点に関して、請願人が言われている健康

増進法よりも厳しくするような、県独自で喫煙

対策としてやっていこうという考えはあるので

しょうか。

【鶴田国保・健康増進課企画監】県としまして

は、まずは改正法の規定する受動喫煙防止対策

を徹底できますよう、適切な周知啓発に努めて

きたところでございます。引き続き、この改正

法の基本的な考え方である望まない受動喫煙を

なくして、受動喫煙による健康影響が大きい子

ども、患者などに特に配慮して、また、施設の
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類型、場所ごとの対策にしっかりと取り組んで

まいりたいと思っております。

現時点では、法に上乗せする独自の条例制定

等の検討は行っておりませんが、今年4月1日か
ら県庁舎等で敷地内禁煙としているように、ほ

かの行政施設、公共施設においても推進してま

いりたいと考えております。

【深堀委員】 わかりました。

請願人に対して、少しお尋ねしても大丈夫で

すか。よろしいですね。

【千住委員長】 はい。

【深堀委員】 請願人にお尋ねいたします。

今、ちょっと質疑をやりました。長崎県が考

えている中身についての話が少しあったわけで

すけれども、請願人が出されている請願の趣旨

の中で、先ほど言われた健康増進法を上乗せす

るようなことに対するイメージというのは、ど

ういうふうなものを考えていらっしゃったのか、

もしあれば、こういうことをしてほしくないん

だよという具体的なものをもし何か持っていら

っしゃるのであれば、お聞きしておこうかなと

思います。

【千住委員長】 しばらく休憩します。

― 午後 １時４２分 休憩 ―

― 午後 １時４３分 再開 ―

【千住委員長】 委員会を再開いたします。

ほかに質疑はありませんか。

【堀江委員】まず、担当課にお尋ねいたします。

長崎県の肺がん死亡率は、直近ではどういう

状況ですか。

【加藤医療政策課長】肺がんに関する死亡率の

お尋ねです。直近で令和3年のデータがござい
ますが、長崎県で972名、これを人口当たりの
全国を標準化した率で申し上げますと、全国で

残念ながらワースト8位で、8番目に死亡者が多
いという状況でございます。

【堀江委員】長崎県議会の会議規則上、請願人

の方にお尋ねしても休憩中の答弁になってしま

いますので、紹介議員の方にお尋ねをしたいと

思います。今日は請願人の方、本当にお疲れさ

まです。

この請願項目の2番目、喫煙対策についてバ
ランスのとれた検討ということは、具体的に言

いますと、禁煙、喫煙がバランスをとれたとい

うことになるのか、ここのところをもう少し詳

しく説明していただけますか。

【中島(浩)紹介議員】 今回、県におきまして健
康ながさき21及び長崎県がん対策推進計画等
で健康増進を進める中で、やはりそれは目指し

ていかなければいけない。そしてまた、先ほど

報告があったとおり、がんのリスクも高いとい

うこともございまして、お医者さんは禁煙をな

るべく進める立場でございます。

ただ、我々としましては、対立する立場にな

りますけれども、そのことも考慮しながらも、

地元の基幹産業であるたばこ組合も含めまして、

そこに就労されるかなりの方がいらっしゃる中

で、喫煙される方の場所の確保もしっかりとと

っていかなきゃいけないということのバランス

でございまして、バランスというのは、しっか

りと分煙をできる場所の確保をやっていただき

たい、しっかりと分煙をしてバランスのとれた

状況を保っていただきたいという趣旨でござい

ます。

【堀江委員】再度、担当課にお尋ねいたします

が、今言われたバランスのとれた検討というこ

とですが、長崎県が目指そうとしているところ

と、このことについてはどういう見解をお持ち

ですか。



令和５年６月定例会文教厚生委員会・予算決算委員会（文教厚生分科会）（６月２６日）

- 136 -

【鶴田国保・健康増進課企画監】県におきまし

ては、今年度は健康ながさき21（第3次）の計
画を策定する年に当たりまして、第2次に引き
続き喫煙対策を推進することを盛り込むことと

考えております。そして、個人だけではなくて、

取り巻く社会環境の質の向上を図ることも重要

とされていますので、望まない受動喫煙の機会

を有する者の減少も目標にしたいと思っており

ます。

たばこに関しましては、発がん性物質による

有害性を有しておりまして、喫煙者の健康への

影響として様々な疾病の原因にもなっておりま

す。昨年度から始めておりますながさき健康革

命で、禁煙対策も進めていきたいと考えており

ますので、分煙対策という立場からの推進は考

えておりません。

【堀江委員】請願が言うところのバランスのと

れた検討ということは、計画としてはちょっと

難しいという見解を持っているということでい

いですか。

【鶴田国保・健康増進課企画監】委員のおっし

ゃるとおりでございます。

【千住委員長】 ほかに質疑はありませんか。

【山本委員】国保・健康増進課にお尋ねします。

改正健康増進法が施行されて以降、本県での

受動喫煙防止対策の取組状況はどの程度進んで

いるのかということで、具体的に本県での禁煙

または分煙の実施状況を数値的に把握しておら

れましたら、ご説明をお願いします。

【鶴田国保・健康増進課企画監】市町の施設を

含めた本県の第1種施設におきましては、令和4
年10月時点で、1,212施設のうち、敷地内禁煙
が83.3％に当たります1,010施設、屋内禁煙施設
が16.7％に当たります202施設となっておりま
して、令和3年時点と比較しますと、敷地内禁

煙の割合は2.2ポイント増加しております。
第2種施設におきましては、公民館など全体

で1,394施設のうち、施設内禁煙が45％に当た
ります627施設、屋内禁煙が53.2％に当たりま
す742施設となっておりまして、令和3年時点と
比較しますと、敷地内禁煙の割合は2.4ポイント
増加しております。

【千住委員長】 ほかに質疑はありませんか。

【吉村委員】 今、ずっと答弁を聞きよって、長

崎県が目指す喫煙対策というところが、どこら

辺を向いておるとかなと。例えば禁煙、必ず禁

煙なんだというのか、分煙対策をしっかりして

受動喫煙を限りなくゼロに近づけていこうとし

よるのか、そこら辺のバランスをとっていこう

と考えとるのかというのが、ちょっと見えてこ

んやったんじゃけど。

最終的には、どうもさっきの質問の答弁では

禁煙を目指すんだというふうに聞こえたけど、

そういう方向になっておるとかな。もう一回、

教えてください。

【寺原福祉保健部長】まず、根本的な長崎県と

しての立場からお話をさせていただきます。

長崎県職員は、特に福祉保健部においては、

県民の健康と生活、命を守るために日々従事し

ておりますし、その自負をもって日々職務に当

たっているところでございます。

たばこ対策については、これまで健康増進対

策としては食事、運動、健診という3本柱で行
っておりましたが、昨年からの長崎健康革命に

おいて、たばこの対策というものを始めたとこ

ろでございます。

このたばこの対策については2つございまし
て、1つが禁煙、もう1つは受動喫煙の対策で、
これは両方ともしっかりと強化してやっていく

ものであろうと思っています。



令和５年６月定例会文教厚生委員会・予算決算委員会（文教厚生分科会）（６月２６日）

- 137 -

その上で2つの観点でお話しさせていただき
ますが、1つは、たばこに対する健康影響がど
れぐらい科学的に言われているのか、エビデン

スがあるかということでございます。委員の皆

さん方はご存じのとおり、たばこに関しては、

肺がん以外にも胃がんとか食道がん、喉頭がん、

すい臓がん、様々ながんを起こすリスクを高め

るということ、それから脳梗塞や心筋梗塞、肺

気腫といったものも高めます。そういったエビ

デンスがあるということ。

それから経済への影響につきましても、たば

こ税以上に喫煙による医療や介護等の経済損失

が大きいとも言われております。そういったエ

ビデンスがあるということでございます。

もう1点が医療的な視点でございます。私も
約10年間、臨床をしておりましたので、その経
験も踏まえて医療的な視点をお話しさせていた

だきますと、臨床医療においては、ほぼ毎日、

喫煙によって健康を害し、苦しんでいらっしゃ

る患者さんや、そのご家族の方を見ております。

私は総合内科以外に小児科もしておりましたが、

小児科においては、低出生体重児とか乳幼児突

然死症候群にも影響しますので、非常に生活に

苦しまれている方も日々見ているという状況で

ございます。

そういった観点もありますので、県としては

禁煙対策と受動喫煙対策の両方をしっかりと強

化していくという立場でございます。

【吉村委員】今の部長の答弁、よくわかりやす

い説明だったと思います。

先ほど、長崎県はワースト8位と言われたけ
ど、長崎県は炭鉱の県でもあったわけよね。だ

から、塵肺の方が今でもたくさんおられるんで

すよ。だから、一概にたばこだけではないかも

しれん。そういうほかの要因で肺とか気管支の

病気で亡くなる人もいるので、そこら辺の全国

的な長崎県の位置というのは、はかりづらいと

ころがあるんだろうなとは思います。全国的に

どの県も炭鉱があったわけじゃないからですね。

今でも苦しんでいる人がたくさんおられるんで

すよね、塵肺で、そういうこともある。

医療的に言うと、がんのリスクは高いとなる。

しかし、今、部長が言ったように受動喫煙を

防止することも大事なんだと、そういう意味で

のバランスをとりながら健康増進に努めていく

のが長崎県の方針と理解したんじゃけど、そう

いうことでいいですかね、もう一回確認します

けど。

【寺原福祉保健部長】吉村委員のご指摘のとお

りでございます。

【吉村委員】それで、私なりには理解をしまし

た。

今、公共施設とかが、法によって喫煙をでき

ないと制限がかかってきて、たばこを吸う人に

とっては使いづらい施設になるわけよね。ここ

も、見方によっては安全な施設となるかもしれ

んけど、たばこを吸う人にとっては非常に使い

づらい施設。公共施設なのよね、でも、それが

使いづらい。それが精神的ストレスになってい

くと、違う要因で病気を発症するかもしれない

ということもある。

まだまだ喫煙をする方がたくさんおられます。

そういうことを見ていると、受動喫煙を防止

するための部屋とか何とかという整備も一緒に

進めていかんといかんやろうと思いますので、

そこら辺も含めて今後の対策を打っていただき

たいと思います。

【千住委員長】 ほかに質疑はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【千住委員長】それでは、ほかに質疑がないよ
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うですので、これをもって質疑を終了いたしま

す。

次に、討論を行います。

討論はありませんか。

【堀江委員】葉たばこの生産に自信と誇りをも

って、良質な葉たばこの生産に取り組んでおら

れる請願人の姿勢に敬意を表します。葉たばこ

を生業としている耕作農家の今後の生業を、禁

煙の流れの中でどうしていくか、国が十分な対

応を行うべきだと私は思っております。

そのうえで、請願に反対の立場で意見を申し

上げます。たばこそのものは、人類の健康にと

って有害であり、これをなくしていく過程を推

進していく立場であるということ。

それから、地方税、地方たばこ税のことが言

われましたが、地方たばこ税による財源措置も、

喫煙者の減少に伴って縮減されていく財源であ

り、地方たばこ税に相当する財源は、国の対策

として一般財源などの代替措置を講じられるべ

きものであるというふうに思っております。

私は、受動喫煙を受けている人が肺がんにな

るリスクは、受けていない人の1.3倍というふう
に認識をしております。WHOのたばこ規制枠
組み条約に基づいて、世界の国々で8種類の公
共の集まる場所の全ての屋内全面禁煙を義務づ

ける法制度が整備をされています。

そういう意味では、国の対応は、いわゆる国

際的な到達点からすれば立ち遅れたものとなっ

ておりますし、今、部長が答弁しました長崎県

の対応につきましても、いわゆる禁煙を目指し

ていないとすることにつきまして、私は、さら

に禁煙を目指してやるべきだというふうに思っ

ておりますので、この請願については、請願そ

のものの内容がバランスのとれたということで

ありますので、世界の流れからして、請願その

ものについては賛成できないという立場を表明

したいと思っております。

【千住委員長】 討論はありませんか。

【山本委員】私は、この請願に賛成の立場で討

論をいたします。

まず、経済的な側面につきましては、先ほど、

たばこの耕作面積、販売高、たばこ税収の説明

がありましたが、特に南島原市におきましては、

令和4年の葉たばこの販売代金が12億5,000万
円ということで、市町別で初めて全国1位にな
っていると。まさに農家経営の基盤となる基幹

作物になっており、農業を通じた地域の活性化

に大きく寄与しております。今後も、地域活性

化の観点から、特に競争力のある作物の生産に

力を入れていく必要があるというふうに考えて

おります。

今回のこの請願を読みますと、たばこの生産

者の方、販売者の方、飲食事業者の各団体の皆

様が、営業的にはマイナスの影響が生じる中で、

改正健康増進法の趣旨を理解されて、法令の周

知とか施策への協力をされている。そういう中

で、たばこを吸う人と吸わない人、生産者、販

売者、飲食事業者などの関係業者の方との共存

を図ろうという内容になっておりますので、私

は穏当な内容だと考えます。

改正健康増進法の趣旨は、先ほどから話があ

るとおり、望まない受動喫煙をなくすというも

ので、受動喫煙による健康影響に配慮をしなが

ら、施設の類型、場所ごとに対策を実施しよう

とするものです。

この法律につきましては、昨年、東京地方裁

判所に、たばこを自由に吸う権利を奪うもので

憲法違反であるという訴えがありましたが、東

京地裁は、この訴えを却下しています。ただ、

その判決内容を見ますと、改正健康増進法は、
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受動喫煙防止という目的を達成するために、必

要で合理的な範囲に喫煙場所を限定していて憲

法には違反しないと、そして、受動喫煙防止に

必要な範囲で喫煙が制限されることはやむを得

ないという内容になっています。

先ほどの質疑の中でわかったとおり、本県に

おいても、この法律に従って禁煙あるいは分煙

が急速に進んでいます。今後進めるべきは、こ

の法律の範囲内で受動喫煙防止策をさらに進め

ることであって、必要で合理的な範囲以上に喫

煙場所を制限することではないんだろうと思い

ます。

現在、法的には、いわゆる喫煙権とか禁煙権

とかというものは認められていません。改正健

康増進法の趣旨を理解して、これは特に喫煙者

が考えそしてまた、農業や産業の振興とか財政

面での寄与も考慮をして、関係者全体の共存を

図ることが必要だと考えますので、この請願に

賛成をします。よろしくお願いします。

【千住委員長】 ほかに討論はありませんか。

しばらく休憩します。

― 午後 ２時 １分 休憩 ―

― 午後 ２時 ２分 再開 ―

【千住委員長】委員会を再開します。

それでは、討論が終わりましたので、第1号
請願に対する採決を行います。

第1号請願「長崎県における喫煙対策に関す
る請願書」を採択することに賛成の委員の起立

を願います。

（賛成者起立）

【千住委員長】 起立多数。

よって、第1号請願は採択すべきものと決定
されました。

以上で請願の審査を終了いたします。

請願人におかれましては、大変お疲れさまで

ございました。本委員会を代表いたしまして、

お礼申し上げます。ありがとうございました。

請願人には、ご退出いただきたいと存じます。

しばらく休憩いたします。2時10分から再開
いたします。

― 午後 ２時 ３分 休憩 ―

― 午後 ２時 ９分 再開 ―

【千住委員長】 委員会を再開いたします。

【川村こども家庭課長】午前中の委員会におき

まして、1,000万円以上の契約状況一覧表につき
まして、浅田委員からの子育て世帯臨時特別支

援事業業務の業者選定に関するご質問への答弁

について訂正させていただければと思っており

ます。

午前中の答弁におきまして、過去の実績など

を勘案し、業務実施可能な業者であるかを判断

して選定したとお答えいたしましたが、改めて

確認しましたところ、今回の一般競争入札の参

加資格の告示では、「長崎県内に本店または支

店等を有し常勤の従業員を雇用している」とい

う要件も入っておりました。

今回落札した日本トータルテレマーケティン

グは、県内に事業所を有しておりまして、過去

の実績等も勘案のうえ、今回の契約に至ったと

ころであります。

以上、訂正させていただきます。申し訳あり

ませんでした。

【千住委員長】それでは、議案外所管事務一般

について、ご質問を受けたいと思います。

ご質問はございませんか。

【宮本委員】議案外所管事務一般につきまして

質問をさせていただきます。まず、福祉保健部

から、2項目させていただきます。
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1項目が、次期長崎県医療計画についてです。
第8次長崎県医療計画が来年度から開始になり
まして、6年ごとなので、この間、医療の現場、
そしてまた社会情勢も大きな変革を受けている。

もちろん新型コロナウイルス感染症、災害等々

いろいろ変化が起きていますので、様々盛り込

んでいただきたいという思いを込めて質問させ

ていただきます。今回の委員会で、主に薬剤師、

薬局の観点から医療計画に盛り込むべきである

ということを質問させていただきます。

今の第7次医療計画におきまして、災害医療
という項目があります。災害医療という項目の

中で、いろいろ盛り込まれておりまして、災害

医療コーディネーターという文言はあるんです

けれども、災害薬事コーディネーターという文

言がありません。よって次期長崎県医療計画に

おいては、災害薬事コーディネーターを活用し

た医薬品提供対策を構築するというような項目、

計画を盛り込むべきであると考えております。

これについてのご意見をいただければと思いま

す。

【斉宮薬務行政室長】近年、日本各地で大規模

災害が頻発していることから、県でも、災害発

生時の医療・救護活動が迅速かつ的確に行われ

るよう、その体制を整備しておくことが求めら

れています。その中で、医薬品や医療材料の供

給、避難住民の服用薬の管理等の問題を担う薬

剤師の確保は大変重要であると考えております。

災害薬事コーディネーターは、災害時に県が

行う保健医療活動における薬事に関する課題解

決のために、災害対策本部や地方本部において、

被災地への医薬品の供給や薬剤師の派遣、及び

衛生面に関する対策を行うことを目的に、県が

任命する薬剤師のことであります。

当室におきましては、この災害薬事コーディ

ネーターの育成事業を令和2年度から実施して
おります。現在、これら専門的知識を有した薬

剤師が32名育成できており、災害が発生した際
には、県が長崎県薬剤師会宛てに要請を行うこ

とにより、必要な人員が災害対策本部、地方本

部に派遣されることとなっております。

第8次医療計画策定におきましては、国が技
術的助言として指針を発出しておりますが、次

期計画に盛り込む事項として、災害薬事コーデ

ィネーターの体制整備についても記述があるこ

とから、次期計画の作業部会等において、これ

らの体制整備についてしっかりと明記、明文化

できるように、協議・検討を進めていきたいと

考えております。

【宮本委員】ぜひとも災害医療につきましても、

次期計画で強力に推進をしていただきたいと考

えております。

2点目。今回、新型コロナウイルス感染症が
猛威を振るいました。それを踏まえて、感染症

が拡大した時に、医薬品の提供体制についても

強化をしていく必要性があると考えております。

よって、感染症拡大時における医薬品の提供体

制の強化、こういったものも計画として盛り込

むべきであると考えますが、これについての見

解をお尋ねいたします。

【斉宮薬務行政室長】委員のご質問は、新型コ

ロナウイルス感染症、または今後起こり得る感

染症も含めた形での対策という形での答弁をさ

せていただきたいと思います。

新たな感染症などの感染が拡大した場合の医

薬品の提供体制につきましては、これまで行っ

てきた新型コロナウイルス感染症対策と同様に、

抗ウイルス薬の配置や、その提供体制を整備す

るうえで起こった問題点や課題、教訓等を踏ま

えたうえで、その体制整備について協議・検討
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を進めていく必要があると考えております。

この件につきましても、国が示した次期医療

計画策定指針におきまして、新興感染症発生・

蔓延時における医療対策の構築に係る指針が示

されておりますので、これまでの教訓を踏まえ

て、患者への医薬品の供給を担う長崎県薬剤師

会、また、医薬品を病院、診療所、薬局等へ提

供する医薬品卸売業者で組織する長崎県医薬品

卸業組合等と連携し、新たな感染症の感染拡大

に備えた提供体制の強化について協議・検討を

行い、次期計画に反映できるよう努めていきた

いと考えております。

【宮本委員】新興感染症対策ですね、新型コロ

ナウイルス感染症を含むということでお願いい

たします。

医療計画についてもう1点。地域包括ケアシ
ステムが県内でも、そしてまた2025年に向けて
国も策定が進められています。その中において

薬局及び薬剤師の役割は今後重要になるという

ふうに考えております。よって、次期計画にお

いても薬局及び薬剤師の機能向上に向けた取組

をもっともっと明確に盛り込む必要があると考

えておりますが、この件について見解をお聞か

せください。

【斉宮薬務行政室長】今後の薬局、薬剤師のあ

り方につきましては、平成27年10月に厚生労働
省より、目指すべき指針として、患者のための

薬局ビジョンが示されています。

このビジョンの中で、薬剤師や薬局は、調剤

だけではなくて患者に継続的な服薬管理であっ

たり、在宅医療に積極的に参加し、医師や看護

師、介護職員等と連携して地域医療を支えてい

くとされており、併せて薬局の24時間対応であ
ったり、健康相談体制の整備、認定薬局の取得

促進など、その機能向上に取り組む必要性があ

るとされています。

委員にご指摘いただきましたように、次期医

療計画においては、薬剤師が最新の医療及び医

薬品に関わる専門的知識を習得しつつ、地域医

療のチームの一員として、薬学的知見に基づき、

その役割を発揮できるよう、認定薬局に係る取

得促進や地域医療に貢献できる専門的なアセス

メント技術に関する研修の実施など、その機能

向上に向けた取組について、長崎県薬剤師会の

姿勢を踏まえながら積極的に協議・検討し、次

期計画に反映できるよう努めていきたいと考え

ております。

【宮本委員】大事な医療計画ですので、ぜひ前

向きに検討いただければと考えております。

次に、アピアランスケアについてお尋ねをい

たします。

この件につきましては、私、令和元年9月の
文教厚生委員会で取り上げて、その他、多くの

議員の皆様も取り上げていらっしゃるんです。

要は、がんの治療に伴って、脱毛とか外見の変

化に対する対応、アピアランスケアについてで

す。

佐世保市においては、今年度からアピアラン

スケアの助成制度が始まります。恐らく今の議

会でいろいろ議論がなされていると思いますが、

これについて市と様々連携を取らせていただい

ております。

令和元年の時に私が、県としてもアピアラン

スケアの助成制度に取り組むべきであると質問

をした時の答弁は、県としては、相談窓口の対

応、相談を強化しているという答弁でありまし

た。例えば脱毛とか乳房に対する装具とかとい

う一部的なものではなくて、全体としたアピア

ランスケア、相談対応に力を入れていくという

答弁だったんです。これは令和元年であり、今
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はもう時が過ぎております。

佐世保市においては、ウイッグであったり装

具について、上限はありますけれども、一部助

成が出ることが恐らく決まります。

よって、長崎県におきましても、相談窓口の

対応は大事かもしれません。それはそれとして、

こういったアピアランスケアの助成制度はやは

り大事ではないかというふうに考えているとこ

ろです。

長崎市、佐世保市の中核市以外のところでも、

川棚町とか平戸市では恐らくされていると認識

しております。全体的に県としてやっていくべ

きではないかと考えておりますが、この点につ

きまして、県の見解をお尋ねいたします。

【加藤医療政策課長】アピアランスケアに対す

る支援、助成制度は、昨年度、要望書が届きま

した関係で私どもも検討しようと、全市町に対

しましてアンケート調査をいたしました。我々

が考えているスキームとしては、県が半分出す

ので、市町も半分出しませんかという呼びかけ

で調査をしたところです。

その調査結果として、県がやるのであれば行

いたいという自治体が8自治体ございました。
逆に、行わなくてもよいという自治体が3自治
体、どちらでもないという自治体が10自治体と
いうことで、我々としましては県下一斉にスタ

ートできればという考えでいたものですから、

こういった市町の検討状況を踏まえて、もう少

し様子を見ようと現在は様子見をしている状況

で、検討は引き続きやっていきたいと考えてお

ります。

【宮本委員】アピアランスケアについては、各

自治体でも推進はなされている。しかしながら、

県全体として取り組むべきであるということ。

先ほど課長からいただいたとおり、3市町につ

いては残念ではありますけれども、そういった

形でやりたいという意思を示している自治体が

多ければ、県としても検討していただければと

思います。

これは、検討されて来年度から県としてやっ

ていくとか、来年度に向けて検討しているとか

という方向性があれば、教えていただきたいと

思います。

【加藤医療政策課長】県内自治体の状況もです

が、全国の状況も踏まえた中で、県内自治体の

意向を再度確認しながら計画をしていかないと

いけないと思っています。

来年度すぐに県内の自治体全てがこの予算を

取ろうとするかは、現時点ではなかなか難しい

のではないかと思いますので、引き続き、各市

町とも協議を進めていきたいと考えています。

【宮本委員】ぜひとも、各市町と連携を取って、

様々議論していただければと思います。

ちなみに佐世保市においては、がんの患者さ

んが署名活動をして、それを提出して、やっと

今年度から開始ということで、患者さんの声は

かなり大きいものがあると私も実感した一人で

すので、どうか引き続きのご検討をよろしくお

願いいたします。

こども政策局に質問いたします。午前中に堀

江委員からもありました、お米券の配布につい

てであります。

実は私も、先議の審査の時に委員としていろ

いろ議論をさせていただきました。まだか、ま

だかと待っておりまして、やっと今回、説明資

料に上がってきたというところです。堀江委員

と全く一緒で、遅かったんじゃないかというこ

とが私も懸念材料として残っているところです。

午前中の質疑をお聞きしまして、いろんなス

キームとか状況があるということを、その時の
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委員会でも確認をさせていただいておりました

し、午前中の質疑においても確認をいたしまし

た。

しかしながら、改めて考えるとプッシュ型、

やはりこれの必要性は否めないんじゃないかな

と思うんです。申請ということですが、申請漏

れが出てくることは考えられます。これを制度

変更、プッシュ型に今から切り替えるというお

考えはありませんか。

【川村こども家庭課長】 制度につきましては、

もう申請ということで準備を進めておりますの

で、プッシュ型に切り替えるということは、今

のところ考えておりません。

ただ、午前中にも答弁いたしましたように、

申請漏れがないように、しっかりと周知広報を

図りまして対応したいと思いますので、ご了承

いただければと思っております。

【宮本委員】制度も既にできているということ

であります。これは私の反省点でもあるんでし

ょう。その当時、いち早くお米券を配布するに

は申請よりもプッシュ型の方がいいという議論

もすべきであったというふうに、ちょっと反省

もしながら考えていたところでもあります。

今後こういったことがあれば、どういった形

が一番早く提供できるかを踏まえて、あるいは

今までいろんな申請があって、申請漏れがあっ

て、いろんな声があってと踏まえた時に、今後

こういった事業をする時には、その相手先が今

回はもちろんわかっているでしょうから、明確

にわかっている事業であればプッシュ型で進め

ていくことを検討していただきたいと考えてお

りますが、この点についてはいかがですか。

【川村こども家庭課長】今、委員がおっしゃっ

たとおり、まずは対象になる方にできる限りし

っかりお届けすることが必要かと思いますので、

今後また同じようなことがありました場合は、

できる限り確実に早くお届けできる方法という

ことで検討してまいりたいと思います。

【宮本委員】 よろしくご検討ください。

それと、再度確認です。当時も質問いたしま

して、県内から県産米がなくなることはないと

いう答弁がありましたが、これは大丈夫ですか。

ちなみにどれだけの店が取り扱っているのかと

いうことを、改めて確認をさせてください。

【川村こども家庭課長】今回、県産米と限定し

てお米券を配布いたしますが、農林部、関係部

局と話をします限り、県内から県産米がなくな

ることはないと聞いております。

今回の制度で、実際に県産米を取り扱うと思

っているところが大体570店舗と考えておりま
して、実際に取扱い対象として応じていただけ

るかは、今後の説明会等で募集をかける形にな

りますので、基本は570店舗をベースに考えて
おります。

【宮本委員】ありがとうございます。周知徹底

をどうぞよろしくお願いいたします。

【千住委員長】 ほかにございませんか。

【深堀委員】幾つかお尋ねをしたいんですけれ

ども、コロナ禍で活用されていた特例貸付制度、

緊急小口資金、そして総合支援資金、小口につ

いては20万円、総合支援資金については60万円、
180万円のケースがあります。コロナ禍の中で
お困りになった方々に対するサポートとして、

非常にタイムリーな拡充であったというふうに

理解をします。

その一方で、もう返済が始まっていて、今の

燃油高騰や物価の高騰の中での返済、非常に厳

しい環境にあるという声を聞いております。

そこでまずお尋ねしたいのは、数次にわたっ

て受付期間を延長してきたわけですけれども、
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県下でどの程度の件数で小口、総合支援資金を

利用されたのか、まずその状況をお知らせくだ

さい。

【野田福祉保健課企画監】生活福祉資金貸付の

特例貸付についてのお尋ねでございます。

資金の種類は2種類で、ご案内がありました
緊急小口資金、一時的に資金が必要な方に対し

ての小口資金が、延べ件数で1万2,930件、金額
にしまして24億7,746万6,000円でございます。
もう一つの総合支援資金が1万5,484件、額にし
て82億4,807万2,000円でございます。両方を合
わせまして延べ2万8,414件、約107億円の貸付
決定を行っております。

【深堀委員】 両方含めて2万8,414件、額にし
て107億円と。この制度があったおかげで、非
常に助かった県民がたくさんいらっしゃるとい

うふうに思います。

この件数は、県の人口に対して何パーセント

だったのか、はじけばすぐ出るんですが、これ

は全国的な制度ですから、長崎県民が利用した

比率は、全国と比較して高かったのかどうなの

か、そのあたりの評価はしていますか。

【千住委員長】 暫時休憩します。

― 午後 ２時３１分 休憩 ―

― 午後 ２時３２分 再開 ―

【千住委員長】 委員会を再開します。

【野田福祉保健課企画監】特例貸付につきまし

ては、新型コロナウイルス感染症の影響を受け

て休業とか失業等により収入が減少した世帯に

対して、既存の生活福祉資金貸付制度に特例を

設け、個人向けの緊急小口資金等を拡充した制

度でございます。

通常の貸付制度とは異なりまして、対象者を

絞り込んでいくところが難しく、我々としても

当初、どれぐらいの方が申請されるのかとか、

対象者がどのくらいかというのが把握できてい

なかった実情がございます。件数的に多いのか

どうかというところは、判断が難しいところで

あるという現状でございます。

【深堀委員】 わかりました。

今、答弁の中で少しあったんですが、本当に

緊急的な特例貸付けですから、通常の福祉資金

と違って借りやすい状況であったと思います。

それはいいことなんですけれども、返済に当た

って考えれば、返済能力の話になってくれば、

そこがどうだったのかということにつながって

くると思うんです。

この制度では、住民税非課税世帯に関しては

返済免除の規定がありますよね。だから、2万
8,414件の貸付の実績があったわけですけれど
も、この中で大体どの程度が返済免除に該当す

るのか、返済しなければいけない件数がどれく

らいあるのか。もっと言えば、返済が始まって

いて、各市町の社協で返済が滞っている現状が

あるのではないか、そういった状況についてお

知らせをいただきたいと思います。

【野田福祉保健課企画監】償還免除等の状況に

ついてのお尋ねでございます。

今、集計をしておりますのが、今年の1月か
ら償還が始まりました緊急小口と総合支援資金

の初回分の件数でございます。トータルで2万
783件が1月からの償還開始となっております。
そのうち償還免除が決定しておりますのが

8,639件です。その他、弁護士の方が入って債務
整理を行ったものが502件、償還を完了したも
のが183件ございます。免除等にならずに償還
が必要な方が1万735件で、このうち償還猶予が
既に決定しておりますのが703件ございます。
残りは、居所不明で連絡がつかない方が724件
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ございます。トータルで2万783件という状況で
す。

【深堀委員】詳しい報告をありがとうございま

す。

返済免除の方は、それは問題ないですよね。

今言ったのは小口の分でしょう。総合も含めて

ですか。（発言する者あり）総合も含めてなん

ですね。わかりました。

返済期間が、小口であれば約2年、総合でい
けば10年という目安があるわけですけれども、
今言われた1万735件が返済をしなければなら
ない件数。

実際にコロナ禍で非常に生活が苦しくて、い

ろんな審査も結構柔軟に認めてもらった貸付で

すけれども、今、この物価高騰の折、もしかし

たらコロナ禍よりもさらに苦しくなっている可

能性がある。その中で、この1万735件の方々は
返済がまさに始まっているということです。

何といいますか特例的な免除、住民税非課税

世帯でなくても免除のできるケースがあったと

私は理解しているんですけれども、そのあたり

の基準とか、返済を猶予したり免除したりする

ところは各市町の社協の判断でできるものなの

か、それとも県なのか、それとも国の指針なの

か、そのあたりはどうなっていますか。

【野田福祉保健課企画監】償還免除の要件につ

いてのお尋ねでございます。

委員ご案内のとおり、まずは住民税非課税世

帯です。そのほかに、借受人がその後、生活保

護を受給した場合、障害者手帳の精神保健福祉

手帳1級、または身体障害者手帳1級、または2
級の交付を受けた場合。それから、借受人が死

亡もしくは失踪宣告がされている場合。あとは

償還が12か月以上遅延している借受人につい
て、催告通知が返送されることによって償還が

開始されない場合なども免除の要件に入ってお

りまして、今、主なものを幾つか挙げましたが、

これは国の通知に従って対応しております。

【深堀委員】わかりました。免除の規定もいろ

いろあるということが明らかになったわけです。

私、ちょっと気になったのは、ある報道を見

た時に、この特例貸付制度を利用した方々が返

済に苦慮して、結局自己破産になっているケー

スもあると。自己破産になる前に、なんで免除

ができなかったのかと、ものすごく私は感じた

んです。生活保護という形になった場合には免

除になるというお話でした。であれば、自己破

産する必要はなかったんだろうなと思ったりし

たんです。

これは国の制度で、資金も国ですよね。母子

父子寡婦福祉資金貸付金制度があって、かなり

のお金を県内において毎年毎年、欠損処分をし

ている状況を見た時に、結局、この緊急特例貸

付制度もそういうふうになっていくんじゃない

かと。何年も何年も管理をして、最終的に時効

が成立した形で欠損処分をしていくくらいなら、

こういう特例的なものであり、今の社会情勢を

考えた時に、ある程度の免除を増やしてもいい

のではないか。これはもちろん県だけの判断で

はないんだけど、そのあたりはどういうふうに

考えていますか。

これから1万735件は返済しなければいけな
い。これを各市町の社協の方々がちゃんと管理

していかなきゃいかんわけですよね。大変なこ

とだと思います。ですから、効率的という言い

方は違いますね、実態に即した免除のあり方を

検討すべきじゃないかなと思うんですけれども、

いかがでしょうか。

【野田福祉保健課企画監】 今年1月から償還が
開始されておりますが、償還免除の承認を受け
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た方、また、償還が困難な方などたくさんいら

っしゃるのが事実でございます。

特に支援が必要と考えられる借受人に対しま

しては、県社協、市町社協において、自立相談

支援機関と連携しながらフォローアップを、支

援をしっかりやるようにと国からも通知があっ

ております。

例えば償還免除を行った借受人に、免除にな

ったからいいということではなくて、生活が苦

しいということですので、市町の社協の方から

電話や訪問、アウトリーチによる積極的支援、

ケースに応じて自立相談支援機関による家計改

善支援とか、就労支援とかをやっております。

また、償還免除に至らなかった借受人に対し

ましても、計画どおりの償還が困難であること

が途中で判明した場合には、償還猶予や少額返

済など、状況に応じた相談支援を行っていると

ころでございます。こういったフォローアップ

も、今後しっかりやっていきたいと思っており

ます。

【深堀委員】今言って、すぐに答えが出るとは

もちろん思っていなかったんですけれども、こ

の特例貸付けの返済状況については、これから

も気がけてチェックをしていきたいと思ってお

りますので、よろしくお願いをいたします。

次に、産後ケアのことに関して、ちょっと質

問をしたいんです。産後のうつの防止とか、育

児への不安の抑制などを目的として、障害児・

病児を抱える妊産婦と家庭、そして育児に不安

を抱えていながら身近に相談できる人たちがい

ない産後の方々をサポートする支援制度です。

これの活用状況です。制度が今回少し見直さ

れているわけですけれども、長崎県下において

の産後ケアの活用状況、例えば出産した人の数

に対してどれだけの方が利用したのか。全国的

な数字では、2021年度の実績で6.03％という数
字があるんですが、長崎県下においてはどうい

う状況にあるのか、お尋ねをしたいと思います。

【千住委員長】 暫時休憩します。

― 午後 ２時４３分 休憩 ―

― 午後 ２時４４分 再開 ―

【千住委員長】 委員会を再開します。

【川村こども家庭課長】産後ケアの利用実績で

すが、今、うちで持っている数字が令和2年度
の実績で、県下全域で1,799件となっております。
【深堀委員】 令和2年であれば、長崎県下で生
まれた赤ちゃん数は9,000人ちょっといらっし
ゃったはずですね。ということであれば、かな

りの利用率ということになりますね。2割ぐら
いの利用率なんですか。

【川村こども家庭課長】今お答えしましたのは

延べ件数です。複数回利用している方がおられ

ます。実人数は今、数字を持っておりません。

【深堀委員】この問題を聞いているのは、こど

も家庭庁が、今年の4月から、利用に関しての
所得制限をなくしていますね。デイサービス型

とか、訪問型とか、宿泊型とか、利用の範囲を

広げたりしている。

ただ、これまでの産後ケアのネックになって

いたのは、希望をしても、いろんな条件を満た

さずに断念をしなければいけない方々が多数い

たということです。それが改善されようとして

いるのかどうかを確認したいんですが、どうで

しょう。

【川村こども家庭課長】現在の県内における産

後ケアにつきましては、小値賀町を除く20市町
で実施をしております。

中身につきまして、今、委員がおっしゃった

とおり、宿泊型、デイサービス型、いろんな類



令和５年６月定例会文教厚生委員会・予算決算委員会（文教厚生分科会）（６月２６日）

- 147 -

型がありますけど、市町によってばらつきがご

ざいます。あと対象期間、産後どのくらいまで

の期間やるのかもばらつきがございますので、

今後は県内全体で何かできないか、そういった

ことも市町と意見交換しながら協議を進めてい

きたいと考えております。

【深堀委員】後日でいいんですけれども、よく

あるんですよね、長崎県下の市町がやっている

ことで、各市町によって若干仕組みが違うとい

うのはある。ただ、今、出生率が下がってきて

いる中で本当に困っている、産後うつになる方

も増えてきている中で、できるだけ等しく長崎

県下で手厚い産後ケアをしてほしいという気持

ちがあって質問をしているんです。

いろんな課題ももちろんあるわけで、そうい

ったところをしっかり精査しながら、長崎県下

で本当に安心して子どもたちを産み育てられる

ような環境をつくるために、新たな仕組みとい

いますか、仕掛けをしていかなければいけない

というふうに思っています。

今、答弁の中で、何ができるかを市町の方々

と話をするということでした。ぜひそういった

取組をやって、長崎県下でトップランナー的に

よくやっている自治体があれば、そこに合わせ

るような形が一番いいと思うんです。そういっ

た仕組みをぜひ続けてもらいたい。

特に、小値賀町にないと言われた。局長は小

値賀出身ですよね。ぜひ取組をやってほしいん

ですけれども、何か意気込みだけでも語っても

らえれば。

【浦こども政策局長】個人的なことは除いてお

きまして、今ご指摘があったように、特に子ど

もに関する施策につきましては、地域格差があ

ってはいけないものが多数ございます。それぞ

れの地域の特徴とか事情はあろうかと思います

けれども、特に子どもの安全・安心を守るとい

う観点では、なるべく私どもは地域格差をなく

していくように、先ほどお話がありましたよう

に、市町間で取組に差があるのであれば、県の

方から働きかけを強めるなどして、先行的な取

組を取組の十分でない市町に広げるとか、そう

いう取組についても進めていくように、県と市

町の連携を強めてまいりたいというふうに考え

ております。

【千住委員長】 ほかにございませんか。

【浅田委員】いろいろお伺いをさせていただき

たいんですが、議会の中でも出ておりましたG7、
せっかく長崎で政府型の国際会議ということで

行われた中で、100日前フォーラムでは長崎健
康宣言なるものが出されておりました。

G7を受けて新しい視点なり、こういうところ
を、せっかくそういう場所に選ばれたこの地か

ら、今後県民に対して発信していきたいという

ものなどはございますでしょうか。

【寺原福祉保健部長】まず、本県で開催された

意義については、本県は日本における西洋医学

の発祥の地でございますし、長崎大学は世界的

にも著名な感染症の拠点でもございます。そう

いった場において開催されせたこと、また、各

国の保健大臣がそういったことを知っていただ

いたことは、本県が今後一層、国際学術都市と

して発展する大きな一歩になったのではないか

というふうに考えております。

また、県としては、今委員ご指摘のとおり、

100日前フォーラムを2月5日に開催いたしまし
て、長崎健康宣言を発出いたしました。その中

で、健康宣言に基づく健康づくりとか、保健医

療福祉関係のネットワークづくり、遠隔治療の

推進などについて発信をしたところでございま

す。
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これは、我々県としての思いをしっかり県民

にお伝えするというものでございますので、今

申し上げた3つについて、しっかりと県民とと
もに施策を進めてまいりたいというふうに考え

ております。

【浅田委員】 G7の保健大臣会合を長崎県でや
っていただいたことは非常にありがたいことで

すし、そういうすごいことが行われたんだとい

うことが県民の皆さんにも伝わったと思うんで

すが、その先がなかなか。それだけのものがあ

り、長崎のように医学の発祥の地と言われてい

る場所から、もっともっと広げる意味合いがあ

るかと思うんです。

今言っていた健康寿命、全国と比較してもか

なり下位にあるような状況で、もっともっとい

ろんなことをやっていく中において。

長崎は、若い世代の健康づくりに対しての意

識が非常に低いと、100日前フォーラムの時に
出ていたということです。健康増進について授

業を受ける時間が限られていて、そういうこと

が高校では50分あるかないかとか、それ以下と
いうような状況で、教育委員会にまず聞こうと

思ったら、福祉保健部とそういうところの連携

がうまくできていないという話もあったもので

すから、あえて福祉保健部で聞かせていただい

て、その後に今後、教育委員会等々につなげて

いく。

せっかく、この間行われたばかりのG7であり
ますので、そういうところをもっと密に詰めて

いただいて、教育の分野に広げていただきたい

と思っておりますが、いかがでしょうか。

【鶴田国保・健康増進課企画監】子どもへの健

康教育につきましては、学校における健康に関

する授業時間は限られておりますが、現在、長

崎県政出前講座や、高等学校が実施するふるさ

と教育等を活用しまして、長﨑健康革命をテー

マとした講話の受講を希望される学校も出てき

ております。また、今年度は、たばこに関する

子ども向けチラシを作成しまして、学校におけ

る喫煙に関する教育の中で活用していただける

よう配布することとしております。

健やかな身体の育成のために、それぞれのラ

イフステージにおける健康教育につきましては、

福祉保健部のみならず教育庁やこども政策局の

関係各課においても取組が進められているとこ

ろです。

今後につきましては、今年度策定する健康な

がさき21（第3次）におきましても、子どもの
健康に関する目標を定めまして、施策の方向性

と取組を盛り込むこととしておりますし、関係

各課と連携して、様々な機会を活用して推進し

ていきたいと考えております。

【浅田委員】これから様々な取組をやっていた

だけるということですが、今回あえて聞かせて

いただいたのは、先日、G7保健大臣会合を、こ
こ長崎を選んでやっていただいた、長崎のこれ

までの歴史をもっと踏まえて、そこを広げてい

ただきたいという意味と、先ほど、たばこの問

題等々の請願もありました。健康寿命を延ばす

といっても、50代、60代が今からやるのは、も
のすごくハードルを上げていかなきゃいけない

ですけれども、それを若い世代からやっていく

必要性をしっかりと、教育委員会ともっともっ

と連携を取って取り組んでいただければという

思いで質問させていただきましたので、よろし

くお願いします。

続いてもう1つ。最近、一般質問でも、長崎
県はとにかく動物の殺処分が多いことを取り上

げられます。殺処分に関しまして、本来である

と県民生活環境部が所管になるかと思うんです
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が、この問題の一つとして、多頭飼育をしてい

るから、ここにつながっていく。この多頭飼育

の問題に、高齢者の方々がご自分で飼っている

ことがあります。

過去の一般質問で多頭飼育のことが質問され

た時に、市町と協議会を開きながらしっかり取

り組むというようなご答弁もあったんですけれ

ども、それが現在はどうなっているのか、県民

生活部との連携のあたりを詳しく教えていただ

ければと思います。

【野田福祉保健課企画監】多頭飼育の問題でご

ざいます。多頭飼育の背景には、生活困窮や社

会的な孤立などがございます。福祉的な支援が

必要な飼い主も多いことから、令和3年度と令
和4年度に生活困窮者自立支援の従事者や民生
委員、児童委員の研修会において、多頭飼育を

テーマとした講義や事例検討を実施しており、

意識啓発に努めているところでございます。

【浅田委員】そういう研修を重ねているという

お話でございましたが、長崎県も、知事も含め

て、これに関してはしっかりとロードマップを

つくって取り組んでいこうという状況で、生活

困窮者の方、民生委員の方、かなり負荷がかか

っているというようなお声も聞いています。自

治会の方々に聞いても、まずは多頭飼育を事前

に防ぐための活動をしようとしても、そういっ

たところを理解しづらい状況であったりと。

今回、生活衛生課で予算を取っていただいて、

手術の手当を700頭まで増やしたりと、いろい
ろなさっているんですが、実態として、地域の

方々がなかなかそこのフォローアップをしてい

ただけない。

去勢手術に関しても、一部の医療機関ではし

っかり取り組んでいただいているけれども、動

物の手術をすると、また違った病気が発生する

というようなことから、受入機関が少ない等々

の問題があります。

殺処分ゼロを目指す。長崎は本当に全国でも

ワーストなので、そこから上げていくには福祉

の視点が必要で、3年、4年でそういうふうにや
られていたということですが、福祉保健部とし

ては、それをどう分析して、今年度以降にさら

に発展させるような活動をなさるご予定かを教

えてください。

【野田福祉保健課企画監】多頭飼育の問題解消

につきましては、予防や早期発見が重要ですの

で、連携できることは、訪問や見守り活動の中

で飼育環境に問題があると気づいた時には、す

ぐに保健所などへ情報を入れることだと考えて

おります。

飼い主の中には、行政の介入を拒否するケー

スも多いので、解決に至るには飼い主との信頼

関係の構築も必要だと思います。そういったと

ころは、地域において日常的な訪問活動や見守

り活動により、飼い主に寄り添いながら支援を

行っている民生委員だとか、そのほかの相談支

援員の役割はとても大きいと思いますので、今

後、どういった取組が具体的にできるのかとい

うところは、県民生活環境部とも意見交換を行

いながら、人と動物、どちらにとっても良い環

境がつくれるよう連携していきたいと考えてお

ります。

【浅田委員】しっかりと連携をしていただくこ

とが重要で、今、民生委員とかいろいろ出てい

ました。しかし、福祉保健部の方はお分かりの

ように、民生委員の役割、負荷が非常に大きい

んです。長崎市においても、高齢者の方々にそ

れを地域で担っていただいている。私どもの地

域もすごく坂のある町でございまして、そこに

行って、多頭飼育をしている方たちに介入する
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ことは本当に非常に大変な状況で、地域の方が

担うところを超えて今、NPO団体とか、いろん
な方たちがやってくださっています。ここは早

急に、様々な形で、目に見える形で。せっかく

ロードマップも築いているわけですから、そう

いうものをぜひ、数値的に見えるような形で、

しっかりとやっていただきたい。

この間から私のところに、その相談件数が急

激に増えていまして、離島から来られたりとか、

いろんな状況が続いています。各地域において、

様々な状況に取り組んではいるけれども、やっ

ぱり減っていない状況である。

一つは、多頭飼育をしている方々は高齢者、

そして生活困窮者で、今度は孤独・孤立対策に

もつながってくると思います。こちらの推進法

が今回、国において6月に公布されたばかりで
ありまして、ここが共々に進んでいくことが、

いろんなところの解決につながるのではないか

と思っております。

長崎県として、孤独・孤立につながる視点か

らどのようにお考えかを教えてください。

【野田福祉保健課企画監】委員ご案内のとおり、

今年6月に法律が公布されまして、来年4月から
施行となっております。

基本的には孤独・孤立対策の取組については、

住民への直接的な支援を含めまして市町が中心

になって進めていくものと考えておりますが、

県としましては、広域的自治体の立場での役割

を整理しまして、その役割の範囲の中で具体的

に何をすべきか検討していく必要があると考え

ております。

孤独・孤立の状況には、心身の健康とか経済

的な困窮など多様な問題が複雑に存在しており

まして、様々な悩みを抱えている方が孤独・孤

立の状態に至らないように、人と人とのつなが

りを実感できる地域づくりを推進して、孤独・

孤立に至っても支援を求めやすい社会にするこ

とが重要であると考えております。

県としましても、当事者の立場に立って、必

要な施策や支援を関係部局や市町、関係機関、

支援団体と連携して取り組んでまいりたいと考

えております。

【浅田委員】縷々、お答えをいただきましたし、

実際調べても、孤独・孤立関連の事業は本当に

幅広くて、自殺問題にも関わってきます、引き

こもりにも関わってくる、若い世代から高齢者

まで、いろんな方たち、県民の方が関わってく

る問題で、事業を見ても、確かに様々な交付金

とか事業の数も多い、予算額も確かにあるんで

す。それを来年施行されてからというよりも、

そこをワンストップ型にしたりとか、ネットで

も相談のところがわかるように書いてくださっ

たりはしていますけれども、どちらかというと、

それを活用できない方々が非常に多いのではな

いかなと思うんです。ホームページやSNSで発
信していない人こそが、こういったところには

まり込んでしまって、最近はいろんな事件につ

ながっている事案も多いし、多頭飼育もそうで

すし、関わることがあまりにも多くあります。

令和3年度に市町と協議会をしていただいて
いますが、そこでしたことを確実にしっかりと、

どのように分析をし、どのように取り組んでい

くのかというのを、次長なり部長なり、しっか

りとここはやっていただきたいと思っておりま

すが、いかがでしょうか。

【寺原福祉保健部長】委員ご指摘のとおり、孤

独・孤立による直接的な苦しみを持っている県

民の方々、また多頭飼育もそうだと思われます

が、様々な影響が生じてきているというふうに

認識しております。
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一方で、我々も孤独・孤立対策に係る施策を

非常にたくさん持っておりまして、重層的な対

応が必要不可欠であるというふうに考えており

ます。

また、孤独・孤立に苦しんでいる方々に直接、

どう声を届けるのか、どう声を聞くのかという

ことも非常に大きな課題になっております。そ

ういった意味で、例えば民生委員の方々にいろ

いろご尽力をいただいているところですが、一

方で負荷も大変かかっているということもござ

います。

我々も、様々な周知活動等に努めてまいりま

すが、なかなかそういった声が届かない方々に

対して、どう声を届けるのか、どう聞くのかが

非常に大きな課題ですので、まずしっかりと部

内においても協議を進めていきたいというふう

に考えております。

【浅田委員】実態をもう少しわかりやすく、今

後はしっかりと出していただいて、できること

を、例えば学校もそうですし、いろんなところ

の連携が必要だと思います。

私も介護施設で働いている中で、私は訪問介

護はやっていませんが、ヘルパーとして行った

先で、すごく多頭飼育をしている方々がいらっ

しゃって、でも、みんながみんな動物が大丈夫

なわけではなくて、ヘルパーとしては行きたい

けど、動物に向き合えない方とか、いろんな悩

みが重層化してくる。そういうところに行く人

材不足とか、本当にこの問題は根が深く広がっ

ていくなというふうに思います。

これは我々もそうですけれども、共々に、長

崎の方、そして長崎で生まれた動物等々も含め

てしっかりと生きていけるような地域づくりを

させていただければと思います。時間ですので、

質問を終わります。

【深堀委員】 一つだけ、「くるみん」に関して

確認しておきたかったので、次世代育成支援対

策推進法に基づく厚生労働省の認定基準ですけ

れども、令和4年4月から若干基準が見直されて
おります。

気になったのは、九州各県で「くるみん」、

そして「プラチナくるみん」、「トライくるみ

ん」の認定の率が、九州各県の状況と比較して

長崎県が低いというデータがあったものですか

ら、直近の状況をお知らせいただきたいと思い

ます。

【黒島こども未来課長】「くるみん」について

のお尋ねです。

ご指摘のとおり、次世代育成支援対策推進法

に基づく、いわゆる子育てサポート企業として

厚生労働省から認定を受けた企業の認定マーク

です。

長崎県は、令和5年5月31日時点で、「くるみ
ん」の認定企業は34社ございます。「プラチナ
くるみん」認定企業は1社のみ。
ご指摘のとおり、令和4年に基準が変わりま

して、従前のくるみん認定の基準を満たす企業

を「トライくるみん」としておりますが、これ

は全国でも今のところはたしか1社かと思いま
す。長崎県にはございません。

申し訳ございません。委員ご指摘の認定企業

の率が、他県に比べて長崎県が低いかどうかと

いうところですが、今、全国比較の認定率のよ

うな数字を持ち合わせておりませんで、ちょっ

と整理して説明させていただければと思います。

【深堀委員】私が日経の記事で見たのは、2023
年、今年の3月末のパーセンテージです。従業
員50人以上かつ資本金か出資金3,000万円以上
の企業の中で、プラチナくるみん、くるみんの

認定率が示された表が記事化されていまして、
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長崎県はプラチナくるみんが0.6％で九州各県
の中では最下位、くるみんは21.5％で下から3
番目です。

もちろん企業がやることですので、働く人た

ちの意識の改革も当然必要だと思うし、それに

取り組むことによって、その企業の社会的信用

とか、もしくは、そういったものに認定されて

いれば、その企業に入ってくる優秀な人材を確

保するために優位に働くわけです。こういった

推進事業を、いかにその企業のインセンティブ

になるような仕組みにするかということだと思

うんです。長崎県もいろんなことを取り組んで

いますが、そういった取組をした企業に対して、

いろんな優遇制度をつくっていくことも重要だ

と思うんです。

これは国の制度ですが、そのあたりを県独自

に考えていくということはないですか。

【黒島こども未来課長】くるみん制度につきま

しては、深堀委員ご指摘のとおり厚生労働省で

進めている事業で、子育てサポート企業という

ことでございます。

類似と言えますかどうか、長崎県においても、

実際に子育て、あるいはその前段、結婚、子育

てに事業者の理解を求めたいということで、な

がさき結婚・子育て応援宣言というものを設け

ておりまして、宣言をしてくださったところに

ついては、例えば人材の確保・定着につながる

ことや、県でやっております結婚支援事業のお

見合いシステムの会費の割引制度を設けている

ことなどについてご案内をして、宣言を呼び掛

けております。現在、600社以上が応援をして
いただいているところでございます。

この制度は、子育て等の支援に取り組んでい

ただくとっかかりとして準備した制度でござい

まして、実際に事業としては雇用労働政策課の

所管になりますが、Ｎぴか認定企業ということ

で、女性の活躍とか、結婚・子育て応援も含め

て優れた取組をされているところについてはＮ

ぴか企業ということで認定をしております。そ

ういったところには、県の入札での加点制度な

どインセンティブが準備されているところでご

ざいます。類似の制度といいますか、こういっ

た取組にできる限り多くの企業に取り組んでい

ただきたいというところです。

くるみん制度は、なかなかに認定の基準が厳

しゅうございます。まずは結婚・子育て応援宣

言をしていただき、取組をしていただいて、次

世代育成支援対策推進法に基づく一般事業主行

動計画をつくっていただいて、さらなる取組を

していただいて、例えばＮぴかを取得していた

だくとか、そういった一連の流れを呼びかけて、

認定企業には一定のインセンティブ等も準備さ

せていただいているところでございます。

【深堀委員】最後にしますけれども、これは企

業の話ですけれども、県としてもプラチナくる

みんぐらい、男性の育児休業取得率が30％以上、
育児休業と育児目的休暇取得率が50％以上で
すが、県も率先してそれぐらいやっているんだ

ということをしてほしい。県はくるみんの対象

外かもしれないですけど、率先してやっている

んだということを県内のいろんな企業の皆さん

方に伝えていくことも一つの方策だと私は思う

ので、ぜひ取組を頑張っていただきたいと思い

ます。

【浅田委員】 すみません、1点だけ。先ほどか
らお米券の話等々が出ていたんですが、それと

併せて、「ながさき子育て応援の店プラス」キ

ャンペーンとか、2億円以上の予算があって、
たくさんのお店の方がキャンペーンに来られて

いるということです。
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実は私のところに何店舗かの方が来られて、

今でこそ店に来てくださる方も増えてきている

けれども、コロナ禍で大変だった店舗が10万円
とか、備品購入の20万円とかを負担することが
大変で。協力はしたけど、一体それがいつ払わ

れるのかがわからないと何人かから、実は先ほ

ども、委員会前に電話があったんですけど、こ

のあたりはどうなっているか、教えていただけ

ますか。

【黒島こども未来課長】「ながさき子育て応援

の店プラス」キャンペーンに関するご質問かと

思います。

昨年10月に予算計上いたしまして、今年4月
28日まで、一部、補助金については申請期限を
延長したところですけれども、1月から4月まで
の間でキャンペーンを実施して申請をいただき

ました。冒頭、局長説明でも申し上げたとおり、

多くの申請をいただいたところでございます。

こちらの支払いについてですけれども、支援

金につきましては、いわゆるインセンティブと

しましてやり切りの精算なしということで、経

費を伴わないサービス提供に対して3万円、経
費を伴うサービス提供については20万円を上
限とした制度でございます。

こちらについては申請件数がかなり多かった

んですけれども、審査をいたしまして、6月末
までに概ね８割程度支払いが可能でございます。

現在、順次審査を進めて、一部差戻しというこ

とも生じておりまして、順次、支払ってまいり

ます。

一方の補助金につきましては、実績に対する

補助ということで、サービス提供に伴う備品購

入等で10万円、消耗品はまとめ買い等というこ
とで3万円ですが、どうしても実績に対するも
のですので領収証の添付等もお願いをしており

まして、そういったところの実態がどうであっ

たかとか、支払いの申請内容についてどうかと

いう審査にちょっと時間を要しております。こ

ちらの審査が少し遅れておりますけれども、ど

ちらもできる限り早急に支払いをしていきたい

と考えております。

【浅田委員】 既に終わった事業でありますし、

幾つかの店舗は、ガチャガチャとか、ああいう

備品を買って、子どもたちが来るようにしてい

るところを見せていただいたんですけど、結局、

そこからしばらくなので。

子育て世代の応援もすごく大事だし、ありが

たい話であるし、そうすることによってお客様

も来るんだけれども、買った備品費用が店舗に

よっては負荷がかかっておりますので、そうい

ったところを早急にお願いできればと思います。

以上です。

【千住委員長】 ほかにありませんか。

【山下副委員長】 皆さん、お疲れさまです。最

後ですので、手短に1問だけ、保育行政につい
てお尋ねをしたいと思います。

先日、政府から異次元の少子化対策の中身が

明らかになったわけであります。今後3年間で3
兆円規模のということで、その中で保育所の拡

充、サービスの拡充ということで支援策が盛り

込まれておりました。

以前から、保育関係者からも配置基準の見直

しや処遇改善について要望等もありました。今

回見てみますと、1歳児保育については6人に1
人から5人に1人の配置になりますと、4～5歳児
保育については、30人に1人から25人に1人へと、
プラス運営費も加算をしますよ、それから保育

士の処遇改善もやりますよと。私は、これはい

い政策が出てきたなと、私自身は評価をしてい

たんです。
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というのは、今までは独自に加配をされて、

手厚いサービスを自分の財源で行われていたわ

けでありますから、これはいい方向性だなと思

っていたんですが、先日、保育園の園長さんた

ちの会で、率直な意見をお聞かせくださいとい

うことで聞いたところ、ありがたい話なんだけ

れども、今後、保育士の確保が本当にできるの

かなと非常に心配していますというお声をいた

だいたわけであります。潜在保育士も含めて確

保ができるのかなと、確保ができなければ、幾

らいい制度、予算があってもできないわけであ

りますので。

まず、国の方向性、この異次元の少子化対策

について、県としてどのように評価をされてい

るのか、お尋ねをしたいと思います。

【黒島こども未来課長】ご質問いただきました、

政府が進めようとされている異次元の少子化対

策についてでございますが、次元の異なる少子

化対策実現のためのこども未来戦略方針が、先

日、国で取りまとめられました。

こちらに、委員ご指摘のとおり保育士の処遇

改善の一環として配置基準の見直し、75年ぶり
ということ、それに加えて処遇改善について検

討していくとか、0・1・2歳児対象でしょうか、
「こども誰でも通園制度」というような方針も

盛り込まれております。

待機児童につきましては、長崎県では令和2
年度以降ゼロで推移をしておりますが、保育需

要が高まりますと、保育士の確保が難しくなっ

ていくというところで、一層の処遇改善、国の

方でまずは配置基準の見直しがされる方向性に

つきましては、先日の政府施策の要望で県とし

ても強く訴えかけまして、まずは子ども子育て

支援新制度の際に積み残された配置基準が改善

される、そこは歓迎したいと思います。

ただ、恐らくそこで十分ではない。委員ご指

摘のとおり、本県の調査では、今現在も手厚く、

基準より1.3倍程度に配置をされている。それは
やむにやまれずといいますか、必要性があって

配置をされている。それが、基準が見直されて、

そこで十分かどうかというのは、園によっては

さらにというところもございましょうし、新た

な保育需要も掘り起こされてきますと一層、保

育士のいわば取り合いといったようなところが

懸念されると考えております。

例えば、市町独自での確保策、補助金とか、

そういったものをされるところもありますけれ

ども、もちろんそれは財政力によって違いが出

てしまう。保育の質の確保が求められる中で、

市町の財政力に応じてというのはちょっと許し

がたいと思いますので、いかに幼児教育の質を

確保できるような保育士のスタッフ、安全・安

心も当然確保しながらできるか。

県の方で保育士の確保については、国で措置

されております加算措置などの処遇改善と併せ

て、働き甲斐というようなところもございます

ので、加算の要件になっておりますキャリアア

ップ研修などにも取り組んでおりますし、一方

で幼児教育センターも立ち上げました。そうい

ったところでの研修を通じて質の向上とやりが

い、ひいては離職防止といったところを図りた

いと思います。

また、潜在保育士の方々の意見といいますか、

保育士というお仕事はなかなかに責任も重く、

人間関係等で辞めるというデータもございます。

そういったところで辞めた方に、もう一度保育

士のお仕事をいう働きかけも引き続き、保育

士・保育所支援センターの事業で取り組んでい

きたいと思っております。

もちろん保育士の修学支援資金なども、令和
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5年度は十分な額を確保いただいていますけれ
ども、引き続き国の方で措置いただいて、多く

の方に利用いただいて、県内の保育施設への就

業を促進していきたいと。

当面はまず国の動きを見ながら、こういった

県の動きも検討してまいりたいと思っておりま

す。

【山下副委員長】離島半島を抱えている我が県

において、基本的には21市町それぞれで地域の
事情があって、それぞれの保育政策を行政をや

っていただいているのが基本だとは思うんです

が、例えば財源が豊かなところは、こういう手

厚い保育行政をやっていますよと、片や隣のと

ころはなかなか財源がなくて、だから、市の境

を超えると全然違う保育行政をやられていると

いうところが結構出てくるんじゃないかなと、

ちょっと心配しているところもあるので、ぜひ

とも県でですね。これは21市町でやっているん
ですよ、じゃなくて、束ねるような格好で、ぜ

ひリーダーシップをとって、21市町と連携を取
って、今後、国から出てくるであろういろんな

具体策について、一緒になって、21市町に寄り
添って保育行政を進めていただければというふ

うに思います。

最後に、こども政策局長のご所見をお聞かせ

いただけますでしょうか。

【浦こども政策局長】保育行政に関する質問で

ございます。先ほど課長からも答弁しましたが、

今回、保育士の配置基準を、約75年ぶりに国が
見直すと、ここは大きなターニングポイントに

なってくるのではないかと思っております。

政府施策要望に私も同行いたしまして、担当

大臣から、「そこをしっかり頑張ります」とい

うふうな言葉を直接聞いたところであります。

また一方で、ただいまご指摘があっておりま

すように保育士等の処遇改善というのも課題と

なっておりまして、配置基準と処遇改善は車の

両輪といいますか、どっちかだけが良くなって

もだめで、どっちともうまく好循環しながら改

善していかないといけない問題だと思っていま

す。

ご指摘のように、配置基準が見直されて、多

くの保育士の確保が必要な時に、いい処遇のと

ころに保育士が集中するということがあっては

本末転倒になってきますので、ただいまご指摘

がありましたとおり、特に保育士等の処遇改善

に向けては、離島・半島、過疎地域も含めて、

市町のご意見もしっかりお聞きしながら、県と

してできることがないかというのを、今年度し

っかり考えていきたいと思っております。

【千住委員長】 ほかに質問はありませんか。

【野田福祉保健課企画監】申し訳ございません。

先ほど、深堀委員からのコロナの特例貸付けの

償還免除要件について答弁させていただきまし

たが障害者手帳の種類のところで一つ漏らして

おりましたので、付け加えさせていただきます。

当初、精神保健福祉手帳1級、または身体障
害者手帳1級または2級とだけお伝えしており
ましたが、療育手帳のＡ、こちらが入っており

ました。大変申し訳ございません。以上です。

【千住委員長】 ほかに質問はございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【千住委員長】ほかに質問がないようですので、

次に、自由民主党会派より、「生涯を通じた国

民皆歯科健診の実現を求める意見書 案」の提出

の提案を受けておりますので、事務局より文案

の配付をお願いいたします。

（意見書案配付）

【千住委員長】 それでは、浅田委員から、意見

書案提出についての提案、趣旨説明等をお願い
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いたします。

【浅田委員】今、皆様のお手元に配らせていた

だいたのが「生涯を通じた国民皆歯科健診の実

現を求める意見書 案」でございます。

今、長崎県におきましても健康寿命増進、延

ばしていこうというような話がある中で、歯の

問題は非常に重要であると言われております。

子どもたちは、学校歯科保健制度において学

生時代まではしっかり歯科健診が受けられます

が、その後、成人してから40代から70代までの
間の健診の受診率が非常に低いものになってお

ります。

これから健康寿命を延ばすためには口腔内の

健康維持は極めて重要であるということから、

ライフステージに応じた切れ目のない歯科健診

ができるようにということで意見書を提出させ

ていただいておりますので、ぜひ皆様のご検討

をお願いいたします。

【千住委員長】ただいま浅田委員から説明があ

りました、「生涯を通じた国民皆歯科健診の実

現を求める意見書 案」について、ご質問はあり

ませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【千住委員長】質問がないようですので、採決

に移りたいと思います。

意見書案の提出について、採決を行います。

本提案のとおり、意見書を提出することにご

異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【千住委員長】 ご異議なしと認めます。

よって、「生涯を通じた国民皆歯科健診の実

現を求める意見書 案」については、提出するこ

とに決定されました。

なお、体裁の修正等についてはいかがいたし

ますか。

〔「正副委員長に一任」と呼ぶ者あり〕

【千住委員長】それでは、正副委員長にご一任

願います。

それでは、こども政策局を含む福祉保健部関

係の審査結果について整理したいと思います。

しばらく休憩いたします。

― 午後 ３時２８分 休憩 ―

― 午後 ３時２９分 再開 ―

【千住委員長】 委員会を再開いたします。

これをもちまして、こども政策局を含む福祉

保健部関係の審査を終了いたします。

引き続き、委員間討議を行いますので、しば

らく休憩いたします。

― 午後 ３時３０分 休憩 ―

― 午後 ３時３１分 再開 ―

【千住委員長】 委員会を再開いたします。

閉会中の委員会活動について協議したいと思

いますので、しばらく休憩いたします。

― 午後 ３時３２分 休憩 ―

― 午後 ３時４０分 再開 ―

【千住委員長】 委員会を再開いたします。

閉会中の委員会活動について、何かご意見は

ございませんか。

〔「正副委員長一任」と呼ぶ者あり〕

【千住委員長】それでは、正副委員長にご一任

願いたいと存じます。

以上をもちまして、文教厚生委員会及び予算

決算委員会文教厚生分科会を閉会いたします。

大変お疲れさまでした。

― 午後 ３時４１分 閉会 ―
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